

凡例



本書における用語等の意義は、次のとおりである。

1（1）　刑法犯………特に断りのない限り、道路上の交通事故に係る危険運転致死傷（改正前の刑法第208条の2の危険運転致死傷をいう。以下同じ。）、業務上（重）過失致死傷及び自動車運転過失致死傷（改正前の刑法第211条第2項の自動車運転過失致死傷をいう。以下同じ。）を除いた「刑法」に規定する罪並びに「爆発物取締罰則」、「決闘罪ニ関スル件」、「暴力行為等処罰ニ関スル法律」、「盗犯等ノ防止及処分ニ関スル法律」、「航空機の強取等の処罰に関する法律」、「火炎びんの使用等の処罰に関する法律」、「航空の危険を生じさせる行為等の処罰に関する法律」、「人質による強要行為等の処罰に関する法律」、「流通食品への毒物の混入等の防止等に関する特別措置法」、「サリン等による人身被害の防止に関する法律」、「組織的な犯罪の処罰及び犯罪収益の規制等に関する法律」、「公職にある者等のあっせん行為による利得等の処罰に関する法律」及び「公衆等脅迫目的の犯罪行為のための資金等の提供等の処罰に関する法律」に規定する罪をいう。

（2）　特別法犯………上記（1）の「刑法犯」以外の罪をいう。ただし、特に断りのない限り、道路上の交通事故に係る危険運転致死傷、業務上（重）過失致死傷、自動車運転過失致死傷及び「自動車の運転により人を死傷させる行為等の処罰に関する法律」に規定する罪並びに「道路交通法」、「道路運送法」、「道路運送車両法」、「道路法」、「自動車損害賠償保障法」、「高速自動車国道法」、「駐車場法」、「自動車の保管場所の確保等に関する法律」、「土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の防止等に関する特別措置法」、「タクシー業務適正化特別措置法」、「貨物利用運送事業法」、「貨物自動車運送事業法」、「スパイクタイヤ粉じんの発生の防止に関する法律」及び「自動車運転代行業の業務の適正化に関する法律」に規定する罪を除く。

（3）　凶悪犯………殺人、強盗、放火及び強制性交等をいう。

ア　強制性交等………強姦（かん）並びに刑法第177条の強制性交等、同法第178条第2項の準強制性交等、同法第179条第2項の監護者性交等及び同法第181条第2項の強制性交等致死傷をいう。

イ　強姦………改正前の刑法第177条の強姦、同法第178条第2項の準強姦、同法第178条の2の集団強姦及び集団準強姦、同法第181条第2項の強姦致死傷並びに同法第181条第3項の集団強姦致死傷をいう。

（4）　粗暴犯………暴行、傷害、脅迫、恐喝及び凶器準備集合をいう。

（5）　窃盗犯………窃盗をいう。

（6）　知能犯………詐欺、横領（占有離脱物横領を除く。）、偽造、汚職、背任及び「公職にある者等のあっせん行為による利得等の処罰に関する法律」に規定する罪をいう。

（7）　風俗犯………賭博及びわいせつをいう。

（8）　その他の刑法犯………公務執行妨害、住居侵入、逮捕監禁、器物損壊等上記に掲げるもの以外の刑法犯をいう。

2（1）　非行少年………犯罪少年、触法少年、ぐ犯少年をいう。

ア　犯罪少年………犯罪行為をした14歳以上20歳未満の者（少年法第3条第1項第1号）

　・　刑法犯少年………犯罪少年のうち刑法犯で警察に検挙された者

イ　触法少年………刑罰法令に触れる行為をした14歳未満の者（少年法第3条第1項第2号）

ウ　ぐ犯少年………刑罰法令に該当しないぐ犯事由があって、将来、罪を犯し、又は刑罰法令に触れる行為をするおそれのある20歳未満の者（少年法第3条第1項第3号）

（2）　不良行為少年………非行少年には該当しないが、飲酒、喫煙、家出等を行って警察に補導された20歳未満の者をいう。

3　　　交通事故………道路交通法第2条第1項第1号に規定する道路において、車両等及び列車の交通によって起こされた事故で、人の死亡又は負傷を伴うもの（人身事故）をいう。

4（1）　認知件数………警察において発生を認知した事件の数をいう。

（2）　検挙件数………警察において検挙した事件の数をいい、特に断りのない限り、解決事件の件数を含む。

（3）　検挙率………認知件数に対する検挙件数の割合を次のとおり計算して百分比で表したものをいう。

（　検挙件数（当該年の前年以前の認知事件の検挙を含む。）　/　当該年の認知件数　）　×　100

　　　なお、検挙件数には、当該年の前年以前の認知事件の検挙が含まれることから、検挙率が100％を超える場合がある。

（4）　未遂罪及び予備罪は、それぞれの既遂の罪に含めている。

（5）　昭和47年以前の各種数値については、特に断りのない限り、47年5月14日以前の沖縄県該当分の数を含んでいない。

（6）　統計、図表その他の計数資料は、特に断りのない限り、警察庁の調査等に基づくものである。

（7）　統計図表中の構成比等は、四捨五入してあるため総計が必ずしも100.0にならない場合がある。

（8）　平成元年の各種数値については、特に断りのない限り、昭和64年1月1日から1月7日までの数を含む。

（9）　統計、図表その他の計数資料における平成28年以前の「強制性交等」は、強姦の数値である。

（10）　被疑者等の国籍等において、「中国」は「中国（香港等）」及び「台湾」を含まず、「中国（香港等）」は中国の国籍を有する者のうち、香港特別行政区若しくはマカオ特別行政区の政府が発行した旅券又は中国、香港特別行政区若しくはマカオ特別行政区以外の政府（シンガポール、マレーシア等）が発行した身分証明書等を所持する者等を、「台湾」は中国の国籍を有する者のうち、台湾に本籍又は生活の本拠を有し、在タイ王国日本大使館による査証シールが貼付されている台湾の権限ある機関が発行した旅券を所持する者等をいう。

※　本白書に記載した地図は、我が国の領土を網羅的に記したものではありません。

※　警察庁ウェブサイト（https://www.npa.go.jp/hakusyo/h30/data.html）に、本白書に掲載している統計以外の各種統計を掲載しています。





第1部　特集・トピックス
特集　近年における犯罪情勢の推移と今後の展望

特集に当たって

本年の警察白書の特集テーマは、「近年における犯罪情勢の推移と今後の展望」です。

我が国の犯罪情勢は、平成に入って徐々に悪化し、特に街頭犯罪及び侵入犯罪の増加によって、刑法犯認知件数が平成8年以降7年連続で戦後最多を更新し、14年には約285万件に達しました。この頃、安全な居場所であるべきはずの自宅で白昼強盗の被害に遭ったり、路上でひったくりの被害に遭ったりするという事案が後を絶たず、国民の体感治安も悪化しました。

こうした状況を受け、政府は、15年12月、「犯罪に強い社会の実現のための行動計画」を策定し、国民、地方公共団体、民間事業者等の協力を得つつ、同計画に基づく施策を着実に推進しました。また、警察庁では、捜査力・執行力の充実・強化に取り組むとともに、同年8月、街頭犯罪及び侵入犯罪対策の推進等を内容とする「緊急治安対策プログラム」を策定するなどして、総合的な犯罪対策を開始しました。このような取組や様々な社会的背景もあって、街頭犯罪及び侵入犯罪は大幅に減少し、29年中の刑法犯認知件数は14年の3分の1以下にまで減少するなど、治安情勢及び体感治安には一定の改善がみられます。

一方、近年、ストーカー事案・配偶者からの暴力事案、児童虐待等の人身の安全を早急に確保する必要の認められる事案（以下「人身安全関連事案」という。）、特殊詐欺、サイバー犯罪等のこれまでの街頭犯罪及び侵入犯罪に重点を置いた犯罪対策では捉えられない治安事象が生じており、世論調査等からも国民が不安を感じていることがうかがわれます。これらの犯罪は、少子高齢化に伴う人口・家族構造の変化、サイバー空間における国民生活や経済活動の一層の広がり等、社会情勢が変化していく中で、これまで以上に重要な課題となると考えられます。

本年の警察白書では、まず第1節で犯罪情勢として、主に14年にピークとなった刑法犯認知件数の推移を概観します。第2節では、政府、警察、地方公共団体、民間事業者等による具体的な取組事例を紹介するなど、これまでの犯罪対策を振り返るとともに、犯罪情勢をめぐる社会的背景を紹介します。第3節では、治安に関する国民の意識の現状のほか、人身安全関連事案、特殊詐欺、サイバー犯罪等の犯罪情勢とその対策を紹介し、今後の犯罪対策の方向性について述べます。

良好な治安は、様々な社会制度や経済活動によって支えられていることから、関係機関・団体、国民一人一人の理解と協力を得ながら、社会全体で犯罪対策に取り組む必要があります。

この特集が、国民の皆様の警察の取組に対する理解を深めるとともに、今後の犯罪対策の在り方について考えていただく一助となれば幸いです。






第1節　犯罪情勢

1　概要（注）

刑法犯認知件数の推移は、図表特-1のとおりである。昭和21年に約138万件であった刑法犯認知件数は、戦後の混乱を反映して増加し、23年には約160万件に達した。その後しばらくは年間140万件前後で推移し、48年に約119万件まで減少したものの、それ以降は増加傾向となり、57年には150万件を、平成10年には200万件を超え、14年には戦後最多の約285万件に達した。しかし、15年からは減少に転じ、28年には戦後初めて100万件を下回った。29年中は約91万5,000件と、前年より8万件以上減少しており、ピーク時の14年と比べ約194万件（67.9％）減少している。

また、人口1,000人当たりの刑法犯認知件数は、昭和48年に11.0件となって以降、増加傾向となり、ピーク時の平成14年には22.4件となった。13年から16年にかけては昭和23年の20.0件を上回る水準となっていたものの、平成29年は戦後最少の7.2件となった。


注：本特集においては、主に平成14年にピークとなった刑法犯認知件数の推移について記述する。特別法犯を含むその他の犯罪情勢については、第2章から第6章までを参照



　図表特-1　刑法犯認知件数及び人口1,000人当たりの刑法犯認知件数の推移（昭和21～平成29年）
[image: 図表特-1　刑法犯認知件数及び人口1,000人当たりの刑法犯認知件数の推移（昭和21～平成29年）]






2　平成元年以降の犯罪情勢

（1）街頭犯罪（注1）及び侵入犯罪（注2）の傾向

刑法犯認知件数がピークとなった平成14年頃は、街頭犯罪及び侵入犯罪の認知件数が急激に増加し、国民の不安が高まっていた（注3）ことから、これらの犯罪の発生を防止するための諸対策を強力に推進することにより、治安を回復することが喫緊の課題とされた。

元年から29年にかけての街頭犯罪及び侵入犯罪の認知件数の推移は、図表特-2のとおりである。元年から14年にかけて刑法犯認知件数は約118万件増加したところ、同期間に街頭犯罪の認知件数は約64万件増加しており、刑法犯認知件数の増加に対する寄与率（注4）は54.4％である。また、同期間に侵入犯罪の認知件数は約13万件増加しており、同寄与率は10.7％であることから、街頭犯罪及び侵入犯罪の認知件数の増加が、元年から14年にかけての刑法犯認知件数の増加に影響を与えたと考えられる。

一方、14年から29年にかけて刑法犯認知件数は約194万件減少しているところ、同期間に街頭犯罪の認知件数は約127万件減少しており、刑法犯認知件数の減少に対する寄与率は65.7％である。また、侵入犯罪の認知件数は約29万件減少しており、同寄与率は14.8％であることから、街頭犯罪及び侵入犯罪の減少が14年から29年にかけての刑法犯認知件数の減少に影響を与えたと考えられる。


注1：路上強盗、ひったくり、自動車盗、オートバイ盗、自転車盗、車上ねらい、部品ねらい及び自動販売機ねらいのほか、強制性交等、強制わいせつ、略取誘拐、暴行、傷害及び恐喝のうち街頭で行われたもの

注2：侵入強盗、侵入窃盗及び住居侵入

注3：公益財団法人日工組社会安全研究財団が14年に実施した「犯罪に対する不安感等に関する世論調査」（https://www.syaanken.or.jp/wp-content/uploads/2012/05/2_1403_01.pdf）によれば、犯罪被害に遭う不安を感じている者に対し、どのような犯罪に不安を感じるか質問したところ（複数回答）、「空き巣」（63.5％）、「通り魔的犯罪」（33.4％）、「すり・ひったくり」（32.6％）、「車上狙い」（31.4％）、「自転車を盗られる」（30.4％）の順に多くなっており、身近な場所で発生する犯罪に不安を感じていたことが分かる。

注4：データ全体の変化を100とした場合に、構成要素となるデータの変化の割合を示す指標



　図表特-2　街頭犯罪及び侵入犯罪の認知件数（平成元～29年）並びに罪種・手口別認知件数（平成元年、14年及び29年）の推移
[image: 図表特-2　街頭犯罪及び侵入犯罪の認知件数（平成元～29年）並びに罪種・手口別認知件数（平成元年、14年及び29年）の推移]

元年から14年にかけての刑法犯認知件数の増加に対する罪種・手口別の寄与率は、図表特-3のとおりであり、車上ねらい（21.0％）、器物損壊等（14.8％）、自動販売機ねらい（11.6％）及び侵入窃盗（8.7％）の寄与率の高さが目立つ。

一方、14年から29年にかけての刑法犯認知件数の減少に対する罪種・手口別の寄与率は、図表特-4のとおりであり、乗り物盗（27.8％）、車上ねらい（20.0％）、侵入窃盗（13.7％）及び自動販売機ねらい（8.6％） の寄与率の高さが目立つ。

　図表特-3　平成元年から14年にかけての刑法犯認知件数の増加に対する罪種・手口別寄与率
[image: 図表特-3　平成元年から14年にかけての刑法犯認知件数の増加に対する罪種・手口別寄与率]

　図表特-4　平成14年から29年にかけての刑法犯認知件数の減少に対する罪種・手口別寄与率
[image: 図表特-4　平成14年から29年にかけての刑法犯認知件数の減少に対する罪種・手口別寄与率]

街頭犯罪の罪種・手口別認知件数の指数の推移は、図表特-5のとおりである。オートバイ盗を除き、いずれの罪種・手口も14年は元年より増加しており、中でも路上強盗は7.2倍、ひったくりは5.2倍、自動販売機ねらいは4.7倍と大幅に増加している。14年と29年を比較すると、暴行（街頭）を除き、いずれの罪種・手口も減少しており、元年と29年を比較すると、路上強盗、強制わいせつ（街頭）、略取誘拐（街頭）及び暴行（街頭）以外の各罪種・手口は、いずれも元年より減少している。特にオートバイ盗は元年から92.6％、恐喝（街頭）は82.3％、自動販売機ねらいは77.3％の減少となるなど、元年と比較しても大幅に減少している。

　図表特-5　街頭犯罪の罪種・手口別認知件数の指数の推移（平成元年、14年及び29年）
[image: 図表特-5　街頭犯罪の罪種・手口別認知件数の指数の推移（平成元年、14年及び29年）]

（2）窃盗の傾向

（1）のとおり、街頭犯罪及び侵入犯罪の認知件数の推移が刑法犯認知件数の推移に影響を与えたと考えられるところ、罪種別では、図表特-6のとおり、窃盗の認知件数の推移が大きな要因となっている。

平成元年から14年にかけて刑法犯認知件数は約118万件増加し、このうち窃盗は約89万件（75.7％）を占めており、14年から29年にかけて刑法犯認知件数は約194万件減少し、このうち窃盗は約172万件（88.8％）を占めている。

また、刑法犯認知件数がピークであった14年の窃盗の認知件数は約238万件と、刑法犯認知件数全体の83.3％を占めていた。

　図表特-6　窃盗の認知件数の推移（平成元～29年）
[image: 図表特-6　窃盗の認知件数の推移（平成元～29年）]

窃盗の主な手口別認知件数の推移は、図表特-7のとおりである。元年と14年を比較すると、オートバイ盗以外の手口の認知件数はいずれも増加しており、特に、自転車盗、車上ねらい及び自動販売機ねらいの増加が著しい。

一方、14年と29年を比較すると、いずれの手口も減少している。特に、車上ねらい、オートバイ盗、自動販売機ねらい、空き巣、自動車盗、ひったくり及びすりは、8割以上減少しており、自転車盗及び車上ねらいの認知件数は、いずれも30万件以上減少している。

　図表特-7　窃盗の主な手口別認知件数の推移（平成元年、14年及び29年）
[image: 図表特-7　窃盗の主な手口別認知件数の推移（平成元年、14年及び29年）]

（3）検挙人員の傾向

①　年齢層別の傾向

年齢層別人口1万人当たりの検挙人員の推移は、図表特-8のとおりであり、平成元年以降、他の年齢層と比較して、14歳から19歳までの人口1万人当たりの検挙人員が圧倒的に多く、ピーク時である15年に176.0人となり、同年の20歳から29歳までの人口1万人当たりの検挙人員と比べて4倍以上多かった。しかし、その後、14歳から19歳までの人口1万人当たりの検挙人員は大幅に減少し、他の年齢層との差が急速に縮小している。

　図表特-8　年齢層別人口1万人当たりの検挙人員の推移（平成元～29年）
[image: 図表特-8　年齢層別人口1万人当たりの検挙人員の推移（平成元～29年）]

②　刑法犯少年の検挙人員の傾向

元年以降の刑法犯少年の人口1万人当たりの検挙人員は、4年にかけて減少した後、10年にかけて増加し、15年以降は減少傾向にある。また、罪種別では、常に窃盗が最も多くを占めている。

　図表特-9　刑法犯少年の人口1万人当たりの検挙人員の推移（平成元～29年）
[image: 図表特-9　刑法犯少年の人口1万人当たりの検挙人員の推移（平成元～29年）]






第2節　近年における治安回復への取組と犯罪情勢をめぐる社会的背景

1　総合的な犯罪対策の枠組みの構築

（1）政府の取組

平成14年に刑法犯認知件数が戦後最多の約285万件を記録するなど、治安情勢が危険水域に達し、国民が強い不安感を抱くようになったことを背景に、政府全体として犯罪対策を進めることの重要性が認識された。そこで、「世界一安全な国、日本」の復活を目指し、政府では、15年9月から、首相が主宰し、全閣僚を構成員とする犯罪対策閣僚会議を開催した。同会議において、同年12月には、国民の治安に対する不安感を解消し、犯罪の増勢に歯止めをかけ、治安の危機的状況を脱することを目標とする「犯罪に強い社会の実現のための行動計画」が策定された。

同計画では、治安回復のため、「国民が自らの安全を確保するための活動の支援」、「犯罪の生じにくい社会環境の整備」等の視点を前提としつつ、「平穏な暮らしを脅かす身近な犯罪の抑止」、「社会全体で取り組む少年犯罪の抑止」、「治安回復のための基盤整備」等の重点課題を設定し、国民、地方公共団体、民間事業者等の協力を得ながら、同計画に基づく施策が着実に推進された結果、刑法犯認知件数が減少するなど、犯罪情勢には一定の改善がみられた。しかし、刑法犯認知件数が140万件前後で推移していた戦後の安定期には及ばなかっただけではなく、高齢者を狙った振り込め詐欺の被害が多発したほか、無差別殺傷事件や子供が被害者となる犯罪が相次いで発生するなど、社会の変化に伴う新たな不安要因も発生する中で、国民の体感治安は依然として改善していなかった。このため、20年12月、同会議において、「犯罪に強い社会の実現のための行動計画2008」が策定され、犯罪情勢に即して各種の施策を講じ、社会全体を犯罪に対して強いものにするための総合的な対策が推進された。また、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催を視野に入れ、地域の絆（きずな）や連帯の再生・強化を図るとともに、新たな治安上の脅威への対策を含め、官民一体となった的確な犯罪対策により良好な治安を確保することで、国民が安全で安心して暮らせる国であることを実感できる、「世界一安全な国、日本」を創り上げることを目指す「「世界一安全な日本」創造戦略」（注）が25年12月に同会議において策定された。


注：227頁参照



（2）警察の取組

警察では、犯罪が発生してからの対応だけではなく、発生そのものを防止するための諸対策を強力に推進し、特に、増加が著しい罪種や手口に着目して個別に対策を行ったり、重点を絞って警察力を集中的に投下したりすることによって全体としての治安回復を図ることとした。また、国民、地域社会、関係機関・団体等のそれぞれが果たすべき役割が大きいことから、国民一人一人や関係機関・団体等による自主的な防犯活動を促進することにより、犯罪に強い社会を構築していくこととした。これらを基本的な考え方として、平成15年を治安回復元年とすべく、同年以降、総合的な犯罪対策を推進したほか、刑法犯認知件数の大幅な増加や複雑化・多様化する警察事象に的確に対処するため、図表特-10のとおり、14年度から19年度にかけて全国で約2万人の地方警察官の計画的な増員を行うとともに、特殊開錠用具の所持の禁止等に関する法律に基づく取組等の侵入犯罪への対策を推進した。

各都道府県警察では、街頭犯罪及び侵入犯罪の発生を防止するため、地域の犯罪実態に応じ、重点を置くべき地域や犯罪類型を絞った街頭犯罪等抑止計画の策定、交番機能の強化をはじめとした街頭活動を強化するための執行体制の確保、街頭犯罪等の検挙活動の強化、街頭犯罪等の手段となり得る行為の取締りの推進等、防犯と検挙の両面から諸対策を講じた。

　図表特-10　地方警察官数の推移（平成元～29年）
[image: 図表特-10　地方警察官数の推移（平成元～29年）]

　図表特-11　平成14年以降の主な犯罪対策
[image: 図表特-11　平成14年以降の主な犯罪対策]

①　防犯活動の推進

警察では、特に刑法犯認知件数の増加が著しかった罪種や手口に着目して、例えば、自動販売機ねらいを対象とした対策、住宅等に対する侵入犯罪対策、深夜のスーパーマーケット等を対象とした強盗対策等、対象とする個別の犯罪手口ごとに、地方公共団体、民間事業者等と連携しながら対策を講じた。また、犯罪発生状況に関する情報の地域住民への適時適切な提供のほか、従来から行ってきた広報啓発、防犯指導等に参加・体験・実践型の手法を取り入れるなど、防犯効果を高めるため、創意工夫を凝らした取組を推進した。

②　検挙活動の推進

警察では、検挙体制の整備、捜査における科学技術の活用等、捜査力・執行力の総合的な充実・強化のための取組を推進した。

検挙体制の整備については、例えば、都道府県警察において、街頭犯罪等の検挙に重点を置いた対策本部を設置するなどの体制強化が図られたほか、機動力をいかした捜査活動を行う機動捜査隊の充実、機動力強化のための車両・通信資機材の整備、都府県警察の単位を越えて広域的に捜査を行う広域捜査隊の編成等を推進した。また、的確な捜査指揮や効率的な捜査を支援するための情報分析支援システム（注1）の構築・整備を行った。

捜査における科学技術の活用については、例えば、犯行や逃走に悪用された車両を発見・捕捉するため、自動車ナンバー自動読取システム（注2）の整備を進めたほか、指掌紋自動識別システム（注3）の運用により、犯行現場から採取した指紋及び掌紋（以下「指掌紋」という。）がより効果的に活用され、様々な事件の被疑者の検挙につながった。また、鑑識資機材の開発・整備、DNA型鑑定（注4）の高度化、情報技術の解析能力の向上（注5）等が、犯罪捜査に大きく貢献した。


注1：113頁参照

注2：113頁参照

注3：112頁参照

注4：111頁参照

注5：112、127頁参照



　図表特-12　総合的な犯罪対策
[image: 図表特-12　総合的な犯罪対策]


MEMO　「安全・安心まちづくり推進要綱」の制定

街頭犯罪及び侵入犯罪の増加に対応するためには、パトロールの強化、地域安全運動等のソフト面の施策に加え、ハード面の施策として、犯罪防止に配慮した環境設計の推進に本格的に取り組む必要があった。そこで、警察庁では、平成12年2月、建設省都市局（当時）と共に、学識経験者、関係団体等の協力を得て、道路、公園、駐車・駐輪場等に関する防犯基準及び共同住宅に関する防犯上の留意事項を盛り込んだ「安全・安心まちづくり推進要綱」を制定した。

「安全・安心まちづくり」とは、公共施設や住居の構造等について、犯罪防止に配慮した環境設計を行うことにより、犯罪被害に遭いにくいまちづくりを推進し、国民が安全に安心して暮らせる地域社会とするための取組をいう。この取組は、警察、地方公共団体、民間事業者、地域住民等が問題意識を共有して推進する必要があることから、警察では、関係者と連携しながら、「安全・安心まちづくり」のための様々な取組を推進している。




MEMO　特殊開錠用具の所持の禁止等に関する法律の制定

多くの侵入犯罪において、ピッキング用具をはじめとした特殊開錠用具が使用されていたことを踏まえ、特殊開錠用具の所持の禁止等に関する法律が平成15年6月に制定され、16年1月までに全面施行された。警察では、同法の施行から29年にかけて、特殊開錠用具の所持罪等で5,867件・3,368人を検挙している。また、16年の特殊開錠用具を使用した侵入強盗及び侵入窃盗の認知件数は8,286件であったが、29年中は333件と大幅に減少しており、同法の制定は、防犯性能の高い建物部品の開発・普及とあいまって、侵入犯罪の未然防止に大きく寄与していると考えられる。

　[image: ピッキング用具]
ピッキング用具

　[image: サムターン回し]
サムターン回し

　図表特-13　 特殊開錠用具を使用した侵入強盗及び侵入窃盗の認知件数の推移（平成16～29年）
[image: 図表特-13　 特殊開錠用具を使用した侵入強盗及び侵入窃盗の認知件数の推移（平成16～29年）]




MEMO　空き交番対策

事件、事故等の増加やパトロールの強化等により、交番勤務員の不在が常態化する「空き交番」が多数生じ、交番の機能回復が求められていた。平成15年12月に犯罪対策閣僚会議において策定された「犯罪に強い社会の実現のための行動計画」では、「平穏な暮らしを脅かす身近な犯罪の抑止」のための施策として、「「空き交番の解消」と交番機能の強化」が掲げられ、政府を挙げて取り組む課題として、交番で勤務する地域警察官の増加、交番の配置の見直し、交番相談員の活用、パトカーによる支援等の取組が進められた。警察では、現在も事件・事故の発生状況、地域住民の意見・要望等を踏まえた交番機能の強化に努めており、近年の交番等における相談取扱件数の増加にみられるように、交番は、地域住民の安全と安心のよりどころとなっている。

　[image: パトカーによる支援と交番相談員]
パトカーによる支援と交番相談員




CASE

大阪府警察では、ひったくり、路上強盗等の街頭犯罪が多発していたことを受けて、街頭犯罪対策を一元的かつ総合的に推進するための組織として、14年1月、本部長を長とする「大阪府警察街頭犯罪総合対策本部」とその運営を専門的に行う組織として「街頭犯罪対策室」を本部に設置し、警察署には署長を長とする「警察署街頭犯罪対策本部」を設置した。同室では、街頭犯罪の多くが少年によるものであることに着目し、非行少年グループの検挙・補導活動を重点とした少年非行対策、ひったくり等に対する検挙対策、共同危険行為等禁止違反事件の検挙を主眼とした暴走族対策等を推進し、一定の成果を収めた。




CASE

広島県警察では、暴走族対策を強化することによって、集団暴走を減少させるとともに、暴走族等の資金獲得手段として敢行されることが多かったひったくり等の街頭犯罪を封圧するため、13年10月、暴走族特別取締本部を設置して取締りを徹底することとし、その後、14年4月には、交通、生活安全、刑事の各部門を統合して、「暴走族・少年犯罪対策課」を設置し、暴走族の取締りや離脱対策等を推進した。その結果、ひったくりの認知件数が大幅に減少するなどの効果があった。








2　地方公共団体及び民間事業者の取組（注）

（1）生活安全条例の制定

深刻な犯罪情勢を受けて、自ら犯罪対策に取り組む地方公共団体も急速に増加していった。

都道府県においては、犯罪防止の基本理念や地方公共団体、地域住民等の責務を明らかにするとともに、安全で安心なまちづくりに関する施策、推進体制等について規定する、いわゆる生活安全条例の制定がみられ始め、平成14年4月、都道府県としては初めて、大阪府において、犯罪防止を主たる目的とした「大阪府安全なまちづくり条例」が施行された。その後、15年1月には広島県で、同年4月には滋賀県及び茨城県で、同年10月には東京都で同様の生活安全条例が施行されるなど、全国において制定の動きが広がり、現在、46都道府県において生活安全条例が制定されている。また、全国の市区町村の大半においても生活安全条例が制定されている。

多くの地方公共団体においては、生活安全条例に基づき、犯罪対策のための体制が強化されたほか、条例に基づく推進計画や指針を策定したり、各種取組を推進・評価するため、地方公共団体のほか、警察、民間事業者、地域住民等から構成される会議を設置したりするなど、各地方公共団体の実情に応じて様々な取組が推進されている。


注：防犯ボランティア団体の活動等の地域住民による取組については、101頁参照




CASE

大阪府では、特にひったくり、強盗及び強制わいせつの発生が増加し、13年には刑法犯認知件数が全国で最多の約32万7,000件となるなど急激に犯罪情勢が悪化していた。このような情勢を踏まえ、14年、「大阪府安全なまちづくり条例」が制定され、同条例の目的を実現するため、大阪府知事部局、大阪府警察、民間団体等で構成される「大阪府安全なまちづくり推進会議」が設置された。毎年1回開催される同会議の総会では、その時々の犯罪情勢に応じた目標を設定し、大阪府全体の安全なまちづくりに向けた取組が推進されている。同会議を中心とした各種取組を推進した結果、29年中の大阪府の刑法犯認知件数は、ピーク時である13年の3分の1以下となるなど、犯罪情勢が改善している。

　図表特-14　条例に基づく取組の概要
[image: 図表特-14　条例に基づく取組の概要]



（2）街頭防犯カメラの設置

街頭防犯カメラは、被害の未然防止や犯罪発生時の的確な対応に有効であることから、地域の安全安心を確保するための手段として、多くの地方公共団体において、犯罪の発生状況等に応じて街頭防犯カメラの設置を推進しているほか、自治会、商店街等による街頭防犯カメラの設置について、機器の購入、設置工事等に要する費用を支援する取組を行っている。

例えば、東京都では、地域の防犯意識の向上のため、自治会、商店街等が防犯カメラを設置する際、区市町村と共に、その経費の一部の補助を行っているほか、区市町村に対し、通学路や区市町村立公園に防犯カメラを設置する際の経費について補助を行っており、これらの事業により設置された防犯カメラは、平成29年度末現在、累計1万7,000台を超えている。また、一部の区市町村では、防犯カメラの維持管理に要する経費についても補助を行っている。

警察では、地方公共団体や自治会、商店街等による街頭防犯カメラの設置について、適正かつ効果的な設置・管理のために必要な情報提供、助言を行うなどの支援を行っている。


CASE

大阪府守口市では、子供や女性を狙った犯罪を防止し、市民の安全を確保することを目的として、通学路等を中心に、同市内全域に無線通信式防犯カメラ1,000台を設置し、28年10月から運用を開始した。29年中の大阪府内の刑法犯認知件数は前年比で12.4％減少した一方、同市内の刑法犯認知件数は前年比で21.7％減少しており、街頭防犯カメラの設置が一定の効果を上げていると考えられる。

　[image: 防犯カメラの設置状況]
防犯カメラの設置状況

　[image: 大阪府守口市内の刑法犯認知件数の変化の状況]
大阪府守口市内の刑法犯認知件数の変化の状況



（3）個別の犯罪手口に対応した対策の推進

①　侵入窃盗対策

警察庁、経済産業省、国土交通省及び建物部品関連の民間団体から構成される「防犯性能の高い建物部品の開発・普及に関する官民合同会議」では、平成16年4月から、侵入までに5分以上の時間を要するなど一定の防犯性能があると評価した建物部品（CP部品）を掲載した「防犯性能の高い建物部品目録」をウェブサイトで公表するなどして、CP部品の普及に努めており、目録には30年3月末現在で17種類3,377品目が掲載されている。

こうした部品の開発及び普及もあって、14年以降、侵入窃盗、中でも空き巣の認知件数は大きく減少しており、空き巣の侵入手段別では、16年と比較して、特殊開錠用具の利用は98.4％、ガラス破りは83.9％減少と、70.9％減少した無締りと比べて大きく減少している。

　図表特-15　侵入窃盗の手口別認知件数の推移（平成14～29年）
[image: 図表特-15　侵入窃盗の手口別認知件数の推移（平成14～29年）]

　図表特-16　空き巣の侵入手段別認知件数の推移（平成16～29年）
[image: 図表特-16　空き巣の侵入手段別認知件数の推移（平成16～29年）]

②　乗り物盗対策

自動車盗の認知状況の推移は、図表特-17のとおりである。

警察庁、財務省、経済産業省、国土交通省及び民間19団体から構成される「自動車盗難等の防止に関する官民合同プロジェクトチーム」では、「自動車盗難等防止行動計画」（14年1月策定、28年12月改定）に基づき、例えば、イモビライザ（注）の装着を促進しており、自動車の生産台数に占めるイモビライザ装着車の割合は増加傾向にある。

こうした取組もあり、自動車保有台数1万台当たりの自動車盗の認知件数は、15年をピークにほぼ一貫して減少している。


注：エンジンキーに埋め込まれた送信機から発するIDコードと、車両本体の電子制御装置にあらかじめ登録されたIDコードが一致しなければ、エンジンが始動しない電子式盗難防止装置



　図表特-17　自動車盗の認知件数及び自動車保有台数1万台当たりの自動車盗の認知件数の推移（平成14～29年）
[image: 図表特-17　自動車盗の認知件数及び自動車保有台数1万台当たりの自動車盗の認知件数の推移（平成14～29年）]

　図表特-18　自動車のイモビライザ装着別生産台数の推移（平成14～28年）
[image: 図表特-18　自動車のイモビライザ装着別生産台数の推移（平成14～28年）]

オートバイ盗の認知状況の推移は、図表特-19のとおりである。オートバイ盗の認知件数は、元年以降25万件前後で推移していたが、警察庁の要請を踏まえ、12年以降、業界団体がハンドルロックとイグニッションスイッチを一体化したコンビロックや、鍵を抜いた状態でも鍵穴が露出しないようにするキーシャッタの採用等の盗難防止対策を推進したことなどにより、14年以降大幅に減少している。

　[image: キーシャッタ]
キーシャッタ

　図表特-19　オートバイ盗の認知件数及びオートバイ保有台数1,000台当たりのオートバイ盗の認知件数の推移（平成14～29年）
[image: 図表特-19　オートバイ盗の認知件数及びオートバイ保有台数1,000台当たりのオートバイ盗の認知件数の推移（平成14～29年）]

自転車盗の認知件数の推移は、図表特-20のとおりである。14年の自転車盗の認知件数は51万件を超えており、刑法犯認知件数の2割近くを占め、その減少は大きな課題であったことから、警察庁の要請を踏まえ、12年以降、業界団体において、馬てい錠の鍵について、プレス型から不正開錠に強いシリンダー型への日本工業規格（JIS）の改正や同型の普及が促進された。こうした取組の結果、14年以降、自転車盗の認知件数は減少傾向にあり、施錠していなかった自転車の盗難被害の減少率（40.6％）に比べ、施錠していた自転車の盗難被害の減少率（72.7％）は高くなっており、対策の効果を裏付けている。

　図表特-20　自転車盗の施錠状態別認知件数の推移（平成14～29年）
[image: 図表特-20　自転車盗の施錠状態別認知件数の推移（平成14～29年）]

　[image: 馬てい錠]
馬てい錠

　[image: プレス型　シリンダー型]
プレス型　シリンダー型

③　自動販売機ねらい対策

自動販売機ねらいの認知件数及び「堅牢（ろう）化自動販売機」（飲料・たばこ）の台数の推移は、図表特-21のとおりである。自動販売機は、一般社団法人日本自動販売システム機械工業会により、これまで段階的に堅牢化が進められており、非電動工具による盗難対策としてVer.1が8年に、電動工具による盗難対策としてVer.2が12年に、Ver.2の構造を更に強化したVer.3が15年に導入された。これに伴い、自動販売機ねらいの被害は著しく減少している。

　図表特-21　自動販売機ねらいの認知件数及び「堅牢化自動販売機」（飲料・たばこ）の台数の推移（平成14～29年）
[image: 図表特-21　自動販売機ねらいの認知件数及び「堅牢化自動販売機」（飲料・たばこ）の台数の推移（平成14～29年）]

④　侵入強盗対策

侵入強盗の認知件数の推移は、図表特-22のとおりである。21年にコンビニ強盗の認知件数が前年比で大きく増加したことなどから、同年には侵入強盗の認知件数が増加に転じたものの、ピーク時である15年（2,865件）以降減少傾向にあり、29年中は588件であった。

警察では、コンビニエンスストアや金融機関等を対象とした強盗対策として、防犯体制、現金管理の方法、店舗等の構造、防犯設備等について基準を定め、警察官の巡回や機会を捉えた防犯訓練等を実施している。

　図表特-22　侵入強盗の認知件数の推移（平成14～29年）
[image: 図表特-22　侵入強盗の認知件数の推移（平成14～29年）]


CASE

埼玉県警察では、29年8月、埼玉県コンビニエンス・ストア防犯協議会及び一般社団法人日本フランチャイズチェーン協会と協力し、コンビニエンスストア8社と合同でコンビニ強盗の対処訓練を実施して、コンビニ強盗発生時の適切な110番通報の要領等について研修を行った。また、同年11月には、防犯対策連絡会議を開催し、コンビニエンスストア各社の代表者等に対して防犯対策の講話を行うなど、コンビニエンスストア業界全体の防犯意識の高揚を図っている。

　[image: コンビニ強盗の対処訓練の状況]
コンビニ強盗の対処訓練の状況








3　犯罪情勢をめぐる社会的背景

（1）平成14年にかけての刑法犯認知件数の増加

平成14年にかけて、街頭犯罪及び侵入犯罪を中心として、刑法犯認知件数が大幅に増加した理由を明確に述べることは困難であるが、その背景には、経済情勢、社会環境の変化等の様々な要因が複雑に絡み合ったものがあったと考えられる。そこで、刑法犯認知件数の増加に影響を与えたと考えられる要因について、いくつかの調査結果等を紹介する。

例えば、世論調査（注）によれば、図表特-23のとおり、「社会全般のモラルが低下している」と感じる20歳以上の者の割合は、昭和63年は27.2％であったが、平成17年は57.8％と2倍以上に増加していた。


注：「少年非行問題に関する世論調査」（昭和63年）、「少年非行問題に関する世論調査」（平成7年）、「青少年の非行等問題行動に関する世論調査」（10年）、「少年非行問題等に関する世論調査」（13年）、「少年非行等に関する世論調査」（17年）、「少年非行に関する世論調査」（22年）及び「少年非行に関する世論調査」（27年）



　図表特-23　「社会全般のモラルが低下している」と感じる20歳以上の者の割合の推移（昭和63～平成27年）
[image: 図表特-23　「社会全般のモラルが低下している」と感じる20歳以上の者の割合の推移（昭和63～平成27年）]

また、我が国では、従来、近隣関係を中心とする地域社会において、強固な連帯意識や帰属意識が形成されていたところ、少子高齢化の進展、地方から都市部への人口流入等に伴い、地域社会における人間関係の希薄化が進み、社会の防犯機能が低下したと考えられる。例えば、警察の捜査活動等に関する世論調査（注1）と防犯に関する調査（注2）の結果を比較すると、図表特-24のとおり、近所付き合いの範囲について「町内」と回答した者は大幅に減少し、「付き合いなし」と回答した者は増加した。また、他人のことは干渉したくないと考える者が大幅に増加するなど、地域住民間の意思疎通や共同活動が減少していたと考えられる。


注1：内閣総理大臣官房広報室（当時）の調査で、昭和44年に実施されたもの

注2：公益財団法人日工組社会安全研究財団の調査で、平成14年に実施されたもの



　図表特-24　近所付き合いの範囲等の推移（昭和44年及び平成14年）
[image: 図表特-24　近所付き合いの範囲等の推移（昭和44年及び平成14年）]

さらに、犯罪白書（注1）によれば、窃盗は、金品の取得を直接的な目的とする利欲的な犯罪の典型であり、窃盗犯は何らかの経済的事情を動機や背景事情として抱えていることの多い犯罪類型であることなどから、雇用情勢の変化が窃盗の認知件数の推移に与える影響は少なくないとされている。

図表特-25のとおり、元年以降の完全失業率（注2）の推移については、3年以降上昇を続け、14年に最も高くなっており、その後、20年から21年にかけて再び上昇したものの、同年以降は低下している。


注1：26年版犯罪白書　(http://hakusyo1.moj.go.jp/jp/61/nfm/mokuji.html)

注2：労働力人口に占める完全失業者の割合



　図表特-25　完全失業率の推移（平成元～29年）
[image: 図表特-25　完全失業率の推移（平成元～29年）]

（2）平成14年以降の刑法犯認知件数の減少

平成14年以降、街頭犯罪及び侵入犯罪が大幅に減少した要因を明確に述べることは困難であるが、官民一体となった総合的な犯罪対策が効果を上げたほか、人口構造の変化や少年の意識の変化をはじめとした様々な社会情勢の変化も背景にあるものと考えられる。

犯罪対策については、15年以降、政府・警察の取組、生活安全条例の制定、街頭防犯カメラの設置等、社会全体で犯罪を未然に防ぐための取組が進められた。また、自動車盗対策のためのイモビライザの普及、自転車盗対策のための不正開錠に強い鍵の規格化、自動販売機ねらい対策のための自動販売機の堅牢化等、個別の犯罪手口に焦点を当てた対策も次々に講じられた。

刑法犯認知件数が減少した背景として考えられる社会的要因としては、少子高齢化の進展により、人口1万人当たりの検挙人員が相対的に多い若者の人口が継続して減少していることが挙げられる。元年以降、人口1万人当たりの検挙人員は常に14歳から19歳までが最も多く、次いで20歳から29歳までとなっており（注）、若い世代ほど多くなっているところ、年齢層別人口の推移は図表特-26のとおりであり、14歳から19歳まで及び20歳から29歳までの人口は減少している。


注：6、7頁参照



　図表特-26　年齢層別人口の推移（平成元年、14年及び29年）
[image: 図表特-26　年齢層別人口の推移（平成元年、14年及び29年）]

また、近年の若者の意識や行動の変化について、例えば、全国学力・学習状況調査（注1）によれば、図表特-27のとおり、近年の若者には規範意識の向上がみられる。さらに、消費者白書（注2）によれば、図表特-28のとおり、近年の若者は、消費支出が減少傾向にあるほか、全国都市交通特性調査（注3）によれば、図表特-29のとおり、若者の外出率が低下し、1日当たりの移動回数が高齢者を下回るなど、以前より外出しなくなっている傾向がみられる。


注1：国立教育政策研究所の調査で、毎年度実施されているもの（https://www.nier.go.jp/kaihatsu/zenkokugakuryoku.html）

注2：29年版消費者白書（http://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_research/white_paper/#white_paper_2017）

注3：国土交通省の調査（https://www.mlit.go.jp/toshi/tosiko/toshi_tosiko_tk_000033.html）



　図表特-27　中学校3年生の規範意識の推移（平成19年度、24年度及び29年度）
[image: 図表特-27　中学校3年生の規範意識の推移（平成19年度、24年度及び29年度）]

　図表特-28　30歳未満（単身世帯）の者の1か月当たりの消費支出の推移（平成11～26年）
[image: 図表特-28　30歳未満（単身世帯）の者の1か月当たりの消費支出の推移（平成11～26年）]

　図表特-29　20歳代の外出率（昭和62～平成27年）及び1日当たりの移動回数（平成4年、17年及び27年）の推移
[image: 図表特-29　20歳代の外出率（昭和62～平成27年）及び1日当たりの移動回数（平成4年、17年及び27年）の推移]

さらに、犯罪白書（注1）における若年犯罪者（注2）に対する意識調査の結果をみると、図表特-30のとおり、社会に対する満足度に関して肯定的な回答をした者の割合は、一般青少年（注3）に比べ、若年犯罪者は低い。同様に、家庭生活に対する満足度に関して肯定的な回答をした者の割合も、一般青少年に比べ、若年犯罪者は低い。

また、若年犯罪者のうち約7割の者が、法律で禁じられているような「悪い」ことをしようと思ったとき、家族が心のブレーキになると回答している。


注1：23年版犯罪白書（http://hakusyo1.moj.go.jp/jp/58/nfm/mokuji.html）

注2：23年3月中に全国の刑事施設において刑執行開始時の処遇調査を終了し、又は刑執行開始時の指導に編入された30歳未満の受刑者439人のうち、調査協力に同意した者372人（回答者の平均年齢24.7歳）

注3：調査結果は、内閣府「第8回世界青年意識調査報告書」（21年3月）による。



　図表特-30　一般青少年及び若年犯罪者による社会に対する満足度及び家庭生活に対する満足度
[image: 図表特-30　一般青少年及び若年犯罪者による社会に対する満足度及び家庭生活に対する満足度]

一方、国民生活に関する世論調査（注1）によれば、図表特-31のとおり、現在の生活に対する満足度について、以前よりも満足している20歳から29歳までの割合は高くなっている。

また、他の調査（注2）では、図表特-32のとおり、父母に対し、「よくわかってくれる」、「いろいろなことを話す」、「やさしくあたたかい」といった肯定的な評価を行う中学生及び高校生が増加傾向にあるほか、図表特-33のとおり、「とても幸せだ」と思っている中学生及び高校生も増加傾向にある。


注1：内閣府の調査で、毎年実施されているもの（https://survey.gov-online.go.jp/index-ko.html）

注2：「NHK中学生・高校生の生活と意識調査2012」



　図表特-31　現在の生活に対する満足度の推移（20～29歳）（平成14年及び29年）
[image: 図表特-31　現在の生活に対する満足度の推移（20～29歳）（平成14年及び29年）]

　図表特-32　中学生及び高校生の父母に対する評価の推移（平成14年及び24年）
[image: 図表特-32　中学生及び高校生の父母に対する評価の推移（平成14年及び24年）]

　図表特-33　「とても幸せだ」と思っている中学生及び高校生の割合の推移（昭和57～平成24年）
[image: 図表特-33　「とても幸せだ」と思っている中学生及び高校生の割合の推移（昭和57～平成24年）]

以上のとおり、近年の若者については、規範意識が高まり、消費支出のほか、外出率や移動回数が減少傾向にあることがうかがわれる。また、若年犯罪者については、家族が心のブレーキになると認識している者が多い一方で、一般青少年と比較して社会や家庭生活に対する満足度が低い傾向がみられるところ、近年の若者のうち、現在の生活に満足している、父母を肯定的に評価している、あるいは、「とても幸せだ」と思っている者が増加し、社会や家庭生活に不満を抱く若者が減少していることがうかがわれる。若者の人口自体が減少していることに加え、近年の若者の意識や行動の変化が、若者による犯罪の減少に影響していることは否定できず、刑法犯認知件数の減少の要因の一つとなっていると考えられる。

このように、街頭犯罪及び侵入犯罪が大幅に減少し、14年以降の15年間に刑法犯認知件数が約194万件減少した背景には、官民一体となった総合的な犯罪対策のほか、人口構造の変化その他の様々な社会的要因も背景にあるものと考えられる。






第3節　新たな課題への対応と今後の展望

街頭犯罪及び侵入犯罪に重点を置いて官民一体となった犯罪対策を推進した結果、刑法犯認知件数がピーク時の3分の1以下にまで減少するなど、治安情勢に一定の改善がみられた一方で、これまでの街頭犯罪及び侵入犯罪に重点を置いた犯罪対策では捉えられない治安事象が生じていると考えられる。近年、人身安全関連事案が増加傾向にあるほか、振り込め詐欺をはじめとする高齢者を標的とした特殊詐欺（注1）の被害が深刻な状況にある。また、サイバー犯罪（注2）が多発するなどサイバー空間における脅威が増大し、こうした犯罪に対する国民の不安も高まっており、対策が求められている。本節では、治安に関する国民の意識を紹介するとともに、これらの犯罪の現状及び対策を概観する。


注1：被害者に電話をかけるなどして対面することなく信頼させ、指定した預貯金口座への振り込みその他の方法により、不特定多数の者から現金等をだまし取る犯罪（現金等を脅し取る恐喝を含む。）の総称

注2：高度情報通信ネットワークを利用した犯罪やコンピュータ又は電磁的記録を対象とした犯罪等の情報技術を利用した犯罪








1　治安に関する国民の意識

（1）体感治安について

治安に関する世論調査（注）によれば、「あなたは、現在の日本が、治安がよく、安全で安心して暮らせる国だと思いますか」との問いに対して、「そう思う」又は「どちらかといえばそう思う」と答えた者は80.2％と、24年の59.7％から上昇した。また、「そう思わない」又は「どちらかといえばそう思わない」と答えた者は、18.9％と、同年の39.4％から低下した。

また、「あなたは、ここ10年間で日本の治安はよくなったと思いますか。それとも悪くなったと思いますか」との問いに対して、「よくなったと思う」又は「どちらかといえばよくなったと思う」と答えた者は35.5％と、24年の15.8%から上昇した。一方、「悪くなったと思う」又は「どちらかといえば悪くなったと思う」と答えた者は60.8％と、依然として相当の割合を占めている。


注：内閣府の調査で、平成29年9月に全国の18歳以上の日本国籍を有する者3,000人に対して実施されたもの（https://survey.gov-online.go.jp/tokubetu/h29/h29-chian.pdf）。また、内閣府は16年7月、18年12月及び24年7月に、全国の20歳以上の日本国籍を有する者3,000人に対して同様の調査を実施している。



　図表特-34　治安に関する国民の意識の推移（平成16～29年）
[image: 図表特-34　治安に関する国民の意識の推移（平成16～29年）]

（2）国民が不安に感じる犯罪等について

治安に関する世論調査では、「あなたが、自分や身近な人が犯罪に遭うかもしれないと不安になる場所はどこですか」との問いに対して、「インターネット空間」と答えた者が61.1％で最も多かった。また、「あなたが、自分や身近な人が被害に遭うかもしれないと不安になる犯罪は何ですか」との問いに対して、「インターネットを利用した犯罪」と答えた者が60.7％と、平成16年と比較して大幅に上昇し、初めて最も多くなった。また、「振り込め詐欺や悪質商法などの詐欺」及び「ストーカー行為」についても、大幅に上昇している。

　図表特-35　 自分や身近な人が犯罪に遭うかもしれないと不安になる場所及び不安になる犯罪に関する調査結果の推移（平成16～29年）
[image: 図表特-35　 自分や身近な人が犯罪に遭うかもしれないと不安になる場所及び不安になる犯罪に関する調査結果の推移（平成16～29年）]

また、同調査では、「あなたが、警察に特に力を入れて取り締まってほしい犯罪は何ですか」との問いに対して、「インターネットを利用した犯罪」が51.2％で最も多かったほか、「殺人、強盗などの凶悪な犯罪」が51.1％、「振り込め詐欺や悪質商法などの詐欺」が48.8％となっている。

　図表特-36　警察に特に力を入れて取り締まってほしい犯罪に関する調査結果の推移（平成16～29年）
[image: 図表特-36　警察に特に力を入れて取り締まってほしい犯罪に関する調査結果の推移（平成16～29年）]

さらに、「あなたは、犯罪の取締り以外に、犯罪被害を防ぐために、警察が、今後、特に力を入れるべき活動として、どのようなものを望みますか」との問いに対しては、「制服警察官によるパトロール」（48.3％）、「街頭や施設等の公共の場所における防犯カメラの設置に対する支援」（45.3％）、「インターネット空間におけるパトロール（サイバーパトロール）」（42.4％）等が上位を占めている。特に、「インターネット空間におけるパトロール（サイバーパトロール）」については、16年と比較して大幅に上昇している。

　図表特-37　警察が今後特に力を入れるべき活動に関する調査結果の推移（平成16年及び29年）
[image: 図表特-37　警察が今後特に力を入れるべき活動に関する調査結果の推移（平成16年及び29年）]

これらの調査結果から、刑法犯認知件数の減少が体感治安の改善につながっている一方で、新たな形態の犯罪、特に、近年増加しているインターネットを利用した犯罪、振り込め詐欺や悪質商法等の詐欺、ストーカー事案等に対する国民の不安が高まっており、警察に対してこうした犯罪への対策が求められていることがうかがわれる。






2　新たな課題への対応

人身安全関連事案は、恋愛感情や家族間の人間関係等に起因し、主として個人の私的な関係性や私的領域の中で生じる事案である。また、特殊詐欺やサイバー犯罪は、主として加害者が被害者と対面することなく敢行される非対面型犯罪である。これらの犯罪は、刑法犯認知件数が減少していく一方で、徐々にその問題が顕在化しており、最近では、SNS（注）を悪用して被害者を自宅へ誘い込み殺害するなど、SNS等のインターネット上のやり取りから凶悪犯罪に至る事例もみられるほか、情報通信技術の普及・進展に伴い、スマートフォン等が犯罪に悪用される事例も多くみられるようになっている。

これまで治安上の課題となっていた街頭犯罪及び侵入犯罪とは異なる特徴を持つこれらの犯罪については、従来の犯罪対策とは異なる対策を的確に講じていく必要がある。

本項では、こうした新たな課題への対応について、現状と対策を概観する。


注：Social Networking Serviceの略。ウェブサイト内で多数人とコミュニケーションがとれるウェブサイト等のうち、出会い系サイトを除いたものの総称



（1）人身安全関連事案

①　現状

ストーカー事案・配偶者からの暴力事案等（注1）の相談等件数の推移は図表特-38及び図表特-39のとおりである。29年中のストーカー事案の相談等件数及び配偶者からの暴力事案等の相談等件数は、いずれも、ストーカー規制法（注2）及び配偶者暴力防止法（注3）の施行以降、最多となった。


注1：平成25年6月に成立した配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴い、26年1月3日以降、生活の本拠を共にする交際（婚姻関係における共同生活に類する共同生活を営んでいないものを除く。）をする関係にある相手方からの暴力事案についても計上している。

注2：ストーカー行為等の規制等に関する法律

注3：配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律



　図表特-38　ストーカー事案の相談等件数の推移（平成14～29年）
[image: 図表特-38　ストーカー事案の相談等件数の推移（平成14～29年）]

　図表特-39　配偶者からの暴力事案等の相談等件数の推移（平成14～29年）
[image: 図表特-39　配偶者からの暴力事案等の相談等件数の推移（平成14～29年）]

児童虐待事件については、29年中の検挙件数は1,138件、検挙人員は1,176人と、統計をとり始めた11年以降、過去最多となった。また、態様別検挙件数をみると、身体的虐待が全体の約8割を占めている。

また、児童虐待又はその疑いがあるとして警察から児童相談所に通告した児童数は年々増加しており、29年中は過去最多の6万5,431人となった。態様別では、特に心理的虐待の増加が著しく、29年中は4万6,439人と全体の約7割を占めている。

　図表特-40　児童虐待事件の態様別検挙件数の推移（平成15～29年）
[image: 図表特-40　児童虐待事件の態様別検挙件数の推移（平成15～29年）]

　図表特-41　警察から児童相談所に通告した児童数の推移（平成18～29年）
[image: 図表特-41　警察から児童相談所に通告した児童数の推移（平成18～29年）]

さらに、近年、個人の私的な関係性や私的領域の中で生じる犯罪について、例えば、暴行及び傷害の検挙件数を被疑者と被害者の関係別にみると、被疑者と被害者の間に面識がある場合が増加傾向にある。

暴行については、被疑者と被害者の間に面識がない場合が減少傾向にある一方、面識がある場合は増加傾向にあり、暴行の検挙件数に占める面識がある場合の割合は、14年から29年にかけて36.1％から52.6％に上昇した。

傷害については、14年から29年にかけて、被疑者と被害者の間に面識がない場合は減少傾向にある一方、面識がある場合は横ばいで推移した。その結果、同期間の傷害の検挙件数全体に占める面識がある場合の割合は53.4％から67.1％に上昇した。

　図表特-42　暴行の被疑者と被害者の関係別検挙件数の推移（平成元～29年）
[image: 図表特-42　暴行の被疑者と被害者の関係別検挙件数の推移（平成元～29年）]

　図表特-43　傷害の被疑者と被害者の関係別検挙件数の推移（平成元～29年）
[image: 図表特-43　傷害の被疑者と被害者の関係別検挙件数の推移（平成元～29年）]

②　ストーカー事案・配偶者からの暴力事案等への対策

ストーカー事案・配偶者からの暴力事案等は、恋愛感情のもつれ等の私的な人間関係に起因する事案であり、情報技術の進展等を背景としたコミュニケーション手段の変化や対人関係の多様化等により、被害の実態がつかみづらく、潜在化しやすい事案である一方で、加害者の被害者に対する執着心や支配意識が非常に強いものが多く、加害者が、被害者等に対して強い危害意思を有している場合には、検挙されることを顧みず大胆な犯行に及ぶこともあるなど、事態が急展開して重大事件に発展するおそれが大きいものである。

警察では、26年4月までに、警視庁及び道府県警察本部において、事案の認知の段階から対処に至るまで、警察署への指導・助言・支援を一元的に行う生活安全部門と刑事部門を総合した体制を構築し、被害者等の安全の確保を最優先に、ストーカー規制法等の関係法令を駆使した加害者の検挙等による加害行為の防止、被害者等の保護措置等、組織的な対応を推進している。また、25年から順次、被害者等からの相談に適切に対応できるよう被害者の意思決定支援手続及び危険性判断チェック票を導入している。

さらに、実効性のある対策を行うためには、社会全体での取組が必要であることから、警察庁では、27年3月にストーカー総合対策関係省庁会議が策定したストーカー総合対策、同年12月に閣議決定された「第4次男女共同参画基本計画」等に基づき、関係機関・団体と連携して、被害防止のための広報啓発、加害者に関する取組等を推進している。警察においては、27年度から、緊急・一時的に被害者等を避難させる必要がある場合に、ホテル等の宿泊施設を利用するための費用について公費で負担することとしている（注）ほか、28年度から、警察が加害者への対応方法やカウンセリング・治療の必要性について地域精神科医等の助言を受け、加害者に受診を勧めるなど、地域精神科医療機関等との連携を推進している。


注：216頁参照



　図表特-44　ストーカー事案・配偶者からの暴力事案等の対策の経緯
[image: 図表特-44　ストーカー事案・配偶者からの暴力事案等の対策の経緯]


CASE

29年6月、女性から、元交際相手の男（26）からつきまとわれているとの相談を受理したことから、同年7月、同男に対してストーカー規制法に基づく警告を実施した。同年9月、同男の母親から同男が行方不明になったという旨の届出を受理したことから、同女性を一時避難させ、同女性の自宅付近の警戒及び捜索を行った。その後、同男を発見し、職務質問を実施したところ、同男が包丁を所持していたことから銃刀法（注1）違反（刃物の携帯）で現行犯逮捕した（徳島）。

　[image: 男が所持していた包丁]
男が所持していた包丁



③　児童虐待事案への対策

児童虐待は、主に家庭内で発生し、潜在化しやすい事案であることから、警察では、児童の安全確保を最優先とした対応を行っており、児童虐待が疑われる事案を認知した際には、現場臨場等を行い、警察職員が児童の安全を直接確認するように努めているほか、必要な捜査を積極的に行い、児童の死亡等事態が深刻化する前に児童を救出及び保護することができるようにしている。

また、児童を迅速かつ適切に保護するためには、関係機関がそれぞれの専門性を発揮しつつ、連携して対処することが重要となることから、児童虐待を受けたと思われる児童を発見した際の児童相談所への確実な通告の実施、通告に際しての事前照会の徹底等、児童相談所等との情報共有を図るとともに、必要に応じて地域の要保護児童対策地域協議会（注2）に参加するなど、関係機関との緊密な連携を保ちながら、児童の生命・身体の保護のための措置を積極的に講じている。

さらに、事情聴取に伴う児童の負担軽減及び供述の信用性の担保に配慮する必要があることから、児童相談所、検察等の関係機関との更なる連携強化を図り、情報共有を促進するとともに、代表者による聴取を含めた事情聴取方法についての検討・協議等を推進している。


注1：銃砲刀剣類所持等取締法

注2：児童福祉法第25条の2において、地方公共団体は、単独で又は共同して、要保護児童の適切な保護又は要支援児童若しくは特定妊婦への適切な支援を図るため、関係機関、関係団体及び児童の福祉に関連する職務に従事する者その他の関係者により構成される要保護児童対策地域協議会を置くように努めなければならないとされている。




CASE

29年4月、病院から「骨折により搬送された児童が虐待を受けているおそれがある」との通告を受けた児童相談所が児童を一時保護したところ、同児童が母親から暴行を受けた旨を説明したため、児童相談所から警察署に通報があった。児童相談所及び検察庁と協議して、三者の代表者により同児童らから事情聴取を行い、同年7月、同児童の母親（28）を傷害罪で逮捕した（佐賀）。



（2）非対面型犯罪

①　特殊詐欺の現状と対策

平成元年から29年にかけての財産犯（注）の被害額の推移は、図表特-45のとおりであり、そのうち窃盗が占める割合は、12年の86.4％をピークに、10年から17年にかけて7割以上を占めていたものの、26年には5割を下回り、詐欺による被害額が窃盗を上回った。その後も財産犯の被害額に占める詐欺の割合は、窃盗と同程度で推移している。

財産犯のうち現金被害に限ると、15年まではほぼ毎年窃盗が、16年以降は毎年詐欺が最多となっている。特に24年以降は、財産犯の現金被害額の7割以上を詐欺が占めているが、これは特殊詐欺被害の増加によるものと考えられる。


注：強盗、恐喝、窃盗、詐欺、横領及び占有離脱物横領



　図表特-45　財産犯の被害額の推移（平成元～29年）
[image: 図表特-45　財産犯の被害額の推移（平成元～29年）]

ア　現状

特殊詐欺は、振り込め詐欺（オレオレ詐欺（注1）、架空請求詐欺（注2）、融資保証金詐欺（注3）及び還付金等詐欺（注4））及び振り込め詐欺以外の特殊詐欺（注5）に分類され、被害者に対面することなく現金等をだまし取ることが多い犯罪であり、犯行の関係箇所が広域に及ぶ上、犯行の役割が細分化されるなど巧妙に組織化され、犯行グループが短期間で離合集散を繰り返すなど、犯行の全容の解明が困難となっている。また、犯行の手口を巧妙化・多様化させているため、最新の手口等に合わせた捜査手法や被害防止の取組を推進する必要があるほか、被害者の多数を占める高齢者の被害防止対策が課題となっている。

特殊詐欺は、15年頃からその発生が目立ち始め、16年に認知件数が約2万5,700件、被害総額が約284億円に達するなど社会問題化したことから、警察では、体制の整備により取締活動を強化したほか、金融機関に対するATM利用限度額の引下げの促進、金融機関職員等と連携した声掛け等の予防活動を推進し、21年には16年の約3分の1まで認知件数が減少した。

しかし、22年以降、認知件数及び被害総額は共に悪化し、26年には被害総額が過去最高の約566億円となった。警察では、取締りの更なる強化、金融機関、郵便・宅配事業者、コンビニエンスストア等の民間事業者と連携した予防活動、犯罪インフラ対策等を行い、被害総額については26年以降減少を続けているものの、認知件数については増加し続けている。

29年中の特殊詐欺の情勢は、28年に大幅に増加した還付金等詐欺の認知件数が3,129件（前年比553件（15.0％）減少）、被害総額が約35.9億円（前年比約6.7億円（15.8％）減少）と、いずれも減少傾向にあるのに対し、オレオレ詐欺の認知件数が8,496件（前年比2,743件（47.7％）増加）、架空請求詐欺の認知件数が5,753件（前年比2,011件（53.7％）増加）と、いずれも大幅に増加した。


注1：親族を装うなどして電話をかけ、会社における横領金の補填金等の様々な名目で現金が至急必要であるかのように信じ込ませ、動転した被害者に指定した預貯金口座に現金を振り込ませるなどの手口による詐欺

注2：架空の事実を口実に金品を請求する文書を送付して、指定した預貯金口座に現金を振り込ませるなどの手口による詐欺

注3：融資を受けるための保証金の名目で、指定した預貯金口座に現金を振り込ませるなどの手口による詐欺

注4：市区町村の職員等を装い、医療費の還付等に必要な手続を装って現金自動預払機（ATM）を操作させて口座間送金により振り込ませる手口による電子計算機使用詐欺

注5：例えば、金融商品等取引名目、ギャンブル必勝法情報提供名目、異性との交際あっせん名目等の詐欺がある。



　図表特-46　特殊詐欺の認知件数及び被害総額の推移（平成16～29年）
[image: 図表特-46　特殊詐欺の認知件数及び被害総額の推移（平成16～29年）]

また、犯行グループは、被害者にとって身近で興味を示しやすい話題を名目としたり、複数の人物が入れ替わり電話をかけて、特殊詐欺と察知されにくい演出を行うなど、だまし方を巧妙化させている。

交付形態別では、キャッシュカードを自宅等に受け取りにきた犯人に被害者が直接手渡すなどの「キャッシュカード手交型」が大幅に増加した。

イ　取締り等の推進

警察では、だまされた振り作戦（注1）の実施等により、被害者の自宅等に現金等を受け取りに行く「受け子」等を検挙するとともに、「受け子」等から得られた供述等を端緒とする上位者への突き上げ捜査を行っている。また、犯行拠点が多く所在する都市部の警察とそれ以外の警察が連携し、効果的な捜査を行うことにより、犯行拠点の摘発や中枢被疑者の検挙等による犯行グループの壊滅に向けた取締りを推進している。

さらに、犯罪インフラを無力化することは、犯行グループの活動の弱体化につながるとともに、被害防止を図る上で極めて重要であることから、悪質な携帯電話事業者の検挙、犯行使用電話の無力化対策等も推進している。具体的には、携帯電話不正利用防止法（注2）に基づく役務提供拒否がなされるよう携帯電話事業者に情報提供を行う（注3）とともに、特殊詐欺に使用された電話番号に対し、繰り返し架電して警告メッセージを流し、当該電話番号を事実上使用できない状態にする「警告電話事業」（注4）を29年度から開始するなど、犯行使用電話の実態に応じた無力化対策を実施している。


注1：特殊詐欺の電話等を受け、特殊詐欺であると見破った場合に、だまされた振りをしつつ、犯人に現金等を手渡しする約束をした上で警察へ通報してもらい、自宅等の約束した場所に現れた犯人を検挙する、国民の積極的かつ自発的な協力に基づく検挙手法

注2：携帯音声通信事業者による契約者等の本人確認等及び携帯音声通信役務の不正な利用の防止に関する法律

注3：110頁参照

注4：警告電話事業では、20日間連続して架電することとしており、29年度中、同事業の対象となった5,539番号のうち、20日間で再度犯行に使用されなかったのは4,421番号（79.8％）であった。



　図表特-47　特殊詐欺の検挙状況の推移（平成16～29年）
[image: 図表特-47　特殊詐欺の検挙状況の推移（平成16～29年）]

ウ　官民一体となった予防活動の推進

特殊詐欺被害の防止のためには、広報啓発を一層推進するとともに、関係機関や民間事業者等と協働した取組を推進し、社会全体で特殊詐欺の被害を防止する気運の醸成を図る必要がある。そこで、警察では、各種メディアを通じた広報活動、民間のコールセンター職員による注意喚起、郵便・宅配事業者やコンビニエンスストアに対する協力依頼、金融機関との連携等を推進している。

具体的には、犯行の手口や被害に遭わないための注意点、自宅の固定電話の留守番電話設定及び防犯機能を備えた電話機設置の推奨等を積極的に発信しているほか、安易に携帯電話や預貯金口座を譲渡したり、「受け子」を引き受けないよう注意喚起するポスターを作成するなど広報啓発活動を実施している。また、特殊詐欺の被害者になりやすい高齢者やその子供・孫等に対し、巡回連絡のほか、電話による呼び掛け、地方公共団体職員や防犯ボランティア団体等による個別訪問等により、より直接的・個別的な被害防止を働き掛けている。さらに、郵便・宅配事業者やコンビニエンスストアに対して、被害金が入っていると疑われる荷物の発見・通報を依頼しているほか、金融機関と連携し、特殊詐欺の被害金が出金又は送金されることを防止するため、顧客への声掛けを推進している。このほか、近年多発している還付金等詐欺への対策として、金融機関と連携し、一定年数以上にわたってATMでの振込実績のない高齢者のATM振込限度額をゼロ円又は極めて少額とした上、窓口に誘導して声掛け等を行う取組を推進している。

　[image: ATM画面の例]
ATM画面の例

　図表特-48　声掛け等による特殊詐欺の阻止率（注）の推移（平成20～29年）
[image: 図表特-48　声掛け等による特殊詐欺の阻止率（注）の推移（平成20～29年）]


CASE

80歳代の女性は、市役所職員を名のる被疑者から「医療費の還付金がある」旨の電話を受けたことから、被疑者の指示により、最寄りの金融機関でATMの操作を試みた。しかし、同女性は、同金融機関において実施されているATM振込限度額制限の対象であったことから、被疑者の指示どおりにATMの操作を行うことができなかった。その後、同金融機関の窓口の職員が同女性から説明を聴取し、還付金等詐欺の被害を未然に防止した（富山）。



②　サイバー犯罪の現状と対策

サイバー犯罪は、地理的・時間的制約を受けることが少なく、短期間のうちに不特定多数の者に被害を及ぼしやすいため、被害拡大の防止、被害の未然防止を図ることが困難である場合がある。また、「Tor」（注1）等の匿名化ツールが使用されるほか、いわゆるダークウェブ（注2）が各種犯罪の温床となっていると指摘されているなど、一般に匿名性が高く、犯行の痕跡が残りにくい犯罪である。こうしたことから、サイバー犯罪をめぐる情勢は厳しい状況にある。

サイバー犯罪に的確に対処するためには、例えば、不正プログラムの解析能力の向上、デジタル・フォレンジック（注3）の活用等、警察の対処能力を向上させる必要がある。また、国境を越えて行われるサイバー犯罪に対処するため、国際捜査共助の枠組みの活用、外国捜査機関等との連携の推進（注4）等も重要である。

さらに、サイバー犯罪の被害を防止するためには、これらに加えて、民間事業者等の知見を活用した取組が必要であることから、一般財団法人日本サイバー犯罪対策センター（JC3）（注5）と連携し、産業界、学術機関、法執行機関等それぞれが持つサイバー犯罪に関する事例、対処方法等の集約・分析を推進している。このほか、警察をはじめとする関係省庁、地方公共団体、大学、民間事業者等が連携して、サイバー空間における自主的な防犯活動を行うボランティアを育成・支援している。このように、社会全体でサイバー犯罪の被害防止対策を一層推進する必要がある。


注1：The Onion Routerの略。匿名接続を実現するためのソフトウェア・規格の一つ

注2：匿名接続を実現するためのソフトウェア等を使用しなければ接続できないウェブサイト

注3：112頁参照

注4：48頁（トピックスI　サイバー犯罪・サイバー攻撃対策に関する国際連携の推進）参照

注5：129頁参照



ア　サイバー犯罪の現状

通信利用動向調査（注1）によれば、29年9月末現在のインターネット利用者の割合（注2）は80.9％となっている。このように、インターネットが国民生活や社会経済活動に不可欠な社会基盤として定着し、サイバー空間が国民の日常生活の一部となっている中、図表特-50のとおり、サイバー犯罪等に関する相談取扱件数は、近年高い水準にある。また、インターネットバンキングに係る不正送金事犯（注3）をはじめとするサイバー犯罪も多発しており、図表特-51のとおり、29年中のサイバー犯罪の検挙件数は9,014件と、過去最多となっている。

さらに、最近では、インターネットバンキングに不正アクセスを行い、電子決済サービスを利用して仮想通貨交換業者へ不正送金を行う事犯や、仮想通貨交換業者等への不正アクセスによる仮想通貨の不正送信事犯等、仮想通貨に関連するものもみられる。


注1：総務省の調査で、29年11月から同年12月にかけて実施されたもの（http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/data/180525_1.pdf）

注2：調査対象年の1年間にインターネットを利用したことのある6歳以上の者の比率

注3：122頁参照



　図表特-49　インターネット利用者の割合の推移（平成14～29年）
[image: 図表特-49　インターネット利用者の割合の推移（平成14～29年）]

　図表特-50　サイバー犯罪等に関する相談取扱件数の推移（平成14～29年）
[image: 図表特-50　サイバー犯罪等に関する相談取扱件数の推移（平成14～29年）]

　図表特-51　サイバー犯罪の検挙件数の推移（平成14～29年）
[image: 図表特-51　サイバー犯罪の検挙件数の推移（平成14～29年）]

イ　サイバー犯罪への対策

警察では、デジタル・フォレンジックを活用し、被疑者の特定等を行っているほか、関係機関や民間事業者と連携し、サイバー空間の脅威への対処に係る人材の育成による解析能力の向上や不正プログラムに関する情報共有、分析等を通じて、サイバー犯罪の被害防止対策を推進している。

また、警察庁では、インターネット上の違法情報等への対策として、一般のインターネット利用者等から、違法情報等に関する通報を受理し、警察への通報やサイト管理者への削除依頼等を行うインターネット・ホットラインセンター（IHC）（注1）を運用している。さらに、警察では、サイバーパトロール等により違法情報・有害情報の把握に努めるとともに、IHCからの通報に対して全国協働捜査方式（注2）を活用し、取締りを推進している。


注1：124頁参照

注2：IHCから警察庁に通報された違法情報について効率的な捜査を進めるため、違法情報の発信元を割り出すための初期捜査を警視庁が一元的に行い、捜査すべき都道府県警察を警察庁が調整する捜査方式。23年7月から本格実施している。




CASE

インターネットショッピングを利用した詐欺を目的とするウェブサイト（以下「詐欺サイト」という。）による犯罪被害を防止するため、29年5月以降、JC3は、愛知県警察と共同で開発したツール等により発見した詐欺サイトに関する情報のAPWG（注）等に対する提供を開始したほか、詐欺サイトに転送するよう改ざんされた正規のウェブサイトの管理者等に対し、ウェブサイトの修復依頼及び被害の再発防止に関する注意喚起を実施した。また、JC3からの情報提供に基づき、神奈川県警察を中心に20都道府県警察が詐欺サイトにおいて代金の振込先となっていた口座名義人等に対する取締りを実施した。


注：Anti-Phishing Working Groupの略。平成15年（2003年）に米国で設立された、国際的なフィッシング対策の非営利団体





このほか、サイバーパトロールにより発見した違法情報・有害情報をIHCやサイト管理者等に通報する取組やインターネット利用者に対する講演活動等を行うサイバー防犯ボランティアは、全国で221団体、8,294人（29年末現在）となっており、警察では、研修会を開催するなどして、こうした活動を行う団体の拡大と取組の活性化を図っている。

　図表特-52　サイバー防犯ボランティア団体数及び団体構成員数の推移（平成24～29年）
[image: 図表特-52　サイバー防犯ボランティア団体数及び団体構成員数の推移（平成24～29年）]


CASE

兵庫県警察では、大学生のサイバー防犯ボランティア団体が、SNSの事業者からサイバーパトロール用のアカウントを付与され、SNS上の不適切な投稿を一時凍結し、同事業者に通報する取組等を支援している。また、同団体が県内の児童等に対して講演を実施する前に模擬訓練を実施するなど、同団体の活動に対して必要な指導・助言を行っている。

　図表特-53　サイバー防犯ボランティア団体等によるSNS上の不適切な投稿に対する取組の概要
[image: 図表特-53　サイバー防犯ボランティア団体等によるSNS上の不適切な投稿に対する取組の概要]

　[image: サイバー防犯ボランティア団体による児童を対象とした講演活動]
サイバー防犯ボランティア団体による児童を対象とした講演活動



③　その他情報通信技術の普及・進展に伴う犯罪の現状と対策

少子化や核家族化が進展していることに加え、インターネットやスマートフォンの普及・進展により、SNS等を通じた地理的条件等に制約されない交友関係が構築されやすくなっていることに伴い、心身共に未熟であり、環境からの影響を受けやすい児童が性犯罪等の被害に遭いやすくなっている。

通信利用動向調査（注1）によれば、29年9月末現在、13歳から19歳までの79.5％、20歳から29歳までの94.5％がスマートフォンを所有し、また、情報通信メディアの利用時間と情報行動に関する調査（注2）によれば、その使用時間も年々増加傾向にあるなど、特に若い世代を中心にスマートフォンが普及している。さらに、消費者意識基本調査（注3）によれば、「携帯電話やスマートフォンは自分の生活になくてはならないと思う」者の割合は64.8％であり、年代別では、15歳から19歳までで82.4％、20歳から24歳までで83.2％、25歳から29歳まででは85.6％と、特に若者で高くなっている。スマートフォンは、情報検索、各種サービスの契約、SNSの利用、写真や動画の撮影等の様々な場面で使用され、生活の一部となっていると同時に、SNS等に起因する子供の性被害（注4）、リベンジポルノ事案等、様々な犯罪の中で使用されており、近年、これらの犯罪被害が深刻な状況になっている。


注1：総務省の調査で、2年から毎年実施されている。

注2：総務省と東京大学大学院等との共同研究により、24年から毎年実施されている。

注3：消費者庁の調査で、28年11月4日から同月30日にかけて実施されたもの（http://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_research/research_report/survey_002/）

注4：児童に対する性的搾取（児童に対し、自己の性的好奇心を満たす目的又は自己若しくは第三者の利益を図る目的で、児童買春、児童ポルノの製造その他の児童に性的な被害を与える犯罪行為をすること及び児童の性に着目した形態の営業を行うことにより児童福祉法第60条に該当する行為をすること並びにこれらに類する行為をすることをいう。）及びその助長行為（児童買春の周旋、児童買春等目的の人身売買、児童の性に着目した形態の営業のための場所の提供及び児童ポルノの提供を目的としたウェブサイトの開設等をいう。）をいう。



　図表特-54　若者のスマートフォンの普及率（平成25～29年）及びスマートフォンの使用時間（平成25～28年）の推移
[image: 図表特-54　若者のスマートフォンの普及率（平成25～29年）及びスマートフォンの使用時間（平成25～28年）の推移]

ア　SNS等に起因する事犯

近年、面識のない利用者同士が不特定多数の者とチャット等により交流することができるウェブサイトや同時に複数の友人等と交流することができるウェブサイト等が登場し、これらに起因する犯罪被害が急増している。

SNSに起因して犯罪被害に遭った児童の数は、24年以降増加傾向にあり、29年中の被害児童数は1,813人で、過去最多となった。被害児童のSNSへのアクセス手段については、スマートフォンの占める割合が年々増加しており、29年中は87.7％がスマートフォンを利用していた。また、29年中、被害児童の最も多い罪種は、青少年保護育成条例違反702人（38.7％）であり、フィルタリング（注）の利用の有無が判明した被害児童のうち9割以上がフィルタリングを利用していなかった。


注：インターネット上のウェブサイト等を一定の基準に基づき選別し、青少年に有害な情報を閲覧できなくするプログラムやサービス



　図表特-55　SNS等に起因する事犯の被害児童数の推移（平成15～29年）
[image: 図表特-55　SNS等に起因する事犯の被害児童数の推移（平成15～29年）]

　図表特-56　被害児童のSNSへのアクセス手段の割合の推移（平成24～29年）
[image: 図表特-56　被害児童のSNSへのアクセス手段の割合の推移（平成24～29年）]

SNSは、インターネットの匿名性や不特定多数の者に対して瞬時に連絡を取ることができる特性から、児童買春等の違法行為の「場」となっている状況がうかがえ、出会い系サイト規制法（注1）の改正以降、出会い系サイト（注2）に起因する事犯が減少する一方で、SNSに起因する事犯が増加している。

警察では、SNS等におけるサイバー補導（注3）に加え、SNS等の事業者の規模や提供しているサービスの態様に応じて、投稿内容の確認をはじめとするサイト内監視の強化や実効性あるゾーニング（注4）の導入に向けた働き掛けを推進しているほか、関係機関・団体等と連携し、スマートフォンを中心としたフィルタリングの普及促進等の取組を推進している。また、SNSに起因する事犯の児童の被害防止に取り組む「青少年ネット利用環境整備協議会」に参画し、事業者による被害防止対策に資するため、検挙事例等に関する情報を提供するなど、同協議会の活動を支援している。SNS等に起因する事犯に関する取組の事業者間格差を是正し、児童の犯罪被害を防止するためにも、事業者、関係機関等と更に連携を図っていく必要がある。


注1：インターネット異性紹介事業を利用して児童を誘引する行為の規制等に関する法律

注2：面識のない異性との交際（以下「異性交際」という。）を希望する者（以下「異性交際希望者」という。）の求めに応じ、その異性交際に関する情報をインターネットを利用して公衆が閲覧することができる状態に置いてこれを伝達し、かつ、当該情報の伝達を受けた異性交際希望者が電子メールその他の電気通信を利用して当該情報に係る異性交際希望者と相互に連絡することができるようにする役務を提供するウェブサイト等

注3：80頁参照

注4：サイト内において悪意ある大人を児童に近づけさせないように、利用者年齢情報を活用し、大人と児童の間のやり取りや検索を制限すること




MEMO　「青少年ネット利用環境整備協議会」の設立

平成29年7月、SNSに起因する事犯の児童の被害防止及び児童が安全で安心に利用できるインターネット環境の向上を目的として、SNSの事業者から構成される「青少年ネット利用環境整備協議会」が設立され、29年末現在、17事業者が参加している。同協議会は、定期的に会議を開催し、投稿等の内容の確認やゾーニング等の児童の被害防止対策に関するノウハウの共有を図っているほか、児童の被害防止やインターネット利用環境の向上に関する事項の調査研究等を実施することとしており、警察庁がその活動に協力している。




MEMO　神奈川県座間市における殺人事件を踏まえた取組

平成29年10月、神奈川県座間市において、SNS上に自殺願望を投稿するなどした者が、言葉巧みに誘い出された上、殺害される事件が発覚した。同事件を踏まえ、同年11月、自殺に関する不適切なウェブサイトや書き込みへの対策の強化等を検討するため、「座間市における事件の再発防止に関する関係閣僚会議」が開催された。同年12月には、同会議において「座間市における事件の再発防止策について」が取りまとめられ、政府一体となって再発防止を徹底するため、SNS等における自殺に関する不適切な書き込みへの対策、インターネットを通じて自殺願望を発信する若者の心のケアに関する対策、インターネット上の有害環境から若者を守るための対策等に取り組むこととされた。IHCでは、30年1月から、他人を自殺に誘引・勧誘する情報等についても、サイト管理者への削除依頼等を行っている。



イ　いわゆるリベンジポルノ等

インターネットやスマートフォンの普及・進展に伴い、画像情報等の不特定多数の者への拡散が容易になったことから、交際中に撮影した元交際相手の性的画像等を、撮影対象者の同意なくインターネット等を通じて公表する行為（いわゆるリベンジポルノ等）により、被害者が長期にわたり回復し難い精神的苦痛を受ける事案が発生している。

29年中の私事性的画像（注1）に関する相談等の件数（注2）は1,243件であった。このうち、被害者と加害者の関係については、交際相手（元交際相手を含む。）が61.5％、インターネット上のみの関係にある知人・友人が13.2％を占めており、また、被害者の年齢については、20歳代が37.7％、19歳以下が24.7％を占めている。さらに、私事性的画像被害防止法の適用による検挙件数は57件、脅迫、児童買春・児童ポルノ禁止法（注3）違反等の他法令による検挙件数は226件であった。


注1：私事性的画像記録の提供等による被害の防止に関する法律（以下「私事性的画像被害防止法」という。）第2条第1項に定める性交又は性交類似行為に係る人の姿態等が撮影された画像をいう。

注2：私事性的画像記録又は私事性的画像記録物に関する相談のうち、私事性的画像被害防止法やその他の刑罰法令に抵触しないものも含む。

注3：児童買春、児童ポルノに係る行為等の規制及び処罰並びに児童の保護等に関する法律



　図表特-57　私事性的画像に係る相談等の状況（平成29年）
[image: 図表特-57　私事性的画像に係る相談等の状況（平成29年）]

警察では、このような事案について、被害者の要望を踏まえつつ、違法行為に対して厳正な取締りを行うとともに、プロバイダ等の事業者と連携し、公表された私事性的画像記録の流通・閲覧防止のための措置等の迅速な対応を講じている。また、広報啓発活動等を通じて、被害の未然防止を図っている。


CASE

28年12月、女性から、元交際相手の男（18）に衣服の一部を着けていない同女性の画像をSNS上に投稿されているとの相談を受理した。SNS上に同女性を特定することができる方法で同画像が投稿されているのを発見したことから、29年４月、同男を私事性的画像被害防止法違反（私事性的画像記録物公然陳列）で検挙した（福岡）。




MEMO　児童が自らを撮影した画像に伴う被害を防止するための条例改正

近年増加傾向にある児童ポルノ事犯のうち、特に、だまされたり、脅されたりして児童が自分の裸体を撮影させられた上、メール等で送らされる被害（注）の発生が深刻な状況にある。東京都においては、同被害を防止するため、平成29年12月、東京都青少年の健全な育成に関する条例が改正され、18歳未満の青少年に係る児童ポルノ等の提供を当該青少年に対し不当に求める行為を禁止する規定が新設された。同様の条例改正は兵庫県でも行われており、同被害の防止のための取組が進められている。


注：81頁参照










3　犯罪情勢分析の高度化と効果的な情報発信

（1）犯罪情勢分析の高度化

第2節において述べてきたように、街頭犯罪及び侵入犯罪への対策は、犯罪の減少に一定の効果を上げてきたと考えられるが、今後とも効果的かつ効率的な犯罪対策を講ずるためには、絶えず変化する犯罪情勢の分析を高度化し、その分析に基づいた取組を推進する必要がある。例えば、各地域で減少していない犯罪、他の地域に比べて発生する割合が高い犯罪等を抽出し、被疑者や被害者の属性及び行動傾向、犯罪発生場所の状況等を調査して、犯罪に至る原因や問題点を詳細に分析した結果に基づき、警察、民間事業者、地域住民等が対策を実施するとともに、その実施状況や効果を確認及び検証して更なる問題点を抽出し、その解決を図っていくことにより、犯罪対策を一層効果的かつ効率的に推進していくことが可能となると考えられる。

現在、こうした取組の一環として、防犯に配慮したまちづくり等の専門家と協働して、防犯に関する調査研究を行う取組や、犯罪防止及び先制的な検挙活動のため、過去の犯罪発生情報を踏まえた独自のアルゴリズムを開発することにより、犯罪の発生が予測される地域等を地図上に表示し、警察官のパトロール等に活用している例もみられる。こうした犯罪情勢分析の取組は、海外においても実践されており、今後は、海外の事例も参考にしながら、専門家や民間事業者の知見、人工知能等の技術を一層活用し、より効果的かつ効率的な警察活動の在り方を検討する必要がある。

また、社会情勢、人口動態等の変化が犯罪情勢に与える影響についての分析も必要であることから、今後は、こうした視点を取り入れた犯罪情勢分析の高度化を進めていく必要がある。


CASE

福岡県警察では、防犯に配慮した環境整備を推進するため、平成27年から29年にかけて、都市計画や建築等について専門的な知識を有する研究者を「福岡県警察犯罪予防研究アドバイザー」として委嘱し、犯罪の傾向や地理的要因等について調査研究を行った。同年12月には、過去2年間の研究成果として、「集合住宅における侵入窃盗の時空間的近接」、「防犯のための住宅地デザインとコミュニティ活動」、「繁華街に設置された街頭防犯カメラの効果検証」、「女性を守るまちのデザインと防犯対策」、「福岡県における性犯罪の現状とこれからの啓発活動について」及び「コンビニ強盗における犯罪発生状況と防犯施策に関する検討及び提案」という6つの報告を取りまとめ、県警察のウェブサイト（注）に公開している。

これらの調査研究の結果、例えば、過去に侵入窃盗の被害に遭った建物が再び被害に遭う傾向があることなどが確認された。


注：https://www.police.pref.fukuoka.jp/seian/seian/adobaiza-seido_2.html



　[image: 研究成果報告書]
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CASE

米国のサンタクルーズ市警察、ロサンゼルス市警察等では、平成23年（2011年）から、警察が保有する罪種、犯罪発生場所等の犯罪統計を、犯罪の再発可能性や環境的な要素等を考慮したアルゴリズムで処理し、地図上に時間帯別の犯罪発生予測場所を表示するシステムを導入した。同システムの導入により、一定の犯罪が減少した、警察官によるパトロールが効果的に行われるようになったなどの評価がある。




CASE

京都府警察では、28年10月、犯罪発生情報等を集約し、より高度な分析による迅速な事件検挙や、犯罪発生予測に基づく犯罪防止活動を行うことを目的として、「犯罪防御システム」の運用を開始した。同システムでは、独自のアルゴリズムに基づく犯罪発生予測場所の表示やパトロールルートの作成等が可能であり、検挙活動やパトロール等に活用している。

　[image: 「犯罪防御システム」のイメージ]
「犯罪防御システム」のイメージ



（2）効果的な情報発信

個別の犯罪事象が複雑化・多様化する中で、実効性のある犯罪対策を講ずるためには、これまで以上に地方公共団体、民間事業者、地域住民等と協働した取組が必要不可欠である。それぞれの自主的な犯罪対策や警察との連携を更に促進するためには、警察の保有する情報を分かりやすく、かつ、民間事業者、研究者、地域住民等が利用しやすい形で積極的に発信し、効果的に活用できるようにすることが重要である。

現在も、被害者をはじめとする事件関係者のプライバシー等に細心の注意を払いつつ、警察のウェブサイト、電子メール等の様々な媒体を通じて警察が保有する情報を発信しているところ、今後は、国民の権利利益、国の安全等が害されることのないように配慮しつつ、国民がインターネット等を通じてより容易に利用できるよう、既に警察において公開している情報を利用しやすい形に加工し、汎用性を高めるなど、オープンデータ化を一層進める必要がある。


CASE

警視庁では、東京都内で発生した区市町村の町丁別、罪種別及び手口別の刑法犯認知件数を加工・分析等の二次利用が容易な形式でウェブサイトに掲載している（注1）。東京都では、このデータを基に作成した犯罪情報マップを公開しており（注2）、犯罪発生情報や防犯情報等を提供している。


注1：http://www.keishicho.metro.tokyo.jp/about_mpd/jokyo_tokei/jokyo/ninchikensu.html

注2：https://bouhan-tokyo.maps.arcgis.com/home/index.html
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　[image: 犯罪情報マップ（東京都）（平成30年1月から同年4月にかけてのもの）]
犯罪情報マップ（東京都）（平成30年1月から同年4月にかけてのもの）

また、大阪府警察では、犯罪発生情報等を発信するウェブサイト「安まちアーカイブ」において、登録を行った企業、防犯ボランティア団体、地方公共団体等を対象に、街頭での主な犯罪や子供・女性の被害発生情報を加工・分析等の二次利用が容易な形式でウェブサイトに掲載しており（注）、こうした情報は自主防犯活動等に活用されている。


注：https://www.police.pref.osaka.jp/cgi-bin/anmachi.cgi/gateway/
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CASE

東京都内における刑法犯認知件数が減少傾向にある一方、子供や女性が被害者となる犯罪の認知件数は増減を繰り返しながら推移し、また、子供や女性を対象とする性犯罪等の前兆とみられる声掛け、つきまとい等も依然として後を絶たないなど、弱い立場にある子供や女性の安全が脅かされている状況を踏まえ、警視庁では、平成28年12月から学識経験者等から構成される有識者研究会を開催した。同研究会では、子供や女性が被害者となる犯罪等のうち、特に面識のない者による公共空間における犯罪等の加害・被害実態調査の結果に基づき、GIS（地理情報システム）を活用した分析や今後の効果的な対策についての検討を行い、29年9月、「警視庁子ども・女性の安全対策に関する有識者研究会提言書」として取りまとめた。同提言書では、一貫した情報収集・分析・対策、受け手を意識した効果的な情報発信、科学的な根拠に基づく防犯教育、被害の実態を踏まえた住まい・まちづくり及び安全対策の担い手の多層化と多様化を実現することが望ましいとされた。


　注1：24年から28年にかけての警視庁で認知した件数による。

　注2：26年1月から29年6月にかけての5警察署（練馬警察署、西新井警察署、小松川警察署、田無警察署及び町田警察署）で取り扱った事案による。



　図表特-58　面識のない者による犯罪の被害実態の主な調査結果
[image: 図表特-58　面識のない者による犯罪の被害実態の主な調査結果]



また、近年、民間事業者等が自主的に行う地域に密着した防犯活動が、防犯CSR（注）活動として注目されている。27年4月、防犯CSR活動や同活動を行う民間事業者等を支援するため、「全国防犯CSR推進会議」が設立され、28年10月には、全国初となる地域分科会として愛知部会が立ち上げられた。同推進会議は、毎年セミナーを開催し、独自に優良企業に対する表彰を行うなど、その活動を活発化させている。防犯CSR活動は、顧客、従業員、地域住民等の安全性が高まるだけでなく、社会全体の犯罪に対する抵抗力を高め、国民の安心感の醸成につながることから、警察では、民間事業者等が防犯CSR活動に取り組みやすいよう、犯罪情報の提供や活動方法についての助言等を行うなど、その活動を一層支援していく必要がある。


注：Corporate Social Responsibilityの略。企業の社会的責任と訳される。法令遵守、環境保護、地域貢献等、純粋に財務的な活動以外の分野において、企業が持続的な発展を目的として行う自主的取組



　[image: 全国防犯CSR推進会議のウェブサイト]
全国防犯CSR推進会議のウェブサイト






4　今後の展望

刑法犯認知件数は平成14年をピークに一貫して減少しており、犯罪情勢には一定の改善がみられる。これは、政府、警察、地方公共団体、民間事業者等が一体となって様々な犯罪対策を推進してきたことなどによるものと考えられる。一方、人身安全関連事案が増加傾向にあることに加え、特殊詐欺の被害が深刻な状況にあり、サイバー空間における脅威も増大しているなど、犯罪情勢は依然として予断を許さない状況にある。これらの治安上の課題は、少子高齢化が進展し、コミュニケーションやビジネスにおける情報通信技術の活用が不可欠となる中で、これまで以上に深刻な問題となることが予想され、警察は、従来とは異なる対策を的確に講じていかなければならない。

人身安全関連事案等の主として個人の私的な関係性や私的領域の中で生じる犯罪については、可能な限り早期の段階で被害を関係機関が認知することが重要であり、そのためには、警察における被疑者の検挙や被害者の保護等とともに、教育、医療、福祉、更生保護分野等における取組の強化が求められていることから、関係機関・団体の取組を促していく必要がある。

特殊詐欺については、最新の犯行手口や被害実態を十分に把握し、新たな捜査手法の活用等による警察の対応力の強化を図るとともに、官民一体となった予防活動を一層推進しなければならない。

サイバー犯罪については、サイバー空間をめぐる情勢の急速な変化を把握し、取締活動を推進して、解析能力の向上等を図るとともに、国境を越えて行われるサイバー犯罪に対処するため、国際連携を一層推進する必要がある。また、官民一体となってサイバー犯罪の実態を把握し、安全で安心なサイバー空間の構築を民間事業者等に働き掛けていくほか、サイバー犯罪の実態を周知することにより、インターネット利用者等の自主的な被害防止活動を促進し、情報セキュリティに関するリテラシーを向上させていくことも重要である。

こうした新たな課題を含め、今後の様々な治安上の課題に的確に対処するためには、これまでの対策を不断に見直すことに加えて、社会情勢の変化に迅速かつ柔軟に対応し、民間事業者等と連携しながら、犯罪情勢分析の高度化、人工知能等の技術の活用、更なる情報発信等、これまでにない手法や知見を積極的に取り入れながら、より効果的かつ効率的な対策を講じていくべきである。






警察活動の最前線


犯罪情勢分析に全力投球



神奈川県警察本部生活安全部

生活安全総務課犯罪抑止対策室

関根　講平（せきね　こうへい）　警部補

　[image: ピーガルくん　リリポちゃん]
ピーガルくん　リリポちゃん



「県内の犯罪情勢を明らかにする！」それが私の業務です。

当県には、「神奈川版コムスタット」と呼ばれる独自の分析システムがあり、時間や地域、罪種等ごとに、コンピュータの画面上で犯罪発生傾向を視覚的に分析することができます。私は、その分析に基づき、犯罪の発生場所を予測し、警察署に情報提供を行うなどして、犯罪対策に活用しています。

コンピュータによる分析手法を取り入れた当初は、警察署員から「どうせ机上の空論だろ」などと揶揄（やゆ）され、犯罪情勢分析についての県警内の温度差に悩む日々もありました。しかし、警察署に巡回指導に赴いた際に「交番勤務員がコムスタットの分析に基づいた警ら活動中に職務質問を行ったら、自転車盗の犯人を検挙した」などという報告を聞くことが徐々に多くなり、自分が行っている業務は意義があるのだと改めて実感するとともに、犯罪情勢分析がより一層好きになっています。

私は、犯罪対策の方向性を見誤れば、見当違いの警察活動を行うこととなってしまい、県民の安全安心を守ることができないことから、犯罪情勢分析が犯罪対策を効率的に実施するための羅針盤だと考えています。「犯罪の増加の兆し」を早期に察知し、初期の段階から先制的に犯罪対策を図ることが重要です。

当県の警察職員全員が、犯罪情勢の分析結果を踏まえ、地域の犯罪情勢に即した効果的な犯罪対策を推進することができるよう、これからも犯罪情勢分析に全力投球していきます。

　[image: 神奈川県警察本部生活安全部生活安全総務課犯罪抑止対策室　関根　講平（せきね　こうへい）　警部補]




被害者の安全確保のために



山梨県警察本部生活安全部

少年・女性安全対策課ストーカー・DV対策第三担当課長補佐

（現　山梨県鰍沢（かじかざわ）警察署交通課長）

矢崎　良幸（やざき　よしゆき）　警部

　[image: ふじ君]
ふじ君



人身安全関連事案は、その多くが地域住民の私生活に密着した事案であり、当初は、あたかも「日常的なトラブルの一つ」であるかのように申告される一方、事態がエスカレートすれば重大事案に発展するおそれがあるため、常に危険性や切迫性の判断を行っていかなければなりません。

例えば、「交際中の男性と別れるに当たりトラブルになっている」という相談を受け、相談者の女性が男性と距離を置こうとしていたものの、男性からの復縁の要求が収まらず、女性の自宅や職場に男性が押し掛けるようにもなったためストーカー規制法違反で男性を検挙した事案では、その後の捜査で、男性がインターネットで殺人の方法について検索をしていたことが判明し、「対応が遅れていれば取り返しのつかないことになっていた」と肝を冷やしたことがありました。日々発生する人身安全関連事案の中には、このような危険性や切迫性が潜んでいることがあるため、事案の一つ一つに緊張感を持って臨まなければならないと強く感じた事案でした。

人身の安全を確保するという業務は、決して容易な仕事ではありませんが、個人の生命、身体及び財産の保護という警察の責務の根幹に関するものであり、私は、これからも常に「被害者の安全確保のために」という強い気持ちを持って、仕事に取り組んでいきたいと思います。

　[image: 山梨県警察本部生活安全部少年・女性安全対策課ストーカー・DV対策第三担当課長補佐（現　山梨県鰍沢（かじかざわ）警察署交通課長）　矢崎　良幸（やざき　よしゆき）　警部]



注：掲載されているキャラクターは、都道府県警察のマスコットキャラクターです。






トピックスI　サイバー犯罪・サイバー攻撃対策に関する国際連携の推進

（1）国際捜査共助

国境を越えて行われるサイバー犯罪・サイバー攻撃（注1）について、国内における捜査で犯人を特定できない場合は、外国捜査機関の協力を求める必要がある。

警察庁では、サイバー犯罪に関する条約（注2）、刑事共助条約（協定）（注3）、ICPO（注4）、サイバー犯罪に関する24時間コンタクトポイント（注5）等の国際捜査共助の枠組みを活用し、国境を越えて行われるサイバー犯罪・サイバー攻撃に対処している。


注1：118頁参照

注2：サイバー犯罪から社会を保護することを目的として、コンピュータ・システムに対する違法なアクセス等一定の行為の犯罪化、コンピュータ・データの迅速な保全等に係る刑事手続の整備、犯罪人引渡し等に関する国際協力等につき規定している。平成24年に我が国について発効した。

注3：229頁参照

注4： International Criminal Police Organization（国際刑事警察機構）の略

注5：平成9年（1997年）12月のG8司法内務閣僚会合で策定された「ハイテク犯罪と闘うための原則と行動計画」等に基づき設置されたもので、30年5月現在、82の国・地域に設置されている。




MEMO　「WannaCry」感染事案におけるICPOと連携した取組

平成29年5月、世界各国において政府機関、病院、銀行、企業等のコンピュータが、「WannaCry」等と呼ばれるランサムウェア（注）に感染させられる事案が発生し、30年5月末現在、我が国でも37件の被害が確認されている。警察庁では、ICPOが開催した同事案に関する電話会議に参加し、各国の被害状況や捜査状況等について情報交換を行ったほか、ICPOが発行する国際手配書の作成に協力した。


注：感染したコンピュータの機能を制限し、その制限の解除と引換えに金銭を要求するコンピュータ・ウイルス



　[image: 「WannaCry」が仮想通貨を要求するコンピュータ画面]
「WannaCry」が仮想通貨を要求するコンピュータ画面




CASE

警察庁では、29年度から、ICPOに対し、警察庁ウェブサイト「@police」において公開しているインターネット観測結果（注）の提供を行うことで、ICPO及びICPO加盟国におけるサイバー攻撃対策に貢献するとともに、ICPO及びICPO加盟国とのサイバー攻撃に関する連携強化を図っている。


注：126頁参照





（2）外国捜査機関等との連携の推進

①　外国捜査機関等との情報交換等

警察庁では、外国捜査機関等との情報交換を通じ、サイバー空間の脅威に対する対処能力を強化している。

例えば、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会に向けて、これまでのオリンピック・パラリンピック競技大会開催国であるブラジル及び韓国の捜査機関等と、各大会において実施したサイバーセキュリティ対策等について情報交換を行っている。

また、FBI（注）による米国内外の捜査機関等の職員を対象としたサイバー犯罪対策等に関する研修に我が国の警察職員を派遣するなどして、サイバー空間の脅威への対処に関し、外国捜査機関等との連携を強化している。


注：Federal Bureau of Investigation（米国司法省連邦捜査局）の略



②　国際会議等を通じた情報共有等

警察庁では、多国間における情報交換や協力関係の確立等に積極的に取り組んでおり、平成29年中は、G7ローマ／リヨン・グループ（注）に置かれたハイテク犯罪サブグループ、ICPOが主催するサイバー犯罪に関するユーラシア地域作業部会、日米サイバー対話、日・ASEANサイバー犯罪対策対話等の国際会議に参加したほか、東京でICPOと日中韓香サイバー犯罪対策課長級会合を共催するなど、サイバー空間の脅威に関する情報の共有や、国際捜査共助に関する連携強化等を推進している。

また、アジア大洋州地域サイバー犯罪捜査技術会議を12年度から毎年度開催し、情報技術解析に関する知識・経験等の共有を図っている。29年度は、アジア大洋州地域の国等の情報技術解析担当官やサイバー犯罪捜査官のほか、この分野で先進的な取組を行う英国国家犯罪対策庁、フランス国家憲兵隊、FBI、外国の学術機関等が参加し、情報技術解析の高度化・効率化や、サイバー犯罪対策に係る国際連携及び官民連携に関する発表・討議、情報技術解析に関する演習等を実施した。


注：昭和53年（1978年）にボン・サミットを契機に発足したG8テロ専門家会合（G8ローマ・グループ）と平成7年（1995年）にハリファックス・サミットで設置されたG8国際組織犯罪対策上級専門家会合（G8リヨン・グループ）が、平成13年（2001年）の米国における同時多発テロ事件以降合同で開催されているもので、国際組織犯罪対策やテロ対策等について検討している。なお、平成26年（2014年）3月より、G7として実施している。



　[image: アジア大洋州地域サイバー犯罪捜査技術会議]
アジア大洋州地域サイバー犯罪捜査技術会議

（3）国際協力の推進

警察庁では、サイバー空間の脅威への諸外国の対処能力の向上を図るため、外務省や独立行政法人国際協力機構（JICA）と連携して外国捜査機関等に対する支援を行っている。


MEMO　外国捜査機関等の職員に対する研修の実施

警察庁では、平成26年度から、外国捜査機関等のサイバー犯罪対策等に従事する職員を招へいし、サイバー空間の脅威への対処に関する知識・技術を習得させるとともに、外国捜査機関等との協力関係を強化することを目的とした研修を実施している。29年1月から同年2月にかけての研修では、ICPOとの共催により、「デジタルセキュリティチャレンジ」と呼ばれる実践的な訓練を実施し、各国の研修員及び我が国の警察職員から構成される複数の班が、医療機関のコンピュータがランサムウェアに感染して機能が制限され、その制限の解除と引換えに仮想通貨を要求されたことを想定した訓練に共同で取り組んだ。

また、29年度から、ベトナム公安省の職員を受け入れて、サイバーセキュリティ対策等に関する知識・技術の習得を目的とした研修を行っている。

　[image: 研修の状況]
研修の状況








トピックスII　犯罪被害給付制度の充実

（1）犯罪被害給付制度の概要

犯罪被害給付制度は、日本国内において行われた通り魔殺人等の故意の犯罪行為により不慮の死亡、重傷病又は障害という重大な被害を受けたにもかかわらず、公的救済や損害賠償を得られない犯罪被害者又はその遺族に対し、社会の連帯共助の精神から、国が一定の給付金を支給するものである。この制度は、犯罪被害者支援法（注）に基づき、昭和56年1月に開始され、犯罪被害者及びその遺族の犯罪被害等を早期に軽減するとともに、これらの者が再び平穏な生活を営むことができるよう支援することを目的としている。


注：犯罪被害者等給付金の支給等による犯罪被害者等の支援に関する法律



　図表II-1　犯罪被害給付制度
[image: 図表II-1　犯罪被害給付制度]

　図表II-2　犯罪被害給付制度の運用状況
[image: 図表II-2　犯罪被害給付制度の運用状況]

（2）犯罪被害給付制度の改正

平成28年4月に閣議決定された第3次犯罪被害者等基本計画（注1）においては、犯罪被害給付制度の課題について、警察庁において実態調査等を行い、その結果を踏まえた検討を速やかに行って、必要な施策を実施する旨が盛り込まれた。

これを踏まえ、警察庁では、29年4月から、「犯罪被害給付制度に関する有識者検討会」を開催し、同年7月に提言が取りまとめられた。30年3月、同提言を踏まえ、犯罪被害者支援法施行令（注2）及び犯罪被害者支援法施行規則（注3）の一部を改正し、同年4月に施行された。

当該改正の主な内容は、次のとおりである。


注1：218頁参照

注2：犯罪被害者等給付金の支給等による犯罪被害者等の支援に関する法律施行令

注3：犯罪被害者等給付金の支給等による犯罪被害者等の支援に関する法律施行規則



①　重傷病給付金の給付期間の延長

重傷病給付金の給付期間について、犯罪行為により負傷し、又は疾病にかかった日から起算して1年を経過するまでの間とされていたものを、3年を経過するまでの間に延長した。

②　仮給付金の額の制限の見直し

犯罪被害に係る事実関係に関し、速やかに裁定をすることができない事情があるときに支給することが可能な仮給付金の額について、支給決定時点で認定が可能な犯罪被害者等給付金に相当する額の3分の1が上限とされていたところ、当該犯罪被害者等給付金に相当する額までの支給を可能とした。

③　幼い遺児がいる場合における遺族給付金の額の引上げ

遺族給付金の額については、生計維持関係遺族の人数に応じ、一般に遺族の生活の回復及び自立に必要とされる期間（10年）を勘案して定められているところ、犯罪行為が行われた時から10年が経過しても18歳に満たない遺児がいる場合についての遺族給付金の額を引き上げた。

④　親族間犯罪における減額又は不支給事由の見直し

親族間の犯罪被害に係る犯罪被害者等給付金について、犯罪行為が行われた時に親族関係が破綻していたと認められる事情がある場合等には、当該親族関係を理由とした支給の制限を行わないこと、犯罪行為が行われた時に18歳未満の者が犯罪被害者等給付金を受給する立場にあるときは、その者と加害者との間の親族関係を理由とした支給の制限を行わないこととするなどの見直しを行った。

　図表II-3　犯罪被害給付制度の改正の概要
[image: 図表II-3　犯罪被害給付制度の改正の概要]






トピックスIII　大麻事犯の状況と警察の取組

（1）大麻事犯の状況

我が国において、大麻事犯は、覚醒剤事犯に次いで検挙人員の多い薬物事犯である（注）。

大麻事犯の年齢別検挙人員の推移は、図表III-1のとおりである。大麻事犯の検挙人員は、平成22年から25年にかけて減少したが、26年に増加に転じ、29年中は3,008人と、警察庁が保有する昭和33年以降の統計で最多となった。近年の大麻事犯の特徴としては、全検挙人員のうち初犯者や20歳代以下の若年層の占める割合が高いことが挙げられる。

また、高校生グループによる大麻事犯を複数検挙したことなどにより、29年中の高校生の検挙人員は過去20年間で最多の53人となるなど、若年層による大麻の乱用の拡大が深刻化している。


注：大麻の押収量については、140頁参照



　図表III-1　大麻事犯の年齢別検挙人員の推移（平成10～29年）
[image: 図表III-1　大麻事犯の年齢別検挙人員の推移（平成10～29年）]


MEMO　大麻の有害性

近年、大麻は無害であるなどの誤った情報がインターネット上等でみられるが、大麻の花穂や葉等に含まれるTHC（注）は、記憶障害等を引き起こすほか、知的水準の低下や幻覚、妄想等が発現する大麻精神病の原因になると考えられている。また、大麻の使用の影響による交通事故や、大麻の乱用者による犯罪や自殺等が発生していることから、大麻の乱用は、人体にとって有害であるだけでなく、社会の安全を脅かすものといえる。


注：「テトラヒドロカンナビノ-ル（Tetrahydrocannabinol）」の略名





（2）警察の取組

①　供給の遮断

大麻は、その大半が密輸入されている覚醒剤等と異なり、国内で栽培されたものも多く取引されており、平成29年中は、暴力団員等が倉庫や雑居ビル等で大量の大麻を栽培していた事案が相次いで検挙された（注）。警察では、薬物犯罪組織の壊滅や供給ルートの解明に向け、大麻の栽培事犯、密売事犯等の徹底検挙に努めている。


注：大麻事犯への暴力団の関与については、141頁参照




CASE

東組傘下組織組長（54）らは、28年7月頃から同年10月にかけて、和歌山県内の倉庫において大麻を栽培した。同年11月までに、同組長ら4人を大麻取締法違反（営利目的栽培等）で逮捕した。また、同事件の捜査を端緒として、東組傘下組織幹部（43）らが、同月頃から29年2月にかけて、岐阜県内の倉庫において大麻を栽培していたとして、同年3月までに、同幹部ら5人を同法違反（営利目的栽培等）で逮捕した。

両事件において、合計約2万2,000本の大麻草、乾燥大麻約6.7キログラム等を押収した（奈良、岐阜）。

　[image: 栽培されていた大麻]
栽培されていた大麻




MEMO　違法な大麻の栽培場所の特徴

違法な大麻の栽培が行われている雑居ビルやマンション等の部屋には、大麻の開花時期を調節するなどの理由から、

○　常時エアコンを稼働させている

○　窓を黒色のビニール等で塞いで遮光している

○　園芸用の資材や枯葉等が廃棄される

などの不審な点がみられるため、警察では、地域住民に対して情報提供を呼び掛けている。



②　需要の根絶

近年、海外の法制度に関する断片的な情報等に基づき、国民の間に大麻の有害性やその乱用の違法性は低いなどといった誤った認識が広まっていることが強く懸念される。警察では、大麻事犯の検挙の徹底を図るとともに、関係機関・団体と連携し、大麻の乱用の拡大が深刻化している若年層を対象とした広報啓発活動を通じて大麻の有害性等を訴え、その乱用の拡大防止に努めている。

　[image: 薬物乱用防止教室]
薬物乱用防止教室


MEMO　様々な形状の大麻

我が国において押収される大麻は、大麻草を乾燥させて砕いた乾燥大麻が一般的であるが、近年では、大麻草からTHCを高濃度で抽出した液状又はワックス状の大麻や、大麻草から抽出したTHCを混ぜた食品等も押収されている。警察では、これらの形状の大麻が更なる大麻の乱用の拡大につながるおそれがあることから、徹底した取締りに努めている。
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トピックスIV　自動運転の実現に向けた警察の取組

（1）自動運転をめぐる最近の動向

近年、国内外の自動車メーカーやIT企業等によって、完全自動運転を視野に入れた技術開発が急速に進められている。我が国において、自動運転の実現は、成長戦略の一環と位置付けられ、その実現に向けた取組が進められているところ、平成29年5月に高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部・官民データ活用推進戦略会議において策定された「官民ITS構想・ロードマップ2017」では、2020年を目途に市場化が期待される高度自動運転システム（注1）の実現に当たっては、「ドライバーによる運転」を前提とした交通関連法規の見直しが必要であるとされたほか、30年4月には、高度自動運転の実現に向けた「自動運転に係る制度整備大綱」（以下この項において「大綱」という。）がまとめられた。政府は、大綱に基づく制度整備を進めるなどして、自動運転の早期実現を目指している。


注：我が国では、SAE（Society of Automotive Engineers）InternationalのJ3016におけるSAEレベル0（運転者が全ての運転タスクを実施）からSAEレベル5（システムが全ての運転タスクを実施（限定領域（システムが機能するよう設計されている特有の条件）内ではない）し、システムの作動継続が困難な場合であっても、利用者の応答が期待されない）までの6段階の自動運転レベルの定義を採用しており、自動運転システムのうち、SAEレベル3（システムが全ての運転タスクを限定領域内で実施するが、システムの作動継続が困難な場合は、システムの介入要求等に対して、運転者の適切な応答が期待される）以上を「高度自動運転システム」と、SAEレベル4（システムが全ての運転タスクを限定領域内で実施し、システムの作動継続が困難な場合であっても、利用者の応答が期待されない）及びSAEレベル5を「完全自動運転システム」と呼ぶ。



（2）自動運転の実現に向けた警察の取組

自動運転の技術は、我が国の将来における交通事故の削減や渋滞の緩和等を図る上で不可欠なものになると考えられることから、警察としても、その進展を支援すべく積極的に取組を進めている。

①　自動運転システムの実用化に向けた研究開発

警察庁では、信号情報や交通規制情報を提供する技術的方法等、自動運転の実現に必要となる技術について、関係機関・団体等と連携しつつ、検討を進めている。

特に、自動運転システムの実用化に当たっては、自動車が信号情報等をリアルタイムに認識し、制御を行う仕組みが必要不可欠となることから、警察庁では、SIP（注1）に基づき、信号情報等を提供する路側システム等の研究開発を実施している。また、警察では、光ビーコン（注2）の機能を活用したシステムの整備（注3）に加え、ITS無線路側機（注4）の活用等について技術的な検討を進めるなど、より安定的かつ高精度の信号情報等の提供に向けた取組を推進している。


注1：Cross-ministerial Strategic Innovation Promotion Program（戦略的イノベーション創造プログラム）の略

注2：通過車両を感知して交通量等を測定するとともに、車載装置と交通管制センターの間のやり取りを媒介する路上設置型の赤外線通信装置

注3：177頁参照

注4：信号制御機や車両感知器等と接続し、設置されている交差点における信号灯火、横断歩行者等の有無といった周辺の交通状況等を、700MHz帯の周波数を利用して広範囲に連続して提供する路上設置型の無線通信装置



　図表IV-1　周辺の交通状況等の提供に関する研究開発の概要
[image: 図表IV-1　周辺の交通状況等の提供に関する研究開発の概要]

②　国際的な議論への参画

我が国が締約しているジュネーブ条約（注1）では、第8条第1項において「一単位として運行されている車両又は連結車両には、それぞれ運転者がいなければならない」と規定されていることなどから、完全自動運転を実現するためには、国際条約との整合性を図るための措置が必要となると考えられる。

近年、自動運転と国際条約との整合性等に関しては、国際連合経済社会理事会の下の欧州経済委員会内陸輸送委員会に置かれたWP1（注2）において議論が行われている。我が国は、平成26年（2014年）9月の第69回会合からオブザーバーとしてWP1に参加していたところ、平成28年（2016年）2月、同委員会において、我が国がWP1の正式メンバーとなることが承認された。また、平成27年（2015年）10月にWP1の下に設置された自動運転に関する非公式専門家グループ（IGEAD（注3））の会合にも発足当初から参加するなどしており、警察庁では、WP1等への参画を通じて、完全自動運転の早期実現を目指し、国際的な議論に取り組んでいる。

③　法制度面を含む各種課題の検討

警察庁では、27年10月から、有識者を交えて、自動運転システムの開発等に当たって不可欠な公道における実証実験の実施に伴う課題も含め、自動運転の実現に関する法制度面を含む各種課題について検討を行っており、28年5月には、交通の安全と円滑を図る観点から留意すべき事項等を示す「自動走行システムに関する公道実証実験のためのガイドライン」を、29年6月には、「遠隔型自動運転システムの公道実証実験に係る道路使用許可の申請に対する取扱いの基準」（注4）を、それぞれ策定・公表した。また、29年度には、「技術開発の方向性に即した自動運転の段階的実現に向けた調査検討委員会」を開催し、高度自動運転システムの実用化に向けた道路交通法等の在り方や、複数の車両を電子連結させる技術を活用する隊列走行の実現に向けた各種調査及び検討を行うなど、交通の安全と円滑を確保した上での自動運転の段階的実現に向けた取組を推進した。

大綱に基づき高度自動運転を実用化するためには、交通状況の監視、車両のハンドルの操作等の運転に必要な行為の全てについて、運転者が自ら実施することを前提とした現在の道路交通法の見直しが必要となることから、警察では、自動運転の実現に向け、政府全体のロードマップを踏まえつつ、今後開発される自動運転システムの具体的な性能や使用方法等を把握しながら、同法に関連する課題の検討を更に進めるなど、交通の安全と円滑の確保の観点から必要な取組を引き続き推進することとしている。


注1：昭和24年（1949年）にスイス・ジュネーブにおいて作成された道路交通に関する条約の通称

注2：Global Forum for Road Traffic Safety（道路交通安全グローバルフォーラム）の通称

注3：Informal Group of Experts on Automated Drivingの略

注4：自動車から遠隔に存在する運転者が電気通信技術を利用して当該自動車の運転操作を行うことができる自動運転技術を用いて公道において自動車を走行させる実証実験について、道路使用許可の対象行為とすることとし、全国において実験主体の技術のレベルに応じた実験を、一定の安全性を確保しつつ円滑に実施することを可能とするもの



　図表IV-2　遠隔型自動運転システムの公道実証実験の概要
[image: 図表IV-2　遠隔型自動運転システムの公道実証実験の概要]






トピックスV　対日有害活動等の現状と警察の取組

（1）対日有害活動等の現状

北朝鮮は、我が国においても、潜伏する工作員等を通じて活発に各種情報収集活動を行っている。また、朝鮮総聯（れん）（注）は、平成29年中、朝鮮学校への高校授業料無償化制度の適用や補助金支給をめぐる問題等について宣伝活動や要請行動を行うなど、我が国における親朝世論を形成するための活動を活発化させている。

中国は、諸外国において活発に情報収集活動を行っており、我が国においても、先端技術保有企業、防衛関連企業、研究機関等に研究者、技術者、留学生等を派遣するなどして、巧妙かつ多様な手段で各種情報収集活動を行っているほか、政財官学等の関係者に対して積極的に働き掛けを行っているとみられる。特に、最近では、中国政府の関係者が、同国内で深刻化している大気汚染や高齢化等の問題に関して、これらの分野の先端技術を有する我が国の企業を積極的に訪問するとともに、あらゆる機会を通じて、中国への進出を働き掛けるなどの動向がみられる。

ロシアは、その情報機関が世界各地において活発に活動しており、我が国においても活発に情報収集活動を行っている。


注：正式名称を在日本朝鮮人総聯合会という。



（2）警察の取組

①　違法な情報収集活動の取締り

警察では、様々な形で行われる対日有害活動等について、我が国の国益が損なわれることのないよう、平素からその動向を注視し、情報収集・分析等に努めるとともに、違法行為に対して厳正な取締りを行うこととしている。

このような取組の結果、平成28年には北朝鮮関係の諜報事件を新たに検挙しており、同事件の被疑者が、韓国における協力者と連携するなどして、韓国の政界に関する情報を収集するなど、様々な活動を行っていたことが明らかとなった。

②　対北朝鮮措置に関係する違法行為の取締り

我が国は、北朝鮮による拉致、核、ミサイルといった諸懸案を包括的に解決するため、国際連合安全保障理事会決議に基づく対北朝鮮措置（武器等の輸出入の禁止、人的往来の禁止等）のほか、我が国独自の措置（北朝鮮籍船舶の入港禁止措置、北朝鮮との間の全ての品目の輸出入禁止等）を実施している。警察では、対北朝鮮措置の実効性を確保するため、対北朝鮮措置に関係する違法行為に対し、徹底した取締りを行っており、30年1月までに38件の事件を検挙している。


CASE

貿易会社経営者（41）らは、21年6月18日から北朝鮮を仕向地とした全ての貨物の輸出禁止措置がとられていたにもかかわらず、26年12月から28年1月にかけて、経済産業大臣の承認を受けないで、日用品等を中国・大連を経由して北朝鮮に輸出した。30年1月、同経営者ら2人を外為法（注）違反（無承認輸出）で検挙した（大阪）。


注：外国為替及び外国貿易法



　[image: 貿易会社の無承認輸出事例]



③　大量破壊兵器関連物資等の不正輸出の取締り

我が国は、世界中で利用されている先端技術に関する情報や最先端の高性能製品を数多く有しており、これらの技術情報等の中には、使用方法によっては軍事用途に転用可能なものも含まれる。警察では、官民連携等による技術情報等の流出防止に向けた取組を積極的に行っているほか、29年12月までに、36件の大量破壊兵器関連物資等の不正輸出事件を検挙している。


MEMO　技術情報等の流出防止に向けた官民連携の枠組み

京都府警察では、京都府知事部局、京都市、商工団体、協同組合等との間で、官民連携した技術情報等の流出防止ネットワークである「モノづくり・プリザーブ」、通称「モノ・プリ」を構築しており、京都府警察が運用する電子メールシステムを活用して、民間事業者等からの相談や不審情報の通報等を受け付けているほか、京都府警察から民間事業者等に対して、技術情報等の流出防止に関する情報の提供及び注意喚起を行っている。

また、福島県警察では、福島県知事部局、商工団体等と連携して、「ふくしま技術情報等不正流出防止ネットワーク」、通称「ふくしまPITネット」を構築しており、電子メール等を通じて、技術情報等の流出防止に関する情報を商工団体の傘下企業等に提供しているほか、福島県警察の担当者が個別に企業等を訪問し、技術情報等の流出防止に関する講習を行っている。

　図表V-1　「モノ・プリ」
[image: 図表V-1　「モノ・プリ」]

　図表V-2　「ふくしまPITネット」
[image: 図表V-2　「ふくしまPITネット」]




CASE

宝飾加工機器製造販売会社の代表取締役（70）らは、武器、大量破壊兵器等の開発等に用いられるおそれの高いものとして、外為法で輸出が規制されている真空誘導炉を、経済産業大臣の許可を受けないで、26年11月、イランに輸出した。29年2月、同代表取締役ら1法人2人を外為法違反（無許可輸出）で検挙した（警視庁）。




CASE

産業廃棄物処理会社の元代表取締役（58）らは、武器、大量破壊兵器等の開発等に用いられるおそれの高いものとして、外為法で輸出が規制されている炭素繊維の製造用装置の部分品である不融化炉等の炉体を、経済産業大臣の許可を受けないで、25年5月から同年8月にかけて、中国に輸出した。29年3月、同元代表取締役ら3人を外為法違反（無許可輸出）で逮捕した（広島、石川、愛知）。




CASE

中国人留学生（22）は、武器、大量破壊兵器等の開発等に用いられるおそれの高いものとして、外為法で輸出が規制されている航空機搭載用赤外線カメラを、経済産業大臣の許可を受けないで、28年5月、中国に輸出した。29年11月、同留学生を外為法違反（無許可輸出）で検挙した（警視庁）。








警察活動の最前線


傷ついた心に寄り添うこと



警視庁総務部企画課

犯罪被害者支援室被害者相談係

佐藤　清美（さとう　きよみ）　副主査

　[image: ピーポくん]
ピーポくん



私は、心理技術職員として、犯罪被害に遭われた方のカウンセリングを担当しています。接する方の多くは「魂の殺人」と呼ばれる性犯罪の被害女性で、中には、何が起きたのかさえ分からず、漠然とした不安を抱える幼い被害者もいます。

例えば、私がカウンセリングを担当した被害者の中で、自宅で被害に遭い、被害後もしばらくの間、共働きの御両親が帰宅するまで自宅で一人で過ごさなければならなかった児童がいました。そのような場合、私は、家庭訪問を行って被害児童の安全を守りながら、被害児童にとって自宅が再び安心できる場所となり、被害に遭う前の生活に戻れるようにカウンセリングを行うことがあるほか、被害児童の御家族を支え、お互いが直接話せない思いをそれぞれに伝えて、御家族のつなぎ役を果たせるようにしています。

また、日頃から捜査員に対しては、被害者に起きるトラウマ等の心身の反応や、被害者に真実を語ってもらうための接し方等について教示し、被害者の精神的負担の軽減を図りながら、被害者が捜査に協力していただけるよう、被害者支援と捜査の連携に努めています。

警察は、犯罪被害者が最初に関わる公的機関であることから、自ら民間の相談室や病院を訪れることができない被害者が、傷ついた心を回復し、被害を乗り越えて一歩前に踏み出す一助となれる可能性を持っていると考えています。

私は、これからも傷ついた被害者の心に寄り添って、被害者が人への信頼感を取り戻し、再び自分の力で生活できるよう、支援を続けていきたいと思います。

　[image: 警視庁総務部企画課犯罪被害者支援室被害者相談係　佐藤　清美（さとう　きよみ）　副主査]




トマト農家による大麻栽培事件



静岡県警察本部刑事部組織犯罪対策局

薬物銃器対策課密輸対策銃器情報係

森　達也（もり　たつや）　警部補

　[image: エスピーくん]
エスピーくん



平成29年のある日、私は、「トマト農家が浜松市庄内地区のビニールハウスで大麻を栽培し、ヤクザに頼んで密売先を探している。乾燥大麻のストックは10キログラム以上ある」との情報を入手しました。

情報のみでは、農家や栽培場所を特定できず、該当するビニールハウスを探すことから捜査を開始しましたが、浜松市庄内地区は旧来からの農村地帯で、地区内にビニールハウスは数百棟も存在しました。

無造作にビニールハウスをのぞけば、野菜泥棒と疑われてしまうおそれがあるため、犬を連れて散歩をしながらビニールハウスを1棟ずつ地道に確認したほか、ヘリコプターによる上空からの視察や地道な情報収集活動等により、大麻の栽培場所を絞り込んでいきました。

その結果、地区内で10棟並んだビニールハウスのうちの1棟で大麻が栽培されていることをついに突き止め、被疑者2名を割り出しました。

その後の一斉捜索により、ビニールハウス内から全長2メートルに及ぶ収穫間近の大麻草約100本と、被疑者の自宅から「バッズ」と呼ばれる幻覚作用の強い乾燥大麻約13キログラムを押収し、大麻の拡散を防止することができました。

私は、薬物銃器捜査に30年近く従事し、真の薬物対策は「供給源や密売組織の検挙」であるとの信念があります。今後もこの信念の下、日々業務に励んでいきます。

　[image: 静岡県警察本部刑事部組織犯罪対策局薬物銃器対策課密輸対策銃器情報係　森　達也（もり　たつや）　警部補]



注：掲載されているキャラクターは、都道府県警察のマスコットキャラクターです。






第2部　本編

第1章　警察の組織と公安委員会制度

第1節　警察の組織

（1）公安委員会制度

公安委員会は、警察行政の民主的運営、政治的中立性の確保の目的で導入された合議制の行政委員会であり、国に国家公安委員会を置いて警察庁を管理し、都道府県に都道府県公安委員会を置いて都道府県警察を管理している。国家公安委員会委員長には、治安に対する内閣の行政責任の明確化を図るため、国務大臣が充てられている。

（2）国の警察組織

執行事務を一元的に担う都道府県警察に対し、国の機関である警察庁は、警察制度の企画立案のほか、国の公安に係る事案についての警察運営、警察活動の基盤である教育訓練、通信、鑑識等に関する事務、警察行政に関する調整等を行う役割を担っている。警察庁長官は、国家公安委員会の管理の下、これらの警察庁の所掌事務について、都道府県警察を指揮監督している。

　図表1-1　国の警察組織（平成30年度）
[image: 図表1-1　国の警察組織（平成30年度）]

（3）都道府県の警察組織

平成30年4月1日現在、47の都道府県警察に、警察本部や警察学校等のほか、1,159の警察署が置かれている。

　図表1-2　都道府県の警察組織
[image: 図表1-2　都道府県の警察組織]






第2節　公安委員会の活動

（1）国家公安委員会

①　組織

国家公安委員会は、国務大臣たる委員長及び5人の委員によって組織されている。委員は内閣総理大臣が両議院の同意を得て任命する。

　図表1-3　国家公安委員会の構成（平成30年6月1日現在）
[image: 図表1-3　国家公安委員会の構成（平成30年6月1日現在）]

②　活動

国家公安委員会では、国家公安委員会規則の制定、警察庁長官や地方警務官（注1）の任命、監察の指示、交通安全業務計画や防災業務計画の策定等、警察法やその他の法律に基づきその権限に属させられた事務を行うほか、警察庁が担う警察制度の企画立案や予算、国の公安に関する事案、警察官の教育、警察行政に関する調整等の事務について警察運営の大綱方針を示し、警察庁を管理している。

国家公安委員会は、通常、毎週1回定例会議を開催するものとしている。また、委員相互の意見交換や警察庁からの報告の聴取、都道府県公安委員会委員との意見交換や警察活動の現場の視察を行うことなどにより、治安情勢と警察運営の把握に努めている。このような活動の状況については、ウェブサイト（注2）で紹介している。


注1：都道府県警察の警視正以上の階級にある警察官

注2：https://www.npsc.go.jp/



　[image: 国家公安委員会の定例会議]
国家公安委員会の定例会議


CASE

平成29年12月、国家公安委員会委員長は、警視庁を訪れ、通信指令センター、交通管制センター等を視察した。

　[image: 通信指令センターを視察する国家公安委員会委員長]
通信指令センターを視察する国家公安委員会委員長




CASE

29年5月、国家公安委員会委員は、広島県を訪れ、広島県広島西警察署中広交番を視察し、勤務員を激励した。

　[image: 中広交番を視察する国家公安委員会委員]
中広交番を視察する国家公安委員会委員




CASE

29年6月、国家公安委員会委員は、静岡県を訪れ、浜松市外国人学習支援センター及び外国人学校を視察し、外国人児童に対する学習支援等について説明を受けた。

　[image: 外国人学校を視察する国家公安委員会委員]
外国人学校を視察する国家公安委員会委員



（2）都道府県公安委員会

①　組織

都道府県公安委員会及び方面公安委員会は、都、道、府及び指定県では5人、それ以外の県及び北海道の各方面では3人の非常勤の委員によって組織されており、委員は都道府県知事が都道府県議会の同意を得て任命する。ただし、道、府及び指定県の場合は、委員のうち2人の任命は当該道、府及び県が包括する指定市の市長がその市議会の同意を得て推薦した者について行う。

　図表1-4　都道府県公安委員会委員の構成（平成29年末現在）
[image: 図表1-4　都道府県公安委員会委員の構成（平成29年末現在）]

②　活動

都道府県公安委員会は、運転免許、交通規制、犯罪被害者等給付金の裁定、古物営業等の各種営業の監督等、国民生活に関わりのある数多くの行政事務を処理するとともに、管内における事件、事故及び災害の発生状況等を踏まえた警察の取組、組織や人事管理の状況等について、定例会議の場等で、警察本部長等から報告を受け、これを指導することにより、都道府県警察を管理している。

都道府県公安委員会は、おおむね月3回ないし4回の定例会議を開催するほか、警察署協議会への参加、教育委員会等の関係機関との協議、警察活動の現場の視察等により、治安情勢と警察運営の把握に努めている。また、このような活動の状況について、ウェブサイトで紹介している。

　[image: 香川県公安委員会のウェブサイト]
香川県公安委員会のウェブサイト


CASE

平成29年6月、秋田県公安委員会委員は、警察学校を訪れ、県警察で直接飼育している直轄警察犬の訓練を視察するとともに、直轄警察犬の指導を担当する警察官を激励した。

　[image: 直轄警察犬の指導を担当する警察官を激励する秋田県公安委員会委員]
直轄警察犬の指導を担当する警察官を激励する秋田県公安委員会委員




CASE

29年4月、新潟県公安委員会委員は、柏崎刈羽原子力発電所を視察するとともに、同発電所の警戒警備に従事する機動隊員を激励した。

　[image: 機動隊員を激励する新潟県公安委員会委員]
機動隊員を激励する新潟県公安委員会委員



（3）苦情処理及び監察の指示

警察法には苦情申出制度が設けられており、都道府県警察の職員の職務執行について苦情がある者は、都道府県公安委員会に対し文書により苦情の申出をすることができ、都道府県公安委員会は、原則として処理の結果を文書により申出者に通知している。平成29年中は、全国の都道府県公安委員会において894件の苦情を受理した。

なお、警察本部長や警察署長に対して申出があったものなど、都道府県警察の職員の職務執行についての苦情でこの制度によらない申出についても、処理の結果を申出者に通知するなどの対応を行っている。

　図表1-5　苦情申出制度の概要
[image: 図表1-5　苦情申出制度の概要]

また、警察法の規定により、国家公安委員会は警察庁に対して、都道府県公安委員会は都道府県警察に対して、監察について必要があると認めるときは、具体的又は個別的な監察の指示をすることができる。

（4）公安委員会相互間の連絡

国家公安委員会と各都道府県公安委員会は、相互に独立した機関であるが、その職務の性質から、常に緊密な連携を保つため、各種の連絡会議を開催している。平成29年中は、国家公安委員会と全国の都道府県公安委員会との連絡会議を2回開催し、公安委員会の管理機能の充実・活性化、警察業務の合理化・効率化、特殊詐欺対策等について意見交換を行った。

また、各管区及び北海道において、管内の府県公安委員会相互、道公安委員会と方面公安委員会相互の連絡会議が合計13回開催され、国家公安委員会委員も出席し、各道府県の治安情勢やそれぞれの取組についての報告や意見交換が行われた。

さらに、都道府県公安委員会相互間の意見交換が行われるとともに、都、道、府及び指定県の公安委員会相互の連絡会議が開催された。

　[image: 全国公安委員会連絡会議]
全国公安委員会連絡会議


CASE

29年8月から同年9月にかけて、福岡県公安委員会委員が京都府を訪れ、京都府公安委員会委員と暴力団対策、交番における外国語対応等について意見交換を行ったほか、京都府東山警察署祇園交番及び京都府警察平安騎馬隊を視察した。

　[image: 祇園交番を視察する福岡県公安委員会委員]
祇園交番を視察する福岡県公安委員会委員








公安委員の声


他機関との連携・協力



鳥取県公安委員会委員長

松本　典子（まつもと　のりこ）



委員就任　　平成24年7月23日

委員長就任　平成29年7月22日



産官学の連携等、各界において様々な連携・協力が進められていますが、警察では、とりわけ特殊詐欺被害や高齢運転者による交通事故の増加等に対応するため、他機関に協力を要請し、連携や協定の締結を進めながら、実効性のある被害の未然防止に努めています。

鳥取県警察においても、多くの取組が精力的に進められており、特殊詐欺対策については、金融機関、宅配事業者、コンビニエンスストア業界等に働き掛け、被害を未然に防止するための協力を得たことによって、着実に成果を上げています。高齢運転者による交通事故防止対策については、県警の担当者やボランティアが高齢者宅を一軒一軒訪問して高齢者の靴等に反射材を貼り付けるといった地道な活動が続けられている一方、医師会の協力を得ながら、運転免許センターに看護師資格を持つ職員を配置して相談業務に当たってもらい、相談の内容によっては地域包括支援センターを紹介したり、業界団体の協力を得て、運転免許証を返納した後にはバスやタクシーを利用しやすくしたりするなど、様々な工夫を行っています。

また、県警内においては、女性警察職員が働きやすい環境づくりや働き方改革に関する諸施策が次々と実施されるなど、柔軟な改革からは遠いと思われがちな警察の印象とは異なり、社会の変化に対応するための取組がスピード感をもって行われています。

私は、鳥取県警察が、県民の安全安心を守るという重要な使命を果たすため、警察職員の事態対処能力の向上や警察活動の基盤の強化を図るという、文字どおりの強い警察を目指す一方で、関係する他機関の力もうまく取り込んだ施策が実行されていることに心強さを感じています。

人口減少とあいまって警察職員を志望する若者が減少する中、従前の手法だけでは今後の警察運営が難しくなることが予想されます。真に強い警察であるためには、警察組織自体の充実強化と併せて、こうした他機関との連携によって奏功する施策が、今後更に欠かせないものになると思われます。それは、何にも屈しない頑強さに、柔軟な発想や対応力が加わった、弾力のあるしなやかな強さをイメージさせるものです。今後も県民の安全安心を守るため、安定感のある警察力の維持・向上に向けた各界との協力体制の構築を望みます。

　[image: 鳥取県公安委員会委員長　松本　典子（まつもと　のりこ）]




「One for all, all for one」、そして「Stay hungry, stay foolish」



千葉県公安委員会委員

小堀　陽史（こぼり　はるぶみ）



委員就任　平成25年12月26日



「One for all, all for one」というラグビーの格言がある。一人は全員のために、全員は一人のためにという意味である。正に組織・団体としての行動規範にピッタリの名フレーズではないだろうか。

ラグビーの楕（だ）円形のボールは、弾んだらどこへ飛んで行くか分からない。そのボールを目掛けて一斉にメンバーが殺到し、ボールを奪い合う。ある者は自らを犠牲にし、ある者は必死に味方にパスをする。突進し倒れたらスクラムを組み、次の策を練り突き進み、そして敵陣を突破しトライ！

団結力、協調性、思考力、創造性、突破力、これら一連の流れは、組織としての業務を進める上で極めて大事な要素である。

仕事の成就は一人の力では何ともし難い。皆で助け合い、励まし合い、そして必死で解決点を探し、ゴールを目指す。これは、警察組織においても同様であることは言うまでもない。皆で情報を共有し、途中、何度でも壁にぶち当たり跳ね返されても、考え、知恵を振り絞り、解決という頂点を目指すということが。

私は、警察学校の入校式の祝辞の中で、このフレーズを使っている。寮生活の中で、学生には、友を語り、人生を語り、夢を語り、時には恋も語るなどして、団結力を養ってほしいと思うのである。

そして、「Stay hungry, stay foolish」である。

これは、米国のIT企業の創業者が、ある大学の講演で語った言葉である。講演の最後にこれを述べ、静かに壇上を降りたシーンがいまだに印象に残っている。

このフレーズを直訳すれば、「腹ぺこであれ、愚かであれ」となろうか。受け取る側としては、それぞれにその意味を考えさせられる言葉であるが、私は、こう理解している。「腹ぺこであれ＝現状に満足するな」、「愚かであれ＝常に緊張感を持って事に当たれ」と。

警察学校の卒業式では、いつも感動し、時には涙腺を刺激させられているが、その祝辞に当たっては、これからの警察を背負っていく卒業生に対し、現状に満足せず、常に緊張感を持って仕事に臨んでほしいという思いから、このフレーズを使用させていただいている。

　[image: 千葉県公安委員会委員　小堀　陽史（こぼり　はるぶみ）]








第2章　生活安全の確保と犯罪捜査活動

第1節　地域住民の安全安心確保のための取組

1　交番・駐在所の活動

交番・駐在所では、パトロールや巡回連絡等の様々な活動を通じて、地域住民の意見・要望等に応えるべく、管轄する地域の実態を把握し、その実態に即した活動を行っている。また、昼夜を分かたず常に警戒体制を保ち、様々な警察事象に即応する活動を行うことにより、地域住民の安全と安心のよりどころとなり、国民の身近な不安を解消する機能を果たしている。

平成30年4月1日現在、全国に交番は6,260か所、駐在所は6,329か所設置されている。

（1）パトロール、立番等

①　パトロール、立番等による警戒

地域警察官は、事件・事故の発生を未然に防ぐとともに、犯罪を取り締まるため、犯罪の多発する時間帯・地域に重点を置いたパトロールを行っている。パトロールに当たっては、不審者に対する職務質問、危険箇所の把握、犯罪多発地域の家庭や事業者に対する防犯指導、パトロールカード（注）による情報提供等を行っている。

また、交番の施設の外に立って警戒に当たる立番や、駅、繁華街等の人が多く集まる場所や犯罪が多発している場所において、一定の時間警戒する駐留警戒等を行っている。


注：パトロール中に気付いた防犯上の注意事項を伝えたり、空き巣等の被害者にパトロールを行っていることを知らせて安心してもらったりすることなどを目的として、地域警察官が管内の地域住民に配布するもので、交番名やパトロールを行った日時等が記載されている。



　[image: 立番]
立番


CASE

千葉県警察では、地域住民の安心感の醸成等のため、犯罪多発地域等において、通学路での見守り活動や商業施設での駐留警戒等、移動交番車の機動力をいかした「見せる・知らせる活動」を実施しているほか、日本語を解さない外国人の増加に対応するため、外国人コミュニティと連携した防犯パトロールや防犯講話を行うなどしている。

　[image: 移動交番車]
移動交番車



②　職務執行力の強化

警察では、地域警察官の職務執行力を強化するため、職務質問、書類作成等の能力の向上を目的とした研修・訓練を実施するとともに、卓越した職務質問の技能を有する者を選抜して、警察庁指定広域技能指導官又は都道府県警察の職務質問技能指導官等として指定し、実践的な指導等を通じて地域警察官全体の職務質問技能の向上に努めている。

平成29年中の地域警察官による刑法犯検挙人員は16万1,363人と、警察による刑法犯の総検挙人員の75.1％を占めている。

③　交番相談員の活用

30年4月1日現在、全国で約6,300人の交番相談員が配置されている。交番相談員は、警察官の身分を有しない非常勤の職員であり、地域住民の意見・要望等の聴取、拾得物・遺失届の受理、被害届の代書及び預かり、事件・事故発生時の警察官への連絡、地理案内等の業務に従事しており、その多くは、警察業務に関する知識や経験を有する退職警察官である。

　[image: 交番相談員]
交番相談員

（2）地域住民と連携した活動

①　巡回連絡

地域警察官は、担当する地域の家庭、事業所等を訪問し、犯罪や事故の防止等、地域住民の安全で平穏な生活を確保するために必要な事項の指導・連絡や、地域住民からの意見・要望等の聴取を行う巡回連絡を行っている。

　[image: 巡回連絡]
巡回連絡

②　交番・駐在所連絡協議会

平成30年4月1日現在、全国の交番・駐在所に約1万2,000の交番・駐在所連絡協議会が設置されている。そこでは、地域警察官が、地域住民と地域の治安に関する問題について協議したり、地域住民の警察に対する意見・要望等を把握したりすることにより、地域社会と協力して事件・事故の防止等を図っている。

（3）交番等における外国人への対応

①　機器等の整備及び活用

警察では、日本語を解さない外国人が各種届出等のために交番等を訪れた場合に、意思の伝達や手続が円滑に行えるよう、翻訳機能を備えた機器や外国語を併記した遺失届等の各種届出関係書類等の整備及び活用を図っている。

②　電話通訳の活用

警察では、外国人への対応のため通訳が必要となった場合、携帯型端末を利用するなどして電話通訳を行い、外国人との迅速・的確な意思の疎通を図っている。また、地域警察官に対し、電話通訳を行う手順や通訳を介した事情聴取の要領等に関する訓練を行っている。

③　外国語対応モデル交番の運用

警察では、外国人の来訪が多い観光地、繁華街・歓楽街、国際空港、大規模ターミナル駅等において、外国語で会話することが可能な職員を配置した外国語対応モデル交番を運用している。

外国語対応モデル交番では、外国語対応が可能であることを明示するなどして、日本語を解さない外国人からの各種届出、地理案内等に主に英語で対応している。

　[image: 外国語対応モデル交番]
外国語対応モデル交番

（4）遺失物の取扱い

警察では、拾得物を速やかに遺失者に返還するため、拾得物・遺失届の受理業務を行っている。平成29年中に届出のあった拾得物は、特例施設占有者保管分（注）を含め約2,882万点に上っている。

なお、警察に提出された拾得物のうち、通貨については約128億円が、物品については約1,095万点が遺失者に返還されている。


注：一定の公共交通機関又は都道府県公安委員会が指定した施設占有者（特例施設占有者）は、拾得物に関する事項を警察に届け出たときは、その物件を自ら保管することができる。



　図表2-1　拾得物・遺失届の取扱い状況の推移（平成25～29年)
[image: 図表2-1　拾得物・遺失届の取扱い状況の推移（平成25～29年)]

　図表2-2　遺失物の取扱いの流れ
[image: 図表2-2　遺失物の取扱いの流れ]


MEMO　遺失物法施行規則の改正

警察に提出される拾得物の数が増加を続ける中、警察では、国民の利便性の向上のため、平成29年2月に遺失物法施行規則を改正し、返還手続を行う場所への来訪が困難である遺失者に拾得物を送付して（注）返還するときに、遺失者が提出する必要があった物件送付依頼書を廃止した。


注：遺失物法第11条第1項の規定に基づき、拾得物を返還するときは、当該拾得物が遺失者のものであることを確認しなければならないことから、拾得物が身分証明書等により遺失者を特定することができる場合等、本人確認を確実に行うことができる場合に限る。



　図表2-3　送付による拾得物の返還手続の合理化
[image: 図表2-3　送付による拾得物の返還手続の合理化]








2　事件・事故への即応

交番、駐在所等の警察官は、事件、事故等が発生した際、直ちに現場に向かい、初動措置をとっている。警察では、警察官が迅速に現場に駆けつけられるよう、110番通報の受理や警察署等への指令を行うシステムを整備するとともに、パトカー等の活用による機動力の強化に努めている。

（1）110番通報

平成29年中の110番通報受理件数（注1）は、約901万件であり、約3.5秒に1回、国民約14人に1人から通報を受理したことになる。また、携帯電話等の移動電話からの110番通報が72.7％を占め、過去最高を記録した。

警察では、110番通報の適切な利用の促進のため、事件、事故等の緊急の対応を必要とする場合にはためらわずに110番通報を利用する一方、緊急の対応を必要としない相談等の通報については「♯（シャープ）9110」番（注2）や各種相談電話を利用するよう呼び掛けている。


注1：無応答、いたずら、かけ間違い等は計上していない。

注2：74頁参照



　図表2-4　110番通報受理件数の推移（平成20～29年）
[image: 図表2-4　110番通報受理件数の推移（平成20～29年）]

（2）通信指令

①　通信指令システム

110番通報に迅速かつ的確に対応するため、都道府県警察には通信指令室が設けられている。110番通報を受理した通信指令室では、直ちに通報内容を警察署等に伝え、地域警察官を現場に急行させるとともに、必要に応じて緊急配備（注1）の発令等を行っている。平成29年中の緊急配備の発令件数は、前年と比べ486件（7.0％）減少し、6,496件となった。

また、29年中に通信指令室で直接受理した110番通報に対するリスポンス・タイム（注2）の平均は、7分5秒であった。

警察では、増加する携帯電話等からの110番通報に的確に対応するため、携帯電話等で110番通報した際に、音声通話と同時に発信者の位置情報が通知されるシステム（位置情報通知システム）を全都道府県警察において運用するなど通信指令システムの高度化を図っている。


注1：重要事件等が発生した際に、迅速に被疑者を検挙するため、警戒員を配置して行う検問、張り込み等

注2：通信指令室が110番通報を受理し、パトカーに指令してから警察官が現場に到着するまでの所要時間



②　携帯型端末を活用した初動警察活動

警察では、音声通話機能及びデータ通信機能を有する携帯型端末を整備し、各都道府県警察において運用している。

同端末の活用により、通信指令室で受理した110番通報の内容、各種事案の現場で撮影した画像、GPSで測位された警察官の位置等の情報を、通信指令室、警察署及び現場の警察官が組織的に共有し、的確な初動警察活動に当たっている。

　図表2-5　携帯型端末の概要（代表例）
[image: 図表2-5　携帯型端末の概要（代表例）]

③　外国語による110番通報への対応

警察では、外国語に通じた警察官を通信指令室に配置するほか、通訳センター等の警察職員を含めた三者通話を行うなどして、日本語を解さない者からの110番通報に対応している。

（3）初動警察活動の強化

①　通信指令を担う人材の育成強化

警察では、110番通報の受理、指令及び無線報告の技能を競う全国通信指令・無線通話技能競技会の開催や、通信指令の知識・技能に関する検定制度の運用、卓越した通信指令の技能を有する者として選抜された、警察庁指定広域技能指導官や都道府県警察の技能指導官等による実践的な指導等を通じた組織的な人材育成に努めている。

②　実践的な訓練の実施

警察では、事案対応能力の更なる強化を図るため、無差別殺傷事件その他の重大事案の発生を想定した実践的な訓練を継続的に実施している。

（4）鉄道警察隊の活動

鉄道警察隊は、鉄道事業者等と連携し、警乗（注）、駅等の鉄道施設及びその周辺のパトロールや警戒警備を実施している。また、痴漢の被害者から相談を受理した場合は、被害者に同行して身辺の警戒を行うなどしている。


注：列車内における公安の維持を図るため、警察官が列車に乗務して、列車内における犯罪の予防、被疑者の検挙、事故の防止等に当たること。



　図表2-6　痴漢事犯の検挙状況等の推移（平成25～29年）
[image: 図表2-6　痴漢事犯の検挙状況等の推移（平成25～29年）]

（5）パトカーの活用

警察では、全国の警察本部や警察署に配備したパトカーを活用して、管内のパトロールを行うとともに、事件、事故等の発生時における初動措置をとっている。

　[image: パトカー]
パトカー


CASE

平成29年6月、パトカーで警ら中に県外のナンバープレートを付けた不審車両を発見し、運転手の男（51）に対する職務質問を行って、同男の同意を得た上で同車両内を検索したところ、同車両内に置かれていたバッグから拳銃1丁を発見したことから、同男を銃刀法違反（拳銃所持）で逮捕した（山形）。



（6）警察用航空機及び警察用船舶の活用

警察では、ヘリコプターテレビシステムやホイスト救助装置（注）等の各種資器材が装備された警察用航空機（ヘリコプター）及び水難者救助用の各種資器材が装備された警察用船舶を全国に配備しており、通信指令室やパトカーと連携し、その機動力をいかしたパトロール、被疑者の追跡、災害や重大事件発生時における情報収集、被災者の救助等を行っている。


注：航空機の機外に装着した電動装置を用いて、ワイヤーで人や物を昇降させるための装置



　[image: 警察用航空機]
警察用航空機

　[image: 警察用船舶]
警察用船舶


CASE

平成29年4月、琵琶湖において、多数のボート等が悪天候のため転覆した事故が発生したことから、ヘリコプターが、水難者を捜索及び発見するとともに、警察用船舶を的確に誘導したことにより、水難者3人を救助した（滋賀）。



（7）山岳遭難及び水難に対する警察活動

平成29年中の山岳遭難の発生件数は2,583件、遭難者数は3,111人（うち死者・行方不明者は354人）であり、水難の発生件数は1,341件、水難者数は1,614人（うち死者・行方不明者は679人）であった。近年は、スキー場の管理区域外におけるいわゆるバックカントリースキーによる遭難や外国人の遭難が増加傾向にあり、また、子供の水遊び中の水難も発生している。

警察では、関係機関・団体等と連携の上、ヘリコプター等を活用して遭難者等の捜索救助に当たるとともに、山岳遭難等の防止を図るため、パトロール、広報啓発活動等を実施している。

　図表2-7　山岳遭難及び水難の発生件数の推移（平成25～29年）
[image: 図表2-7　山岳遭難及び水難の発生件数の推移（平成25～29年）]

　[image: 山岳における訓練状況]
山岳における訓練状況






3　相談業務の充実強化

（1）相談取扱いの現状

相談取扱件数の推移及び相談内容については、図表2-8から図表2-10までのとおりである。平成29年中の相談取扱件数は208万2,239件と、前年より約5万9,000件（2.9％）増加し、近年増加傾向にある。主な相談内容としては、刑事事件、犯罪等による被害防止、家庭・職場・近隣関係に関するものなどが挙げられる。

　図表2-8　相談取扱件数の推移（平成20～29年）
[image: 図表2-8　相談取扱件数の推移（平成20～29年）]

　図表2-9　相談内容の内訳（平成29年）
[image: 図表2-9　相談内容の内訳（平成29年）]

　図表2-10　主な相談内容とその推移（平成25～29年）
[image: 図表2-10　主な相談内容とその推移（平成25～29年）]

（2）相談受理体制

警察では、国民から寄せられた相談に対し、迅速・確実に組織的な対応を行うことができるよう、警視庁及び道府県警察本部並びに各警察署の総・警務部門にそれぞれ相談の総合窓口を設置している。

総合窓口には、警察職員のほか、経験豊富な元警察職員等の警察安全相談員の配置を進め、体制の充実に努めている。

また、警視庁及び道府県警察本部の総合窓口に全国統一番号の警察相談専用電話（「＃9110」番（注））を設置し、電話をかければ発信地を管轄する警察本部等の総合窓口に接続されるようにしているほか、都道府県警察のウェブサイト上でも相談を受け付けている。


注：携帯電話からも利用できる。なお、ダイヤル回線及び一部のIP電話では利用できないので、相談専用の一般加入電話番号を警察庁ウェブサイト等で広報している。



　[image: 「♯9110」番の広報活動]
「♯9110」番の広報活動

（3）相談内容に応じた適切な対応の推進

①　相談への組織的な対応

寄せられた相談に対しては、犯罪等の被害の発生の有無にかかわらず、相談内容に応じて、関係する部署が連携して対応し、指導、助言、他の専門機関の教示、相手方への警告、検挙等、相談者の不安等を解消するために必要な措置を講じている。

相談者等の生命又は身体に危害が及ぶおそれのあるものなど緊急の対応を要する相談事案を認知した場合には、直ちに幹部へ報告して対応するなど、迅速かつ組織的な対応を強化している。

②　相談に対応する職員への研修の実施

多種多様な相談に適切に対応できる職員を育成するため、都道府県警察では、相談に対応する職員に対し、各部門の業務担当者による事案ごとの相談受理・対応要領の講義や様々な専門的知識を有する部外講師による講義等、実務に直結する研修を実施している。

③　関係機関・団体等との連携の推進

警察以外の機関・団体等で取り扱うことが望ましい相談や警察以外の機関・団体等との緊密な連携が必要な相談への適切な対応を図るため、関係機関・団体等との連絡会議を開催して意見交換を行うなど、関係機関・団体等との連携強化に努めている。


CASE

平成29年2月、女性から「友人の孫が母親からいじめられているようだ」との相談を受理した。直ちに児童から事情聴取を行ったところ、同児童が母親から身体的虐待及び心理的虐待を受けていることが判明した。同児童に更なる危害が及ぶおそれがあったことから、児童相談所に通告した結果、同児童相談所による一時保護がなされたことなどにより、同児童の安全を確保した（福井）。




CASE

29年8月、男性から「暴力団構成員を名のる男から、知人に貸した金銭の返済の一部を免除するよう要求された」との相談を受理した。同年9月、稲川会傘下組織構成員の男（51）に対し、暴力団対策法（注1）に基づき、暴力的要求行為（注2）を行ってはならない旨の中止命令を発出した（青森）。


注1：暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律

注2：指定暴力団の暴力団員が指定暴力団の威力を示して行う不当な金品等の要求行為





（4）認知症に係る行方不明者等への対策

平成29年中の認知症に係る行方不明者届の受理件数は1万5,863件であり、統計をとり始めた24年以降、増加を続けている。

警察では、地域における認知症高齢者等の見守りネットワークの活用や、関係機関・団体等と緊密に連携した行方不明者発見活動を推進しているほか、認知症サポーター養成講座等の部外有識者による講習会や捜索模擬訓練等を通じて、認知症の特性や認知症に係る行方不明者を発見した場合の対応要領等について、職員の理解を深める取組を行っている。

　[image: 捜索模擬訓練の状況]
捜索模擬訓練の状況

　図表2-11　認知症に係る行方不明者届の受理件数の推移（平成25～29年）
[image: 図表2-11　認知症に係る行方不明者届の受理件数の推移（平成25～29年）]






第2節　少年非行防止と子供の安全を守るための取組

1　少年非行防止に向けた取組

（1）少年（注）非行の現状

①　少年非行情勢

触法少年（刑法）及び不良行為少年の補導人員は、いずれも減少傾向にある。


注：20歳未満の者



　図表2-12　触法少年（刑法）及び不良行為少年の補導人員の推移（平成20～29年）
[image: 図表2-12　触法少年（刑法）及び不良行為少年の補導人員の推移（平成20～29年）]

②　平成29年中の少年非行の主な特徴

ア　再犯者（注）

29年中の刑法犯少年の再犯者数は、14年連続で減少したほか、刑法犯少年全体に占める再犯者の割合は35.5％と、20年ぶりに前年より低下した。


注：非行を犯した者であって、当該非行の以前に、非行を犯し、処分を受けたことのあるものをいう。処分の未決・既決は問わず、触法少年時に受けた処分や警察限りの扱いも含む。



　図表2-13　刑法犯少年の再犯者数・再犯者率の推移（平成20〜29年）
[image: 図表2-13　刑法犯少年の再犯者数・再犯者率の推移（平成20〜29年）]

イ　中学生及び高校生の検挙・補導人員（刑法）

中学生及び高校生の検挙・補導人員の推移は、図表2-14のとおりであり、いずれも減少しているが、19年以降、中学生が高校生を上回っている。

　図表2-14　中学生・高校生の検挙・補導人員（刑法）の推移（平成20〜29年）
[image: 図表2-14　中学生・高校生の検挙・補導人員（刑法）の推移（平成20〜29年）]


CASE

29年2月、男子高校生（18）は、自宅において、実母の首を刃物で突き刺すなどして殺害し、実母の死体を自宅敷地内の物置に遺棄した。同月、同男子高校生を殺人罪等で逮捕した（三重）。



（2）非行少年を生まない社会づくり

警察では、都道府県警察に少年サポートセンターを設置し、少年補導職員（注）を中心に非行防止に向けた取組を行っている。また、少年の規範意識の向上及び社会との絆の強化を図るため、非行少年を生まない社会づくりに取り組んでいる。


注：特に専門的な知識及び技能を必要とする活動を行わせるため、その活動に必要な知識と技能を有する警察職員（警察官を除く。）のうちから警視総監又は道府県警察本部長が命じた者で、少年の非行防止や立ち直り支援等の活動において、重要な役割を果たしている。平成30年4月1日現在、全国に約940人の少年補導職員が配置されている。



①　少年相談活動

少年や保護者等の悩みや困りごとについて、専門的な知識を有する職員等が面接や電話、電子メール等で相談に応じ、指導・助言を行っている。

②　街頭補導活動

少年のい集する繁華街や公園等において、少年警察ボランティア等と共同で、喫煙や深夜はいかい等をしている少年に指導・注意を行う街頭補導活動を実施している。

③　継続補導・少年に手を差し伸べる立ち直り支援活動

少年相談や街頭補導活動を通じて関わった少年に対し、本人や保護者等の申出に応じて指導・助言等を行う継続補導を実施している。また、問題を抱え非行に走る可能性がある少年及びその保護者に対して警察から積極的に連絡し、継続的に声を掛けるほか、体験活動等への参加促進、修学・就労の支援等を行い、再び非行に走りかねない少年の立ち直りを支援する活動を推進している。

　[image: 農業体験を通じた立ち直り支援活動]
農業体験を通じた立ち直り支援活動

④　広報啓発活動

学校で非行防止教室、薬物乱用防止教室等を実施するなどして、地域の非行情勢や非行要因等について情報発信し、少年警察活動等についての理解を促している。

（3）学校その他関係機関との連携確保

①　学校と警察との連携

教育委員会等と警察の間で締結した協定等に基づき、非行少年等問題を有する児童・生徒に関する情報を学校と警察が相互に通知する学校・警察連絡制度が、全ての都道府県で運用されている。また、警察署の管轄区域、市町村の区域等を単位に、平成30年4月現在、全ての都道府県で約2,300の学校警察連絡協議会が設けられている。

②　スクールサポーター

退職した警察官等をスクールサポーターとして警察署等に配置し、学校からの要請に応じて派遣するなどして、いじめ等の学校における少年の問題行動等への対応、巡回活動、相談活動、児童の安全確保に関する助言等を行っている。30年4月現在、44都道府県で約850人が配置されている。

③　少年サポートチーム

個々の少年の問題状況に応じた的確な対応を行うため、学校、警察、児童相談所等の担当者から構成される少年サポートチームを編成し、それぞれの専門分野に応じた役割分担の下、少年等への指導・助言を行っている。

（4）少年警察ボランティアとの連携

警察では、平成30年4月現在、少年警察ボランティアとして、全国で少年補導員（注1）約5万1,000人、少年警察協助員（注2）約250人及び少年指導委員（注3）約6,400人を委嘱しており、協力して少年の健全育成のための活動を推進している。また、同年3月現在、大学生ボランティア約6,700人が全国で活動しており、少年と年齢が近く、その心情や行動を理解しやすいなどの特性をいかし、学習支援活動や少年の居場所づくり活動等にも取り組んでいる。


注1：街頭補導活動及び環境浄化活動をはじめとする幅広い非行防止活動に従事している。

注2：非行集団に所属する少年を集団から離脱させ、非行を防止するための指導・相談に従事している。

注3：風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（以下「風営適正化法」という。）に基づき、都道府県公安委員会から委嘱を受け、少年を有害な風俗環境の影響から守るための少年補導活動や風俗営業者等への助言活動に従事している。



（5）少年事件対策

警察では、集団的不良交友関係（注）に関する情報を収集・分析し、少年事件対策に活用するとともに、警視庁及び道府県警察本部に少年事件捜査指導官を置き、個々の少年の特性に応じた取調べや客観的証拠の収集等による非行事実の厳格な特定等に努めるよう、捜査員等に対して指導・教育を行うことにより、少年事件の厳正かつ的確な捜査・調査に努めている。


注：非行集団等及びその構成員又はこれに準じる2人以上の交友関係








2　子供の安全を守るための取組

（1）子供を犯罪から守るための取組

①　子供が被害者となる犯罪

13歳未満の子供が被害者となった刑法犯の認知件数（以下「子供の被害件数」という。）は、図表2-15のとおりである。子供の被害件数は、平成13年以降減少傾向にあるが、子供の被害件数のうち、略取誘拐の被害件数は、過去10年間では、ほぼ横ばいで推移している。また、略取誘拐は、刑法犯の認知件数に占める子供の被害件数の割合の高い罪種であり、29年中は30.1％（認知件数239件のうち72件）であった。

　図表2-15　子供（13歳未満）の被害件数及び罪種別被害状況の推移（平成20～29年)
[image: 図表2-15　子供（13歳未満）の被害件数及び罪種別被害状況の推移（平成20～29年)]

②　子供の生活空間における安全対策

ア　学校や通学路の安全対策

警察では、子供が被害者となる犯罪を未然に防止し、子供が安心して登下校することなどができるよう、制服を着用した警察官による通学路や通学時間帯に重点を置いたパトロールを強化している。また、退職した警察官等をスクールサポーターとして委嘱し学校へ派遣しているほか、地方公共団体、防犯ボランティア団体、地域住民等と連携した子供の見守り活動を行うなど、学校や通学路等における子供の安全確保を推進している。

イ　被害防止教育の推進

警察では、子供に犯罪被害を回避する能力等を身に付けさせるため、小学校、学習塾等において、学年や理解度に応じ、紙芝居、演劇やロールプレイング方式等により、危険な事案への対応要領等について子供が考えながら参加・体験できる防犯教室、地域安全マップ作成会等を関係機関・団体と連携して開催している。また、教職員に対しては、不審者が学校に侵入した場合の対応要領の指導等を行っている。

ウ　情報発信活動の推進

警察では、子供が被害に遭った事案等の発生に関する情報を子供や保護者に対して迅速に提供できるよう、教育委員会、小学校等との間で情報共有体制を整備するとともに、都道府県警察のウェブサイトや電子メール等を活用した情報発信を行うなど、地域住民に対する情報提供を実施している。

エ　ボランティアに対する支援

警察では、「子供110番の家」として危険に遭遇した子供の一時的な保護と警察への通報等を行うボランティアに対し、ステッカーや対応マニュアル等を配布するなどの支援を行っているほか、防犯ボランティア団体との合同パトロールを実施するなど、自主防犯活動を支援している。


MEMO　千葉県我孫子市における殺人等事件を踏まえた取組

平成29年3月、千葉県我孫子市において、不動産賃貸業の男（46）が小学校に登校中の女児を略取誘拐し、同女児を殺害する事件が発生した。

同事件を踏まえ、千葉県警察では、地域住民の不安を解消するため、地域におけるパトロールを強化するとともに、小学校等の周辺で移動交番車を活用した警戒活動を実施した。また、子供の安全対策を強化するため、小学校において児童及び教職員を対象とした不審者対応訓練を実施したほか、通学路の防犯診断を行い、関係機関に対して環境の改善及び防犯活動の推進を働き掛けるなどの取組を行った。




MEMO　地方公共団体における「暮らしの安全ガイドブック」の作成

子供が被害者となる犯罪は、地域住民に強い不安感を生じさせるものであり、同犯罪を防止するためには、警察のほか、学校、保護者、地域住民等が地域ぐるみで子供を守る必要があることから、地方公共団体においては、警察をはじめとした関係機関・団体と連携しながら、子供の安全を守るための取組を行っている。

岐阜県では、平成29年に、県として初めて小学生向けの「暮らしの安全ガイドブック」を作成し、県内全ての小学校に配布して、体育や総合的な学習の時間等の教材として活用している。同ガイドブックでは、子供の身近で発生する各種犯罪について、何が犯罪行為なのか、犯罪を防止するためには何をすべきかなどを分かりやすく解説しているほか、岐阜県警察の「幼児等連れ去り事案未然防止教育班」（通称「たんぽぽ」）が、日頃から児童等に対して広報又は教育を行っている身を守るための約束「セーフティファイブ」を記載するなど、子供の防犯意識を高めるための工夫がなされている。

　[image: 小学生向けの「暮らしの安全ガイドブック]
小学生向けの「暮らしの安全ガイドブック

　[image: セーフティファイブ]
セーフティファイブ



③　子供女性安全対策班による活動の推進

警察では、21年以降、警視庁及び道府県警察本部に設置された子供女性安全対策班（JWAT（注））が、子供や女性を対象とする性犯罪等の前兆とみられる声掛け、つきまとい等の事案に関する情報収集、分析等により行為者を特定し、検挙・指導・警告等の措置を講じている。検挙活動等に加え、これらの先制・予防的活動を積極的に推進していくことによって、子供や女性を被害者とする性犯罪等の未然防止に努めている。


注：Juvenile and Woman Aegis Teamの略



④　子供対象・暴力的性犯罪出所者の再犯防止措置制度の強化

警察では、13歳未満の子供を被害者とした強制わいせつ等の暴力的性犯罪で服役して出所した者について法務省から情報提供を受け、各都道府県警察において、その出所者の所在確認を実施しているほか、必要に応じて当該出所者の同意を得て面談を行うなど、再犯防止に向けた措置を講じている。

（2）少年の福祉を害する犯罪への対策と有害環境対策

警察では、福祉犯（注）の取締り、被害少年の発見・保護、インターネット上の違法情報・有害情報の取締り等少年を取り巻く有害環境の浄化対策を推進している。このうち、児童買春、児童ポルノの製造等の子供の性被害に係る対策については、国家公安委員会が政府内における同対策の企画・立案及び関係機関との総合調整の業務を行っており、平成29年4月に犯罪対策閣僚会議において策定された「子供の性被害防止プラン」（児童の性的搾取等に係る対策の基本計画）に基づき、政府全体の取組を推進している。


注：少年の心身に有害な影響を与え、少年の福祉を害する犯罪をいう。例えば、児童買春・児童ポルノ禁止法違反、児童福祉法違反（児童に淫行をさせる行為等）、労働基準法違反（年少者の危険有害業務等）等が挙げられる。



①　少年の福祉を害する犯罪への対策

福祉犯の被害少年数は図表2-16のとおりであり、23年以降は減少しているが、スマートフォン等の普及により、インターネットの利用に起因する福祉犯が発生するなど、深刻な状況にある。

被害少年を早期に発見・保護するとともに、新たな被害を発生させないため、警察では積極的な取締りと被害少年に対する支援のほか、援助交際を求めるなどのインターネット上の不適切な書き込みをサイバーパトロールによって発見し、書き込みを行った児童と接触して直接注意・助言するサイバー補導を推進している。

　図表2-16　福祉犯の検挙件数等の推移（平成25～29年）
[image: 図表2-16　福祉犯の検挙件数等の推移（平成25～29年）]

ア　児童の心身に有害な影響を与える事犯

近年、SNS等を利用した児童買春事犯や、児童の性に着目した形態の営業に児童を従事させる事犯等、児童の心身に有害な影響を与える事犯が発生している。このような事犯に対して、警察では、国民からの情報提供、インターネット・ホットラインセンター（IHC）（注）からの通報、街頭補導活動、サイバーパトロール等による端緒情報の把握に努めるとともに、情報の分析、積極的な取締り等を推進している。


注：124頁参照




CASE

無職の男（31）は、26年5月から29年1月にかけて、SNS等で知り合った少女らに対し、現金を供与する約束をして、ホテル内において児童買春をした。また、同少女らの一部に対し、再度の面会等に応じなければ、児童買春をした場面等を撮影した動画又は画像をインターネット上に公開するなどと脅迫した。同年9月までに、同男を児童買春・児童ポルノ禁止法違反（児童買春）等で逮捕した（千葉）。




CASE

いわゆるJKビジネスと呼ばれる営業を行っていた男（19）は、従業員として雇い入れた少女（16）を「散歩」等の名目で男性客に紹介し、レンタルルームにおいて男性客を相手に性的な業務に従事させた。29年7月、同男を児童福祉法違反（児童に淫行をさせる行為）で逮捕した（警視庁）。



イ　児童ポルノ

児童ポルノ事犯は近年増加傾向にあり、29年中の検挙件数は2,413件、検挙人員は1,703人と、いずれも過去最多となった。被害児童数（注）は過去最多であった28年より減少したものの、19年に比べて約4.4倍に増加した。被害態様別でみると、児童が自らを撮影した画像に伴う被害が約4割を占め、被害児童数は24年以降5年連続で増加しており、特に、スマートフォンを使用したSNSの利用に起因するものが約7割を占めている。また、小学生以下の被害児童のうち、約4割が強制性交等・強制わいせつの手段により児童ポルノの製造の対象とされているなど、児童ポルノをめぐる情勢は深刻な状況にある。

警察では、このような情勢を踏まえ、関係機関・団体と緊密な連携を図りながら、低年齢児童を狙ったグループや児童ポルノ販売グループによる悪質な事犯等に対する取締りの強化、国内サイト管理者等に対する児童ポルノ画像の削除依頼、被害児童に対する支援等を推進している。

また、警察庁では、29年12月、国内外の関係機関・団体が参加する子供の性被害対策に関するセミナーを開催し、政府の取組を紹介するとともに、関係機関・団体との情報交換を行うなどの連携強化に努めている。さらに、プロバイダによる閲覧防止措置（ブロッキング）について、アドレスリスト作成管理団体に情報提供や助言を行うなどの流通・閲覧防止対策を推進している。


注：児童ポルノ事犯の検挙を通じて、新たに特定された被害児童数



　図表2-17　児童ポルノ事犯の検挙状況等の推移（平成25〜29年）
[image: 図表2-17　児童ポルノ事犯の検挙状況等の推移（平成25〜29年）]


CASE

26年8月から28年3月にかけて、低年齢児童を狙ったグループのメンバーである旅行代理店の元従業員の男（35）らは、看護添乗員又はボランティアとして自然体験教室に同行するなどして、同教室に参加した男児等に対してわいせつな行為をし、その状況を撮影して児童ポルノを製造した上、メンバー内及び別の同グループのメンバーである小学校の教員の男（45）と互いに児童ポルノを提供し合うなどしていた。29年2月までに、同男ら6人を児童買春・児童ポルノ禁止法違反（児童ポルノ製造）等で逮捕した（神奈川、茨城、栃木、埼玉、千葉、静岡、広島）。



②　少年を取り巻く有害環境の浄化対策

近年、スマートフォン等の普及に伴い、インターネットの利用に起因する少年の犯罪被害が増加しているほか、繁華街等において児童の性に着目した新たな形態の営業が出現しているなど、少年を取り巻く社会環境は変容している。

警察では、インターネットの利用に起因する少年の犯罪被害の発生状況を踏まえ、関係機関・団体等と連携し、保護者に対する啓発活動、児童に対する情報モラル教育、フィルタリング等の普及促進に向けた携帯電話事業者等に対する要請等の取組を推進している。

また、児童の性に着目した新たな形態の営業については、少年の保護と健全育成の観点から、あらゆる警察活動を通じて、各地域の実態の把握に努めるとともに、これらの営業において稼働している女子高校生等に対する補導、立ち直り支援等の取組を推進している。

さらに、少年に有害な商品等を取り扱う店等に対して、少年の健全育成のための自主的措置が促進されるよう指導・要請を行うなど、有害環境の浄化に努めている。


MEMO　いわゆるJKビジネスと呼ばれる営業の実態の把握

平成29年12月末現在、警察が把握しているいわゆるJKビジネスと呼ばれる営業（以下単に「JKビジネス」という。）の店舗数（無店舗型を含む。）は131店と、同年6月末現在より17店（14.9％）増加しており、東京都及び大阪府に全体の約9割が集中している。また、形態別では、同期間において、店舗型に比べて無店舗型の営業が増加している。

警察では、実態の把握が困難な無店舗型の営業が増加していることなどから、JKビジネスの実態の把握を一層推進するとともに、JKビジネスに関する違法行為に対して厳正な取締りを行っている。

　図表2-18　ＪKビジネスの店舗数の推移（平成29年6月末現在及び同年12月末現在）
[image: 図表2-18　ＪKビジネスの店舗数の推移（平成29年6月末現在及び同年12月末現在）]



（3）少年の犯罪被害への対応

警察では、犯罪の被害に遭った少年に対し、警察本部に設置された少年サポートセンター等に所属する少年補導職員を中心としてカウンセリング等の継続的な支援を行うとともに、大学の研究者、精神科医、臨床心理士等の専門家を被害少年カウンセリングアドバイザーとして委嘱し、支援を担当する職員が専門的な助言を受けることができるようにしている。

　図表2-19　被害少年の支援
[image: 図表2-19　被害少年の支援]


CASE

愛知県警察では、児童買春等の被害に遭った者に対し、助産師の資格を有する女性警察官又は支援活動への協力を得られた産婦人科医によるカウンセリング等の継続的な支援を行っている。



（4）いじめ事案への対応

近年のいじめ（注）に起因する事件数は図表2-20のとおりであり、29年中は155件であった。また、29年中の検挙・補導人員は245人であり、その約5割を中学生が占めている。

警察では、いじめ防止対策推進法の趣旨に基づき、少年相談活動やスクールサポーターの学校への訪問活動等により、いじめ事案の早期把握に努めるとともに、把握したいじめ事案の重大性及び緊急性、被害少年及びその保護者等の意向、学校等の対応状況等を踏まえ、学校等と緊密に連携しながら、必要な対応を推進している。


注：いじめの定義は、平成25年6月に制定されたいじめ防止対策推進法第2条に定める「児童等に対して、当該児童等が在籍する学校に在籍している等当該児童等と一定の人的関係にある他の児童等が行う心理的又は物理的な影響を与える行為（インターネットを通じて行われるものを含む。）であって、当該行為の対象となった児童等が心身の苦痛を感じているもの」としている。



　図表2-20　いじめに起因する事件数と検挙・補導状況の推移（平成25～29年）
[image: 図表2-20　いじめに起因する事件数と検挙・補導状況の推移（平成25～29年）]

　図表2-21　警察によるいじめ事案への対応
[image: 図表2-21　警察によるいじめ事案への対応]


CASE

長野県警察では、学校からの要請に応じて、スクールサポーターが教職員と共に「いじめ防止教室」を実施している。同教室では、児童に対し、いじめがもたらす不幸な結果やいじめがあった場合の対処方法等を教示するなど、児童一人一人がいじめについて深く考えることができるように工夫した取組を行っている。

　[image: 「いじめ防止教室」]
「いじめ防止教室」








第3節　国民の生活を犯罪から守るための取組

1　刑法犯

（1）刑法犯による身体的被害の状況

刑法犯により死亡し、又は傷害を受けた者の数の推移は、図表2-22のとおりである。

　図表2-22　刑法犯により死亡し、又は傷害を受けた者の数の推移（平成20〜29年）
[image: 図表2-22　刑法犯により死亡し、又は傷害を受けた者の数の推移（平成20〜29年）]

（2）重要犯罪（注）の認知・検挙状況

重要犯罪の認知・検挙状況の推移は、図表2-23のとおりである。平成29年中の重要犯罪の認知件数は、ピーク時である15年の2万3,971件と比べ1万3,083件（54.6％）減少した。検挙率は、19年以降60％台で推移していたが、27年に70％を超え、29年中は80.3％であった。


注：殺人、強盗、強制性交等、強制わいせつ、放火、略取誘拐及び人身売買



　図表2-23　重要犯罪の認知・検挙状況の推移（平成20〜29年）
[image: 図表2-23　重要犯罪の認知・検挙状況の推移（平成20〜29年）]

①　殺人

殺人の認知・検挙状況の推移は、図表2-24のとおりである。殺人の認知件数は、15年以降減少傾向にあったが、29年中は920件と、前年より25件（2.8％）増加した。また、検挙率は、重要犯罪の他の罪種に比べ高い水準を維持している。殺人の解決事件（注）を除いた検挙件数を被疑者と被害者の関係別にみると、親族が418件（49.4％）と最も多く、このうち配偶者（内縁の者を含む。）が157件（37.6％）で最も多かった。


注：刑法犯として認知され、既に統計に計上されている事件であって、これを捜査した結果、刑事責任無能力者の行為であることなどの理由により犯罪が成立しないこと又は訴訟条件・処罰条件を欠くことが確認された事件



　図表2-24　殺人の認知・検挙状況の推移（平成20〜29年）
[image: 図表2-24　殺人の認知・検挙状況の推移（平成20〜29年）]

　図表2-25　殺人の被疑者と被害者の関係別検挙状況（平成29年）
[image: 図表2-25　殺人の被疑者と被害者の関係別検挙状況（平成29年）]

　図表2-26　親族間の殺人の被疑者と被害者の関係別検挙状況（平成29年）
[image: 図表2-26　親族間の殺人の被疑者と被害者の関係別検挙状況（平成29年）]

②　強盗

強盗の認知・検挙状況の推移は、図表2-27のとおりである。29年中の強盗の認知件数は、前年より減少し、ピーク時である15年の7,664件と比べ5,812件（75.8％）減少した。手口別の認知件数では、侵入強盗が588件で、強盗全体の31.7％を占め、このうち41.7％がコンビニ強盗であり、非侵入強盗は1,264件で、強盗全体の68.3％を占め、このうち39.9％が路上強盗であった。検挙率は、29年中は前年より1.6ポイント上昇するなど近年上昇傾向にある。

　図表2-27　強盗の認知・検挙状況の推移（平成20〜29年）
[image: 図表2-27　強盗の認知・検挙状況の推移（平成20〜29年）]

　図表2-28　強盗の手口別認知状況（平成29年）
[image: 図表2-28　強盗の手口別認知状況（平成29年）]

　図表2-29　侵入強盗の手口別認知状況（平成29年）
[image: 図表2-29　侵入強盗の手口別認知状況（平成29年）]

③　強制性交等・強制わいせつ

強制性交等の認知・検挙状況の推移は、図表2-30のとおりである。

また、強制わいせつの認知・検挙状況の推移は、図表2-31のとおりである。

　図表2-30　強制性交等の認知・検挙状況の推移（平成20〜29年）
[image: 図表2-30　強制性交等の認知・検挙状況の推移（平成20〜29年）]

　図表2-31　強制わいせつの認知・検挙状況の推移（平成20〜29年）
[image: 図表2-31　強制わいせつの認知・検挙状況の推移（平成20〜29年）]

④　放火

放火の認知・検挙状況の推移は、図表2-32のとおりである。放火の認知件数は、16年以降減少傾向にあるものの、29年中は959件と、前年より45件（4.9％）増加した。検挙率は、過去10年間では、おおむね70～80％の間で推移している。

　図表2-32　放火の認知・検挙状況の推移（平成20〜29年）
[image: 図表2-32　放火の認知・検挙状況の推移（平成20〜29年）]

⑤　略取誘拐・人身売買

略取誘拐・人身売買の認知・検挙状況の推移は、図表2-33のとおりである。略取誘拐・人身売買の認知件数を被害者の男女別でみると、女性が被害者である割合は、29年中は84.9％であった。また、被害者の年齢層別でみると、13歳から19歳までの割合が近年増加傾向にあり、29年中は46.4％であった。検挙率は、18年以降おおむね90％前後で推移していたが、29年中は97.9％と、前年より9.7ポイント上昇した。

　図表2-33　略取誘拐・人身売買の認知・検挙状況の推移（平成20〜29年）
[image: 図表2-33　略取誘拐・人身売買の認知・検挙状況の推移（平成20〜29年）]






2　国民の財産を狙う事犯への対策

財産犯の被害額は、平成14年以降減少傾向にある（注1）ものの、窃盗（注2）や強盗のほか、悪質商法事犯やヤミ金融事犯（注3）等の国民の財産を狙う事犯は依然として多く発生しており、警察では、各種法令を適用した取締りのほか、これらの事犯の未然防止に努めている。


注1：32頁参照

注2：5頁参照

注3：無登録・高金利事犯及びヤミ金融関連事犯



（1）悪質商法事犯対策

①　利殖勧誘事犯（注1）

利殖勧誘事犯の検挙状況の推移は、図表2-34のとおりである。平成29年中は、ファンド型投資商品に関連した事犯（注2）の検挙が目立った。

利殖勧誘事犯では、被害者が被害に遭ってから気付くまでに時間を要する場合が多いことから、警察では、同事犯の被害拡大防止のため、早期の事件化を図るとともに、犯罪に利用された預貯金口座の金融機関への情報提供等を推進しており、29年中の同事犯に関する情報提供件数は165件であった。


注1：出資の受入れ、預り金及び金利等の取締りに関する法律（以下「出資法」という。）、金融商品取引法、無限連鎖講の防止に関する法律等の違反に係る事犯

注2：出資者から集めた資金を有価証券や事業への投資等で運用し、生じる利益を配分する仕組みを商材とする事犯



　図表2-34　利殖勧誘事犯の検挙状況の推移（平成20〜29年）
[image: 図表2-34　利殖勧誘事犯の検挙状況の推移（平成20〜29年）]

　図表2-35　利殖勧誘事犯の類型別検挙状況（平成29年）
[image: 図表2-35　利殖勧誘事犯の類型別検挙状況（平成29年）]


CASE

雑誌・書籍の制作、出版等を目的とする会社の代表取締役（77）らは、同社の業務に関し、法定の除外事由がないのに、26年12月から28年3月にかけて、不特定かつ多数の相手方である同社の株主及び雑誌の定期購読者に対し、同社の学習用教材の開発に出資すれば、元本を保証するとともに所定の利息を支払うことを約して、全国の延べ約300人から約6億9,000万円を受け取り、業として預り金をした。29年3月までに、同男ら3人を出資法違反（預り金の禁止）で検挙した（山口）。



②　特定商取引等事犯（注）

特定商取引等事犯の検挙状況の推移は、図表2-36のとおりである。29年中の検挙事件を類型別にみると、訪問販売に関連した事犯の検挙が目立った。

特定商取引等事犯では、被害者が被害に遭っていることに気付いても、被害者自身で解決しようとして警察への届出までに時間を要する場合もみられることから、警察では、ウェブサイト等を通じて早期の相談を呼び掛けている。


注：訪問販売、電話勧誘販売等で事実と異なることを告げるなどして商品の販売や役務の提供を行う悪質商法。具体的には、訪問販売等の特定商取引を規制する特定商取引に関する法律違反及び特定商取引に関連する詐欺、恐喝等に係る事犯



　図表2-36　特定商取引等事犯の検挙状況の推移（平成20〜29年）
[image: 図表2-36　特定商取引等事犯の検挙状況の推移（平成20〜29年）]

　図表2-37　特定商取引等事犯の類型別検挙状況（平成29年）
[image: 図表2-37　特定商取引等事犯の類型別検挙状況（平成29年）]


CASE

会社役員の男（32）らは、26年2月から27年11月にかけて、企業経営を企図していた者に対し、実際は新たな受講者の勧誘獲得方法を教示するものでしかないのに、起業するために必要な知識、技術等を習得できるかのように装い、「起業家育成プログラム」の受講料名目で、6都府県の約330人から約3億1,000万円をだまし取るなどした。29年2月までに、同男ら5人を詐欺罪等で逮捕した（福岡）。



（2）ヤミ金融事犯対策

ヤミ金融事犯の検挙状況の推移は、図表2-38のとおりである。ヤミ金融事犯のうち、無登録・高金利事犯（注1）の検挙事件数及び検挙人員はいずれも減少傾向にあるが、ヤミ金融関連事犯（注2）は増加傾向にある。

無登録・高金利事犯のうち、携帯電話や預貯金口座を利用して非面接で敢行されるいわゆる090金融事犯については、平成29年中は、検挙事件数の16.3％、検挙人員の22.0％を占めている。また、29年中に検挙した無登録・高金利事犯に占める暴力団が関与した割合は、25.2％であった。

警察では、ヤミ金融事犯の取締りを推進するとともに、ヤミ金融に利用された預貯金口座の金融機関への情報提供、レンタル携帯電話等の解約に関する事業者への要請等の総合的な対策を行っている。29年中の金融機関への情報提供件数は1万8,979件、レンタル携帯電話事業者への解約要請件数は1,744件であった。


注1：貸金業法違反（無登録営業）及び出資法違反（高金利等）に係る事犯

注2：貸金業に関連した犯罪による収益の移転防止に関する法律（以下「犯罪収益移転防止法」という。）違反、詐欺、携帯電話不正利用防止法違反等に係る事犯



　図表2-38　ヤミ金融事犯の検挙状況の推移（平成20〜29年）
[image: 図表2-38　ヤミ金融事犯の検挙状況の推移（平成20〜29年）]


CASE

無登録で貸金業を営む男（32）らは、27年8月から28年11月にかけて、インターネット広告を利用し、又は名簿業者から購入した債務者名簿に記載された者を電話等で勧誘して、「ファクタリング」と称して顧客が保有する売掛債権の売買契約を装い、中小企業約660社に対し、法定利息の約4.2倍から約48.9倍で金銭を貸し付け、元利金約14億6,000万円を受領した。29年8月までに、同男ら5法人22人を貸金業法違反（無登録営業）、出資法違反（超高金利）等で検挙した（大阪）。



（3）通貨偽造犯罪対策

①　発見状況

偽造日本銀行券の発見枚数（注）の推移は図表2-39のとおりであり、平成29年中は、前年より減少した。

　図表2-39　偽造日本銀行券の発見枚数の推移（平成20〜29年）
[image: 図表2-39　偽造日本銀行券の発見枚数の推移（平成20〜29年）]


注：届出等により警察が押収した枚数



②　特徴的傾向と対策

近年は、高性能のプリンタ等で印刷された偽造日本銀行券が日本国内で多数発見されているほか、精巧な偽造日本銀行券が海外から大量に日本国内に持ち込まれる事案が発生している。

警察庁では、財務省、日本銀行等と連携して、ポスターやウェブサイトで偽造日本銀行券が行使された事例や偽造通貨を見破る方法を紹介するなどして、国民の注意を喚起している。


CASE

大工の男（42）は、29年3月頃、埼玉県内の自宅において、カラープリンタを使用して千円券等を偽造した上、同月から同年4月にかけて、同県内及び千葉県内のコンビニエンスストア等において、商品購入代金の支払等として偽造千円券等を手渡し、行使した。同年6月までに、同男を通貨偽造・同行使罪で逮捕した（埼玉）。

　[image: 押収した偽造日本銀行券及びカラープリンタ]
押収した偽造日本銀行券及びカラープリンタ



（4）カード犯罪（注）対策

カード犯罪の認知・検挙状況の推移は図表2-40のとおりであり、平成28年は認知件数、検挙件数及び検挙人員が急増し、29年中は更に増加した。これは、不正に取得等したキャッシュカードを使用してATMから現金を窃取する事案が多発したためと考えられる。

警察では、早期検挙のため捜査を徹底するほか、口座名義人からキャッシュカード等の盗難・紛失等の届出があった場合にカードの利用停止を促すなど、被害の拡大防止に努めている。


注：クレジットカード、キャッシュカード、プリペイドカード及び消費者金融カードを悪用した犯罪



　図表2-40　カード犯罪の認知・検挙状況の推移（平成20〜29年）
[image: 図表2-40　カード犯罪の認知・検挙状況の推移（平成20〜29年）]

（5）知的財産権侵害事犯対策

①　商標権侵害事犯（注1）及び著作権侵害事犯（注2）

偽ブランド事犯等の商標権侵害事犯、海賊版事犯等の著作権侵害事犯においては、インターネットを利用して侵害行為が行われる場合が多いことから、警察では、サイバーパトロール等による端緒情報の把握に努めている。

また、不正商品対策協議会（注3）の活動への参加をはじめ、権利者等と連携した知的財産権の保護及び不正商品の排除に向けた広報啓発活動を推進している。


注1：商標法違反に係る事犯

注2：著作権法違反に係る事犯

注3：不正商品の排除及び知的財産権の保護を目的として、知的財産権侵害に悩む各種業界団体により設立された任意団体。警察庁等の関係機関と連携し、シンポジウムの主催や各種催物への参加を通じて、広報啓発活動、海外における不正商品販売の実態調査、海外の捜査機関や税関等に対する働き掛け等を行っている。



　図表2-41　知的財産権侵害事犯の検挙状況の推移（平成25〜29年）
[image: 図表2-41　知的財産権侵害事犯の検挙状況の推移（平成25〜29年）]

　図表2-42　押収した偽ブランド品のうち、仕出国・地域が判明したものの国・地域別押収状況の推移（平成20〜29年）
[image: 図表2-42　押収した偽ブランド品のうち、仕出国・地域が判明したものの国・地域別押収状況の推移（平成20〜29年）]

②　営業秘密侵害事犯（注）

営業秘密侵害事犯については、平成29年中、18事件25人を検挙した。

警察では、各都道府県警察で指定された営業秘密保護対策官が、警察署における営業秘密侵害事犯の相談対応について指導を行うなどにより捜査能力の一層の向上を図っているほか、被害の早期届出の必要性についての企業に対する啓発等を推進している。


注：不正競争防止法第21条第1項及び第3項に係る事犯




CASE

切削工具等の製造販売等を目的とする会社の元従業員の男（62）は、同社に在職中の29年2月、不正の利益を得る目的で、同社の営業秘密である製品工作図等の電磁的記録を、同男が所有するハードディスクに記録して複製を作成し、同社の営業秘密を領得した。同年10月、同男を不正競争防止法違反（営業秘密の領得）で逮捕した（愛知）。








3　国民の健康を害する事犯への対策

（1）保健衛生事犯（注）対策

保健衛生事犯の検挙状況の推移は、図表2-43のとおりである。

警察では、厚生労働大臣の承認を得ていない医薬品（以下「無承認医薬品」という。）を広告・販売するなどの医薬品医療機器法違反、無資格で医行為を行うなどの医師法違反、診療所の無許可開設等の医療法違反、無資格で美容施術を行う美容師法違反等の国民の健康被害に直結する保健衛生事犯の取締りを行っている。

無承認医薬品の広告・販売事犯については、近年、国外を仕出地とするものが全体の半数前後を占めている上、インターネットを利用して広告・販売を行っているものも多いことから、外国捜査機関等に対し情報を提供し、ウェブサイトの削除を要請するなどしている。


注：薬事関係事犯（医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（以下「医薬品医療機器法」という。）違反、薬剤師法違反等）、医事関係事犯（医師法違反、歯科医師法違反等）及び公衆衛生関係事犯（食品衛生法違反、狂犬病予防法違反等）



　図表2-43　保健衛生事犯の検挙状況の推移（平成25〜29年）
[image: 図表2-43　保健衛生事犯の検挙状況の推移（平成25〜29年）]


CASE

臍（さい）帯血販売等業者の代表取締役（52）は、医師らと共謀の上、平成28年2月から29年4月にかけて、再生医療等の安全性の確保等に関する法律に基づく再生医療等提供計画を厚生労働大臣に提出することなく、患者に対し、大腸がんの治療等の目的で、他人の臍帯血を投与した。同年9月までに、同代表取締役ら15人を同法違反（再生医療等提供計画の未提出）で検挙した（愛媛、茨城、京都、高知）。



（2）食の安全に係る事犯（注1）対策

食の安全に係る事犯の検挙状況の推移は、図表2-44のとおりであり、平成29年中は、外国産ごぼうを国産であるかのように表記して納品するなど、原産地を偽装した事犯等がみられた。

警察では、食の安全に係る事犯の取締りを推進するとともに、食品安全行政に関する関係府省連絡会議（注2）に参加するなど、関係機関との連携の強化に努めている。


注1：食品衛生関係事犯（食品衛生法違反等）及び食品の産地等偽装表示事犯（不正競争防止法違反等）

注2：食品安全基本法に基づき、関係府省間の密接な連携の下、食品の安全性の確保に関する施策を総合的に推進することを目的とした会議



　図表2-44　食の安全に係る事犯の検挙状況の推移（平成20〜29年）
[image: 図表2-44　食の安全に係る事犯の検挙状況の推移（平成20〜29年）]






4　良好な生活環境の保持

（1）風俗営業等の状況

①　風俗営業の状況

警察では、風営適正化法に基づき、風俗営業等に対して必要な規制を加えるとともに、風俗営業者等の自主的な健全化のための活動を支援し、業務の適正化を図っている。

　図表2-45　風俗営業の営業所数の推移（平成25〜29年）
[image: 図表2-45　風俗営業の営業所数の推移（平成25〜29年）]

②　性風俗関連特殊営業の状況

性風俗関連特殊営業の状況についてみると、近年、無店舗型性風俗特殊営業や映像送信型性風俗特殊営業の届出数が増加している一方で、店舗型性風俗特殊営業及び電話異性紹介営業の届出数は減少傾向にある。

　図表2-46　性風俗関連特殊営業の届出数の推移（平成25〜29年）
[image: 図表2-46　性風俗関連特殊営業の届出数の推移（平成25〜29年）]

③　深夜酒類提供飲食店営業の状況

深夜酒類提供飲食店の営業所数は、近年減少傾向にある。

　図表2-47　深夜酒類提供飲食店の営業所数の推移（平成25〜29年）
[image: 図表2-47　深夜酒類提供飲食店の営業所数の推移（平成25〜29年）]

④　特定遊興飲食店営業の状況

平成28年に風営適正化法の一部を改正する法律が全面施行されたことにより、深夜に客に遊興と飲酒をさせる特定遊興飲食店営業が、営業所設置許容地域において許可制の下で営業可能になった。29年末現在、特定遊興飲食店営業の許可を受けた営業所数は、305軒である。


MEMO　ぱちんこへの依存防止のための風営適正化規則（注）等の改正

特定複合観光施設区域の整備の推進に関する法律の附帯決議において、ギャンブル等依存症対策の強化が求められたことなどを踏まえ、平成28年12月、「ギャンブル等依存症対策推進関係閣僚会議」が開催された。29年3月には、同会議において、「ギャンブル等依存症対策の強化に関する論点整理」が決定され、ぱちんこへの依存の課題として、「出玉規制の基準等の見直し」が掲げられたことなどを受け、警察では、同年9月、過度な遊技の抑制を図るなどするため、遊技機の出玉性能を更に制限することなどを内容とする風営適正化規則及び遊技機の認定及び型式の検定等に関する規則の改正を行った。両規則は、30年2月から施行された。


注：風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律施行規則





（2）売春事犯及び風俗関係事犯の現状

①　売春事犯

売春事犯の検挙件数及び検挙人員は、近年減少傾向にある。最近では、SNSを利用して、売春の周旋をする目的で、人を売春の相手方となるように誘引する事犯や、女性を店舗内の個室に居住させ、不特定多数の男性客を相手に売春をさせる事犯がみられる。

　図表2-48　売春防止法違反の検挙状況の推移（平成25～29年）
[image: 図表2-48　売春防止法違反の検挙状況の推移（平成25～29年）]


CASE

個室マッサージ店経営者の男（55）らは、平成29年8月から同年11月にかけて、風俗営業の許可を受けた営業所を受付場所とし、同営業所に隣接するビルに個室を設け、不特定の男性客を相手に女性従業員が売春を行う場所を提供することを業とした。同年12月までに、同男ら3人を売春防止法違反（場所提供業）等で検挙した（兵庫）。



②　風俗関係事犯

風営適正化法による検挙件数及び検挙人員は、近年減少傾向にある。最近では、繁華街・歓楽街において組織的に客引きを行う事犯がみられる。

また、わいせつ事犯の検挙件数及び検挙人員は、近年減少傾向にある。わいせつ事犯に関しては、近年、インターネットを利用して、わいせつな行為をしている映像を配信する事犯やわいせつな画像情報が記録されたDVD等を販売する事犯がみられる。

さらに、賭博事犯に関しては、いわゆるインターネットカジノを利用した事犯がみられるほか、店舗の内外に複数の監視カメラを設置する、見張り役の従業員を常時配置する、身分確認を行って常連客以外の客を排除するなど警察の取締りから逃れるための対策が巧妙化している。

　図表2-49　風営適正化法違反の検挙状況の推移（平成25〜29年）
[image: 図表2-49　風営適正化法違反の検挙状況の推移（平成25〜29年）]

　図表2-50　わいせつ事犯の検挙状況の推移（平成25〜29年）
[image: 図表2-50　わいせつ事犯の検挙状況の推移（平成25〜29年）]


CASE

ゲーム機賭博店経営者の男（62）は、29年3月から同年6月にかけて、ゲームセンター等営業の許可を受けた営業所において、ポーカーゲーム機を使用し、不特定多数の客を相手に賭博をしていた。同年7月までに、同男を常習賭博罪で、賭客5人を単純賭博罪等で検挙するとともに、同営業所の営業の許可を取り消した（兵庫）。



（3）人身取引事犯等への対策

①　検挙・保護の状況

警察では、平成26年に政府が策定した「人身取引対策行動計画2014」等に基づき、法務省入国管理局等の関係機関と連携し、水際での取締りや悪質な経営者、仲介業者等の取締りを強化し、被害者の早期保護及び国内外の人身取引の実態解明を図っている。また、関係国の大使館、被害者を支援する民間団体等と緊密な情報交換を行っているほか、被害者の早期保護のため、警察等に被害申告するように多言語で呼び掛けるリーフレットを作成し、関係機関・団体等に配布するとともに、被害者の目に触れやすい場所に備え付けるなどの取組を行っている。

29年中の人身取引事犯の検挙人員は30人で、このうち風俗店等関係者が16人、仲介業者が3人であった。また、警察で保護した人身取引事犯の被害者は42人で、その国籍の内訳は、日本（28人）、タイ（7人）、フィリピン（5人）、ブラジル（1人）及びベトナム（1人）であった。被害者の性別は、女性41人、男性1人であった。

　図表2-51　人身取引事犯の検挙状況の推移（平成25〜29年）
[image: 図表2-51　人身取引事犯の検挙状況の推移（平成25〜29年）]

　図表2-52　人身取引事犯の被害者の保護状況の推移（平成25〜29年）
[image: 図表2-52　人身取引事犯の被害者の保護状況の推移（平成25〜29年）]

　[image: 人身取引事犯対策の広報ポスター]
人身取引事犯対策の広報ポスター

　[image: 人身取引事犯の被害者向けリーフレット]
人身取引事犯の被害者向けリーフレット


CASE

松葉会傘下組織組長の男（49）らは、28年11月頃から同年12月にかけて、「日本でホステスをすれば月3,000ドル稼げる」などと勧誘してカンボジア人女性を来日させ、スナックの従業員として稼働させた。29年2月までに、同男ら4人を入管法（注）違反（不法就労助長）で逮捕した（群馬）。


注：出入国管理及び難民認定法





②　いわゆるアダルトビデオ出演強要問題への対策

詐欺・脅迫的な言動によって、いわゆるアダルトビデオへの出演を強要等される問題に対し、警察では、各都道府県警察で指定されたアダルトビデオ出演強要問題専門官を中核として、各種法令を適用した厳正な取締り、被害防止教育、相談体制の充実等を推進している。


CASE

DVD制作・販売業を営む男（48）は、26年7月、モデル募集サイトを介して応募してきた少女に対し、同少女の意思に反してわいせつ動画の撮影を承諾させた。29年6月、同男を強要罪等で逮捕した（大阪）。



（4）銃砲刀剣類の適正管理と危険物対策

①　銃砲刀剣類の適正管理

平成29年末現在、銃刀法に基づき、都道府県公安委員会から9万4,726人が、19万2,182丁の猟銃及び空気銃の所持許可を受けている。29年中、申請を不許可等とした件数は44件、所持許可を取り消した件数は46件であった。また、猟銃等の事故及び盗難を防止するため、毎年一斉検査を行うとともに、講習会等を通じて適正な取扱いや保管管理の徹底について指導を行う一方、危害予防上支障のない範囲で猟銃等の所持許可に伴う申請者の負担軽減を図るための措置を講じている。

警察では、銃刀法を厳正に運用し、銃砲刀剣類の所持許可の審査と行政処分を的確に行って不適格者の排除に努めるなど、銃砲刀剣類による事件・事故の未然防止に努めている。

　図表2-53　猟銃及び空気銃の許可所持者の推移（平成25〜29年）
[image: 図表2-53　猟銃及び空気銃の許可所持者の推移（平成25〜29年）]

　図表2-54　猟銃及び空気銃の許可丁数の推移（平成25〜29年）
[image: 図表2-54　猟銃及び空気銃の許可丁数の推移（平成25〜29年）]

　図表2-55　猟銃等所持不適格者の排除状況の推移（平成25〜29年）
[image: 図表2-55　猟銃等所持不適格者の排除状況の推移（平成25〜29年）]

②　危険物対策

火薬類、特定病原体等、放射性物質等の危険物の運搬に当たっては、火薬類取締法、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律、放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律等の規定に基づき、都道府県公安委員会にその旨を届け出ることとされている。

警察では、これらの危険物が安全に運搬されるよう、関係事業者に対して事前指導や指示等を行うとともに、これらの危険物の取扱場所への立入検査等により、その盗難、不正流出等の防止に努めている。

　図表2-56　運搬届出・立入検査の状況（平成29年）
[image: 図表2-56　運搬届出・立入検査の状況（平成29年）]

（5）環境事犯対策

①　廃棄物事犯（注）

平成29年中の廃棄物事犯の検挙事件数の約半数を、廃棄物の不法投棄事犯が占めている。

警察では、引き続き環境行政部局との人的な交流や情報交換を行うなどし、早期発見・早期検挙に努めている。


注：廃棄物の処理及び清掃に関する法律違反に係る事犯



　図表2-57　廃棄物事犯の検挙状況の推移（平成20〜29年）
[image: 図表2-57　廃棄物事犯の検挙状況の推移（平成20〜29年）]


CASE

産業廃棄物中間処理業者の代表取締役（42）らは、26年1月から28年6月にかけて、山林復旧工事計画事業の土砂埋立区域において、産業廃棄物であるコンクリートくず等の混合廃棄物合計約6万4,700トンを投棄した。29年12月までに、同代表取締役ら3法人9人を廃棄物処理法違反（不法投棄）等で検挙した（神奈川）。



②　動物・鳥獣関係事犯（注）

29年中の動物・鳥獣関係事犯の検挙事件数の約半数を、違法に捕獲等した鳥獣を飼養するなどの鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律違反が占めている。また、犬、猫等を殺傷するなど、動物の愛護及び管理に関する法律違反も引き続き検挙されている。


注：動物の愛護及び管理に関する法律違反、鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律違反等に係る事犯



　図表2-58　動物・鳥獣関係事犯の検挙状況の推移（平成20〜29年）
[image: 図表2-58　動物・鳥獣関係事犯の検挙状況の推移（平成20〜29年）]

（6）探偵業の状況

平成29年中の探偵業法（注1）での検挙件数は5件、行政処分件数は43件（営業廃止命令1件、営業停止命令1件、指示処分41件）であった。警察では、探偵業法に基づき、探偵業者（注2）の業務実態を把握し、違法行為に対しては厳正に対処するとともに、業界の全国組織である一般社団法人日本調査業協会及び全国調査業協同組合との連携の下、研修会等を通じて、探偵業務の運営の適正化を図っている。


注1：探偵業の業務の適正化に関する法律

注2：届出のなされている探偵業者数は5,738（29年末現在）








5　警備業、古物営業及び質屋営業の状況

（1）警備業の状況

平成29年末現在、全国の警備業者数は9,548業者、警備員数は55万2,405人となっている。

警備業は、施設警備業務、雑踏警備業務、交通誘導警備業務、現金輸送警備業務、ボディガード等の種々の形態を有しており、特に各種センサー、非常通報装置等の警備業務用機械装置を使用して、住宅、事務所、店舗、駐車場等における盗難等の事故の発生を警戒し、防止する機械警備業務の需要が近年増加傾向にあるなど、国民に幅広く生活安全サービスを提供している。また、空港や原子力発電所等の重要施設での警備業務も行っているほか、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会において警備業者が実施することとなる施設警備業務等への期待が高まるなど、警備業に対する社会的な需要は増大している。

警察では、警備業が果たすこうした役割に鑑み、警備業法に基づき、警備業務の質の向上を図るとともに、警備業者に対する指導監督を行うなどして、警備業務の実施の適正を図っている。

（2）古物営業及び質屋営業の状況

古物商や質屋においては、その営業の中で古物や質物として盗品等を扱うおそれがあることから、古物営業法及び質屋営業法では、事業者に対し、これらの営業に係る業務について必要な規制等を定め、窃盗その他の犯罪の防止を図っている。平成29年中、古物商及び質屋から都道府県警察に対する不正品の疑いがある旨の申告件数は438件であり、これらの業界団体は、各種防犯活動への参加や啓発活動等を行っている。警察では、古物営業法又は質屋営業法に基づく品触れ（注）や指導監督等により、盗品等の流通防止と被害の迅速な回復に努めている。


注：警察本部長等が盗品等の発見のために必要があると認めたときに、古物商等に対して被害品の特徴等を通知し、その有無の確認及び届出を求めるもの



　図表2-59　古物営業及び質屋営業許可件数の推移（平成20～29年）
[image: 図表2-59　古物営業及び質屋営業許可件数の推移（平成20～29年）]


MEMO　古物営業の実情等を踏まえた古物営業法の改正

複数の都道府県で営業を行う古物商の増加等、古物営業の実情に鑑み、警察庁では、平成29年10月から「古物営業の在り方に関する有識者会議」を開催し、現代の情勢に即した古物営業の在り方についての検討を行い、同年12月、都道府県ごとの許可制度や古物の受取に関する営業の制限についての見直し等を内容とする報告書が取りまとめられた。これを踏まえ、30年4月、第196回国会において、古物商が複数の都道府県に営業所を設ける場合の手続や古物を受け取ることができる場所の制限の緩和等を内容とする古物営業法の一部を改正する法律が成立した。








第4節　犯罪防止に向けた取組

（1）地域社会との協働

良好な治安は、社会・経済の発展の礎であるが、その確保は、独り警察のみによって達せられるものではない。警察は、地域社会や関係機関・団体等との連携の下、社会全体で良好な治安が保たれるよう取り組んでいる。

①　社会の犯罪予防機能の高度化

ア　安全で安心なまちづくり

政府では、安全で安心なまちづくりのための地域の自主的な取組を支援し、官民連携した取組を全国に展開する「安全・安心なまちづくり全国展開プラン」（平成17年6月犯罪対策閣僚会議・都市再生本部合同会議決定）や「「世界一安全な日本」創造戦略」（注）（25年12月閣議決定）等に基づき、関係機関・団体等と連携して、全国で安全で安心なまちづくりを推進している。


注：227頁参照



イ　安全で安心なまちづくりを推進する気運を高めるための取組

犯罪対策閣僚会議において定められた「安全安心なまちづくりの日」（毎年10月11日）の前後の期間を中心に、安全で安心なまちづくりの気運を高めるための様々な取組が行われており、政府では、その取組の一環として、安全で安心なまちづくりに関し、顕著な功績等があった個人又は団体を内閣総理大臣が表彰する「安全安心なまちづくり関係功労者表彰」を毎年実施している。

また、警察庁では、29年10月、優れた活動を行う防犯ボランティア団体が取組内容を発表する「防犯ボランティアフォーラム2017」を開催し、全国的な自主防犯活動の活性化に取り組んでいる。

　[image: 安全安心なまちづくり関係功労者表彰]
安全安心なまちづくり関係功労者表彰

ウ　繁華街・歓楽街の安全安心の確保に向けた総合対策の推進

警察では、健全で魅力あふれるまちづくりを推進するための施策を講じている。具体的には、繁華街・歓楽街の安全安心の確保に向け、商店街、商工会議所、商工会、地域住民、地方公共団体等と問題意識を共有し、地方公共団体が行うまちづくり事業に計画段階から積極的に関与するほか、客引きやスカウト行為、非行少年や不良行為者のい集、違法広告物の設置、ゴミや自転車の放置、違法駐車、落書き等の迷惑行為の取締り等を通して街並みの改善を図っている。

また、繁華街・歓楽街において犯罪組織が暗躍することのないよう、雑居ビル、広告宣伝媒体等から犯罪組織を排除する取組を推進するとともに、違法風俗営業等の風俗関係事犯や不法就労、人身取引事犯、少年の健全育成を阻害する事犯、組織的な資金獲得犯罪等の取締りを推進している。

②　防犯ネットワークの整備と活用促進

治安を取り巻く情勢が依然として厳しいことに加え、人口・家族構造の変化等により社会情勢が変化している中で、かつて良好な治安を支えてきた社会の連帯感が希薄化している。このような現状を踏まえ、警察は、地方公共団体、地域住民、事業者等の各主体を包括する防犯ネットワークを整備し、これを有効活用した積極的な情報交換や、地域住民による防犯パトロール等の防犯ボランティア活動、事業者による防犯に関するCSR（注）活動に対する支援等を行うことで、地域社会が一体となった犯罪対策の推進を図っている。


注：45頁参照



ア　防犯ボランティア団体の活動

29年末現在、警察が把握している防犯ボランティア団体は全国で4万7,444団体（注）となっている。これらの団体の多くは、町内会、自治会等の地域住民による団体や子供の保護者の団体であり、その構成員数は262万6,016人となっている。

多くの団体で防犯パトロールや通学路等における子供の見守り活動を行っているほか、最近の犯罪情勢を踏まえ、特殊詐欺の被害防止のため、警察と連携した金融機関を対象とする被害防止訓練や高齢者の居宅の訪問を通じた防犯指導等を実施している団体もみられる。


注：平均月1回以上の活動実績（単に意見交換や情報交換のみを行う会議を除く。）があり、かつ、構成員が5人以上の団体



　図表2-60　防犯ボランティア団体・構成員の推移（平成20～29年）
[image: 図表2-60　防犯ボランティア団体・構成員の推移（平成20～29年）]

イ　自主防犯活動に対する支援

警察では、防犯ボランティア団体に対し、犯罪情報の提供や合同パトロールの実施等の活動支援を行っているほか、自主防犯パトロールに使用する自動車に青色回転灯を装備することができる仕組みづくりを行い、29年末現在、全国で9,834団体、4万5,470台の青色回転灯装備車が活動している。

また、警察庁ウェブサイト上に「自主防犯ボランティア活動支援サイト」（注）を開設し、防犯ボランティア団体相互のネットワークづくりを推進している。


注：https://www.npa.go.jp/safetylife/seianki55/



　図表2-61　青色回転灯を装備した自動車数の推移（平成20～29年）
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　[image: 青色回転灯装備車]
青色回転灯装備車

（2）犯罪防止に配慮した環境設計

犯罪を防止するためには、都市の構造の在り方を見直し、都市のハード面から物理的に犯罪が行われにくい環境を創出することが重要であり、これにより犯罪が発生するリスクを長期にわたり抑制することができる。

①　公共施設や住宅の安全基準の策定等

警察庁では、犯罪防止に配慮した環境設計による安全で安心なまちづくりを推進するため、住宅の防犯性能の向上や防犯に配慮した公共施設等の整備等に関する安全基準を策定し、その普及に努めている。

②　共同住宅や駐車場の防犯性能の認定・登録制度

警察では、関係団体と協力して、防犯に配慮した構造や設備を有するマンションや駐車場を防犯優良マンション、防犯モデル駐車場として登録又は認定する制度の普及を図っており、平成30年3月末現在、防犯優良マンション制度は24都道府県（注1）で、防犯モデル駐車場制度は13都府県（注2）で整備されている。


注1：北海道、埼玉、東京、千葉、神奈川、山梨、長野、静岡、福井、岐阜、愛知、三重、滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、鳥取、広島、山口、愛媛、熊本、大分及び沖縄。30年3月末現在、2,548件の登録又は認定がされている。

注2：東京、千葉、神奈川、福井、滋賀、京都、大阪、兵庫、鳥取、広島、愛媛、大分及び沖縄。30年3月末現在、287件の登録又は認定がされている。



③　都市再構築の機会等を捉えた犯罪の起きにくいまちづくり

警察では、地方公共団体が主催する各種会議等に参画し、関係部門との意見調整等を継続的に行って、地方公共団体の安全で安心な都市整備に向けた主体的行動を促すとともに、復興、防災等の観点から行われる都市再構築の機会を捉えた犯罪の起きにくいまちづくりを推進している。

④　防犯設備関連業界との連携

警察では、最新の犯罪情勢や手口等を事業者に提供するなどして社会のニーズに応じた優良な防犯設備の開発を支援している。また、防犯設備に関する知識・技能を有する専門家として公益社団法人日本防犯設備協会が認定している防犯設備士等（注）と協働し、防犯設備の効果的な設置及び適正な管理に向けた取組を推進している。


注：防犯設備士（30年4月6日現在2万7,848人）、総合防犯設備士（同367人）




MEMO　京都府防犯モデル賃貸マンション認定制度

京都府では、大学生をはじめとした一人暮らしの若い女性が多く居住する集合住宅の性犯罪被害防止等を目的として、特定非営利活動法人京都府防犯設備士協会、不動産業者、京都府警察本部、京都府知事部局等が連携し、平成27年6月から「京都府防犯モデル賃貸マンション認定制度」の運用を開始した。同制度は、同協会が、賃貸マンションのオーナーからの申請に対して審査を行い、独自に設定した防犯基準を満たす賃貸マンションを認定するものである。29年末現在、123棟（3,328戸）が認定されており、大学生等が賃貸マンションを選択する際の参考となっているほか、子供と離れて暮らす保護者に対して安心感を与えている。

　[image: パンフレット]
パンフレット



（3）地域の犯罪情勢に即した犯罪対策

犯罪情勢や社会構造の変化に伴って、警察に対する国民の要請が多様化している。これに応えるため、警察では、地域の犯罪情勢に即して警察活動を戦略的に展開し、地域住民の不安感を生じさせる身近な事案や事件に迅速かつ的確に対応することを目的とし、警察署及び警察本部において犯罪抑止計画を策定している。警察署については、相談、警ら、捜査その他の警察活動により収集した情報等を分析し、その管轄区域において重点的に予防すべき種類の犯罪を定め、警察本部については、全国的な犯罪情勢を勘案し、関係する警察本部及び警察署が連携して広域的な予防・検挙活動を行う必要がある種類の犯罪を定めている。

また、治安上の脅威に対して十分な耐性のある地域社会を構築するためには、地域住民、事業者、関係機関・団体、地方公共団体等と連携協働した取組が必要不可欠であるため、犯罪抑止計画には、犯罪対策における地域住民等の役割や、警察が行う地域住民等に対する地域の犯罪情勢等の情報提供等の支援について、できる限り具体的に定め、広範な連携協働関係の構築を目指すこととしている。


MEMO　地方公共団体におけるセーフコミュニティ活動

セーフコミュニティ活動とは、「けがや事故等は、偶然の結果ではなく、原因を究明することによって予防できる」という理念の下、安全と健康の質を高めていくまちづくり活動のことであり、世界保健機関（WHO）による国際認証制度が設けられている。京都府亀岡市は、平成20年に我が国で初めて同認証を受け、「亀岡市セーフコミュニティ推進協議会」をはじめとする様々な組織を設置しており、このうち、防犯対策委員会では、京都府警察の犯罪統計を活用した市内の犯罪情勢の分析、青色回転灯装備車を用いた防犯パトロールの実施、子供の見守り活動、ドライブレコーダーの活用等を推進している。

19年及び28年に同市が実施したアンケートでは、市民のセーフコミュニティの認知度や暮らしの安心感等が上昇するとともに、暮らしの不安感は低下していることがうかがわれる。

　[image: セーフコミュニティ活動の状況]
セーフコミュニティ活動の状況








第5節　構造的な不正事案への対策

（1）政治・行政をめぐる不正事案

国又は地方公共団体の幹部職員等による贈収賄事件、入札談合等関与行為防止法（注）違反事件、公契約関係競売等妨害事件、買収等の公職選挙法違反事件等の政治・行政をめぐる不正は依然として後を絶たない。

しかし、このような事案は、直接の被害者がおらず、金品の受渡し等は密室で行われることが多いことから、被害申告や目撃者の証言等が通常は期待できず、端緒情報の把握や犯罪事実の立証は容易ではない。

警察では、このような事案に対し、端緒情報の把握に努めるとともに、不正の実態に応じて様々な刑罰法令を適用するなどして、事案の解明を進めている。

第48回衆議院議員総選挙（平成29年10月22日施行）における選挙期日後90日現在（30年1月20日現在）の公職選挙法違反の検挙件数は41件、検挙人員は46人（うち逮捕者は11人）であった。


注：入札談合等関与行為の排除及び防止並びに職員による入札等の公正を害すべき行為の処罰に関する法律



　図表2-62　政治・行政をめぐる不正事案の検挙事件数（注1）の推移（平成20〜29年）
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CASE

元山梨市長（70）は、在職中の29年2月、同市職員採用資格試験受験者の父親らから、同受験者が早期に採用されることに関し、有利な取り計らいをするよう依頼を受け、その謝礼として、現金80万円を収受した。同年8月、同元市長を収賄罪で逮捕した（警視庁、山梨）。




CASE

埼玉県上尾市議会議長（72）は、28年12月頃から29年1月頃にかけて、ごみ処理施設の運転保守管理等を業とする会社の代表取締役から、同市が発注するペットボトル結束機運転管理業務の受注に関して、職務上不正な行為をするよう同市長に対して働き掛けてほしいとの請託を受け、同市長にあっせんしたことなどへの謝礼として、現金合計50万円を収受した。また、同市長（73）は、29年5月から同年6月にかけて、同市が発注予定の環境センター運転管理業務の受注に関し、有利な取り計らいをするよう請託を受け、その謝礼として、現金合計60万円を収受した。同年11月までに、同市議会議長をあっせん収賄罪等で、同市長を受託収賄罪等で逮捕した（埼玉）。




CASE

青森県中泊町議会議員（61）らは、29年3月頃、選挙人十数人に対し、同町長選挙の立候補予定者のための投票及び選挙運動の報酬として、現金合計約30万円を供与した。同年5月までに、同町議会議員ら4人を公職選挙法違反（買収）で逮捕した（青森）。



（2）経済をめぐる不正事案

金融機関等の企業の役職員らが組織の内部統制を逸脱したことによる背任、詐欺、横領等の犯罪のほか、国及び地方公共団体の補助金の不正受給事犯が後を絶たない状況にある。また、司法書士や公務員による詐欺、横領等の犯罪も発生している。

警察では、これらの金融・不良債権関連事犯、企業の経営等に係る違法事犯、証券取引事犯、財政侵害事犯及びその他国民の経済活動の健全性又は信頼性に重大な影響を及ぼすおそれのある犯罪の取締りを推進している。また、様々な投資名目で消費者等が被害に遭う詐欺事件等においては、被害者が多数・広域に及ぶ場合があることから、関係する都道府県警察が連携を図っている。

このような事案に対しては、対象となる企業等の財務実態の解明が不可欠であることから、都道府県警察においては、公認会計士や税理士等の専門的な知識を有する者を財務捜査官として採用し、その高度な技能を活用して事案の早期解明を図っている。

　図表2-63　経済をめぐる不正事犯の検挙事件数の推移（平成25〜29年）
[image: 図表2-63　経済をめぐる不正事犯の検挙事件数の推移（平成25〜29年）]


CASE

金銭の貸付け等を目的とする会社の元代表取締役（71）らは、香港における消費者金融事業に関する貸出資金の借用名目で現金をだまし取ろうと考え、同事業は極めて順調であって貸出資金に充てる現金が恒常的に不足しているため、借用した現金の全額を香港に送金して貸出資金に充て、借用金の利息を支払うとともに元本の全額を償還すると虚偽の話を持ちかけ、平成22年10月から23年5月にかけて、会社役員らから合計約4億8,300万円をだまし取った。29年2月までに、同元代表取締役らを詐欺罪で逮捕した（警視庁）。




CASE

農業協同組合の元代表理事組合長（75）らは、不動産会社及び同社代表取締役（73）に借入金の返済能力がないなどにもかかわらず、同代表取締役らの利益を図り、同組合に損害を加える目的で、同組合のため誠実に職務を遂行すべき任務に背き、貸付金の回収を確保するための万全の措置を講じないまま、24年3月から同年6月にかけて、同代表取締役に合計約3,000万円を貸し付けた。29年3月までに、同元代表理事組合長ら6人を背任罪で逮捕した（神奈川）。








第6節　警察捜査のための基盤整備

1　捜査力の強化

（1）捜査手法、取調べの高度化への取組

警察庁では、犯罪を的確に検挙し、良好な治安の維持に資するため、「捜査手法、取調べの高度化プログラム」に基づき、各種施策を推進している。また、平成28年6月には、取調べの録音・録画制度等を内容とする刑事訴訟法等の一部を改正する法律が公布されたことを受け、更なる証拠の収集方法の適正化及び多様化を図る必要があることも踏まえ、捜査手法、取調べの高度化への取組として以下の施策を推進している。

①　捜査手法の高度化の推進

警察庁では、取調べをめぐる環境の変化や科学技術の発達等に伴う犯罪の悪質化・巧妙化等に的確に対応し、客観証拠による的確な立証を図ることを可能とするため、DNA型鑑定及びDNA型データベースを効果的に活用するための取組を推進しているほか、証人保護プログラム等の新たな捜査手法の導入について検討を行っている。

②　取調べの高度化・適正化等の推進

警察庁では、取調べにおいて真実の供述を適正かつ効果的に得るための技術の在り方やその伝承方法について、時代に対応した改善を図るため、心理学的知見を取り入れた教本「取調べ（基礎編）」を作成し、「取調べ技術総合研究・研修センター」を設置しているほか、31年6月までに取調べの録音・録画制度が施行されることを見据え、従来から取り組んできた取調べの録音・録画の試行を一層拡充するなど、取調べの高度化・適正化等に向けた施策を推進している。

（2）初動捜査における客観証拠の収集

事件発生時には、迅速・的確な初動捜査を行い、犯人を現場やその周辺で逮捕し、又は現場の証拠物や目撃者の証言等を確保することが、犯人の特定や犯罪の立証、更には連続発生の防止のために極めて重要である。

都道府県警察では、機動的な初動捜査を行うため、機動捜査隊、機動鑑識隊（班）、現場科学検査班等を設置し、事件発生後、直ちに現場に臨場して迅速な客観証拠等の収集を徹底している。

また、犯人の検挙における防犯カメラ画像の有用性の高さが認識されているところ、防犯カメラ画像の中には、原記録が消去される可能性が高いものや、抽出等に技術的な困難を伴うものもあることから、防犯カメラ画像の抽出及び解析を支援する体制を整備するなどして、防犯カメラ画像の適切かつ確実な収集に努めている。

　図表2-64　初動捜査態勢の整備と鑑識活動の徹底
[image: 図表2-64　初動捜査態勢の整備と鑑識活動の徹底]

（3）国民からの情報提供の促進

警察では、犯罪捜査に不可欠な国民の理解と協力を得るため、国民に対し、都道府県警察のウェブサイトを活用して情報提供を呼び掛けるほか、様々な媒体を活用して、聞き込み捜査に対する協力、事件に関する情報の提供等を広く呼び掛けている。また、必要に応じ、被疑者の発見・検挙や犯罪の再発防止のため、被疑者の氏名等を広く一般に公表して捜査を行う公開捜査を行っている。

さらに、警察庁では、平成19年度から、国民からの情報提供を促進し、重要犯罪等の検挙を図ることを目的として、公的懸賞金制度である捜査特別報奨金制度を導入し、警察庁ウェブサイト（注）等で対象となる事件等について広報している。


注：https://www.npa.go.jp/bureau/criminal/reward/index.html



（4）犯罪死の見逃し防止への取組

警察が取り扱った死体数（注1）は、平成29年中は約16万6,000体であった。

警察では、適正な死体取扱業務を推進して犯罪死の見逃しを防止するため、検視官（注2）の臨場率を向上させるとともに、死体取扱業務に携わる警察官に対する教育訓練の充実及び資機材の整備を行っている。

また、警察等が取り扱う死体の死因又は身元の調査等に関する法律に規定された調査、検査等の措置を的確に実施するとともに、必要な解剖の確実な実施に努めている。


注1：交通関係及び東日本大震災による死者を除く。

注2：原則として、刑事部門における10年以上の捜査経験又は捜査幹部として4年以上の強行犯捜査等の経験を有する警視の階級にある警察官で、警察大学校における法医専門研究科を修了した者から任用される死体取扱業務の専門家



　図表2-65　死体取扱数及び検視官の臨場率の推移（平成20〜29年）
[image: 図表2-65　死体取扱数及び検視官の臨場率の推移（平成20〜29年）]


MEMO　検視体制等の充実

警察では、新任検視官等を対象に、大学法医学教室による講義、解剖への立会い等の研修を行っている。また、体液又は尿中の薬毒物の有無を確認することができる簡易検査キットや、検視官が現場に臨場することができない場合であっても、現場の映像等を送信し、検視官によるリアルタイムの確認を可能とする資機材の整備を行うなど、犯罪死の見逃しを防止するための検視体制等の充実を図っている。

　[image: 大学法医学教室による研修の状況]
大学法医学教室による研修の状況



（5）緻密で適正な捜査の徹底

警察では、「警察捜査における取調べ適正化指針」（注）に基づき、取調べの一層の適正化を図るための各種施策を推進している。

また、2年5月に栃木県足利市内において発生したいわゆる足利事件について、22年3月、再審公判において、無期懲役の刑に服していた男性に無罪判決が言い渡されたことなどを踏まえ、相手方の特性に応じた取調べ方法の指導・教育を行った上で、被疑者の供述と客観証拠・裏付け捜査等との関連の精査によって自白の信用性の十分な検討をするなど緻密で適正な捜査の一層の徹底を図っている。

さらに、警察捜査における捜査書類及び証拠品の適切な管理に努めている。


注：平成19年11月、警察捜査における取調べの一層の適正化を推進するため、国家公安委員会によって決定された「警察捜査における取調べの適正化について」に基づき、警察庁において、警察が当面取り組むべき施策を取りまとめたもの



①　的確な捜査指揮・管理の徹底

警察では、取調べに過度に依存することのない適正な捜査を推進するため、事件の全容を把握した上での適切な捜査方針の樹立、事件の性質に応じた組織的捜査の推進、被疑者の特性や証拠資料等に基づく取調べの方法についての必要な指示、指導等を徹底するなど、捜査幹部による的確な捜査指揮に努めている。

②　各種教育訓練の実施

警察では、適正捜査に関する教育訓練の充実を図る取組の一環として、警察大学校、管区警察学校等において取調べ専科等を実施し、捜査員の取調べの適正化についての見識の醸成、取調べ等に関する具体的手法の習得等を図っている。

また、捜査幹部による入念な指導教育により、適正な取調べに向けた個々の捜査員の意識改革を図るとともに、より実践的な教育訓練や熟練した捜査員等による技能指導を行うなど、若手捜査員等の取調べ技能の向上に努めている。

　[image: 取調べを想定した教育訓練]
取調べを想定した教育訓練

③　被疑者取調べ監督制度の実施

21年4月以降、取調べの一層の適正化に資するため、警察庁、警視庁及び道府県警察本部の総務又は警務部門に設置された被疑者取調べの監督業務を担当する所属の職員が、取調べの状況の確認、調査等必要な措置を行っている。

　[image: 取調べ室の外部からの視認状況]
取調べ室の外部からの視認状況


MEMO　適切な性犯罪捜査の推進

平成29年6月、第193回国会において、近年の性犯罪の実情等に鑑み、事案の実態に即した対処をするため、性犯罪の法定刑の見直し等を内容とする刑法の一部を改正する法律が成立し、同年7月に施行された。警察では、改正後の刑法を適正に運用し、捜査の過程において被害者が受ける精神的負担を少しでも軽減するため、被害者が望む性別の警察職員が被害者からの事情聴取に対応するなど、被害者の心情に配意した取組を推進している。



（6）捜査技能の組織的な伝承

近年、多くの捜査員が退職する一方、若い捜査員が多数任用され、急速な世代交代が進んでいる中、特に地域の治安に責任を持つ警察署においては、捜査経験が豊富な捜査員が減少しており、犯罪の捜査に必要不可欠な捜査技能の伝承が課題となっている。

従来、捜査技能については、先輩や上司のやり方を見習わせ、実際に何度も経験させてみるなど、捜査経験が豊富な捜査員と共同して捜査に当たるオンザジョブトレーニングの方法により伝承されてきた。しかし、捜査員の世代交代が急速に進んだことから、この方法のみでは捜査技能の伝承が困難となっており、警察では、体系的に捜査技能が伝承されるよう、組織的な取組を進めている。

①　新時代に対応した刑事捜査員等の育成

新たな捜査手法や最先端の科学技術を活用した捜査は、全ての捜査員が実際の事件で経験できるわけではない。他方で、こうした捜査手法等が必要となる事件は、時間や場所を問わず発生し得るものである。警察では、各捜査員の捜査技能の更なる向上を図るため、様々な教育訓練の場において、仮想の事件の模擬的な捜査を通じて、防犯カメラ画像、DNA型鑑定資料等の客観証拠の収集方法を含む様々な捜査手法全般を体験させるなどしている。

捜査幹部に対しては、警察大学校、管区警察局、管区警察学校等において教育訓練を行い、事件の全容を把握した上での適切な捜査方針の策定、事件の性質に応じた組織的捜査の推進、被疑者の特性に応じた適正な取調べの方法、裏付け捜査の徹底等の捜査運営等、捜査幹部としての職務に必要な知識及び技能の向上を図っている。

　[image: 先輩捜査員による指導状況（足跡の採取）]
先輩捜査員による指導状況（足跡の採取）

　[image: 先輩捜査員による指導状況（指掌紋の採取）]
先輩捜査員による指導状況（指掌紋の採取）

②　警察庁指定広域技能指導官制度

警察庁では、平成6年から警察庁指定広域技能指導官制度の運用を開始し、卓越した専門技能又は知識を有する警察職員を警察庁長官が指定し、その職員を警察全体の財産として、都道府県警察の枠を超えて広域的に指導官として活用している。

30年4月23日現在、全国警察において、182人の警察職員が情報分析、強行犯捜査、性犯罪捜査、窃盗犯捜査、薬物事犯捜査、鑑識等の各分野で広域技能指導官に指定され、各都道府県警察職員に対して警察活動上必要な助言や実践的指導を行うとともに、警察大学校、管区警察学校等において講義を実施している。

（7）犯罪インフラ対策の推進

①　犯罪インフラに関する取組

犯罪インフラとは、犯罪を助長し、又は容易にする基盤のことをいい、本人確認書類を偽造して携帯電話やクレジットカード等の契約をするなどその行為自体が犯罪となるもののほか、それ自体は合法であっても、特殊詐欺等の犯罪に悪用されている各種制度やサービス等がある。犯罪インフラは、あらゆる犯罪の分野で着々と構築され、犯罪組織等がこれを利用して各種犯罪を効率的に敢行するなど、治安に対する重大な脅威となっている。

警察では、犯罪インフラに関連する情報を広範に収集・分析し、関係事業者等との連携を強化することによって、犯罪インフラの解体等を図るとともに、関係事業者が提供するサービス等に関する捜査に必要な情報の適時・円滑な確保を可能にすることにより、迅速かつ的確な捜査に資する捜査環境（捜査インフラ）を構築するための取組を推進している。

警察庁においては、関係省庁及び事業者と連携し、技術の発展等に伴う新たな制度やサービス等が犯罪に悪用されることを防止・解消するための取組を推進している。

②　特殊詐欺等に悪用される携帯電話への対策

特殊詐欺等を実行する犯行グループには、自己への捜査を免れるためにレンタル携帯電話やMVNO（注）が提供する携帯電話を悪用する実態が認められる。

レンタル携帯電話事業者の中には、携帯電話不正利用防止法で定められた貸与時の本人確認を適切に行わないものや本人確認を全く行わないものが存在するとともに、犯行グループの手に渡るまでに複数の事業者が介在している場合もあるなど、レンタル携帯電話の実際の利用者を特定することが困難となっている。

また、MVNOに対して偽造した本人確認書類を提示したり、本人確認書類に記載された者になりすましたりして契約するなどの方法により、不正に取得された架空・他人名義の携帯電話が特殊詐欺等に悪用されている。

このような状況に鑑み、警察では、本人確認が適切に行われなかった携帯電話について、携帯電話不正利用防止法に基づく役務提供拒否がなされるよう携帯電話事業者に情報提供を行うとともに、悪質なレンタル携帯電話事業者を検挙するなど、犯罪に悪用される携帯電話への対策を推進している。


注：Mobile Virtual Network Operatorの略。自ら無線局を開設・運用せずに移動通信サービスを提供する電気通信事業者



　図表2-66　携帯電話事業者における携帯電話不正利用防止法に基づく役務提供拒否の仕組み
[image: 図表2-66　携帯電話事業者における携帯電話不正利用防止法に基づく役務提供拒否の仕組み]






2　科学技術の活用

客観証拠による的確な立証を図り、犯罪の悪質化・巧妙化等に対応するため、警察では、犯罪捜査において、DNA型鑑定、プロファイリング等の科学技術の活用を推進している。

また、DNA型鑑定等のうち、特に高度な専門的知識・技術が必要となるものについては、都道府県警察からの依頼により、警察庁の科学警察研究所において実施している。

（1）DNA型鑑定

DNA型鑑定とは、ヒト身体組織の細胞内に存在するDNA（デオキシリボ核酸）（注）の塩基配列を分析することによって、個人を高い精度で識別する鑑定法である。


注：細胞核に存在する23対46本の染色体を構成する物質の一つで、長いらせんのはしご状（二重らせん）の構造をしている。



①　警察におけるDNA型鑑定

警察で行っているDNA型鑑定は、主に、STR型検査法と呼ばれるもので、STRと呼ばれる特徴的な塩基配列の繰り返し回数に個人差があることを利用し、個人を識別する検査法である（注）。

現在、日本人で最も出現頻度が高いDNA型の組合せの場合でも、約4兆7,000億人に1人という確率で個人識別を行うことが可能となっている。


注：塩基の繰り返し配列について、その反復回数を調べて、その繰り返し回数を「型」として表記して個人識別を行う。



　図表2-67　警察におけるDNA型鑑定の概要
[image: 図表2-67　警察におけるDNA型鑑定の概要]

②　DNA型鑑定の犯罪捜査への活用

DNA型鑑定の実施件数の推移は、図表2-68のとおりであり、殺人事件等の凶悪事件のほか、窃盗事件等の身近な犯罪の捜査にも活用されている。

また、警察では、被疑者から採取した資料から作成した被疑者DNA型記録及び犯人が犯罪現場等に遺留したと認められる資料から作成した遺留DNA型記録をデータベースに登録し、未解決事件の捜査をはじめとする様々な事件の捜査において犯人の割り出しや余罪の確認等に活用している。

　図表2-68　DNA型鑑定実施件数の推移（平成25～29年）
[image: 図表2-68　DNA型鑑定実施件数の推移（平成25～29年）]

　図表2-69　DNA型データベースの運用状況の推移（平成25〜29年）
[image: 図表2-69　DNA型データベースの運用状況の推移（平成25〜29年）]

③　身元確認のためのDNA型鑑定の活用

警察では、平成26年6月に閣議決定された「死因究明等推進計画」を踏まえ、27年4月から、身元不明死体の身元確認及び特異行方不明者（注）の速やかな発見に活用するため、身元不明死体に関する資料から作成した変死者等DNA型記録及び死体DNA型記録並びに特異行方不明者本人、その実子、実父又は実母に関する資料から作成した特異行方不明者等DNA型記録をデータベースに登録している。


注：犯罪や事故等に巻き込まれ、生命又は身体に危険が生じているおそれ等のある行方不明者



　図表2-70　身元確認のためのDNA型データベースの活用
[image: 図表2-70　身元確認のためのDNA型データベースの活用]

（2）デジタル・フォレンジック（注1）

犯罪に悪用された電子機器等に保存されている情報は、犯罪捜査において重要な客観証拠となる場合がある。

電子機器等に保存されている情報を証拠化するためには、電子機器等から電磁的記録を抽出した上で、文字や画像等の人が認識できる形に変換するという電磁的記録の解析が必要である。しかし、電磁的記録は消去、改変等が容易であるため、電磁的記録を犯罪捜査に活用するためには、適正な手続により解析・証拠化することが重要である。

このため、警察では、警察庁及び地方機関（注2）の情報技術解析課において、都道府県警察が行う犯罪捜査に対し、デジタル・フォレンジックを活用した技術支援を行っている。また、民間企業との技術協力を推進し、常に最新の技術情報を収集するとともに、国内外の関係機関と情報共有を図るなど、電磁的記録の解析に係るノウハウや技術を蓄積するように努めている。

近年では、情報通信技術の急速な進展により、新たな電子機器や情報通信サービスが次々と登場し、電磁的記録の解析が困難化している。そこで警察では、警察庁高度情報技術解析センターを中心に、高度で専門的な知識及び技術を有する職員を配置するとともに、高性能な解析用資機材を整備し、破損した電子機器等に記録された情報の抽出・解析等高度な解析を実施している。




注1：犯罪の立証のための電磁的記録の解析技術及びその手続

注2：管区警察局情報通信部、東京都警察情報通信部、北海道警察情報通信部、府県情報通信部及び方面情報通信部



　図表2-71　デジタル・フォレンジックの概要
[image: 図表2-71　デジタル・フォレンジックの概要]

（3）指掌紋自動識別システム

指掌紋は、「万人不同」及び「終生不変」の特性を有し、個人を識別するための資料として極めて有用であることから、明治44年に警視庁において指紋制度が導入されて以来、現在に至るまで、犯罪の捜査に欠かせないものになっている。

警察では、被疑者から採取した指掌紋と犯人が犯罪現場等に遺留したと認められる指掌紋をデータベースに登録して自動照合を行う指掌紋自動識別システムを運用し、犯人の割り出し、余罪の確認等に活用している。

　[image: 被疑者の指掌紋の採取状況（被疑者は模擬）]
被疑者の指掌紋の採取状況（被疑者は模擬）

（4）情報分析支援システム（CIS-CATS（注））

警察では、様々な犯罪関連情報を迅速に系統化し、総合的な分析を可能とするシステムとして、情報分析支援システム（CIS-CATS）を運用している。同システムは、犯罪発生状況のほか、犯罪手口、犯罪統計等の犯罪関連情報を地図上に表示し、その他の様々な情報とも組み合わせることで、犯罪の発生場所、時間帯、被疑者の特徴等を総合的に分析することが可能であり、同システムを活用した的確な捜査指揮や効率的な捜査の支援を行うことで、事件解決に役立てている。


注：Criminal Investigation Support-Crime Analysis Tool & Systemの略



　図表2-72　情報分析支援システム
[image: 図表2-72　情報分析支援システム]

（5）自動車ナンバー自動読取システム

自動車盗をはじめとする多くの犯罪では、犯行や逃走に自動車が悪用されていることから、被疑者の早期検挙を果たすためには、車両ナンバーに基づいて当該車両を発見・捕捉することが効果的である。このため、警察庁では、通過する自動車のナンバーを自動的に読み取り、手配車両のナンバーと照合する自動車ナンバー自動読取システムの整備に努めている。

（6）プロファイリング

プロファイリングとは、犯行現場の状況、犯行の手段、被害者等に関する情報や資料を、統計データや心理学的手法等を用い、また情報分析支援システム等を活用して分析・評価することにより、犯行の連続性の推定、犯人の年齢層、生活様式、職業、前歴、居住地等の推定や次回の犯行の予測を行うものである（注）。

プロファイリングは、連続して発生している性犯罪、窃盗、放火、通り魔事件等、犯行状況に関する情報量の多い事件や犯人の行動の特徴がつかみやすい事件において、特に効果が期待される。

警察では、より高度で効率的な捜査を推進するため、捜査員とプロファイリング担当者が情報を共有・連携し、聞き込み捜査等の従来の捜査の結果と科学的見地に基づくプロファイリングによる推定結果の双方から、犯人像の推定等を行っている。また、プロファイリングには、行動科学や統計分析に関する専門的知識が求められることから、警察庁では、全国警察から捜査員及び科学捜査研究所で勤務する職員を集め、科学警察研究所で研修を実施するなどして、プロファイリング担当者の育成を図る一方、全国警察における分析結果の集約、検証等を通じて分析技術の高度化について研究を進めている。


注：我が国では、平成6年に科学警察研究所においてプロファイリングに関する研究が開始され、12年には北海道警察が都道府県警察として初めて特異犯罪分析班を設置した。警察庁においては、18年に情報分析支援室が設置され、プロファイリングを担当することとなり、26年には、体制を充実させ、捜査支援分析管理官が設置された。それ以降、都道府県警察においても体制の整備を進めている。



　図表2-73　プロファイリング
[image: 図表2-73　プロファイリング]






3　新たな刑事司法制度に対応した警察捜査

平成28年5月に成立し、同年6月に公布された刑事訴訟法等の一部を改正する法律は、取調べの録音・録画制度や通信傍受の合理化・効率化等を内容とするものであり、刑事司法の重要かつ多岐にわたる課題に対処するものである。警察では、これらの新たな制度に対応した警察捜査の構築に向けた取組等を推進している。

（1）取調べの録音・録画に係る取組

①　取調べの録音・録画の試行の拡充

警察では、平成21年4月に全ての都道府県警察において、裁判員裁判対象事件について、取調べの録音・録画の試行を開始し、現在では、知的障害、発達障害、精神障害等の障害を有する被疑者についても、同試行を実施している。

また、刑事訴訟法等の一部を改正する法律により、逮捕又は勾留をされている被疑者を裁判員裁判対象事件等について取り調べる場合には、原則として、その全過程を録音・録画することを義務付ける制度が、31年6月までに施行されることを見据え、警察庁では、28年9月に新たな取調べの録音・録画の試行指針を策定した。

同指針は、取調べの録音・録画制度の対象となる取調べ及び弁解録取手続について、原則として、その全過程を録音・録画することなどを内容としており、都道府県警察では、同年10月から、同指針に基づく試行（以下「新試行」という。）を実施している。

警察においては、取調べの録音・録画制度に適切に対応できるよう、取調べの録音・録画の試行に更に積極的に取り組むことなどにより、録音・録画の下での取調べの経験の蓄積及び技能向上に努めているほか、録音・録画装置の計画的な整備に努めるなど、必要な準備を進めている。

②　取調べの録音・録画の試行の実施状況

裁判員裁判対象事件に係る取調べの録音・録画の試行（28年10月からは新試行）の実施状況については、図表2-74及び図表2-75のとおりであり、取調べの録音・録画制度の施行に向けて、原則全過程の録音・録画の実施の徹底に努めている。

　図表2-74　裁判員裁判対象事件に係る取調べの録音・録画の試行の実施件数の推移（平成21〜29年度）
[image: 図表2-74　裁判員裁判対象事件に係る取調べの録音・録画の試行の実施件数の推移（平成21〜29年度）]

　図表2-75　裁判員裁判対象事件に係る取調べの録音・録画実施事件1件当たりの平均実施時間の推移（平成21～29年度）
[image: 図表2-75　裁判員裁判対象事件に係る取調べの録音・録画実施事件1件当たりの平均実施時間の推移（平成21～29年度）]

（2）通信傍受の合理化・効率化

刑事訴訟法等の一部を改正する法律により、通信傍受法（注1）も改正され、平成28年12月から、特殊詐欺や組織窃盗、暴力団等の犯罪組織による殺傷事件等の一般国民に重大な脅威を与えている組織犯罪についても通信傍受が活用できることとなっている（注2）。

また、現行法では、通信傍受を行う際の通信事業者職員等による立会いが義務付けられているほか、通信事業者の施設において傍受を行うこととなるため、多数の捜査員を相当期間派遣する必要があるなど、通信事業者、捜査機関双方に大きな負担が生じていたところ、31年6月までには、通信内容の暗号化等の技術的措置を講ずることで通信傍受の適正性を担保しつつ、通信事業者による立会い・封印を不要とし、また、警察の施設での通信傍受を可能とする手続を新たに導入するなど、手続の合理化・効率化が図られることとなる。

通信傍受は、他の捜査手法のみでは困難な組織的犯罪の全容解明や真に摘発すべき犯罪組織中枢の検挙に有用な捜査手法となり得ることから、警察では、引き続き法の定める厳格な要件・手続に従いつつ、通信傍受の有効かつ適正な実施に努めていくこととしている。


注1：犯罪捜査のための通信傍受に関する法律

注2：新たに対象犯罪に追加されたのは、殺人、傷害、逮捕・監禁、略取誘拐、人身売買、窃盗、強盗、詐欺、恐喝、爆発物の使用、児童ポルノ等の不特定多数者への提供等。また、追加された犯罪で通信傍受を実施するためには、従来の実施要件に加え、一定の組織性（当該犯罪があらかじめ定められた役割の分担に従って行動する人の結合体により行われたと疑うに足りる状況があること）を有することを要する。



　図表2-76　通信傍受法改正後における通信傍受の概要
[image: 図表2-76　通信傍受法改正後における通信傍受の概要]

（3）その他

上記のほか、刑事訴訟法等の一部を改正する法律には、証拠の一覧表の交付手続の導入等を内容とする証拠開示制度の拡充、証拠収集等への協力及び訴追に関する合意制度、被疑者国選弁護制度の対象事件の拡大等を内容とする弁護人による援助の充実、ビデオリンク方式による証人尋問の拡充等を内容とする犯罪被害者等及び証人を保護するための措置等の新たな制度が盛り込まれており、平成31年6月までに同法が全面施行され、全ての制度が一体として整備されることにより、時代に即した新たな刑事司法制度が構築されることとなる。






警察活動の最前線


一つでも多くの「想い」を返還するために



福岡県中央警察署会計課会計係（現　福岡県警察本部総務部会計課庶務係）

牧本　かずみ（まきもと　かずみ）　主任

　[image: ふっけい君]
ふっけい君



私が勤務している福岡県中央警察署は、アジアの玄関口である福岡市の中心部を管轄しています。近年、外国人観光客が急増している影響もあって、中央署の遺失届の受理件数は年間約1万7,000件、拾得物の受理件数は年間約11万4,000件で、それぞれ年々増加傾向にあり、遺失物業務は多忙を極める毎日です。

先日、地下鉄に置き忘れられていたパソコンが拾得物として届け出られ、遺失者である高齢の女性に警察署に取りに来ていただいたことがありました。その際、パソコンの返還手続をしながらお話を伺うと、そのパソコンは、パソコン教室に通うために人生で初めて購入されたもので、県外に住む御家族に設定や使い方を教えてもらった思い出等の様々な「想い」が詰まった大切なものであり、無くしたときに、知人から「もう見付からないよ」と言われて気落ちしていたとのことでした。手続を終えてパソコンを返還した際には、「パソコンが見付かって本当に嬉しい。ありがとうございました」と大変喜んでくださり、私も自分のことのように嬉しくなりました。

拾得物には、遺失者の「想い」が詰まっています。忙しい毎日で、時には笑顔を忘れてしまいそうになりますが、私は、こうした嬉しい出来事に出会うたび、遺失物業務のやりがいと達成感を感じることができます。

遺失物業務は、遺失者の大切な「想い」をお返ししているということを胸に、これからも笑顔で頑張ります。

　[image: 福岡県中央警察署会計課会計係（現　福岡県警察本部総務部会計課庶務係）　牧本　かずみ（まきもと　かずみ）　主任]




最新の鑑定技術を駆使した犯罪捜査



茨城県警察本部刑事部科学捜査研究所法医研究室

佐藤　敬司（さとう　たかし）　主任

　[image: ひばりくん]
ひばりくん



私は、科学捜査研究所の法医研究室員として、主に犯罪の現場で採取された資料のDNA型鑑定を行っています。普段は研究所内にあるクリーンルームでの細かな作業が中心ですが、DNA型は、付着場所や採取場所によっては検出が難しいことがあることから、時には現場に出動し、捜査員に資料の採取方法について助言することもあります。

以前、警察署に赴き、未解決の殺人事件の捜査会議に出席したときのことです。当時は、犯人が全く分からない状況でしたが、捜査員の一人からDNA型鑑定について熱心に聞かれ、「絶対にこの凄惨な事件を解決したい」という強い思いが伝わってきました。私は、その思いに何としてでも応えようと、証拠品の着衣を70か所以上切り取り、最新の鑑定技術を駆使して粘り強く検査を続けた結果、ついに犯人のDNA型を検出するに至ったのです。その後、捜査員の「後は私たちが必ず犯人を見付け出すので任せてください」という言葉のとおり、地道な捜査の結果、犯人が逮捕され、捜査員から御遺族の感謝の言葉を聞き、長い間つらい思いをされてきた御遺族の役に立てたことに心の底から仕事のやりがいを感じることができました。

これからも捜査員等と連携し、被害者や御遺族のため、DNA型鑑定を通じて事件の解決に貢献していく所存です。

　[image: 茨城県警察本部刑事部科学捜査研究所法医研究室　佐藤　敬司（さとう　たかし）　主任]



注：掲載されているキャラクターは、都道府県警察のマスコットキャラクターです。






第3章　サイバー空間の安全の確保

第1節　サイバー空間の脅威

インターネットが国民生活や社会経済活動に不可欠な社会基盤として定着し、今や、サイバー空間は国民の日常生活の一部となっている。こうした中、インターネットバンキングに係る不正送金事犯等のサイバー犯罪が多発しているほか、重要インフラ（注1）の基幹システム（注2）を機能不全に陥れ、社会の機能を麻痺（ひ）させるサイバーテロ（注3）や情報通信技術を用いて政府機関や先端技術を有する企業から機密情報を窃取するサイバーインテリジェンス（サイバーエスピオナージ）といったサイバー攻撃が世界的規模で頻発するなど、サイバー空間における脅威は深刻化している状況にある。


注1：情報通信、金融、航空、鉄道、電力、ガス、政府・行政サービス（地方公共団体を含む。）、医療、水道、物流、化学、クレジット、石油の各分野における社会基盤

注2：国民生活又は社会経済活動に不可欠な役務の安定的な供給、公共の安全の確保等に重要な役割を果たすシステム

注3：重要インフラの基幹システムに対する電子的攻撃又は重要インフラの基幹システムにおける重大な障害で電子的攻撃による可能性が高いもの



（1）サイバー犯罪の検挙状況

平成29年中のサイバー犯罪の検挙件数は9,014件と、前年より690件（8.3％）増加し、過去最多を記録した。

①　不正アクセス禁止法（注）違反

29年中の不正アクセス禁止法違反の検挙件数は648件と、前年より146件（29.1％）増加した。また、検挙人員は255人と、前年より55人（27.5％）増加した。


注：不正アクセス行為の禁止等に関する法律



②　コンピュータ・電磁的記録対象犯罪等

29年中の刑法に規定されているコンピュータ又は電磁的記録を対象とした犯罪及び不正指令電磁的記録に関する罪（いわゆるコンピュータ・ウイルスに関する罪）の検挙件数は355件と、前年より19件（5.1％）減少した。このうち、コンピュータ・ウイルスに関する罪の検挙件数は75件であった。

③　ネットワーク利用犯罪（注）

29年中のネットワーク利用犯罪の検挙件数は8,011件と、前年より563件（7.6％）増加した。特徴として、青少年保護育成条例違反の検挙件数が858件と、前年より242件（39.3％）増加した一方、著作権法違反の検挙件数は398件と、前年より188件（32.1％）減少した。


注：その実行に不可欠な手段として高度情報通信ネットワークを利用する犯罪



　図表3-1　サイバー犯罪の検挙件数の推移（平成25～29年）
[image: 図表3-1　サイバー犯罪の検挙件数の推移（平成25～29年）]

（2）サイバー攻撃の情勢

①　サイバーテロの情勢

情報通信技術が浸透した現代社会において、重要インフラの基幹システムに対する電子的攻撃はインフラ機能の維持やサービスの供給を困難とし、国民の生活や社会経済活動に重大な被害をもたらすおそれがある。

サイバーテロに用いられる手口としては、セキュリティ上のぜい弱性を悪用するなどして攻撃対象のコンピュータに不正に侵入するもの、不正プログラムに感染させることにより管理者や利用者の意図しない動作をコンピュータに命令するものなどがある。

②　サイバーインテリジェンスの情勢

近年、情報を電子データの形で保有することが一般的となっている中、軍事技術への転用も可能な先端技術や、外交交渉における国家戦略等の機密情報の窃取を目的として行われるサイバーインテリジェンスの脅威が、世界各国で問題となっている。

サイバーインテリジェンスに用いられる手口としては、市販のウイルス対策ソフトでは検知できない不正プログラムを添付して、業務に関連した正当なものであるかのように装った電子メールを送信し、これを受信したコンピュータを不正プログラムに感染させるなどして、情報の窃取を図る標的型メール攻撃が代表的である。また、このほかにも、対象組織の職員が頻繁に閲覧するウェブサイトを改ざんし、当該サイトを閲覧したコンピュータに不正プログラムを自動的に感染させる水飲み場型攻撃も発生するなど、その手口はますます巧妙化・多様化している。さらに、我が国に対する国際テロの脅威が現実のものとなっていることを踏まえると、物理的なテロの準備行為として、重要インフラ事業者等のシステムに侵入し警備体制に関する情報を窃取するなどのサイバーインテリジェンスが行われるおそれがある。

　図表3-2　サイバーインテリジェンスの手口
[image: 図表3-2　サイバーインテリジェンスの手口]


CASE

平成29年（2017年）5月、フランス大統領選挙に関連して、マクロン候補（当時）の陣営がサイバー攻撃を受け、大量の電子メールや会計資料等の情報がインターネット上に流出したことが報道された。








第2節　サイバー空間の脅威への対処

1　総合的なサイバーセキュリティ対策の強化

（1）警察におけるサイバー空間の脅威への対処体制

サイバー空間の脅威への対処は警察のいずれの部門にとっても大きな課題となっており、統一的な戦略の下で警察全体の対処能力を強化する必要があることから、警察庁では、サイバーセキュリティ対策全般の司令塔としての機能を強化するため、サイバーセキュリティの確保に向けた各種取組の総括・調整を行う審議官が、

・　サイバーセキュリティ戦略の策定

・　サイバー空間の情勢の総合的な分析

・　サイバー空間の脅威への総合的な対処方針の策定

・　部門横断的な捜査支援・技術支援の調整

・　捜査員等の人材育成に関する指針の立案

・　装備資機材の効果的な整備・活用の調整

・　民間事業者、外国機関等との連絡の総括

といった取組を推進している。

　図表3-3　警察におけるサイバー空間の脅威への対処体制
[image: 図表3-3　警察におけるサイバー空間の脅威への対処体制]

（2）警察におけるサイバーセキュリティ戦略

社会情勢等の変化に的確に対応しつつ、サイバー空間の脅威に先制的かつ能動的に対処するため、警察では、平成27年に制定された「警察におけるサイバーセキュリティ戦略」に基づき、サイバー空間の脅威への対処に係る組織基盤を強化するなど、警察組織の総合力を発揮した効果的な対策を推進している。

　図表3-4　警察におけるサイバーセキュリティ戦略の概要
[image: 図表3-4　警察におけるサイバーセキュリティ戦略の概要]

（3）サイバー空間の脅威への対処に係る組織基盤の強化

①　サイバー空間の脅威への対処に係る人材の確保・育成

警察では、サイバー空間の脅威への対処に係る人的基盤を強化するため、平成27年に策定した「サイバー空間の脅威への対処に係る人材育成方針」に基づき、職員の採用・登用、教育・研修、キャリアパスの管理等を部門横断的かつ体系的に実施している。また、28年に「警察庁サイバー人材確保・育成計画」を策定し、サイバー空間の脅威への対処に係る人材の裾野の拡大及び能力の向上を図ることとしている。

さらに、警察庁では、各都道府県警察の捜査員等を対象に、サイバー空間の脅威への対処に関する知識・技能を競うサイバーセキュリティコンテストを開催している。同コンテストでは、実際の事案を想定したシナリオを使用し、捜査員等の知識・技能の向上を図っているほか、全国の優秀な人材の発掘に取り組んでいる。

　図表3-5　サイバー空間の脅威への対処に係る人材育成
[image: 図表3-5　サイバー空間の脅威への対処に係る人材育成]

　[image: サイバーセキュリティコンテストの状況]
サイバーセキュリティコンテストの状況

②　サイバーセキュリティ対策研究・研修センターの取組

警察大学校に設置されているサイバーセキュリティ対策研究・研修センターは、解析研究室と捜査研修室の2室で構成され、両室は相互に連携しつつ、以下の取組を実施している。

ア　犯罪の取締りのための情報技術の解析に関する研究

解析研究室においては、サイバー犯罪等に悪用され得る最先端の情報通信技術に関する研究及び各種電子機器等の解析手法の確立に向けた研究を行うとともに、研究成果を全国の情報技術解析部門に展開している。

イ　警察全体の対処能力向上に必要な研修

捜査研修室においては、解析研究室で得られた成果を活用しつつ、各都道府県警察においてサイバー犯罪対策やサイバー攻撃対策に専従する捜査員をはじめとする全部門の捜査員を対象に、実際の事案を想定した高度かつ実践的な研修を行っている。

　図表3-6　サイバーセキュリティ対策研究・研修センター
[image: 図表3-6　サイバーセキュリティ対策研究・研修センター]






2　サイバー犯罪への対策

（1）インターネットバンキングに係る不正送金事犯への対策

①　発生状況

不正送金事犯の被害額は、平成27年に過去最多の約30億7,300万円となったが、28年に被害額は大きく減少し、29年の被害額は約10億8,100万円と、前年より約6億600万円（35.9%）減少した。

一方、29年中は、新たな不正送金ウイルスが検出されたほか、インターネットバンキングのID・パスワード等を不正に入手し、電子決済サービスを利用して仮想通貨交換業者へ不正送金を行う新たな手口が出現するなど、予断を許さない状況にある。また、不正送金先の口座名義人の国籍についてはベトナムの割合が高いことが特徴として挙げられる。

　図表3-7　インターネットバンキングに係る不正送金事犯の被害額の推移（平成25～29年）
[image: 図表3-7　インターネットバンキングに係る不正送金事犯の被害額の推移（平成25～29年）]

②　不正送金事犯に対処するための取組

ア　不正送金事犯に関与した者の検挙状況

警察では、29年中、不正送金事犯に関連して、金融機関のサーバに不正アクセスして不正送金を行った者をはじめ、他人に利用させる意図を隠して口座を開設した者、口座を売買した者、不正に送金された資金を引き出した者、現金を回収した者、これらを指示した者等合計77人を検挙した。

イ　金融機関等と連携した抑止対策

警察では、銀行、仮想通貨交換業者等の金融機関に対し、モニタリング（注1）、ワンタイムパスワード（注2）及び二経路認証（注3）の利用、本人確認の徹底等の被害防止対策の強化を要請している。


注1：金融機関が、顧客があらかじめ登録した口座以外への送金等について、不正なものであるかどうかを確認すること

注2：インターネットバンキング等における認証用のパスワードであって、認証のたびにそれを構成する文字列が変わるもの。これを導入することにより、識別符号を盗まれても次回の利用時に使用できないこととなる。

注3：インターネットバンキング等において、コンピュータ（第一経路）で振り込み等の取引データを作成した後、スマートフォン等（第二経路）で承認を行うことで取引を成立させる認証方式




CASE

警視庁は、JC3（注4）と連携し、インターネットバンキングの利用時に正規の画面を装った偽の画面を表示させてワンタイムパスワードを入力させ、自動的に他人の口座へ不正送金を行うコンピュータ・ウイルスの機能を解明したことから、29年3月、インターネットバンキングの利用者や金融機関等に対して注意喚起を実施した。また、JC3では、同ウイルスの感染の有無を確認できるウェブページを公開した。


注4：129頁参照





（2）コンピュータ・ウイルス対策

警察では、コンピュータ・ウイルスに関する罪の取締りを推進するとともに、民間事業者と連携したコンピュータ・ウイルスによる被害拡大防止のための対策を講じている。

警察庁では、犯罪捜査の過程で警察が把握した新たなコンピュータ・ウイルスに関する情報をウイルス対策ソフト事業者等に提供し、当該コンピュータ・ウイルスによる被害の拡大防止を図るための枠組み（注）を構築している。


注：128頁参照




CASE

男子中学生（14）は、平成29年1月から同年4月にかけて、他人のコンピュータに保存されているファイルを暗号化して、同ファイルの利用を不可能にするとともに、人の電子計算機における実行の用に供する目的で、「法律に違反するファイルが検出されたためこのコンピュータのファイルを暗号化しました。解除するには罰金をお支払い頂く必要があります。」等と表示するランサムウェアを作成し、自宅に保管していた。同年6月、同男子中学生を不正指令電磁的記録作成罪等で逮捕した（神奈川）。



（3）不正アクセス対策

①　発生状況等

平成29年における不正アクセス行為の認知件数（注）は1,202件であり、これを不正アクセス行為後の行為別にみると、「インターネットバンキングでの不正送金」が442件（36.8%）と最多であった。

また、検挙した不正アクセス禁止法違反における不正アクセス行為の手口は、「利用権者のパスワードの設定・管理の甘さにつけ込んだもの」が230件（38.4%）と最多であった。


注：不正アクセス被害の届出を受理した場合のほか、余罪として新たな不正アクセス行為の事実を認知した場合、報道を踏まえて事業者等に不正アクセス行為の事実を確認した場合その他関係資料により不正アクセス行為の事実を確認することができた場合において、被疑者が行った犯罪構成要件に該当する行為の数をいう。



　図表3-8　不正アクセス行為後の行為別認知件数（平成28年及び29年）
[image: 図表3-8　不正アクセス行為後の行為別認知件数（平成28年及び29年）]

　図表3-9　検挙した不正アクセス禁止法違反における不正アクセス行為の犯行手口の内訳（平成28年及び29年）
[image: 図表3-9　検挙した不正アクセス禁止法違反における不正アクセス行為の犯行手口の内訳（平成28年及び29年）]

②　不正アクセス防止対策に関する官民連携

不正アクセス防止対策に関する官民意見集約委員会（注1）における「不正アクセス防止対策に関する行動計画」に基づき、情報セキュリティに関する情報を掲載した情報セキュリティ・ポータルサイト「ここからセキュリティ！」（注2）を公開するなど、不正アクセスを防止するための官民連携した取組を実施している。


注1：23年に、警察庁、総務省及び経済産業省が主体となって、社会全体としての不正アクセス防止対策の推進に当たって必要となる施策に関して、現状の課題や改善方策について官民の意見を集約するため、民間事業者等と共に設置した委員会

注2：https://www.ipa.go.jp/security/kokokara/




CASE

男子高校生（16）は、28年7月から同年10月にかけて、SNSを装ったフィッシングサイトをインターネット上に公開し、同サイトを閲覧した者のID・パスワードの入力を不正に要求して、他人のID・パスワードを不正に取得した。29年6月、同男子高校生を不正アクセス禁止法違反（識別符号取得等）で逮捕した（宮城、福井）。



（4）通信事業者における通信履歴等（ログ）の保存

通信履歴等（ログ）は、サイバー空間における事後追跡可能性を確保するために必要であるが、我が国では事業者に平素からログの保存を義務付ける制度が存在しておらず、サイバー犯罪捜査等を行う上で大きな課題となっている。

警察では、ログの保存が許容される期間を具体的に例示した総務省による「電気通信事業における個人情報保護に関するガイドライン」の解説を踏まえ、総務省と連携し、関係事業者における適切な取組が推進されるよう、必要な対応を行っている。

（5）民間事業者、外国捜査機関等と連携した被害防止対策

サイバー犯罪における手口が悪質・巧妙化する中、被害防止対策の重要性が高まっていることから、警察では、民間事業者や外国捜査機関等と連携し、都道府県警察が相談等で受理した海外の偽サイト等（注）に関する情報をウイルス対策ソフト事業者等に提供するなど、積極的な被害防止対策を推進している。


注：海外のサーバに開設された、実在する企業のウェブサイトを装ったウェブサイトや、インターネットショッピングを利用した詐欺や偽ブランド品の販売を目的とするウェブサイト



（6）インターネット上の違法情報・有害情報対策

インターネット上には、児童ポルノや覚醒剤等規制薬物の販売に関する情報等の違法情報や、違法情報には該当しないが、犯罪や事件を誘発するなど公共の安全と秩序の維持の観点から放置することができない有害情報が氾濫している。

①　インターネット・ホットラインセンターにおける取組等

警察庁では、一般のインターネット利用者等から、違法情報等に関する通報を受理し、警察への通報やサイト管理者への削除依頼等を行うインターネット・ホットラインセンター（IHC）を運用している。平成29年中にIHCが削除依頼を行った2,187件のうち1,778件（81.3%）が削除された。

IHCに通報された違法情報等の中には、外国のサーバに蔵置されているものがある。このうち児童ポルノについては、各国のホットライン相互間の連絡組織であるINHOPE（注）の加盟団体に対して、削除に向けた措置を依頼している。


注：現在の名称はInternational Association of Internet Hotlinesであるが、旧名称のInternet Hotline Providers in Europe Associationの略称を現在も使用している。11年に設立され、30年4月末現在、IHCを含む55団体（49の国・地域）から構成される国際組織



　図表3-10　インターネット・ホットラインセンターにおける取組
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②　効果的な違法情報等の取締り

警察では、サイバーパトロール等により違法情報・有害情報の把握に努めるとともに、IHCからの通報に対して全国協働捜査方式を活用し、効率的な違法情報の取締り及び有害情報を端緒とした取締りを推進している。

また、合理的な理由もなく違法情報の削除依頼に応じないサイト管理者については、検挙を含む積極的な措置を講じている。






3　サイバー攻撃への対策

警察庁及び各都道府県警察では、サイバー攻撃対策を担当する組織を設置しているほか、各部門が連携し、サイバー攻撃の実態解明や被害の未然防止等を推進している。また、各国治安情報機関との捜査や情報収集に関する協力を強化したり、民間事業者等との協力関係を確立して被害の未然防止を図ったりするなど、サイバー攻撃をめぐる新たな情勢に対処するための対策に取り組んでいる。

（1）サイバー攻撃対策の推進体制

警察庁では、サイバー攻撃対策室が、都道府県警察が行う捜査に対する指導・調整、官民連携や各国治安情報機関との情報交換に当たるとともに、サイバー攻撃対策室長を長とするサイバー攻撃分析センターにおいて、サイバー攻撃に係る情報の集約・分析を実施している。

また、政府機関、重要インフラ事業者、先端技術を有する事業者等が多く所在する14都道府県警察には、サイバー攻撃特別捜査隊を設置している。サイバー攻撃特別捜査隊は、サイバー攻撃に係る捜査に関する専門的な知識、技能及び経験をいかし、設置された都道府県におけるサイバー攻撃対策のみならず、他の都道府県警察に対して技能・技術・体制面の支援を行うことにより、サイバー攻撃事案に対する警察全体の捜査能力の向上を図っている。このほか、情報収集活動の推進や民間事業者等との協力関係の確立においても、中核的な役割を果たしている。

さらに、警察では、サイバー攻撃対策の技術的基盤として、警察庁及び地方機関（注）にサイバーフォースと呼ばれる技術部隊を設置しており、都道府県警察に対する技術支援を実施している。また、警察庁のサイバーフォースセンターは、全国のサイバーフォースの司令塔の役割を担っており、サイバー攻撃発生時においては技術的な被害状況の把握、被害拡大の防止、証拠保全等を行う拠点として機能するほか、24時間体制でのサイバー攻撃の予兆・実態把握、標的型メールに添付された不正プログラム等の分析、全国のサイバーフォースに対する指示等を行っている。


注：管区警察局情報通信部、東京都警察情報通信部、北海道警察情報通信部、府県情報通信部及び方面情報通信部



　図表3-11　サイバー攻撃対策の推進体制
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（2）サイバー攻撃の予兆・実態の把握

①　実態解明の推進

警察では、違法行為に対する捜査を推進するとともに、サイバー攻撃を受けたコンピュータやサイバー攻撃に使用された不正プログラムを解析し、その結果や犯罪捜査の過程で得た情報等を総合的に分析するなどして、攻撃者及び手口に関する実態解明を進めている。また、各国治安情報機関との情報交換を行うとともに、ICPOを通じるなどして、外国捜査機関との間で国際捜査協力を積極的に推進している（注）。


注：外国捜査機関等との連携の推進については、48頁（トピックスI　サイバー犯罪・サイバー攻撃対策に関する国際連携の推進）参照




CASE

警察では、平成29年3月、インターネットに接続されたコンピュータを不正プログラムに感染させ、同コンピュータに接続した外部記録媒体に保存されている情報を窃取する手口を把握したことから、警察庁ウェブサイト「@police」（注）において、適切な被害防止対策を講ずるよう注意喚起を行った。


注：https://www.npa.go.jp/cyberpolice/





②　リアルタイム検知ネットワークシステム

サイバーフォースセンターでは、インターネットとの接続点に設置したセンサーにおいて検知したアクセス情報等を集約・分析することで、DoS（注）攻撃の発生や不正プログラムに感染したコンピュータの動向等の把握を可能とするリアルタイム検知ネットワークシステムを24時間体制で運用している。このシステムにより分析した結果をインターネット観測結果として重要インフラ事業者等への情報提供に活用するほか、警察庁ウェブサイト「@police」で広く一般に公開している。


注：Denial of Serviceの略。特定のコンピュータに対し、大量のアクセスを繰り返し行い、コンピュータのサービス提供を不可能にするサイバー攻撃



　[image: サイバーフォースセンターにおけるリアルタイム検知ネットワークシステムの運用状況]
サイバーフォースセンターにおけるリアルタイム検知ネットワークシステムの運用状況

　[image: 「＠police」]
「＠police」


MEMO　平成29年中のインターネット観測結果

サイバーフォースセンターでは、平成29年中に、インターネットとの接続点に設置したセンサーにおいて、一つのセンサー当たり約46秒に1回の割合という高い頻度で日本国内のみならず世界中から不審なアクセスが行われていることを観測した。

特に、29年4月以降、マイクロソフト社が提供するOSのぜい弱性を悪用する攻撃ツールを用いて、探索行為又は攻撃を行っているとみられる不審なアクセスを観測し、同年5月には、同ツールを用いた「WannaCry」等と呼ばれるランサムウェアに感染したコンピュータが発信元とみられる不審なアクセスを観測した。

また、同年6月には、同ランサムウェアの亜種に感染したコンピュータが発信元とみられる不審なアクセスを観測しており、これらのアクセスは、他のコンピュータを同亜種に感染させることを企図した攻撃とみられ、同亜種の感染が拡大した場合には、システム障害が発生するおそれや、感染したコンピュータが第三者に遠隔操作され、更に感染が拡大するおそれがある。

警察庁では、コンピュータが不正プログラムに感染することを未然に防止するため、コンピュータの利用者に対し、修正プログラムを適用してOSを最新の状態にするなど、適切なセキュリティ対策を講じるよう注意喚起を行っている。








4　技術支援と解析能力の向上

（1）犯罪の取締りへの技術支援

コンピュータ、スマートフォン等の電子機器が普及し、これらがあらゆる犯罪に悪用されており、こうした犯罪の取締りにおいても高度な技術的知見が必要となっている。

このため、警察では、警察庁及び地方機関に情報技術解析課を設置し、都道府県警察に対して、捜索差押え現場でコンピュータ等を適切に差し押さえるための技術的な指導や、押収したスマートフォン等から証拠となる情報を取り出すための解析を実施する技術支援を行っている（注）。

また、近年、不正プログラムを悪用したサイバー犯罪・サイバー攻撃の多発等により、不正プログラムの解析の需要が増大していることに加え、手口の巧妙化・多様化により、その解析には極めて高い技術力が求められていることから、警察では、警察庁高度情報技術解析センターを中心に、組織の総合力を発揮して不正プログラムの解析に取り組んでいる。


注：112頁参照



　図表3-12　犯罪の取締りへの技術支援
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（2）解析能力の向上に向けた取組

①　スマートフォン等への対応

スマートフォン等の記憶容量の増大やアプリの多様化・複雑化により、これらの解析がますます困難になっているところ、警察では、最新の電子機器に対応できる資機材の充実や関係機関と連携した解析手法の開発を進めるなど、スマートフォン等への対応力を強化している。

②　最先端の情報通信技術等の研究

近年、最先端の情報通信技術を用いたサイバー犯罪・サイバー攻撃への対応が求められているところ、警察では、警察大学校サイバーセキュリティ対策研究・研修センターにおいて、犯罪に悪用され得る最先端の情報通信技術等の研究を行っている。

③　国内外研究機関への職員派遣

警察では、電子機器の解析やサイバー犯罪・サイバー攻撃への対策に資する最先端の研究を行っている国内外の研究機関に職員を派遣し、最新の電子機器及び不正プログラムの解析手法や、今後悪用され得る情報システム、インターネット上のサービス等に関する調査及び研究を実施し、解析能力の向上に努めている。






5　官民連携の推進

サイバー空間の脅威に対処するためには、民間事業者との連携が重要であり、警察では、人事交流や新種の不正プログラムの情報共有枠組みの構築等の各種取組を行っている。

（1）サイバーテロ対策協議会

警察では、サイバー攻撃の標的となるおそれのある重要インフラ事業者等との間で構成するサイバーテロ対策協議会を全ての都道府県に設置し、サイバー攻撃の脅威や情報セキュリティに関する情報提供、民間の有識者による講演、参加事業者間の意見交換や情報共有を行っているほか、サイバー攻撃の発生を想定した共同対処訓練等を行っている。


CASE

愛媛県警察では、平成29年8月、四国管区警察局及び香川県警察と連携し、現に稼働中の原子力発電所において、サイバー攻撃の発生を想定した電気事業者との共同対処訓練を実施した。同訓練の実施に当たっては、原子力規制庁の助言を受けて作成した想定シナリオを使用するなど実践的な内容とすることで、事案対処能力の向上を図った。

　[image: サイバー攻撃の発生を想定した共同対処訓練]
サイバー攻撃の発生を想定した共同対処訓練



（2）サイバーインテリジェンス情報共有ネットワーク

警察では、情報窃取の標的となるおそれの高い先端技術を有する事業者等との間で、情報窃取を企図したとみられるサイバー攻撃に関する情報共有を行うサイバーインテリジェンス情報共有ネットワークを構築しており、このネットワークを通じて事業者等から提供された情報を集約するとともに、これらの事業者等から提供された情報及びその他の情報を総合的に分析し、事業者等に対し、分析結果に基づく注意喚起を行っている。

（3）不正プログラム対策協議会

警察では、ウイルス対策ソフト提供事業者等との間で、不正プログラム対策協議会を設置しており、不正プログラム対策に関する情報共有を行っている。特に、警察からは、市販のウイルス対策ソフトで検知できない新たな不正プログラムに関する情報や未知のぜい弱性に関する情報を提供し、情報セキュリティ対策の向上を図っている。

（4）不正通信防止協議会

警察では、セキュリティ監視サービス又はセキュリティ事案に対処するサービスを提供する事業者との間で、サイバーインテリジェンス対策のための不正通信防止協議会を設置しており、標的型メール攻撃等に利用される不正プログラムの接続先等の情報を共有することにより、我が国の事業者等が不正な接続先へ通信を行うことを防止している。

（5）共同対処協定の締結

サイバー犯罪の潜在化の防止、捜査活動の効率化及び再発防止を図るため、警察では、民間事業者等との共同対処協定の締結を推進している。事業者と信頼関係を構築し、サイバー犯罪の警察への通報の促進等を図るため、平成29年末までに、オンラインゲーム事業者や銀行等、全国で582事業者・団体と本協定を締結している。

（6）日本サイバー犯罪対策センターとの連携

我が国における新たな産学官連携の枠組みとして平成26年から業務が開始された一般財団法人日本サイバー犯罪対策センター（JC3（注））においては、産学官の情報や知見を集約・分析し、その結果等を還元することで、脅威の大本を特定し、これを軽減及び無効化することにより、以後の事案発生の防止を図ることとしている。警察では、捜査関連情報等をJC3において共有し、産学におけるサイバーセキュリティに関する取組に貢献するとともに、JC3において共有された情報を警察活動に迅速・的確に活用することにより、安全で安心なサイバー空間の構築に努めている。


注：Japan Cybercrime Control Centerの略



　図表3-13　日本サイバー犯罪対策センター（JC3）の概要
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（7）都道府県警察における産学官連携による中小事業者対策

警察では、中小事業者が有する先端技術に関する情報の窃取や、中小事業者の保有するサーバ等がサイバー攻撃の踏み台として悪用されることなどを防止するため、商工会議所、学術機関、地方公共団体等と連携し、中小事業者における適切な対策を促すための広報啓発活動等を実施している。

（8）高度な研究開発を行う大学に対するサイバー攻撃への対策の推進

近年、高度な研究開発を行う大学に対するサイバー攻撃が発生していることから、警察では、当該サイバー攻撃に関する情報収集・分析を強化するとともに、大学と連携し、サイバー攻撃をめぐる最新の情勢や被害防止対策等に関する情報共有、サイバー攻撃の発生を想定した共同対処訓練を実施することなどにより、高度な研究開発を行う大学に対するサイバー攻撃への対処能力の強化を図っている。






警察活動の最前線


サイバー空間の安全のために



群馬県警察本部生活安全部サイバー犯罪対策課特別捜査係（現　群馬県伊勢崎警察署生活安全課生活安全係）

大須賀　智彦（おおすが　ともひこ）　警部補

　[image: 上州くん　みやまちゃん]
上州くん　みやまちゃん



私は、大学卒業後、民間のシステム開発企業に勤めていましたが、自分の知識や技術をより世の中のために役立てたいと思い、群馬県警へ転職しました。

警察官としての最初の担当業務は、サイバー犯罪による被害に遭った方の相談対応に加えて、企業のシステム担当者や学生に対し、サイバー犯罪による被害防止策について防犯講話を行うことでした。

相談対応を担当して、日々受理する相談の種類や件数の多さに驚くとともに、サイバー犯罪による被害は誰にでも起こり得ることなのだと実感しました。

「自分は犯罪被害に遭わないと思ってはいけない。しかし、今や社会基盤となったインターネットの利用を避けることはできない。だからこそ、犯罪被害に遭うかも知れないという怖さを知った上でインターネットを利用してほしい。」

民間企業にいたときは考えもしなかったことです。

防犯講話では、サイバー犯罪による被害者を一人でも減らしたいという思いで、実感を持ちづらいサイバー空間の脅威について、民間企業で培った知識をいかし、企業や学生の方にも分かりやすく説明しながら、私の思いを参加者の方々に伝え続けました。

これからも、自分の経験と知識を最大限に活用して、サイバー空間における安全の確保に邁（まい）進していきます。

　[image: 群馬県警察本部生活安全部サイバー犯罪対策課特別捜査係（現　群馬県伊勢崎警察署生活安全課生活安全係）　大須賀　智彦（おおすが　ともひこ）　警部補]




　サイバー攻撃対策に向けた取組



九州管区警察局沖縄県情報通信部情報技術解析課解析係（現　沖縄県警察本部生活安全部サイバー犯罪対策課サイバー犯罪特捜係）

夜差　章浩（やざし　あきひろ）　警部補
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私は、主に技術的な側面から、沖縄県警察におけるサイバー攻撃対策等に取り組んでいます。

具体的には、県内の重要インフラ事業者等を対象としたセキュリティセミナーでの講演や、警察職員に対する不正プログラム等に関する講義、押収したスマートフォンから証拠となる情報を取り出すための解析といった犯罪の取締りのための技術支援等を行っています。

サイバー空間をめぐる情勢は、日々変化しており、平成29年5月には、世界的規模で「WannaCry」等と呼ばれるランサムウェア（注）に感染させられる事案が発生し、日本でも被害が確認されるなど、サイバー空間の脅威は深刻化しています。

このような状況の中、サイバー攻撃による被害を防止するためには、民間の方々のセキュリティ意識の向上を図ることが重要となります。

そこで私は、ランサムウェアの最新の手口や脅威の実態を分かりやすく説明できるよう、ランサムウェアに感染したコンピュータの様子を疑似的に再現するプログラムを作成しました。講演等において、コンピュータの画面上に脅迫文等が表示され、コンピュータの機能が制限される様子を壇上で実演することで、ランサムウェアの脅威をより実感してもらい、セキュリティ意識の向上を図ることができたと感じています。

警察は、サイバー空間の脅威に対処するため、部門を横断し、一丸となってサイバーセキュリティ対策に取り組んでいます。私もその一員として、今後も警察組織の総合力を発揮した効果的なサイバーセキュリティ対策に寄与していきたいと思います。


注：48頁参照



　[image: 九州管区警察局沖縄県情報通信部情報技術解析課解析係（現　沖縄県警察本部生活安全部サイバー犯罪対策課サイバー犯罪特捜係）　夜差　章浩（やざし　あきひろ）　警部補]



注：掲載されているキャラクターは、都道府県警察のマスコットキャラクターです。






第4章　組織犯罪対策

第1節　暴力団対策

1　暴力団情勢

暴力団は、繁華街や住宅街における拳銃を使用した凶悪な犯罪や、自らの意に沿わない事業者を対象とする、報復・見せしめ目的の襲撃等事件を敢行したり、組織の継承等をめぐって銃器を用いた対立抗争事件を引き起こしたりするなど、自己の目的を遂げるためには手段を選ばない凶悪性がみられ、依然として社会にとって大きな脅威となっている。

また、近年、暴力団は伝統的な資金獲得活動や民事介入暴力、行政対象暴力等に加え、その組織実態を隠蔽しながら、建設業、金融業、産業廃棄物処理業や証券取引といった各種の事業活動へ進出して、企業活動を仮装したり、共生者（注）を利用したりするなどして、一般社会での資金獲得活動を活発化させている。

さらに、公共事業に介入して資金を獲得したり、各種公的給付制度を悪用した詐欺事件を多数敢行したりするなど、社会経済情勢の変化に応じた多種多様な資金獲得活動を行っている。

警察では、社会経済情勢の変化にも留意しつつ、暴力団犯罪の取締り、暴力団対策法の効果的な運用及び暴力団排除活動を推進している。


注：暴力団に利益を供与することにより、暴力団の威力、情報力、資金力等を利用し自らの利益拡大を図る者



（1）暴力団構成員及び準構成員等（注1）の推移

暴力団構成員及び準構成員等の推移は、図表4-1のとおりであり、その総数は、平成17年から減少している。

また、29年末現在、暴力団構成員及び準構成員等の総数のうち主要団体（注2）の占める割合は7割以上に及んでいるが、27年8月の六代目山口組の分裂に伴い、神戸山口組が結成されて以降、暴力団構成員及び準構成員等の総数のうち六代目山口組が半数弱を占めていた一極集中の状態から、変化が生じている。


注1：暴力団構成員以外の暴力団と関係を有する者であって、暴力団の威力を背景に暴力的不法行為等を行うおそれがあるもの、又は暴力団若しくは暴力団構成員に対し資金、武器等の供給を行うなど暴力団の維持若しくは運営に協力し、若しくは関与するもの

注2：26年までは、六代目山口組、稲川会及び住吉会をいい、27年以降は、六代目山口組、稲川会、住吉会及び神戸山口組をいう。



　図表4-1　暴力団構成員及び準構成員等の推移（平成20〜29年）
[image: 図表4-1　暴力団構成員及び準構成員等の推移（平成20〜29年）]

（2）暴力団の解散・壊滅

平成29年中に解散・壊滅した暴力団の数は126組織であり、これらに所属していた暴力団構成員の数は413人である。このうち主要団体の傘下組織の数は63組織（50.0％）であり、これらに所属していた暴力団構成員の数は195人（47.2％）である。

（3）暴力団の指定

平成30年6月1日現在、暴力団対策法の規定に基づき24団体が指定暴力団として指定されている。29年中は、浪川会が4回目の指定を受けたほか、5団体（注）が9回目の指定を受けた。また、30年2月には松葉会が9回目、三代目福博会が7回目の指定を受けたほか、同年3月に任侠山口組が、同年4月に関東関根組が新たに指定を受けた。


注：三代目侠道会、太州会、九代目酒梅組、極東会及び二代目東組



　図表4-2　指定暴力団一覧表（24団体）
[image: 図表4-2　指定暴力団一覧表（24団体）]






2　暴力団犯罪の取締り

（1）検挙状況

暴力団構成員及び準構成員その他の周辺者（以下「暴力団構成員等」という。）の検挙人員は、図表4-3のとおりであり、近年減少傾向にある。暴力団構成員等の総検挙人員のうち、覚せい剤取締法違反、恐喝、賭博及びノミ行為等（注）（以下「伝統的資金獲得犯罪」という。）の検挙人員が占める割合は3割程度で推移しており、これらが有力な資金源となっているといえる。他方、暴力団構成員等の検挙人員を罪種別にみると、図表4-4のとおりであり、暴力団の威力を必ずしも必要としない詐欺の検挙人員が占める割合が増加しており、暴力団が資金獲得活動を変化させている状況もうかがわれる。


注：公営競技をめぐって施行者以外の第三者が行う勝馬投票等類似行為等の競馬法、自転車競技法、小型自動車競走法及びモーターボート競走法違反



　図表4-3　暴力団構成員等の検挙人員（伝統的資金獲得犯罪）の推移（平成20〜29年）
[image: 図表4-3　暴力団構成員等の検挙人員（伝統的資金獲得犯罪）の推移（平成20〜29年）]

　図表4-4　暴力団構成員等の罪種別検挙人員の状況（平成20年及び29年）
[image: 図表4-4　暴力団構成員等の罪種別検挙人員の状況（平成20年及び29年）]

（2）暴力団等によるとみられる事業者襲撃等事件（注）

近年の暴力団等によるとみられる事業者襲撃等事件、対立抗争事件等の発生状況は、図表4-5のとおりであり、これらの事件は、銃器が使用されたものもあり、市民生活に対する大きな脅威となるものであることから、警察においては、重点的な取締りを推進している。


注：暴力団構成員、暴力団準構成員、総会屋、政治活動標ぼうゴロ、社会運動標ぼうゴロ、会社ゴロ、新聞ゴロ等が、その意に沿わない活動を行う企業（株式会社等の会社、信用組合、医療法人、学校法人、宗教法人その他の法人をいう。)その他の事業者に対して威嚇、報復等を行う目的で、当該事業者又はその役員、経営者、従業員その他の構成員若しくはこれらの者の家族を対象として敢行したと認められる事件のうち、次のいずれかに該当するもの

1　殺人、殺人未遂、傷害、傷害致死、逮捕及び監禁、逮捕及び監禁致死傷又は暴行

2　上記1に該当しない次の事件

（1）銃器の使用

（2）実包（薬きょうを含む。）の送付

（3）爆発物の使用（未遂を含む。）

（4）放火（未遂を含む。）

（5）火炎瓶の使用（未遂を含む。）

（6）上記（1）から（5）までに掲げるもののほか、車両の突入によるなど人の生命又は身体に重大な危害を加えるおそれがある建造物損壊、器物損壊又は威力業務妨害



　図表4-5　暴力団等によるとみられる事業者襲撃等事件の発生件数等の推移（平成25〜29年）
[image: 図表4-5　暴力団等によるとみられる事業者襲撃等事件の発生件数等の推移（平成25〜29年）]


CASE

神戸山口組傘下組織構成員の男（55）らは、平成27年1月、2回にわたり、会社代表取締役の自宅の門灯等に向けて拳銃を発射し、同門灯等を損壊した。29年6月、同男ら6人を銃刀法違反（発射）等で逮捕した（警視庁）。




MEMO　六代目山口組・神戸山口組対策

六代目山口組と神戸山口組が対立抗争の状態にある中、平成29年4月、神戸山口組傘下組織の一部が任侠団体山口組（その後、任侠山口組と改称）の結成を表明し、神戸山口組は内部対立の状態となった。こうした中、同年9月には、同団体関係者が射殺される事件が発生するなど、暴力団情勢は予断を許さない状況にある。

警察では、28年3月に六代目山口組と神戸山口組が対立抗争の状態にあると判断して以降、警察庁及び関係都道府県警察に両団体に対する集中取締本部を設置して、全国警察を挙げて対立抗争事件の続発防止と両団体の弱体化を目的とした集中取締りを実施するとともに、市民生活の安全確保に向け、警戒活動の徹底を図っている。

また、取締り及び警戒活動に加え、暴力追放運動推進センター（以下「暴追センター」という。）等と緊密に連携し、事務所撤去訴訟をはじめとした暴力団排除活動を支援している。例えば、27年8月に六代目山口組が分裂して以降、神戸山口組本部事務所が所在する兵庫県淡路市では、暴力団排除の気運が高まり、29年10月、適格暴追センター（注）の認定を受けた暴力団追放兵庫県民センターが、地域住民から委託を受け、神戸地方裁判所に対し、同センターの名をもって同事務所の使用禁止の仮処分命令の申立てを行ったところ、同月、同命令が決定された。


注：国家公安委員会の認定を受け、指定暴力団等の事務所の付近住民から委託を受けて、自己の名をもって事務所使用差止請求を行うことができる暴追センター





（3）資金獲得犯罪

暴力団は、企業や行政機関を対象とした恐喝・強要、強盗、窃盗等のほか、振り込め詐欺をはじめとする特殊詐欺、各種公的給付制度を悪用した詐欺等、時代の変化に応じて様々な資金獲得犯罪を行っている。近年では、金地金の密輸事犯等、規制や制度等の間隙を突いた「表に出にくく、利益率の高い」新たな資金獲得犯罪が出現しているほか、繁華街における飲食店等からのみかじめ料の徴収といった伝統的な資金獲得犯罪も、依然として暴力団の有力な資金源となっている。

また、暴力団は、実質的にその経営に関与している暴力団関係企業を利用し、又は共生者と結託するなどして、その実態を隠蔽しながら、一般の経済取引を装った貸金業法違反、労働者派遣法（注）違反等の資金獲得犯罪を敢行している。

警察では、巧妙化・不透明化する暴力団の資金獲得活動に関する情報を収集・分析するとともに、社会経済情勢の変化に応じた暴力団の資金獲得活動の動向にも留意しつつ、暴力団や共生者等に対する取締りを推進している。


注：労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律




CASE

共政会傘下組織幹部の男（36）らは、平成28年9月から同年10月にかけて、警察官や銀行協会職員等を装って複数の高齢者に電話をかけ、同高齢者名義の口座が無断で開設されており、同種被害の防止を図るためにキャッシュカードを預けてほしいなどと虚偽の事実を告げ、キャッシュカードをだまし取った上、ATMから現金合計約550万円を窃取した。30年2月までに同男ら10人を詐欺罪等で逮捕した（広島）。




CASE

六代目山口組傘下組織組長（54）らは、24年9月頃から29年4月にかけて、飲食店経営者等に対し、「銀座で店をやるなら付き合いを持ってくれ」などと言い、みかじめ料名目で合計約430万円を脅し取った。同年7月までに同組長ら8人を恐喝罪等で逮捕した（警視庁）。




CASE

神戸山口組傘下組織幹部の男（59）らは、27年6月から29年3月にかけて、同男が実質的に経営する建設会社が一般建設業の許可を申請する際、同男が暴力団構成員であり、同許可の欠格要件に該当することから、同男ではない者を同社の役員とするなどの虚偽の書類を添付した申請書を東京都に提出し、許可を受けた。同年9月、同男ら4人を建設業法違反（虚偽記載）で逮捕した（警視庁）。




MEMO　金地金の密輸対策

近年、金地金の密輸事犯は増加傾向にあり、平成28年7月から29年6月にかけての同事犯の通告処分及び告発件数は467件、脱税額は約8億7,000万円と、いずれも過去最多を記録した（注）。密輸の仕出地は香港及び韓国が多く、一度に200キログラムを超える金塊を密輸した事例や暴力団員がプライベートジェット機を用いて金塊を密輸しようとした事例があるなど、国内外の犯罪組織が関与している実態が認められる。

警察では、税関と連携した同事犯の取締りや関係機関との情報交換等を行うほか、金地金等取引事業者、古物商及び質屋に対し、犯罪収益移転防止法に基づく顧客等の本人特定事項等の取引時確認、疑わしい取引の届出等の義務を適切に履行するよう求めている。


注：財務省資料による。










3　暴力団対策法の運用

指定暴力団員がその所属する暴力団の威力を示して暴力的要求行為を行った場合等において、都道府県公安委員会は、暴力団対策法に基づき、中止命令等を発出することができる。

中止命令等の発出件数の推移は、図表4-6のとおりである。


CASE

共政会傘下組織組長らにより、みかじめ料名目で恐喝等の不法行為を受けたとして、被害者である複数の風俗店経営者が提起した損害賠償請求訴訟に関し、平成29年8月、広島県公安委員会は、暴力団対策法の規定に基づき、共政会会長に対し、1年間、同経営者に不安を覚えさせるような方法で当該請求を妨害することなどをしてはならない旨を命じた（広島）。



　図表4-6　暴力団対策法に基づく中止命令等の発出件数の推移（平成25〜29年）
[image: 図表4-6　暴力団対策法に基づく中止命令等の発出件数の推移（平成25〜29年）]






4　暴力団排除活動の推進

（1）国及び地方公共団体における暴力団排除活動

国及び地方公共団体は、犯罪対策閣僚会議の下に設置された暴力団取締り等総合対策ワーキングチーム（以下「ワーキングチーム」という。）における申合せ等に基づき、警察と連携して、受注業者の指名基準や契約書に暴力団排除条項（注）（下請契約、再委託契約等に係るものを含む。）を盛り込むほか、受注業者に対して、暴力団等に不当に介入された場合の警察への通報等を義務付けるなどの取組を推進している。また、民間工事等に関係する業界及び独立行政法人に対しても同様の取組が推進されるよう所要の指導・要請を行っている。


注：法令、規約及び契約書等に設けられている条項であって、許可を取得する者、事務の委託の相手方、契約等の取引の相手方等から暴力団員等の暴力団関係者又は暴力団関係企業を排除する旨を規定する条項




CASE

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会に関連する全ての事業から暴力団等を排除するため、各競技施設等の整備事業において、暴力団等排除協議会を順次発足させ、事業者に対し、契約の相手方等が暴力団等ではないことの確認、暴力団等に不当に介入された場合の同協議会への報告及び警察への通報等を義務付けるなどの取組を推進している（警視庁）。



（2）各種事業・取引等からの暴力団排除

①　各種事業からの暴力団排除

近年、各種事業から暴力団関係企業等を排除するため、法令等において暴力団排除条項の整備が進んでおり、警察では、暴力団の資金源を遮断するため、関係機関・団体と連携して、貸金業、建設業等の各種事業からの暴力団排除を推進している。

②　各種取引からの暴力団排除

近年、暴力団の資金獲得活動が巧妙化・不透明化していることから、企業が、取引先が暴力団関係企業等であると気付かずに経済取引を行ってしまうことを防ぐため、「企業が反社会的勢力による被害を防止するための指針」（注）及びワーキングチームにおける申合せに基づき、警察では、関係機関・団体と連携を強化し、各種取引からの暴力団排除を推進している。


注：平成19年の犯罪対策閣僚会議幹事会における申合せ。企業が反社会的勢力による被害を防止するための基本的な理念や具体的な対応について取りまとめたもの。




MEMO　銀行の融資取引からの暴力団排除の徹底

警察庁では、銀行の融資取引からの暴力団排除を徹底するため、平成30年1月から、銀行に対する新規の個人向け融資取引の申込者等について、銀行からの預金保険機構を介した暴力団情報の照会に応じるシステムの運用を開始した。

　図表4-7　銀行の融資取引における暴力団情報の照会の流れ
[image: 図表4-7　銀行の融資取引における暴力団情報の照会の流れ]



（3）地域住民等による暴力団排除活動

警察では、暴追センター及び弁護士会と緊密に連携し、適格暴追センター制度（注）も活用しながら、事務所撤去訴訟等に対する支援を実施するなどして、地域住民等による暴力団排除活動を支援している。

また、暴力団対策法における指定暴力団の代表者等の損害賠償責任に関する規定も効果的に活用しながら、暴力団犯罪に係る損害賠償請求訴訟に対する支援を実施するなどして、暴力団の不当要求による被害の防止、暴力団からの被害の救済等に努めている。


注：国家公安委員会から適格暴追センターとして認定を受けた暴追センターが、指定暴力団等の事務所の付近住民から委託を受けて、自己の名をもって事務所使用差止請求を行うことができる制度



　[image: 暴力団追放パレードの状況]
暴力団追放パレードの状況


CASE

平成28年2月、六代目山口組傘下組織組長らによる神戸山口組傘下組織事務所に対する銃器発砲事件が発生したことから、29年6月、適格暴追センターの認定を受けた福井県暴力追放センターが、地域住民から委託を受け、福井地方裁判所に対し、同センターの名をもって両組織の事務所の使用差止の仮処分命令の申立てを行ったところ、同年10月、同命令が決定された（福井）。




CASE

六代目山口組傘下組織組長により、みかじめ料名目で恐喝を受けたとして、飲食店経営者が六代目山口組組長らに対して損害賠償を求めた民事訴訟において、29年3月、名古屋地方裁判所は、同組長らに対し、合計約2,200万円の支払いを命じた（愛知）。



（4）地方公共団体における暴力団排除に関する条例の運用

各都道府県は、地方公共団体、住民、事業者等が連携・協力して暴力団排除に取り組む旨を定め、暴力団排除に関する基本的な施策、青少年に対する暴力団からの悪影響排除のための措置、暴力団の利益になるような行為の禁止等を主な内容とする暴力団排除に関する条例の運用に努めている。

各都道府県では、条例に基づき、暴力団の威力を利用する目的で財産上の利益の供与をしてはならない旨の勧告等を実施している。平成29年中における実施件数は、暴力団員がマンションの賃貸借契約を暴力団員ではない知人の名義で締結していたなどとして勧告した事例が65件、暴力団員が正当な理由なく青少年を事務所に立ち入らせたなどとして中止命令を発出した事例が17件、暴力団員が立入禁止標章（注1）の掲示店舗に立ち入ったことにつき、更に反復して行うおそれがあるとして再発防止命令を発出した事例が4件、暴力団員が暴力団排除特別強化区域（注2）の飲食店等から用心棒の役務を提供することの対償として現金を受け取ったなどとして検挙した事例が12件となっている。


注1：暴力団員の立入りが禁止された特定の営業所に掲示される標章

注2：暴力団の排除を徹底することにより、地域住民及び来訪者にとって一層安全で安心なまちづくりを特に強力に推進する区域



（5）暴力団員の社会復帰対策の推進

暴力団を壊滅するためには、構成員を一人でも多く暴力団から離脱させ、その社会復帰を促すことが重要である。警察庁では、平成29年12月に閣議決定された「再犯防止推進計画」等に基づき、関係機関・団体と連携して、暴力団関係者に対する暴力団からの離脱に向けた働き掛けの充実を図るとともに、構成員の離脱・就労、社会復帰等に必要な社会環境及びフォローアップ体制の充実に関する効果的な施策を推進している。






第2節　薬物銃器対策

1　薬物情勢

平成29年中の薬物事犯の検挙人員は1万3,542人と、引き続き高い水準にあり、覚醒剤の大量密輸入事犯が相次いで検挙されたほか、大麻事犯の検挙人員が警察庁が保有する昭和33年以降の統計で最多となるなど、我が国の薬物情勢は依然として厳しい状況にある。

　図表4-8　薬物事犯の検挙人員（平成29年）
[image: 図表4-8　薬物事犯の検挙人員（平成29年）]

（1）各種薬物事犯の状況

①　覚醒剤事犯

平成29年中の覚醒剤事犯の検挙人員及び押収量（注）は図表4-9のとおりである。検挙人員は前年より減少したが、全薬物事犯の検挙人員の74.7％を占めている。また、押収量は1,118.1キログラムと、前年より377.3キログラム（25.2％）減少したものの、引き続き1,000キログラムを超えた。近年の覚醒剤事犯の特徴としては、検挙人員のうち半数程度を暴力団構成員等が占めていることのほか、30歳代以上の検挙人員が多いことや、他の薬物事犯と比べて再犯者の占める割合が高いことが挙げられる。


注：覚醒剤の押収量は、錠剤型覚醒剤を含まない。



②　大麻事犯

最近5年間の大麻事犯の検挙人員及び押収量は図表4-9のとおりである（注）。


注：大麻事犯の状況については、52頁参照



③　その他の薬物事犯

最近5年間のMDMA（注）等合成麻薬事犯、あへん事犯等の各種薬物事犯の検挙人員及び押収量は、図表4-9のとおりである。

コカイン事犯の検挙人員は177人と、警察庁が保有する昭和34年以降の統計で最多となった。近年のコカイン事犯の特徴としては、覚醒剤事犯及び大麻事犯と比べて検挙人員に占める外国人の割合が高いことが挙げられる。


注：化学名「3,4-メチレンジオキシメタンフェタミン（3,4-Methylenedioxymethamphetamine）」の略名。本来は白色粉末であるが、様々な着色がなされ、文字や絵柄の刻印が入った錠剤の形で密売されることが多い。



　図表4-9　各種薬物事犯の検挙状況の推移（平成25〜29年）
[image: 図表4-9　各種薬物事犯の検挙状況の推移（平成25〜29年）]

（2）薬物密輸入事犯の状況

平成29年中の薬物密輸入事犯の検挙件数は302件と、前年より101件（50.2％）増加し、検挙人員は289人と、前年より72人（33.2％）増加した。

覚醒剤密輸入事犯の検挙状況の推移は、図表4-10のとおりである。29年中は、覚醒剤の押収量が前年より減少したものの、引き続き暴力団や来日外国人（注）による覚醒剤の大量密輸入事犯を相次いで検挙したほか、航空機を利用した覚醒剤密輸入事犯の検挙件数が84件と、前年より43件（104.9％）増加し、覚醒剤密輸入事犯の検挙件数は、3年ぶりに100件を超えた。

これらの背景には、我が国に覚醒剤に対する根強い需要が存在していることのほか、国際的なネットワークを有する薬物犯罪組織が、アジア・太平洋地域において覚醒剤の取引を活発化させていることがあるものと考えられる。


注：我が国に存在する外国人のうち、いわゆる定着居住者（永住者、永住者の配偶者等及び特別永住者）、在日米軍関係者及び在留資格不明者を除いた外国人



　図表4-10 覚醒剤密輸入事犯の検挙状況の推移（平成20〜29年）
[image: 図表4-10 覚醒剤密輸入事犯の検挙状況の推移（平成20〜29年）]


CASE

住吉会傘下組織元幹部の男（60）らは、29年8月、米袋に覚醒剤を隠匿し、漁船で密輸入した。同年11月までに、同男ら日本人17人、中国（香港等）人2人、オランダ人1人を覚せい剤取締法違反（営利目的輸入等）等で逮捕し、覚醒剤約474.7キログラムを押収した（茨城、警視庁、千葉、神奈川、京都、岡山、高知、福岡、長崎、鹿児島、沖縄）。

　[image: 押収された覚醒剤]
押収された覚醒剤



（3）薬物犯罪組織の動向

①　薬物事犯への暴力団の関与

平成29年中の暴力団構成員等による覚醒剤事犯の検挙人員は4,751人と、前年より316人（6.2％）減少したものの、覚醒剤事犯の全検挙人員の47.0％を占めていることから、依然として覚醒剤事犯に暴力団が深く関与していることがうかがわれる。一方、暴力団構成員等による大麻事犯の検挙人員は742人と、暴力団構成員及び準構成員等の総数が減少している（注）にもかかわらず、前年より93人（14.3％）増加していることなどから、暴力団が大麻事犯への関与を強めていることがうかがわれる。


注：132頁参照



②　来日外国人による薬物事犯

29年中の来日外国人による薬物事犯の検挙人員は617人と、前年より152人（32.7％）増加した。このうち、覚醒剤の営利目的輸入事犯の検挙人員は93人であり、国籍・地域別でみると、タイ、中国（香港等）及び台湾の比率が高く、合わせて全体の43.0％を占めている。また、29年中の来日外国人による覚醒剤の密売関連事犯（注）の検挙人員は29人と、前年より8人（21.6％）減少した。国籍・地域別でみると、イランの比率が最も高く、全体の51.7％を占めており、イラン人による覚醒剤の密売ルートが根強く存在していることがうかがわれる。


注：営利目的所持、営利目的譲渡し及び営利目的譲受け








2　薬物対策

（1）供給の遮断

我が国で乱用されている薬物の大半が海外から流入していることから、警察では、これを水際で阻止するため、税関、海上保安庁等の関係機関との連携を強化するとともに、捜査員の派遣、国際会議への参加を通じた情報交換等による国際捜査協力を推進している。平成30年2月には、警察庁のODA事業として、32の国・地域及び4国際機関の参加を得て、第23回アジア・太平洋薬物取締会議（ADEC）を東京都で開催し、薬物情勢、捜査手法及び国際協力に関する討議を行った。

また、薬物犯罪組織の壊滅を図るため、通信傍受等の組織犯罪の取締りに有効な捜査手法を積極的に活用し、組織の中枢に迫る捜査を推進している。さらに、薬物犯罪組織に資金面から打撃を与えるため、麻薬特例法（注1）の規定に基づき、業として行う密輸・密売等（注2）やマネー・ローンダリング事犯の検挙、薬物犯罪収益の没収（注3）・追徴（注4）等の対策を推進している。

このほか、インターネットを利用した薬物密売事犯対策として、サイバーパトロールやインターネット・ホットラインセンター（IHC）（注5）からの通報等により薬物密売情報の収集を強化し、密売人の取締りを推進するとともに、インターネットを利用した薬物密売事犯を検挙した場合には、サイト管理者等に対して警告及び再発防止指導を行っている。


注1：国際的な協力の下に規制薬物に係る不正行為を助長する行為等の防止を図るための麻薬及び向精神薬取締法等の特例等に関する法律

注2：通常の密輸・密売等より重く処罰することができ、また、一連の行為を集合犯としてとらえ、その間の薬物犯罪収益総体が没収・追徴の対象となる。

注3：物の所有権又は金融債権を剥奪して国庫に帰属させる処分を内容とする財産刑

注4：没収することができる物又は金融債権の全部又は一部を没収することができない場合に、その価額の納付を強制する処分

注5：124頁参照



（2）需要の根絶

薬物乱用は、乱用者自身の精神や身体をむしばむばかりでなく、幻覚、妄想等により、乱用者が殺人、放火等の凶悪な事件や重大な交通事故等を引き起こすこともあるほか、薬物の密売が暴力団等の犯罪組織の資金源となることから、その乱用は、社会の安全を脅かす重大な問題である。

警察では、薬物乱用者を厳しく取り締まるとともに、広報啓発活動を行い、社会全体から薬物乱用を排除する気運の醸成を図っている。

また、薬物事犯で検挙された者やその家族等の希望に応じて、薬物乱用防止のための相談先等を記載した資料を配付するなど、薬物再乱用防止に向けた相談活動の充実を図っている。

（3）危険ドラッグ（注）対策

平成29年中の危険ドラッグ事犯の検挙人員は651人と、2年連続で減少した。警察では、医薬品医療機器法をはじめとする各種法令を駆使して危険ドラッグ事犯の取締りを徹底するとともに、国内外の関係機関との情報共有や乱用防止に向けた広報啓発活動を行っている。


注：規制薬物（覚醒剤、大麻、麻薬、向精神薬、あへん及びけしがらをいう。）又は指定薬物（医薬品医療機器法第2条第15項に規定する指定薬物をいう。）に化学構造を似せて作られ、これらと同様の薬理作用を有する物品をいい、規制薬物及び指定薬物を含有しない物品であることを標ぼうしながら規制薬物又は指定薬物を含有する物品を含む。



　図表4-11　危険ドラッグ事犯の検挙人員の推移（平成25〜29年）
[image: 図表4-11　危険ドラッグ事犯の検挙人員の推移（平成25〜29年）]






3　銃器情勢とその対策

（1）銃器情勢

平成29年中の銃器情勢は、暴力団等によるとみられる銃器発砲事件が繁華街や住宅街において相次いで発生し、銃器使用事件（注）も104件発生するなど、引き続き警戒が必要である。


注：銃砲及び銃砲様の物を使用した事件。「銃砲様の物」とは、銃砲らしい物を突き付け、見せるなどして犯行に及んだ事件において、被害者、参考人等の供述等により、銃砲と推定されるものをいう。



　図表4-12　銃器発砲事件の発生状況の推移（平成20〜29年）
[image: 図表4-12　銃器発砲事件の発生状況の推移（平成20〜29年）]

　図表4-13　銃器発砲事件による死傷者数の推移（平成20〜29年）
[image: 図表4-13　銃器発砲事件による死傷者数の推移（平成20〜29年）]

（2）銃器対策

拳銃の押収丁数の推移は、図表4-14のとおりである。近年、押収丁数全体及び暴力団からの押収丁数（注）はいずれも減少傾向にあったが、平成29年は増加に転じた。

銃器に対する厳しい規制は、我が国の良好な治安の根幹を支えるものであるところ、警察では、犯罪組織の武器庫の摘発や拳銃の密輸・密売事件等の摘発に重点を置いた取締りを行うとともに、関係機関と連携した活動等により、銃器犯罪の根絶と違法銃器の排除を広く国民に呼び掛け、国民の理解と協力の確保に努めるなど、総合的な銃器対策を推進している。


注：暴力団が管理している拳銃と認められるものの押収丁数



　図表4-14　拳銃押収丁数の推移（平成20〜29年）
[image: 図表4-14　拳銃押収丁数の推移（平成20〜29年）]






第3節　来日外国人犯罪対策

1　来日外国人犯罪の情勢

（1）全般的傾向

来日外国人犯罪の検挙状況の推移は、図表4-15のとおりである。平成の初期から増加傾向にあった来日外国人犯罪は、検挙件数については、ピークであった平成17年から29年にかけて、4万7,865件から1万7,006件へと大きく減少しており、検挙人員についても、ピークであった16年から29年にかけて、2万1,842人から1万828人へと大きく減少している。

　図表4-15　来日外国人犯罪検挙状況の推移（平成元～29年）
[image: 図表4-15　来日外国人犯罪検挙状況の推移（平成元～29年）]

　図表4-16　来日外国人犯罪検挙状況の推移（平成20〜29年）
[image: 図表4-16　来日外国人犯罪検挙状況の推移（平成20〜29年）]

（2）国籍・地域別検挙状況

平成29年中の来日外国人犯罪の検挙状況を国籍・地域別にみると、図表4-17のとおりである。検挙人員は、中国が最も高い割合を占めており、最近ではベトナムの割合も高くなってきている。また、刑法犯検挙件数（罪種別）をみると、侵入窃盗では中国及びベトナムが高い割合を占めているほか、自動車盗ではブラジルが、万引きではベトナムが最も高い割合を占めているなど、罪種によって高い比率を占める国が異なっている。

　図表4-17　来日外国人犯罪の国籍・地域別検挙状況（平成29年）
[image: 図表4-17　来日外国人犯罪の国籍・地域別検挙状況（平成29年）]






2　国際犯罪組織の動向

（1）来日外国人犯罪の組織化の状況

平成29年中の来日外国人による刑法犯の検挙件数に占める共犯事件の割合は37.8％と、日本人（11.0％）の約3.4倍に上り（注）、共犯事件の割合が極めて高い。罪種別にみると、住宅を対象とした侵入窃盗で74.6％と、日本人（11.4％）の約6.5倍に上る。

このように、来日外国人による犯罪は、日本人によるものと比べて組織的に犯罪が敢行される傾向がうかがわれる。


注：来日外国人と日本人の共犯事件については、主たる被疑者の国籍・地域により、来日外国人による共犯事件であるか、日本人による共犯事件であるかを分類して計上している。



　図表4-18　来日外国人と日本人の刑法犯における共犯率の違い（平成29年）
[image: 図表4-18　来日外国人と日本人の刑法犯における共犯率の違い（平成29年）]

（2）日本で活動する国際犯罪組織（注）の特徴

国際犯罪組織のうち、来日外国人で構成される犯罪組織についてみると、出身国や地域別に組織化されているものがある一方で、より巧妙かつ効率的に犯罪を敢行するため、様々な国籍の構成員が役割を分担するなど、構成員が多国籍化しているものがあるほか、暴力団と連携する例もみられる。

また、犯罪行為や被害の発生場所等の犯行関連場所についても、日本国内にとどまらず複数の国に及ぶものがある。特に近年は、他国で敢行された詐欺事件による詐取金の入金先口座として日本国内の銀行口座を利用し、詐取金入金後にこれを日本国内で引き出してマネー・ローンダリングを敢行するといった事例があるなど、世界的な展開がみられる。

さらに、これらの犯罪組織の中には、短期滞在の在留資格等により来日し、犯行後は本国に逃げ帰るいわゆるヒット・アンド・アウェイ型の犯罪を敢行するものもある。


注：外国に本拠を置く犯罪組織、来日外国人犯罪グループその他犯罪を目的とした多人数の集合体で国際的に活動するもの




CASE

平成29年2月から同年10月にかけて、偽造クレジットカードを密輸入しようとしたマレーシア人の男（27）ら17人を不正電磁的記録カード輸入罪等で逮捕した。また、同年1月から同年5月にかけて、大阪府内の百貨店等において、偽造クレジットカードを使用してバッグ等を購入しようとしたマレーシア人の男（31）ら9人を不正作出支払用カード電磁的記録供用罪等で逮捕した（大阪）。



（3）国際犯罪組織に利用される犯罪インフラ（注1）の実態

国際犯罪組織は、犯罪インフラを利用して各種犯罪を効率的に敢行している。国際犯罪組織が関与する犯罪インフラ事犯には、地下銀行（注2）による不正な送金、偽装結婚、偽装認知、不法就労助長（注3）、旅券・在留カード等偽造（注4）等がある。


注1：110頁参照

注2：地下銀行は、不法滞在者等が犯罪収益等を海外に送金するために利用されており、近年は、送金依頼を受けた資金で中古自動車等を購入し、正規の貿易を装って輸出して現地で換金するなど手口が巧妙化している。

注3：偽装結婚、偽装認知、不法就労助長は、不法滞在者等に在留資格を不正取得させたり、就労の機会を提供することで不法滞在等の犯罪を助長しており、これを仲介して利益を得るブローカーや、暴力団が関与するものがみられる。また近年では、在留資格の不正取得や不法就労を目的とした難民認定制度の悪用が疑われる例も発生している。

注4：偽造された旅券・在留カード等は、身分偽装手段として利用されるほか、違法に資金を得るために国際犯罪組織が偽造に関与し、不法滞在者等に販売されることもある。








3　国際組織犯罪に対処するための取組

（1）国内関係機関との連携

警察では、事前旅客情報システム（APIS）（注）等を活用して関係機関と連携した水際対策を行っている。法務省入国管理局との間では、被疑者が国外に逃亡するおそれのある場合の手配や、偽装滞在者等に対する合同摘発を行うなど連携を図っている。また、税関との間では、不正輸出入を防止するための合同摘発を行うなど連携を図っている。


注：Advance Passenger Information Systemの略。航空機で来日する旅客及び乗員に関する情報と関係省庁が保有する要注意人物等に係る情報を入国前に照合するシステム



（2）外国捜査機関等との連携

複数の国・地域において犯罪を敢行する国際犯罪組織に対処するためには、関係国の捜査機関等との情報交換、捜査協力等が不可欠であり、警察では次のような取組を進めている。

①　ICPOを通じた国際協力

ICPOは、各国の警察機関を構成員とし、犯罪の捜査における国際的な協力を目的とした機関であり、平成29年末現在、我が国を含む192の国・地域が加盟している。ICPOでは、国際犯罪に関する情報の収集と交換、犯罪対策のための国際会議の開催や国際手配書の発行等が行われている。警察庁は、捜査協力の実施のほか、ICPOが開催する国際組織犯罪対策に関連する様々な会合への参加、事務総局等への職員の派遣、分担金の拠出等により、ICPOの活動に貢献している。

また、フランスに本部を置く事務総局の機能を補完する組織として平成27年（2015年）4月に設置されたシンガポール総局（IGCI）（注）では、サイバー犯罪対策、サイバーセキュリティ対策、加盟国の警察官やICPO職員の訓練等を行っている。


注：INTERPOL Global Complex for Innovationの略



　[image: 第86回ICPO総会（©INTERPOL）]
第86回ICPO総会（©INTERPOL）


CASE

日本人の男（64）らは、22年9月、覚醒剤合計約9.1キログラムを台湾から国際郵便で密輸入した。同男は日本国外に逃亡していたが、ICPOを通じて国際手配を行ったところ、29年6月、中国公安部から、同男を不法滞在で拘束し、退去強制とする旨の情報を得たため、同月、同男を覚せい剤取締法違反（営利目的輸入）で逮捕した（警視庁）。



②　外国捜査機関との捜査協力

警察庁では、ICPOルートのほか、外交ルート、刑事共助条約（協定）（注）及び国際的な組織犯罪の防止に関する国際連合条約を活用して、外国捜査機関に対して捜査協力を要請するなどしている。

また、外国捜査機関との間で開催される二国間協議等に積極的に参加し、連携の強化を図っている。


注：229頁参照



（3）国外逃亡被疑者等（注1）の追跡

国外逃亡被疑者等の数の推移は、図表4-19のとおりである。

警察では、被疑者が国外に逃亡するおそれがある場合には、法務省入国管理局に手配するなどして、出国前の検挙に努めている。また、被疑者が国外に逃亡した場合には、関係国の捜査機関との捜査協力を通じ、被疑者の所在確認等を行っており、所在が確認された場合には、犯罪人引渡条約（注2）等に基づき被疑者の引渡しを受けるなどして、確実な検挙に努めている。

このような取組の結果、平成29年中は、出国直前の外国人被疑者23人のほか、国外逃亡被疑者124人（うち外国人77人）を検挙した。

また、事案に応じ、国外逃亡被疑者等が日本国内で行った犯罪に関する資料等を逃亡先国の捜査機関に提供するなどして、逃亡先国における国外犯処罰規定の適用を促し、犯罪者の「逃げ得」を許さないための取組を進めている。


注1：日本国内で犯罪を行い、国外に逃亡している者（以下「国外逃亡被疑者」という。）及びそのおそれのある者

注2：229頁参照




CASE

26年3月、我が国において女性を殺害し、同女性のクレジットカード等を強取するなどしたブラジル人の女（32）が犯行後に出国した。同年5月、同女が不法入国により中国で身柄を拘束されている旨の情報を得たことから、外交ルートを活用し、29年1月、同女の身柄の引渡しを受け、逮捕した（大阪）。



　図表4-19　国外逃亡被疑者等数の推移（平成20〜29年）
[image: 図表4-19　国外逃亡被疑者等数の推移（平成20〜29年）]






第4節　犯罪収益対策

1　犯罪収益移転防止法に基づく活動

暴力団等の犯罪組織を弱体化させ、壊滅に追い込むためには、犯罪収益の移転を防止するとともに、これを確実に剥奪することが重要である。警察では、犯罪収益移転防止法、組織的犯罪処罰法（注1）及び麻薬特例法を活用し、関係機関、事業者、外国のFIU（注2）等と協力しながら、総合的な犯罪収益対策を推進している。


注1：組織的な犯罪の処罰及び犯罪収益の規制等に関する法律

注2：Financial Intelligence Unit（資金情報機関）の略。疑わしい取引に関する情報を集約・分析して捜査機関等に提供する機関として各国が設置している。我が国のFIUは、国家公安委員会が担当している。



（1）犯罪収益移転防止法の適切な履行を確保するための措置

犯罪収益対策を効果的に推進するためには、犯罪収益移転防止法に基づき、顧客等の本人特定事項等の取引時確認、疑わしい取引の届出等の義務が特定事業者（注）により適切に履行されることが重要である。このため、国家公安委員会は、関係機関と連携して、特定事業者を対象とした研修会等を利用して犯罪収益移転防止法に対する理解と協力の促進に努めている。また、特定事業者が義務に違反していると認めた場合、当該特定事業者に対して報告を求めるなどの必要な調査を行うとともに、特定事業者を所管する行政庁に対して、是正命令等を行うべき旨の意見陳述を行っている。


注：犯罪収益移転防止法第2条第2項で規定されている事業者



（2）疑わしい取引の届出

犯罪収益移転防止法に定める疑わしい取引の届出制度（注）により事業者がそれぞれの所管行政庁に届け出た情報は、国家公安委員会が集約して整理・分析を行った後、都道府県警察、検察庁をはじめとする捜査機関等に提供され、各捜査機関等において、マネー・ローンダリング事犯の捜査等に活用されている。

疑わしい取引の届出の年間受理件数は、図表4-20のとおりであり、平成29年中は40万43件と、前年と比べて1,048件（0.3％）減少した。


注：特定事業者のうち金融機関等、ファイナンスリース事業者、クレジットカード事業者、宅地建物取引事業者、宝石・貴金属等取扱事業者、郵便物受取サービス業者、電話受付代行業者及び電話転送サービス事業者は、業務で収受した財産が犯罪収益である疑いがあると判断した場合等に所管行政庁へその旨を届け出ることが義務付けられている。



　図表4-20　疑わしい取引の届出状況の推移（平成25〜29年）
[image: 図表4-20　疑わしい取引の届出状況の推移（平成25〜29年）]

　図表4-21　疑わしい取引に関する情報を端緒として都道府県警察が検挙した事件数の推移（平成25〜29年）
[image: 図表4-21　疑わしい取引に関する情報を端緒として都道府県警察が検挙した事件数の推移（平成25〜29年）]


MEMO　犯罪収益移転危険度調査書

国家公安委員会は、平成27年から毎年、犯罪収益の移転に係る手口等に関する調査及び分析を行った上で、特定事業者等が行う取引の種別ごとに、当該取引による犯罪収益の移転の危険性の程度等、当該調査及び分析の結果を記載した犯罪収益移転危険度調査書を作成し、公表している。

29年11月に作成及び公表した同調査書では、金地金の密輸入事犯、国境を越えて行われるマネー・ローンダリング事犯等、近年の犯罪収益の移転に係る特徴を踏まえた分析の結果等を記載しており、特定事業者は、同調査書の内容を勘案するなどして、取り扱う取引が犯罪収益の移転に悪用されることを効果的に防止することが求められている。








2　マネー・ローンダリング関連事犯の検挙状況

マネー・ローンダリングとは、一般に犯罪によって得た収益を、その出所や真の所有者が分からないようにして、捜査機関による収益の発見や検挙を逃れようとする行為である。我が国では、組織的犯罪処罰法及び麻薬特例法において、マネー・ローンダリングが罪として規定されている。

マネー・ローンダリング事犯の検挙事件数は、図表4-22のとおりであり、平成29年中は361件（前年比27件（7.0％）減少）であった。前提犯罪（注）別にみると、主要なものとしては窃盗に係るものが136件、詐欺に係るものが103件、電子計算機使用詐欺に係るものが24件、ヤミ金融事犯に係るものが22件となっている。

29年中におけるマネー・ローンダリング事犯の検挙事件数のうち、暴力団構成員等が関与したものは50件で、全体の13.9％を占めている。前提犯罪別にみると、主要なものとしては詐欺に係るものが19件、窃盗に係るものが8件、賭博に係るものが4件となっているが、その他にも売春防止法違反や恐喝等に係るものなどがあり、暴力団が様々な犯罪から資金を獲得し、その資金についてマネー・ローンダリングを行っている実態がうかがわれる。

また、29年中における来日外国人が関与したマネー・ローンダリング事犯は27件であった。


注：不法な収益を生み出す犯罪であって、その収益がマネー・ローンダリングの対象となるもの



　図表4-22　マネー・ローンダリング事犯の検挙状況の推移（平成20〜29年）
[image: 図表4-22　マネー・ローンダリング事犯の検挙状況の推移（平成20〜29年）]


CASE

会社員の男（33）らは、28年1月、他人名義のクレジットカードを使用して不正に購入した合計約190万円分の仮想通貨の一部を日本円に換金し、同男らが管理する他人名義の口座に振り込むなどして隠匿した。29年1月、同男ら3人を組織的犯罪処罰法違反（犯罪収益等隠匿）等で検挙した（警視庁）。








3　犯罪収益の剥奪

犯罪収益が、犯罪組織の維持・拡大や将来の犯罪活動への投資等に利用されることを防止するためには、これを剥奪することが重要である。警察では、没収・追徴の判決が裁判所により言い渡される前に犯罪収益の隠匿や費消等が行われることのないよう、組織的犯罪処罰法及び麻薬特例法に定める起訴前の没収保全措置を積極的に活用して没収・追徴の実効性を確保している。

（1）没収・追徴の状況

第一審裁判所において行われる通常の公判手続における組織的犯罪処罰法及び麻薬特例法の没収・追徴規定の適用状況は、図表4-23のとおりである。

　図表4-23　組織的犯罪処罰法及び麻薬特例法の没収・追徴規定の適用状況の推移（平成24〜28年）
[image: 図表4-23　組織的犯罪処罰法及び麻薬特例法の没収・追徴規定の適用状況の推移（平成24〜28年）]

（2）起訴前の没収保全

平成29年中における起訴前の没収保全命令は、組織的犯罪処罰法で風営適正化法違反、賭博、入管法違反、売春防止法違反、詐欺等に関して188件（前年比5件（2.7％）増加）発出され、麻薬特例法で11件（前年比5件（31.3％）減少）発出されている。

　図表4-24　起訴前の没収保全命令の発出状況の推移（平成25〜29年）
[image: 図表4-24　起訴前の没収保全命令の発出状況の推移（平成25〜29年）]


CASE

賭博店経営者の男（62）らは、28年12月から29年6月にかけて、賭客にトランプカード等を使用する「バカラ」と称する賭博をさせていた。30年4月までに、同男ら51人を賭博場開張図利罪等で検挙するとともに、29年8月、押収した現金のうち約1億9,200万円に対して、組織的犯罪処罰法の規定に基づく起訴前の没収保全命令が発出された（大阪）。








4　国際連携

国境を越えて敢行されるマネー・ローンダリングやテロ資金供与を防止するためには、各国が連携して対策を講ずることが不可欠である。このため、国際社会においては、FATF（注1）、APG（注2）、エグモント・グループ等の枠組みの下、マネー・ローンダリング対策及びテロ資金供与対策の国際的基準の策定、普及等が行われており、警察庁もこれらの活動に積極的に参画している。


注1：Financial Action Task Force（金融活動作業部会）の略

注2：Asia/Pacific Group on Money Laundering（アジア・太平洋マネー・ローンダリング対策グループ）の略



（1）FATFの活動と警察庁の参画状況

FATFは、マネー・ローンダリング対策及びテロ資金供与対策に関する国際協力を推進するため設置されている政府間会合であり、平成29年末現在、我が国を含む35の国・地域及び2国際機関が参加している。FATFは、マネー・ローンダリング対策及びテロ資金供与対策として、各国が法執行、刑事司法及び金融規制の各分野において講ずるべき措置を、「FATF勧告」として示している。また、FATFは、参加国における勧告の遵守の徹底のため、順次、各参加国に審査団を派遣して相互審査を実施しており、我が国に対しても20年に3回目の審査が実施された。

（2）APGの活動と警察庁の参画状況

APGは、アジア・太平洋地域のFATF非参加国・地域におけるマネー・ローンダリング対策等を強化・促進するために設置された機関であり、マネー・ローンダリング対策等に取り組む国・地域に対する支援等を行っている。平成29年末現在、我が国を含む41の国・地域が参加している。警察庁では、年次会合等に職員を派遣し、最新のマネー・ローンダリングの手口・傾向等についての議論に参画している。

（3）エグモント・グループの活動と警察庁の参画状況

エグモント・グループは、各国のFIU間の情報交換、研修、専門知識に関する協力等を目的として設置された機関であり、平成29年末現在、我が国を含む156の国・地域のFIUが参加している。警察庁では、年次会合及び作業部会にそれぞれ職員を派遣し、FIU間の情報交換に係る行動規範等に関する議論に参画している。

（4）外国のFIUとの情報交換

国境を越えて行われるマネー・ローンダリングやテロ資金供与を発見するためには、各国のFIUが保有する情報の積極的な交換が必要であることから、国家公安委員会は、外国のFIUとの連携を強化し、活発な情報交換を実施している。

また、平成29年末現在、101の国・地域のFIUとの間で情報交換のための枠組みを設定している。

　図表4-25　国家公安委員会と外国のFIUとの情報交換件数の推移（平成25〜29年）
[image: 図表4-25　国家公安委員会と外国のFIUとの情報交換件数の推移（平成25〜29年）]

　[image: オーストリアFIUとの情報交換枠組みの設定]
オーストリアFIUとの情報交換枠組みの設定






捜査の最前線

刑事の一日

昼夜を分かたず最前線で国民の安全安心を守っている刑事の活動を、警視庁A警察署組織犯罪対策課で勤務するB警部補のある当番勤務の一日を通じて描写する。


①　07：00　術科訓練

警察官たるもの、都民を危険から守るとともに、適切に職務を遂行するためにも、日頃から術科訓練が欠かせない。今日は地域課員の若手警察官と柔道の稽古を行う。朝の訓練におけるコミュニケーションが日頃の業務の円滑化にもつながる。

　[image: 術科訓練]




②　09：00　署長訓授

署長訓授を受ける。最近管内で特殊詐欺が発生したことを受け、各種職務執行の中で金融機関に立ち寄るなど、警戒活動を強化するよう指示があった。

　[image: 署長訓授]




③　10：00　路上強盗事案の発生

警視庁通信指令本部から「A警察署管内で持凶器強盗事案が発生。受傷事故防止に配意しながら至急現場に急行せよ」との指令がなされ、管内に緊急配備が発令されたため、刑事課等他課の捜査員と共に耐刃防護衣を着用し、被疑者確保のため現場に急行した。

事件発生現場で聞き込みを実施していたところ、警視庁機動捜査隊から「被疑者の人着に酷似した者が運転する車両を発見した」との続報が入った。

乗車していた男に対し、機動捜査隊員らと共に職務質問を実施したところ、同男は被害品を所持しており、犯行を認めたため、同男を緊急逮捕した。

事件発生時には、本部の捜査員や他課と連携した迅速・的確な初動捜査が重要だ。

　[image: 路上強盗事案の発生]




④　13：00　昼食

路上強盗事案への対応でいつもより昼食は遅くなったが、今日は警察署内の食堂で同じ当番の警察官らと、昼食を取ることにした。

お互いの最近の業務内容について情報交換を行うとともに、子育てについて会話が弾んだ。

　[image: 昼食]




⑤　14：00　偽造クレジットカード所持事案の発生

管内の百貨店から、「偽造クレジットカードのようなものを持っている外国人が来店している」との通報があったため、現場に急行した。

当該外国人が所持しているカードが偽造されたものであることを確認し、同外国人を不正電磁的記録カード所持罪で現行犯逮捕した。




⑥　15：00　取調べ

逮捕した被疑者の取調べを行う。被疑者から余罪についての供述が得られたことから、今後の捜査方針について上司と相談することにした。

　[image: 取調べ]




⑦　16：30　当直指示

今日は6日に一度の当番勤務の日である。幹部の指示を受けて夜間帯の勤務に備える。

管内においては、夜間帯の事案も多いため、事案が発生した際には幹部に速報し、各課連携して対応するよう指示があった。




⑧　19：00　夕食

今日の夕食は警察署の近くの店舗から出前を取ることにした。いつ事案が発生しても対応することができるよう、しっかりと食べておこう。




⑨　23：00　けんか・口論事案の発生

繁華街の一角にある飲食店において、日本人と外国人のけんか・口論事案が発生している旨の通報が入ったため、急遽（きょ）現場へ臨場する。

両者から別々に事情聴取を行った結果、暴行の事実を確認することができないことなどから、再度のトラブルを防止するため、両者を説諭し落ち着かせ、別々に帰宅させる。

　[image: けんか・口論事案の発生]




⑩　翌日02：00　応援要請〜令状請求〜検挙

管内の警戒活動に従事しようとしたところ、警視庁自動車警ら隊から、「薬物使用の疑いあり、任意採尿拒否」との連絡があったため、現場に臨場する。

職務質問対象者は、その言動や腕の注射痕から薬物使用の蓋然性が高いものの、所持品検査や任意採尿に応じない。

着衣及び所持品に対する捜索差押え並びに強制採尿を実施するため、東京簡易裁判所に対し、捜索差押許可状の請求を行い、裁判官の審査を受け、令状の発付を受けた。

被疑者に対し令状を示し、着衣及び所持品に対する捜索差押えを実施したものの、覚醒剤は発見されなかったが、被疑者がなお任意採尿に応じなかったことから、採尿のため病院に移動し、強制採尿を実施した。

被疑者の尿に対し覚醒剤の予試験を実施したところ、陽性の反応を呈した。

警視庁科学捜査研究所に対し鑑定を依頼し、被疑者の尿から覚醒剤が検出された旨の連絡を受けたことなどから、被疑者を覚せい剤取締法違反（使用）で緊急逮捕した。

　[image: 応援要請]

　[image: 覚醒剤の予試験]

　[image: 警視庁科学捜査研究所に対し鑑定を依頼]




⑪　翌日08：30　翌日の当番員へ引継ぎ

逮捕した被疑者を東京地方検察庁へ送致するための準備が整ったので、送致書類の決裁を幹部から受けた。

翌日の当番員に当番中の管内の状況等について引き継ぎ、当番勤務を終了する。

今回の当番は特に忙しかった。

今日は帰ってゆっくり体を休めよう。

　[image: 翌日の当番員へ引継ぎ]




【休日】

今日は子供が通う学校の授業参観日。仕事のことを忘れ、家族のために「良きお父さん」になる。








警察活動の最前線


暴力団対策を進める中で感じること



滋賀県警察本部刑事部組織犯罪対策課暴力団対策係

赤木　亮太（あかぎ　りょうた）　警部補

　[image: けいたくん]
けいたくん



「個人的な付き合いの何が悪いんですか？」これは、外形上暴力団と関係がないように装った後援会の参加費名目で、定期的に暴力団員から金銭を徴収されていた企業経営者の言葉です。

近年、暴力団は、警察の取締りの強化や暴排意識の高まりによって、ゆすり、たかり等の伝統的な資金獲得活動を行うことが難しくなった一方、資金を得るために様々な手法を用いて法の目をかいくぐろうとしています。

前述の事件では、暴力団員は、後援会において本来要する食事代等以上の金額を徴収する「差額みかじめ」と言われる方法を用いて資金を得ていました。

そうして暴力団員が得た資金は、所属する暴力団に上納されていた上、この暴力団員は、対立する暴力団に対し、拳銃発砲事件を起こすような凶悪な犯罪者でした。

その後、当該暴力団員を逮捕し、暴力団排除条例に基づく勧告を企業経営者にも実施する中で、当初は冒頭のように話していた企業経営者も、暴力団の本性を知り、「私たちのお金が拳銃を買う資金の一部だったかもしれないと思うと恐ろしいです」と考えを改めてくれました。暴力団を社会から排除するためには、こうした地域住民一人一人の意識の変化が大切であると思います。

暴力団を壊滅するためには、地域住民が自ら暴力団との関係を遮断することが必要不可欠であり、私は今後も、県民の理解と協力を得ながら、暴力団に立ち向かっていきます。

　[image: 滋賀県警察本部刑事部組織犯罪対策課暴力団対策係　赤木　亮太（あかぎ　りょうた）　警部補]




自動車盗根絶に向けたヤード対策



茨城県警察本部生活安全部生活安全総務課安全安心まちづくり推進室ヤード対策第二係

亀田　安司（かめた　やすし）　巡査部長

　[image: ひばりくん]
ひばりくん



当県では、平成29年4月、全国で初めてヤードを悪用した自動車の盗難の防止を図ることを目的とする「茨城県ヤードにおける自動車の適正な取扱いの確保に関する条例」が施行され、当課にヤード対策班が設置されました。

私は日々、県内のヤードに赴き、ヤード条例等に基づいた立入りを実施しており、ヤードの管理者に対して指導・警告を行っているほか、悪質な違反に対しては積極的に事件化を図っています。

その中で最も印象に残っているのは、条例施行後に初めて条例違反で検挙した被疑者の捜査を担当したときのことです。当然ですが、ヤード条例違反の捜査は前例がなく、どのような捜査を行ったらよいのか、必要な捜査事項は何か等と悩み続けました。

しかし、綿密な裏付け捜査や証拠収集のほか、他の班員とお互いに知恵を出し合いながら意見交換を重ねたことで、立件に必要なポイントを発見し、無事に被疑者が起訴され捜査を終えることができました。また、この事件は、新聞・テレビ等で大きく報道されることとなりました。

ヤード対策は、外国人が関係者となることが多く、言葉の壁や文化の違い等、業務を進める上で困難な点が多々ありますが、今後とも県警が一丸となって悪質なヤードを取り締まり、自動車盗の根絶に向け全力を傾けていきたいと思います。

　[image: 茨城県警察本部生活安全部生活安全総務課安全安心まちづくり推進室ヤード対策第二係　亀田　安司（かめた　やすし）　巡査部長]



注：掲載されているキャラクターは、都道府県警察のマスコットキャラクターです。






第5章　安全かつ快適な交通の確保

第1節　交通事故情勢

交通事故による死者数（注）（以下単に「死者数」という。）は、平成4年以降減少傾向にあるが、近年では、高齢者人口の増加等を背景として、死者数の減少幅が縮小する傾向にある。このような交通事故情勢の下、28年度から32年度までを計画期間とする第10次交通安全基本計画において掲げられた、32年までに「24時間死者数を2,500人以下とし、世界一安全な道路交通を実現する」、「死傷者数を50万人以下にする」という目標を達成するため、警察では、関係機関・団体等と連携し、各種交通事故防止対策を一層推進していくこととしている。


注：交通事故発生から24時間以内の死者数








1　交通事故の現状

（1）平成29年の概況

29年中の死者数は3,694人と、警察庁が保有する昭和23年以降の統計で最少となった。また、交通事故発生件数及び負傷者数は、13年連続で減少した。

　図表5-1　交通事故の概況（平成29年）
[image: 図表5-1　交通事故の概況（平成29年）]

（2）過去10年間の死者数等の推移

平成20年と比較して、29年中の死者数は29.1％、65歳以上の死者数は19.9％減少した。また、65歳以上の人口10万人当たり死者数は36.4％減少したが、全年齢層の約2倍の水準で推移している。

さらに、29年中の死者数全体に占める65歳以上の割合は、過去最高を記録した前年より0.1ポイント低下したが、54.7％と、引き続き高い水準にある。

　図表5-2　死者数の推移（平成20～29年）
[image: 図表5-2　死者数の推移（平成20～29年）]

　図表5-3　人口10万人当たり死者数の推移（平成20～29年）
[image: 図表5-3　人口10万人当たり死者数の推移（平成20～29年）]

　図表5-4　死者数全体に占める65歳以上の割合（平成20～29年）
[image: 図表5-4　死者数全体に占める65歳以上の割合（平成20～29年）]

（3）状態別・類型別の特徴

状態別人口10万人当たり死者数をみると、歩行中、自動車乗車中、二輪車乗車中、自転車乗用中の順に多いが、平成29年中は、前年と比べていずれも減少した。

また、類型別人口10万人当たり死亡事故件数をみると、29年中は、正面衝突等（注）、横断中、出会い頭衝突の順に多い。


注：正面衝突、路外逸脱又は工作物衝突



　図表5-5　状態別人口10万人当たり死者数の推移（平成20～29年）
[image: 図表5-5　状態別人口10万人当たり死者数の推移（平成20～29年）]

　図表5-6　類型別人口10万人当たり死亡事故件数の推移（平成20～29年）
[image: 図表5-6　類型別人口10万人当たり死亡事故件数の推移（平成20～29年）]

（4）時間帯別・月別の特徴

時間帯別死亡事故件数をみると、日没と重なる17時台から19時台にかけて発生している死亡事故が多い。

また、薄暮時間帯（注）の死亡事故は、10月から12月にかけて多く発生している。


注：日没前後1時間以内



　図表5-7　時間帯別死亡事故件数（平成25～29年の合計）
[image: 図表5-7　時間帯別死亡事故件数（平成25～29年の合計）]

　図表5-8　薄暮時間帯の月別死亡事故件数（平成25～29年の合計）
[image: 図表5-8　薄暮時間帯の月別死亡事故件数（平成25～29年の合計）]






2　交通事故の分析

交通事故防止対策を一層効果的かつ効率的に推進していく上で前提となるのが交通事故分析であり、警察では、いわゆるPDCAサイクルにより、高度かつ精緻な分析に基づいた交通安全教育、交通規制、交通指導取締り等の対策を推進している。

（1）高齢運転者による死亡事故

平成29年中の75歳以上の自動車等（注1）の運転者による死亡事故件数は前年より減少し、死亡事故件数全体に占める割合は前年より低下した。しかし、過去10年間では、前者は横ばいで推移しており、後者は上昇傾向にある。

また、第1当事者（注2）の年齢層別運転免許人口10万人当たり死亡事故件数をみると、75歳以上の運転者によるものは減少傾向にあるものの、75歳未満の運転者によるものと比べて2倍以上の水準で推移しており、依然として75歳以上の運転者が死亡事故を起こしやすい状況にある。


注1：自動車、自動二輪車及び原動機付自転車

注2：交通事故の当事者のうち最も過失が重い者



　図表5-9　75歳以上の自動車等の運転者による死亡事故件数等の推移（平成20～29年）
[image: 図表5-9　75歳以上の自動車等の運転者による死亡事故件数等の推移（平成20～29年）]

　図表5-10　自動車等の運転者（第1当事者）の年齢層別運転免許人口10万人当たり死亡事故件数の推移（平成20～29年）
[image: 図表5-10　自動車等の運転者（第1当事者）の年齢層別運転免許人口10万人当たり死亡事故件数の推移（平成20～29年）]

29年中の75歳以上の自動車等の運転者による死亡事故は、人的要因別では、操作不適が最も多く、中でも、ブレーキとアクセルの踏み違いの占める割合が6.2%と、75歳未満の運転者によるものに比べて高いことなどが明らかとなっている。

　図表5-11　自動車等の運転者（第1当事者）の人的要因別死亡事故件数の内訳（平成29年）
[image: 図表5-11　自動車等の運転者（第1当事者）の人的要因別死亡事故件数の内訳（平成29年）]


CASE

大阪府警察では、従来からGIS（地理情報システム）を活用し（注）、高齢者が関係する交通事故が多発する地域を中心に交通安全教育等の対策を実施しているところ、その効果を検証した結果、効果が不十分なケースがみられたことから、詳細に分析を行い、交通事故当事者の進行方向にある商業施設や居住地域において交通安全教育等の対策を実施するなど、PDCAサイクルによる対策を推進している。


注：道路形状に交通規制、交通指導取締り等の対策や交通事故発生状況等を重ね合わせて表示させることで、これまで明らかでなかったこれらの相関を解明し、より効果的な交通安全対策の企画・立案等を行っている。



　[image: GISを活用した交通事故分析（大阪府警察作成）]
GISを活用した交通事故分析（大阪府警察作成）



（2）自転車が関係する交通事故

自転車が関係する交通事故（以下「自転車関係交通事故」という。）件数は減少傾向にあるものの、交通事故発生件数全体に占める割合は横ばいで推移しており、平成29年中は19.1%と、前年より0.9ポイント上昇した。

また、自転車関係交通事故の相手当事者別件数はいずれも減少傾向にあるが、対歩行者事故件数については減少幅が小さく、29年中は、前年より増加した。

　図表5-12　自転車関係交通事故件数の推移（平成20～29年）
[image: 図表5-12　自転車関係交通事故件数の推移（平成20～29年）]

　図表5-13　自転車関係交通事故件数の相手当事者別指数の推移（平成20～29年）
[image: 図表5-13　自転車関係交通事故件数の相手当事者別指数の推移（平成20～29年）]

29年中の自転車関係交通事故において自転車乗用中であった者のうち、ヘルメットを着用していなかった者の致死率（注1）は、ヘルメットを着用していた者に比べて3倍以上高いなど、頭部の損傷が重大事故につながりやすくなっている。

また、29年中の自転車の運転者による対歩行者死亡重傷事故（注2）については、約半数が24歳以下の運転者によるものであり、損害賠償責任保険等の加入が確認された運転者は、60.5％であった。


注1：死傷者数に占める死者数の割合

注2：自転車が第1当事者であって、相手当事者が歩行者である交通事故のうち、当該歩行者が死亡又は重傷の被害が生じた交通事故



　図表5-14　自転車乗用中のヘルメット着用・非着用別致死率（平成29年）
[image: 図表5-14　自転車乗用中のヘルメット着用・非着用別致死率（平成29年）]






第2節　交通安全意識の醸成

1　交通安全教育と交通安全活動

（1）交通安全教育

国家公安委員会は、地方公共団体、民間団体等が適切かつ効果的に交通安全教育を行うことができるようにするとともに、都道府県公安委員会が行う交通安全教育の基準とするため、交通安全教育指針を作成し、公表している。近年では、交通事故分析の結果、横断中の高齢者等が左方向から進行する車両と衝突する死亡事故が多いことが判明したことから、同指針の一部を改正し（平成29年3月施行）、高齢者等に対する交通安全教育において、当該車両の動きに十分に注意するように指導することとしている。

警察では、関係機関・団体等と連携し、同指針を基準として、教育を受ける者の年齢、心身の発達段階や通行の態様に応じた体系的な交通安全教育を実施している。

また、一定台数以上の自動車を使用する事業者等が、道路交通法の規定に基づき選任された安全運転管理者により、同指針に従って適切に交通安全教育を実施することが義務付けられていることから、安全運転管理者等を対象とした講習を行うなど必要な指導を行っている。

（2）交通安全活動

①　全国交通安全運動

広く国民に交通安全思想の普及と浸透を図るとともに、交通ルールの遵守と正しい交通マナーの実践を習慣付けることにより、交通事故防止の徹底を図るため、全国交通安全運動を毎年春と秋の2回実施している。

②　シートベルトの着用及びチャイルドシートの使用の徹底

平成29年に実施された全国調査（注1）では、後部座席同乗者のシートベルト着用率は、一般道路で36.4％、高速道路（注2）で74.4％にとどまり、チャイルドシートの使用率も64.1％にとどまっている。警察では、関係機関・団体等と連携し、衝突実験映像等を用いたシートベルトの着用効果を実感できる参加・体験・実践型の交通安全教育を行うほか、幼稚園・保育所等において、保護者に対し、道路運送車両の保安基準の細目を定める告示等に適合したチャイルドシートの使用の呼び掛けや正しい取付方法の指導をすることなどにより、これらの適正な着用・使用の徹底を図っている。


注1：警察庁と一般社団法人日本自動車連盟（JAF）の合同調査で、シートベルト着用率については同年10月に、チャイルドシートの使用率については同年4月に、それぞれ実施されたもの（http://www.jaf.or.jp/eco-safety/safety/data/index.htm）

注2：高速自動車国道及びこれと類似の性格や機能を有するもので国家公安委員会が指定する自動車専用道路



　図表5-15　後部座席同乗者のシートベルト着用率の推移（平成19～29年）
[image: 図表5-15　後部座席同乗者のシートベルト着用率の推移（平成19～29年）]

③　反射材用品等の着用促進

薄暮時・夜間に歩行者及び自転車利用者が被害に遭う交通事故を防止するため、反射材用品、LEDライト等の視認効果、使用方法等について理解を深める参加・体験・実践型の交通安全教育や関係機関・団体等と連携した広報啓発活動を実施するなど、反射材用品等の着用促進を図っている。

　[image: 反射材用品]
反射材用品

　[image: LEDライト]
LEDライト


CASE

北海道警察では、29年1月から同年3月にかけて反射材用品のデザインを公募し、最優秀賞を受賞した中学生考案のデザインを使用して、道内の企業と連携し、反射材用品「サクラリフレクター」を製品化した。「サクラリフレクター」は、全国交通安全運動期間中の啓発活動において使用されたほか、スーパーマーケットやインターネットを通じて販売されるなど、反射材用品の着用促進方策の一つとして活用されている。

　[image: サクラリフレクター]
サクラリフレクター








2　子供の安全確保

（1）子供が関係する交通事故の状況

平成29年中の15歳以下の子供の死者数は67人であり、これを状態別にみると、歩行中が41.8％、自転車乗用中が19.4％を占めている。また、15歳以下の子供の人口10万人当たり死者数及び死傷者数の推移をみると、いずれも全年齢層に比べて減少率が大きい。

　図表5-16　15歳以下の人口10万人当たり死者数の推移（平成20～29年）
[image: 図表5-16　15歳以下の人口10万人当たり死者数の推移（平成20～29年）]

　図表5-17　15歳以下の人口10万人当たり死傷者数の推移（平成20～29年）
[image: 図表5-17　15歳以下の人口10万人当たり死傷者数の推移（平成20～29年）]

（2）小学生及び中学生が関係する交通事故の状況

小学生及び中学生の死者数及び死傷者数を状態別にみると、歩行中では、保護者から離れて登下校を行うようになった直後の時期である小学校1年生の死傷者数が最多であり、死者数は小学校6年生の8倍となっている。また、自転車乗用中では、自転車での登下校が増加する中学校1年生の死傷者数が小学校6年生の約2倍となっている。

　図表5-18　小学生及び中学生の状態別死者数（平成25〜29年の合計）
[image: 図表5-18　小学生及び中学生の状態別死者数（平成25〜29年の合計）]

　図表5-19　小学生及び中学生の状態別死傷者数（平成25〜29年の合計）
[image: 図表5-19　小学生及び中学生の状態別死傷者数（平成25〜29年の合計）]

（3）子供の交通事故防止対策

警察では、心身の発達段階に応じた段階的かつ体系的な交通安全教育を推進している。

幼児に対しては、チャイルドシートの使用等の幼児に特有の内容のほか、自らの判断で行動する歩行者となるために基本となる交通ルールや交通マナー等を習得させるため、幼稚園・保育所等及び保護者等と連携して、腹話術や紙芝居等の視聴覚に訴える教育手法を取り入れた交通安全教室等を実施している。

児童に対しては、歩行者及び自転車利用者として必要な技能・知識を習得させるとともに、道路交通における危険を予測し、これを回避して安全に通行する意識及び能力を高めるため、小学校、PTA等と連携した交通安全教育を実施している。

中学生に対しては、自転車で安全に道路を通行するために必要な技能・知識を習得させるとともに、自己の安全だけでなく他人の安全にも配慮できるようにするため、中学校、PTA等と連携した自転車教室等を実施している。

また、通学路の定期的な合同点検等の結果を踏まえ、警察による対策が必要な箇所において、教育委員会、学校、道路管理者等と連携し、信号機や横断歩道の設置等による道路交通環境の整備、通学路の危険箇所を取り上げた具体的な交通安全教育等を推進している。

　[image: 保育所と連携した交通安全教育]
保育所と連携した交通安全教育






3　高齢者の安全確保

（1）高齢者が関係する交通事故の状況

平成29年中の65歳以上の高齢者の死者数は2,020人であり、これを状態別にみると、歩行中が48.1％、自動車乗車中が28.7％、自転車乗用中が16.1％を占めている。また、歩行中死者数については、65歳以上の高齢者が全体の約7割を占めており、人口10万人当たり死者数を年齢層別にみると、おおむね年齢層が高いほど多くなる傾向にある。

　図表5-20　歩行中死者数の推移（平成20～29年）
[image: 図表5-20　歩行中死者数の推移（平成20～29年）]

　図表5-21　年齢層別人口10万人当たり歩行中死者数の推移（平成20～29年）
[image: 図表5-21　年齢層別人口10万人当たり歩行中死者数の推移（平成20～29年）]

（2）高齢者の交通事故防止対策

警察では、運転免許を保有していない高齢者を含め、交通ルールの遵守や交通安全意識の醸成を促すため、関係機関・団体等と連携し、交通事故が多発している交差点等における交通ルールの遵守の呼び掛けや、医療機関、福祉施設等における広報啓発活動を行っているほか、高齢者が加齢に伴う身体機能の変化が行動に及ぼす影響等を理解し、自ら納得して安全な交通行動を実践することができるよう、シミュレーター等の各種教育用機材を積極的に活用した参加・体験・実践型の交通安全教育を実施している。また、夜間に横断中の死亡事故が多いという高齢者の交通行動の傾向等を踏まえ、これを周知するとともに、反射材用品等の着用促進を図っている。

さらに、高齢運転者に対する教育、安全運転サポート車（注1）の官民一体となった普及啓発等の高齢運転者の交通事故防止対策（注2）や交通環境の整備による高齢者の安全確保に向けた取組（注3）を推進している。


注1：169頁参照

注2：168、169頁参照

注3：175頁参照



　[image: 参加・体験・実践型の交通安全教育]
参加・体験・実践型の交通安全教育






4　自転車の安全利用の促進

（1）自転車関係交通事故の状況

自転車関係交通事故件数は減少傾向にあるものの、依然として交通事故発生件数の約2割を占めている。平成29年中の自転車乗用中死者数（注）は480人と、前年より29人（5.7％）減少したが、法令違反別にみると、自転車側の約8割に何らかの法令違反があり、中でも、運転操作不適及び安全不確認が多い。


注：自転車乗用中死者数は、第1・2当事者以外の当事者を含むため、必ずしも自転車乗用中死者（第1・2当事者）数と一致しない。



　図表5-22　自転車乗用中死者（第1・2当事者）数の推移（平成20～29年）
[image: 図表5-22　自転車乗用中死者（第1・2当事者）数の推移（平成20～29年）]

（2）良好な自転車交通秩序の実現のための対策

警察では、平成29年5月に施行された自転車活用推進法等を踏まえつつ、関係機関・団体等と連携して、自転車の安全利用の促進を図っている。

①　自転車通行環境の確立

警察では、歩行者、自転車及び自動車のいずれも安全かつ適切に通行できるよう、道路管理者と連携して、自転車専用の走行空間（自転車専用通行帯（注1）及び自転車道（注2））を整備するとともに、普通自転車（注3）の歩道通行を可能とする交通規制の実施場所の見直し（注4）等を通じて自転車と歩行者の安全確保を図っている。


注1：交通規制により指定された自転車専用の車両通行帯

注2：縁石線や柵等の工作物によって分離された自転車専用の走行空間

注3：車体の大きさと構造が一定の基準に適合する二輪又は三輪の自転車で、他の車両を牽（けん）引していないもの

注4：道路交通法では、普通自転車は車道通行が原則とされているところ、道路標識等により歩道通行を可能とする交通規制を実施することができるが、幅員3メートル未満の歩道においては、歩行者の通行量や保育施設等の存在といった沿道環境等を総合的に勘案し、当該交通規制を原則廃止する方針に基づく見直しを実施している。



　[image: 自転車専用通行帯の設置例（大阪府高槻市）]
自転車専用通行帯の設置例（大阪府高槻市）

②　自転車利用者に対するルール等の周知徹底

警察では、地方公共団体、学校、自転車関係事業者等と連携し、「自転車安全利用五則」（注）を活用するなどして、全ての年齢層の自転車利用者に対して、自転車は車道通行が原則であることなどの自転車の通行ルール等の周知を図っている。

また、ルールを守らなかった場合の罰則や交通事故発生の危険性、交通事故の加害者となった場合の責任の重大性、損害賠償責任保険への加入の必要性等の周知を図るとともに、交通事故の被害を軽減するための対策として、ヘルメットの着用や幼児を自転車に乗車させる場合のシートベルトの着用の促進を図っている。


注：「自転車は、車道が原則、歩道は例外」、「車道は左側を通行」、「歩道は歩行者優先で、車道寄りを徐行」、「安全ルールを守る（飲酒運転・二人乗り・並進の禁止、夜間はライトを点灯及び交差点での信号遵守と一時停止・安全確認）」及び「子供はヘルメットを着用」を内容とし、19年7月に中央交通安全対策会議（交通安全対策基本法により、内閣府に置かれ、内閣総理大臣を会長とし、関係する大臣等を委員とする会議）交通対策本部で決定された「自転車の安全利用の促進について」において、自転車の通行ルールの広報啓発に当たって活用することとされたもの



③　自転車安全教育の推進

警察では、関係機関・団体等と連携して、児童・生徒や高齢者等に対する自転車安全教育を推進しており、教育内容の充実を図っている。29年中、児童・生徒や高齢者等を対象に、自転車シミュレーターを活用するなどした参加・体験・実践型等の自転車教室を全国で約4万6,000回開催し、約500万人が受講した。

④　自転車利用者に対する指導取締りの推進

警察では、自転車指導啓発重点地区・路線（注）を中心に、自転車利用者の無灯火、二人乗り、信号無視、一時不停止等に対し、指導警告を行うとともに、悪質・危険な交通違反に対しては検挙措置を講ずるなど、厳正に対処している。

また、交通の危険を生じさせるおそれのある一定の違反行為を反復して行った自転車の運転者を対象とする自転車運転者講習を実施しており、29年中は122人が受講した。


注：自転車関係交通事故の発生状況、地域住民の苦情・要望等を踏まえ、全国1,838か所（29年末現在）を指定し、自転車利用者に対する街頭における指導啓発活動等を推進している。



　図表5-23　自転車利用者に対する指導取締り状況（平成29年）
[image: 図表5-23　自転車利用者に対する指導取締り状況（平成29年）]






5　飲酒運転の根絶に向けた警察の取組

（1）飲酒運転の根絶に向けた規範意識の確立

平成29年中の飲酒運転による交通事故件数は3,582件と、17年連続で減少し、このうち飲酒死亡事故件数は204件と、前年より9件（4.2％）減少した。

飲酒運転の死亡事故率（注1）は、飲酒運転以外のものと比べて約8.3倍も高く、飲酒運転は、極めて悪質・危険な犯罪行為である。

警察では、飲酒運転の危険性、飲酒運転による交通事故の実態、飲酒運転につながるアルコール依存症に関する正しい知識等について積極的に広報するとともに、飲酒が運転等に与える影響について理解を深めるため、運転シミュレーターや飲酒体験ゴーグルを活用した参加・体験・実践型の交通安全教育を推進している。

また、酒類の製造・販売業、酒類提供飲食業等の関係業界に対して飲酒運転を防止するための取組を要請しているほか、一般財団法人全日本交通安全協会等が推進している「ハンドルキーパー運動」（注2）への参加を国民に呼び掛けるなど、関係機関・団体等と連携して「飲酒運転をしない、させない」という国民の規範意識の確立を図っている。


注1：交通事故発生件数に占める死亡事故件数の割合

注2：自動車によりグループで酒類提供飲食店に来たときには、その飲食店の協力を得て、グループ内で酒を飲まず、ほかの者を自宅まで送る者（ハンドルキーパー）を決め、飲酒運転を根絶しようという運動



　図表5-24　飲酒運転の死亡事故率（平成29年）
[image: 図表5-24　飲酒運転の死亡事故率（平成29年）]

（2）飲酒運転根絶の受け皿としての運転代行サービスの普及促進

飲酒運転根絶の観点からは、その受け皿としての運転代行サービスの普及促進を図っていく必要がある。警察庁では、国土交通省と共に策定した「安全・安心な利用に向けた自動車運転代行業の更なる健全化対策」に基づき、自動車運転代行業の健全化及び利用者の利便性・安心感の向上を図るための施策を推進している。

　図表5-25　自動車運転代行業の認定業者数等の推移（平成25～29年）
[image: 図表5-25　自動車運転代行業の認定業者数等の推移（平成25～29年）]

（3）飲酒運転の取締り

飲酒運転の根絶に向け、警察では引き続き厳正な取締りを推進するとともに、車両等提供、酒類提供及び要求・依頼しての同乗に対する罰則規定の適用を推進している。

　図表5-26　飲酒運転の取締り件数（平成29年）
[image: 図表5-26　飲酒運転の取締り件数（平成29年）]

　[image: 飲酒検問の状況]
飲酒検問の状況






6　高速道路における交通警察活動

（1）高速道路ネットワークと交通事故の状況

平成29年末現在、高速道路は198路線であり、その総延長距離は1万2,400キロメートルを超えている。29年中の高速道路における死者数は169人と、前年より27人（13.8％）減少した。

　図表5-27　高速道路における交通事故発生件数・死者数・負傷者数の推移（平成20～29年）
[image: 図表5-27　高速道路における交通事故発生件数・死者数・負傷者数の推移（平成20～29年）]

（2）高速道路における交通の安全と円滑の確保

①　道路管理者と連携した交通安全対策

警察では、交通事故の発生状況を詳細に分析し、死亡事故等の発生地点や交通事故の多発地点等における現場点検を道路管理者と共同して実施し、必要な対策を協議・検討するとともに、パトロール等を強化している。特に、逆走が原因となる交通事故や、中央帯がなく、往復の方向別に分離されていない区間における対向車線へのはみ出しによる交通事故が後を絶たないことから、道路管理者と連携し、誤進入防止のための交通安全施設等の整備や、対向車線へのはみ出しを防止するため、道路の中央部へのワイヤロープの設置等を推進している。また、渋滞発生時には、的確な臨時交通規制を実施するほか、迅速に道路管理者と情報共有を行うことで、道路情報板や後尾警戒車の活用等による渋滞区間における追突事故の防止を図っている。

　[image: ワイヤロープの設置例（北海道縦貫自動車道）]
ワイヤロープの設置例（北海道縦貫自動車道）

②　安全利用のための広報啓発及び交通安全教育

警察では、高速道路の安全利用のため、関係機関・団体等と連携して、交通事故の発生状況や逆走の危険性等に関する広報啓発活動を行うとともに、車両故障や交通事故等により運転が困難となった場合の措置等に関する参加・体験・実践型の交通安全教育を行っている。

③　交通事故防止に資する交通指導取締り

警察では、著しい速度超過や飲酒運転、車間距離保持義務違反、通行帯違反等の悪質性・危険性の高い違反に重点を置いた取締りを推進している。また、全ての座席でのシートベルトの着用及びチャイルドシートの使用の徹底を図るため、サービスエリア等における貸切バスの乗客等へのシートベルト着用を促す声掛けや、関係機関・団体等と連携した普及啓発活動を推進するとともに、平成29年中はシートベルト装着義務違反を15万7,963件取り締まった。

④　高規格の高速道路における規制速度の引上げ

28年3月に学識経験者等から構成される調査研究委員会において取りまとめられた「高規格の高速道路における速度規制の見直しに関する提言」では、構造適合速度（注）が120キロメートル毎時の高規格の高速道路のうち、交通事故の発生状況や車両の走行速度等に関する一定の条件を満たす区間については、規制速度を100キロメートル毎時を超える速度に引き上げることが可能であるとされた。これを踏まえ、29年11月には新東名高速道路の新静岡インターチェンジから森掛川インターチェンジまでの区間において、同年12月には東北自動車道の花巻南インターチェンジから盛岡南インターチェンジまでの区間において、それぞれ規制速度を110キロメートル毎時へ引き上げる試行を開始した。今後は、試行期間における交通事故実態、車両の走行速度の変化等について検証した上、両区間の規制速度を120キロメートル毎時に引き上げること及び他の路線又は区間の規制速度を引き上げることの可否について検討を行う予定である。


注：道路の構造等を基に、数キロメートル単位の区間ごとに算出した道路の設計速度に相当する値








第3節　きめ細かな運転者施策による安全運転の確保

1　運転者教育

（1）運転者教育の体系

運転者教育の機会は、運転免許を受ける過程及び運転免許を受けた後における各段階に体系的に設けられており、その流れは次のとおりである。

　図表5-28　運転者教育の体系
[image: 図表5-28　運転者教育の体系]

（2）運転免許を受けようとする者に対する教育の充実

運転免許を受けようとする者は、都道府県公安委員会の行う運転免許試験を受けなければならないが、指定自動車教習所（注1）の卒業者は、このうち技能試験が免除される。

指定自動車教習所は、初心運転者教育の中心的役割を担うことから、警察では教習指導員の資質の向上を図るなどして、指定自動車教習所における教習の充実に努めている。

全国で平成29年末現在1,330か所ある指定自動車教習所の卒業者で、29年中に運転免許試験に合格した者の数は、154万1,620人となっている。

また、運転免許を受けようとする者は、その種類に応じ、安全運転に関する知識や技能等を習得するための講習（取得時講習）を受講することが義務付けられているところ、指定自動車教習所又は特定届出自動車教習所（注2）を卒業した者はこれと同内容の教育を受けているため、受講が免除される。


注1：職員、施設及び運営方法が一定の基準に適合するものとして都道府県公安委員会が指定した自動車教習所

注2：届出自動車教習所（所在地を管轄する都道府県公安委員会に対して、名称や所在地等の届出を行った自動車教習所）のうち、職員、施設、教習方法等が一定の基準に適合するものとして都道府県公安委員会が指定した教習課程を行う自動車教習所



　図表5-29　取得時講習の実施状況（平成29年）
[image: 図表5-29　取得時講習の実施状況（平成29年）]

（3）運転免許取得後の教育の充実

①　きめ細かな更新時講習の実施

更新時講習は、運転免許証の更新の機会に定期的に講習を行うことにより、安全な運転に必要な知識を補い、運転者の安全意識を高めることを目的としている。この講習は、受講対象者を法令遵守の状況等により優良運転者、一般運転者、違反運転者及び初回更新者に区分して実施している。

　図表5-30　更新時講習の実施状況（平成29年）
[image: 図表5-30　更新時講習の実施状況（平成29年）]

②　危険運転者の改善のための教育

道路交通法等に違反する行為をし、累積点数が一定の基準に該当した者や行政処分を受けた者に対しては、その危険性の改善を図るための教育として、初心運転者講習、取消処分者講習、停止処分者講習及び違反者講習を実施している。

特に、飲酒運転者対策として、飲酒運転違反者に対する一層効果的な教育を目的とした、AUDIT（注1）、ブリーフ・インターベンション（注2）等の飲酒行動の改善のためのカリキュラムを盛り込んだ取消処分者講習（飲酒取消講習）を全国で実施し、受講者の飲酒行動の改善や飲酒運転に対する規範意識の向上を図っている。また、停止処分者講習等において、飲酒運転違反者を集めて行う飲酒学級を設け、運転シミュレーター、飲酒体験ゴーグル等を活用した酒酔いの疑似体験、飲酒運転事故の被害者遺族による講義を実施するなど、教育内容の充実を図っている。


注1：Alcohol Use Disorders Identification Testの略。世界保健機関（WHO）がスポンサーになり、数か国の研究者によって作成された「アルコール使用障害に関するスクリーニングテスト」で、面接又は質問紙により、その者が危険・有害な飲酒習慣を有するかどうかなどを判別するもの

注2：受講者に、自身が設定した日々の飲酒量等に関する目標の達成状況を一定期間記録させた上で、その記録内容に基づき、受講者ごとに問題飲酒行動及び飲酒運転の抑止のための指導を行うもの



　図表5-31　危険運転者の改善のための教育の実施状況（平成29年）
[image: 図表5-31　危険運転者の改善のための教育の実施状況（平成29年）]

③　自動車教習所における交通安全教育

自動車教習所は、いわゆるペーパードライバー教育をはじめとする運転免許保有者に対する交通安全教育も行っており、地域における交通安全教育センターの役割を果たしている。都道府県公安委員会は、認定制度により、こうした教育の水準の向上と普及を図っている。






2　高齢運転者の交通事故防止対策の推進

（1）高齢運転者に対する教育等

更新期間が満了する日における年齢が70歳以上の者は、運転免許証を更新する際、高齢者講習の受講が義務付けられている。また、更新期間が満了する日における年齢が75歳以上の者は、満了する日より前の6月以内に、認知機能検査を受けることが義務付けられており、同検査の結果に応じた高齢者講習を受講することとされている。

また、平成29年3月からは、一定の違反行為（注）をした75歳以上の運転者に対して臨時認知機能検査を行い、その結果が直近の認知機能検査の結果と比較して悪化した者等については、臨時高齢者講習を実施している。さらに、運転免許証の更新時の認知機能検査又は臨時認知機能検査の結果、認知症のおそれがあると判定された者については、その者の違反状況にかかわらず、医師の診断を要することとしている。


注：信号無視、通行区分違反、一時不停止等の認知機能が低下した場合に行われやすい違反行為



　図表5-32　更新時の認知機能検査及び臨時認知機能検査の実施状況（平成29年）
[image: 図表5-32　更新時の認知機能検査及び臨時認知機能検査の実施状況（平成29年）]

　図表5-33　高齢者講習及び臨時高齢者講習の実施状況（平成29年）
[image: 図表5-33　高齢者講習及び臨時高齢者講習の実施状況（平成29年）]

（2）運転免許証の自主返納（申請による運転免許の取消し）

身体機能の低下等を理由に自動車の運転をやめる際には、運転免許の取消しを申請して運転免許証を返納することができるが、その場合には、返納後5年以内に申請すれば、運転経歴証明書の交付を受けることができる。この運転経歴証明書は、金融機関の窓口等で犯罪収益移転防止法の本人確認書類として使用することができる。

警察では、申請による運転免許の取消し及び運転経歴証明書制度の周知を図るとともに、運転免許証を返納した者への支援について、地方公共団体をはじめとする関係機関・団体等に働き掛けるなど、自動車の運転に不安を有する高齢者等が運転免許証を返納しやすい環境の整備に向けた取組を進めている（注）。


注：一般社団法人全日本指定自動車教習所協会連合会のウェブサイト（http://www.zensiren.or.jp/kourei/）において、運転免許証を自主返納した者等を対象とした各種支援施策について紹介している都道府県警察等のウェブページを集約し、高齢者等への情報提供に取り組んでいる。



　図表5-34　申請による運転免許の取消し件数及び運転経歴証明書の交付件数の推移（平成25～29年）
[image: 図表5-34　申請による運転免許の取消し件数及び運転経歴証明書の交付件数の推移（平成25～29年）]

　[image: 運転経歴証明書の様式]
運転経歴証明書の様式

　[image: 運転免許証の自主返納に関する広報ポスター]
運転免許証の自主返納に関する広報ポスター


CASE

山形県警察では、平成28年3月から、警察署及び運転免許試験場に加え、県内の全ての交番・駐在所において、運転免許証の自主返納や運転経歴証明書の交付の申請を受け付けているほか、運転経歴証明書の交付については、交番・駐在所だけでなく、地域警察官が巡回連絡の際に申請者の自宅でも行うことができるようにするなど、高齢者等の利便性の向上を図っている。



（3）高齢運転者交通事故防止対策に関する有識者会議

高齢運転者による交通死亡事故の発生状況等を踏まえ、高齢運転者の交通事故防止対策に政府一丸となって取り組むため、平成28年11月に、「高齢運転者による交通事故防止対策に関する関係閣僚会議」が開催されたほか、同月、中央交通安全対策会議交通対策本部の下に、関係省庁の局長等から構成される「高齢運転者交通事故防止対策ワーキングチーム」が設置された。

警察庁では、29年1月から、「高齢運転者交通事故防止対策に関する有識者会議」を開催し、高齢運転者に係る詳細な事故分析を行い、専門家の意見を踏まえ、高齢者の特性が関係する事故を防止するために必要な方策を幅広く検討した。同会議では、改正道路交通法の確実な施行に関する取組を引き続き推進すべきとされた一方、高齢者の運転リスクとして、認知症や視野障害のほか、反射神経の鈍化や筋力の衰え等の加齢に伴う身体機能の低下について指摘がなされ、運転免許証の自主返納、先進安全技術の普及啓発等に向けた取組を推進すべきとされるなど、多角的かつ幅広い議論が行われ、同年6月には「高齢運転者交通事故防止対策に関する提言」が取りまとめられた。

警察では、同提言も踏まえ、運転適性相談の充実・強化、高齢者講習の適切な実施、自動車教習所を活用した交通安全教育等の高齢運転者による安全運転の継続を可能とするための支援を行うとともに、運転免許証の自主返納後における移動手段の確保等の高齢運転者の特性等に応じたきめ細かな対策を推進している。また、同会議の下に、同提言において調査研究を実施すべきとされた認知症、視野障害及びその他の加齢に伴う身体機能の低下という高齢者の運転リスクにそれぞれ対応する3つの分科会（注）を開催し、調査研究を進めている。


注：「認知機能と安全運転の関係に関する調査研究」分科会、「視野と安全運転の関係に関する調査研究」分科会及び「高齢者の特性等に応じたきめ細かな対策の強化に向けた運転免許制度の在り方等に関する調査研究」分科会




MEMO　安全運転サポート車（サポカー（注1）・サポカーS（注2）） の普及啓発

衝突被害軽減ブレーキやペダル踏み間違い時加速抑制装置等の先進安全技術を搭載した安全運転サポート車の普及啓発については、高齢運転者による交通事故防止対策の一環として、官民一体となって取り組む必要がある。警察では、自動車メーカー等と連携しつつ、運転免許センター等の警察施設や指定自動車教習所等において、安全運転サポート車の試乗会等、同車の普及啓発に関する各種イベントを実施している。

また、先進安全技術は、条件によっては適切に作動しない場合があることなど、その機能の限界や使用上の注意点を正しく理解し、機能を過信せずに責任を持って安全運転を行わなければならない旨の周知を図っている。


注1：衝突被害軽減ブレーキを搭載した自動車

注2：衝突被害軽減ブレーキに加え、ペダル踏み間違い時加速抑制装置等を搭載した自動車



　[image: サポカー・サポカーSに関する広報ポスター]
サポカー・サポカーSに関する広報ポスター








3　様々な運転者へのきめ細かな対策

（1）運転者の危険性に応じた行政処分の実施

警察では、道路交通法違反を繰り返し犯す運転者や重大な交通事故を起こす運転者を道路交通の場から早期に排除することによって交通の安全を図るため、運転免許の行政処分を厳正かつ迅速に実施している。

また、近年、一般の運転者に危険を感じさせるような悪質・危険な運転行為（いわゆるあおり運転）が社会問題化しており、妨害行為を繰り返しながら相手の車両を執拗に追い回すなど、運転行為が暴行と認められる場合及びいわゆるあおり運転等に起因するトラブルが暴行、傷害等の事案に発展した場合について、積極的に行政処分を行うこととしている。

　図表5-35　運転免許の行政処分件数の推移（平成25～29年）
[image: 図表5-35　運転免許の行政処分件数の推移（平成25～29年）]

（2）運転適性相談の充実等

警察では、加齢に伴う身体機能の低下等のため自動車等の安全な運転に不安のある高齢運転者やその家族、身体の障害や一定の症状を呈する病気等のため自動車等の安全な運転に支障のある者等からの相談を受け付けるため、運転適性相談窓口を設けている。

また、運転適性相談窓口に、看護師等の医療系専門職員をはじめとする専門知識の豊富な職員を配置する（注）とともに、適切な相談場所を確保するなどして、相談者のプライバシーの保護のために特段の配慮をしているほか、職員による町内会への訪問や警察署への巡回等によって相談を積極的に受け付けるなど、運転者等が相談しやすい環境の整備に努めている。

さらに、相談終了後も運転者等に連絡して継続的な対応を図ったり、患者団体や医師会等と密接に連携し、必要に応じて相談者に専門医を紹介したりするなど、運転適性相談の充実を図っている。

このほか、運転免許センターや警察署におけるポスターの掲示、都道府県警察のウェブサイトの活用等により、運転適性相談窓口の周知徹底を図っている。


注：平成30年4月現在、29都道府県で48人の医療系専門職員が配置されている。



　図表5-36　運転適性相談の受理件数の推移（平成25～29年）
[image: 図表5-36　運転適性相談の受理件数の推移（平成25～29年）]

　[image: 運転適性相談の状況]
運転適性相談の状況

（3）国際化への対応

警察では、日本語を解さない外国人が運転免許を取得するなどし、安全に自動車等を運転することができるよう、外国語による学科試験の実施、更新時講習等における外国語版教本の活用等を推進している。

また、外国等の行政庁等の運転免許を有する者については、一定の条件の下に運転免許試験の一部を免除できる制度があり、平成29年中の同制度による運転免許証の交付件数は3万9,188件であった。

さらに、外国人運転者のための外国語による安全教育DVDを作成し、その活用を図るとともに、地域の実情に応じ、外国人運転者に対する安全教育の充実を図っている。

　図表5-37　外国等の行政庁等の運転免許証を有する者に対する運転免許試験の一部免除の流れ
[image: 図表5-37　外国等の行政庁等の運転免許証を有する者に対する運転免許試験の一部免除の流れ]

（4）運転免許手続等の利便性の向上と国民負担の軽減

警察では、運転免許証の更新に係る利便性の向上と国民の負担の軽減のため、更新免許証の即日交付、日曜日の申請受付、警察署における更新窓口の設置、申請書の写真添付の省略等の施策を推進している。

平成29年中は、全国で1,084か所の運転免許証の更新窓口において、1,793万4,787件の更新免許証を交付しており、このうち即日交付は1,435万603件であった。

また、障害者の利便性向上のため、試験場施設のバリアフリー化等の整備・改善、漢字に振り仮名を付けた学科試験の実施、字幕入り安全教育DVDの活用、身体障害者用に改造された持込車両を用いた技能試験の実施等を推進するとともに、指定自動車教習所等に対して、身体障害者の教習に使用できる車両や取付部品の整備を促すなど、障害者に係る教習体制の充実について指導している。

（5）運転者の特性に応じた運転者標識

運転者は、自動車を運転するときに、一定の条件に該当する場合は、それぞれの条件に応じて、車両の前面及び後面に初心運転者標識、高齢運転者標識（注）又は聴覚障害者標識を表示することが義務付けられているほか、表示義務がない場合であっても、身体の状態が自動車の運転に影響を及ぼすおそれがあるときなどは、高齢運転者標識又は身体障害者標識を表示するよう努めなければならないとされている。これらの標識は、他の車両の運転者に注意を喚起するとともに、標識を表示した自動車を保護することなどによって交通事故防止を図るものであり、これらの標識を表示した自動車に対する幅寄せや割込みは禁止されている。


注：高齢運転者標識は、平成23年に様式が変更されたが、変更前の標識（「もみじマーク」）についても、当分の間、表示することができる。
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第4節　交通環境の整備

1　交通実態を踏まえた交通環境の整備

（1）交通安全施設等整備事業の推進

警察では、交通の安全と円滑を確保するため、信号機や道路標識をはじめとする交通安全施設等の整備を進めている。

交通安全施設等の整備については、昭和41年以降、多発する交通事故を緊急かつ効果的に防止するため、交通安全施設等整備事業長期計画に即して推進してきたが、平成15年以降は、交通安全施設等、道路、港湾等の社会資本の整備に関して従来の事業分野別の長期計画を統合した「社会資本整備重点計画」に即して推進している。

27年度から32年度においては、当該期間を計画期間とする第4次社会資本整備重点計画に即して、重点的、効果的かつ効率的に交通安全施設等の整備を推進することとしている。

　図表5-38　主な交通安全施設等整備状況
[image: 図表5-38　主な交通安全施設等整備状況]

　図表5-39　警察の整備する交通安全施設等
[image: 図表5-39　警察の整備する交通安全施設等]

　図表5-40　第4次社会資本整備重点計画の概要（警察関連部分）
[image: 図表5-40　第4次社会資本整備重点計画の概要（警察関連部分）]

一方、整備後長期間が経過した信号機等の老朽化対策が課題となっており、警察庁では、25年11月にインフラ老朽化対策の推進に関する関係省庁連絡会議において策定された「インフラ長寿命化基本計画」に基づき、27年3月、警察関連施設の維持管理・更新等を着実に推進するための中長期的な取組の方向性を明らかにする「警察庁インフラ長寿命化計画」を策定した。警察では、同計画等に即して、交通安全施設等の整備状況を把握・分析した上で、中長期的な視点に立った老朽施設の更新、交通環境の変化等により効果が低下した施設の撤去、施設の長寿命化等による戦略的なストック管理、ライフサイクルコストの削減等に努めている。

　[image: 整備後長期間が経過した信号機]
整備後長期間が経過した信号機


MEMO　コスト削減を図った新たな信号機の導入

警察では、信号機の設置・運用コストの削減を目的として、平成26年度から、小型の車両用灯器の開発及び実証実験を行った。当該実証実験の結果を踏まえ、29年6月から、明るさを保ったままで、信号表示面の直径を30センチメートルから25センチメートルに変更するなどした車両用灯器が、全国で順次導入されている。

　図表5-41　コスト削減を図った新たな信号機
[image: 図表5-41　コスト削減を図った新たな信号機]



（2）交通管制システムの整備

都市部では道路交通が複雑化・過密化し、交通渋滞、交通公害及び交通事故の一因となっているため、警察では、交通管制システムにより、道路交通を効率的に管理して、交通の安全と円滑の確保を図っている。

具体的には、車両感知器等から収集した交通量や走行速度等の情報を分析し、交通状況に即応した信号の制御を行うことで、車両の流れをコントロールしているほか、収集した交通情報を交通情報板や光ビーコン等を活用して提供することで、交通流・交通量の誘導及び分散を図るなどの対策を講じている。

　図表5-42　交通管制システム
[image: 図表5-42　交通管制システム]

（3）交通実態の変化等に即した交通規制

警察では、地域の交通実態を踏まえ、速度、駐車等に関する交通規制や交通管制の内容について常に点検・見直しを図るとともに、道路整備、地域開発、商業施設の新設等による交通事情の変化に対しても、これを的確に把握してソフト・ハード両面での総合的な対策を実施することにより、安全で円滑な交通流の維持を図っている。

このうち、速度規制については、平成25年12月に有識者懇談会において取りまとめられた「交通事故抑止に資する取締り・速度規制等の在り方に関する提言」を踏まえ、一般道路（注1）において、実勢速度（注2）、交通事故発生状況等を勘案しつつ、規制速度の引上げ、規制理由の周知措置等を計画的に推進している。26年度から28年度にかけて実施した最高速度規制の見直しについて分析した結果、規制速度が引き上げられた多くの路線で実勢速度の上昇傾向や交通事故の増加傾向はみられなかった。

また、26年から、交通事故の減少や被害の軽減、交差点における待ち時間の減少、災害時の対応力の向上等の効果が見込まれる環状交差点の適切な箇所への導入を推進しており、29年度末までに75か所で導入された。

さらに、信号制御については、歩行者・自転車の視点で、信号をより守りやすくするために、横断実態等を踏まえた信号表示の調整等の運用の改善を推進している。


注1：生活道路において推進している速度抑制対策については、175頁参照

注2：例えば、ある区間を走行する100台の自動車の走行速度を低いものから順に並べた場合、85番目のものの速度



　[image: 環状交差点（福岡県宗像市）]
環状交差点（福岡県宗像市）

（4）警察による交通情報提供

警察では、交通管制システムにより収集・分析したデータを交通情報板やVICS（注1）等を通じて交通情報として広く提供し、運転者が混雑の状況や所要時間を的確に把握して安全かつ快適に運転できるようにすることにより、交通の流れを分散させ、交通渋滞や交通公害の緩和を促進している。

また、関係団体の協力の下、警察が保有するリアルタイムの交通情報をカーナビゲーション装置等にオンラインで提供するシステムを構築するなど、民間の交通情報提供事業の高度化を支援するとともに、交通情報の提供に関する指針を定め、当該事業が交通の安全と円滑に資するものとなるよう働き掛けている。さらに、民間事業者が保有するプローブ情報（注2）を活用しつつ、災害時に通行実績情報等の交通情報を提供するためのシステムを整備・運用している。

このほか、平成29年3月から、警察が保有する交通規制情報及び断面交通量情報（注3）を関係団体のウェブサイト（注4）を通じて提供している。


注1：Vehicle Information and Communication System（道路交通情報通信システム）の略。光ビーコン等を通じてカーナビゲーション装置に対して交通情報を提供するシステムで、時々刻々変動する道路交通の状況をリアルタイムで地図画面上に表示することができるほか、図形・文字でも分かりやすく表示することができる。

注2：カーナビゲーションに蓄積された走行履歴情報

注3：道路上の特定の地点を単位時間当たりに通過する車両台数情報

注4：http://public-data.jartic-raws.durasite.net/opendata.html



　[image: VICS対応型カーナビゲーション装置の画面表示例]
VICS対応型カーナビゲーション装置の画面表示例

（5）交通管理等による環境対策

警察では、沿道地域の交通公害の状況や道路交通の実態に応じて、通過車両の走行速度を低下させてエンジン音や振動を抑えるための最高速度規制、エンジン音や振動の大きい大型車を沿道から遠ざけるための中央寄り車線規制等の対策を実施している。

また、エコドライブ（環境負荷の軽減に配慮した自動車の使用）は、環境保全効果だけでなく交通事故防止にも一定の効果が期待されることから、「エコドライブ10のすすめ」（注）を活用し、毎年11月をエコドライブ推進月間に設定して、エコドライブの普及を促進している。

さらに、交通状況に即応した信号の制御により、交差点における車両の停止・発進回数を低減させることで、騒音、振動及び排出ガスの発生を抑え、交通公害の低減を図っている。


注：警察庁、経済産業省、国土交通省及び環境省から構成されるエコドライブ普及連絡会において、エコドライブの効果や取り組みやすさ等を考慮して策定したもの



　図表5-43　エコドライブ10のすすめ
[image: 図表5-43　エコドライブ10のすすめ]






2　道路交通環境の整備による歩行者等の安全通行の確保

我が国では、全交通事故死者のうち、歩行中・自転車乗用中の死者の占める割合が欧米諸国と比べて著しく高くなっており（注）、歩行者・自転車利用者の交通事故防止対策が重要な課題となっている。


注：30日以内死者数のうち、歩行中・自転車乗用中の死者数の占める割合は、フランスが20.7％（平成28年（2016年））、英国が30.5％（同年）、アメリカが18.2％（同年）であるのに対して、日本は52.2％（平成29年）となっている。



（1）ゾーン30の推進

警察では、市街地等の生活道路における歩行者等の安全な通行を確保するため、道路管理者と連携して、ゾーン30の整備を推進している。ゾーン30とは、区域（ゾーン）を設定して、最高速度30キロメートル毎時の区域規制や路側帯の設置・拡幅を実施するとともに、その区域の道路交通の実態に応じて通行禁止等の交通規制の実施やハンプ（注1）の設置等の対策により、区域内における速度を規制し、通過交通の抑制・排除を図るものであり、平成29年度末までに全国で3,407か所を整備した。

また、27年度末までに全国で整備したゾーン30において、整備前年度と整備翌年度の1年間における交通事故発生状況を比較したところ、交通事故発生件数は23.5％、対歩行者・自転車事故（注2）件数は18.6％減少するなど、区域内における交通事故防止及び自動車の速度の抑制に効果があることが確認された。警察では、これらの分析結果を踏まえ、引き続き、高齢者や子供の通行が多い区域等においてゾーン30の整備を進めるとともに、既に整備した区域においても、ゾーン30の入口を明確化する路面表示の設置等の対策を講じている。


注1：車両の低速走行等を促すための道路に設ける盛り上がり（凸部）

注2：自動車が第1当事者又は第2当事者であって、相手当事者が歩行者又は自転車である交通事故



　図表5-44 ゾーン30の整備イメージ
[image: 図表5-44 ゾーン30の整備イメージ]

（2）バリアフリー対応型信号機等の整備の推進

警察では、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律に基づき、高齢者、障害者等が道路を安全に横断できるよう、次の対策を講じている。

①　バリアフリー対応型信号機の整備

音響により信号表示の状況を知らせる音響式信号機、信号表示面に青時間までの待ち時間及び青時間の残り時間を表示する経過時間表示機能付き歩行者用灯器、歩行者等と車両が通行する時間を分離して交通事故を防止する歩車分離式信号等を整備している。

　[image: 音響式信号機]
音響式信号機

　[image: 経過時間表示機能付き歩行者用灯器]
経過時間表示機能付き歩行者用灯器

②　見やすく分かりやすい道路標識・道路標示等の整備

自動車の前照灯の光に反射しやすい素材を用いるなどして見やすく分かりやすい道路標識・道路標示を整備するとともに、横断歩道上における視覚障害者の安全性及び利便性を向上させるエスコートゾーンを整備している。

　[image: 高輝度標識]
高輝度標識

　[image: エスコートゾーン]
エスコートゾーン






3　総合的な駐車対策

（1）違法駐車の状況

違法駐車は、交通渋滞を悪化させる要因となるほか、歩行者や車両の安全な通行の妨げとなったり、緊急自動車の活動に支障を及ぼしたりするなど、地域住民の生活環境を害し、国民生活全般に大きな影響を及ぼしている。

また、違法駐車は、交通事故の原因ともなっており、平成29年中には、駐車車両への衝突事故が892件発生し、37人が死亡した。さらに、110番通報された苦情・要望・相談のうち、駐車問題に関するものが12.7％を占めており、国民の関心も高い。

（2）駐車対策の推進

警察では、必要やむを得ない駐車需要への対応が十分でない場所を中心に、地方公共団体や道路管理者に対し、路外駐車場や荷さばきスペースの整備等を働き掛けるハード的手法及びきめ細かな駐車規制、違法駐車の取締り、積極的な広報啓発活動等のソフト的手法が一体となった、総合的な駐車対策を推進している。

①　きめ細かな駐車規制

地域住民の意見・要望等を十分に踏まえつつ、駐車規制の点検・見直しを実施するとともに、物流の必要性や自動二輪車の駐車需要等にも配慮し、地域の交通実態等に応じた規制の緩和を行うなど、きめ細かな駐車規制を推進している。

　[image: 物流に配慮した交通規制]
物流に配慮した交通規制

②　違法駐車の取締り

違法駐車の取締りについては、地域住民の意見・要望等を踏まえてガイドラインを策定・公表し、悪質性・危険性・迷惑性の高いものに重点を置いて実施している。当該ガイドラインについては、定期的に見直しを行い、常に警察署管内における駐車実態を反映したものとなるよう努めている。また、放置車両（注1）の確認事務（注2）については、警察署長から委託を受けた法人の駐車監視員や警察官等により適正に運用されている。


注1：違法駐車と認められる車両であって、その運転者がこれを離れて直ちに運転することができない状態にあるもの

注2：放置車両の確認と放置駐車確認標章の取付けに関する事務



　図表5-45　確認事務の民間委託の状況の推移（平成25～29年）
[image: 図表5-45　確認事務の民間委託の状況の推移（平成25～29年）]

　図表5-46　放置車両確認標章の取付け状況の推移（平成25～29年）
[image: 図表5-46　放置車両確認標章の取付け状況の推移（平成25～29年）]

　[image: 駐車監視員の活動状況]
駐車監視員の活動状況

③　保管場所の確保対策

道路が自動車の保管場所として使用されることを防止するため、自動車の保管場所の確保等に関する法律に基づき、保管場所証明書の交付、軽自動車の保管場所に係る届出受理等を行うとともに、いわゆる青空駐車（注1）や車庫とばし（注2）の取締りを行っている。


注1：道路を自動車の保管場所として使用する行為

注2：自動車の使用の本拠の位置や保管場所の位置を偽って保管場所証明を受ける行為








4　ITSの推進

（1）UTMS（注1）の開発・整備によるITS（注2）の推進

警察では、最先端の情報通信技術等を用いて交通管理の最適化を図るため、光ビーコン等の機能を活用したUTMSの開発・整備を行うことによりITSを推進し、安全・円滑かつ快適で環境負荷の低い交通社会の実現を目指している。


注1：Universal Traffic Management Systems（新交通管理システム）の略

注2：Intelligent Transport Systems（高度道路交通システム）の略



　図表5-47　警察におけるITSの概要（平成29年度末現在）
[image: 図表5-47　警察におけるITSの概要（平成29年度末現在）]

（2）ITSに関する国際協力の推進

警察では、平成29年（2017年）10月から同年11月にかけて、カナダ・モントリオールで開催された第24回ITS世界会議（注）において、各種発表を通じてUTMSの先進的な技術を紹介するとともに、各国とITSに関して情報交換を行うなどして協力関係を深めた。

また、警察庁では、米国運輸省道路交通安全局との間で署名した、交通安全、ITS及び緊急時対応の協力に関する文書に基づき、30年1月、米国で会議を開催し、両国が推進するITSに関する施策について情報交換を行った。


注：ITSに関する3つの団体が共同で開催する、ITSの研究・実用化を推進するための会議。第1回は平成6年（1994年）にパリで開催され、第24回は世界65か国から産学官の関係者約8,000人が参加



　[image: 第24回ITS世界会議]
第24回ITS世界会議






第5節　道路交通秩序の維持

1　交通事故防止に資する交通指導取締り

（1）PDCAサイクルによる交通指導取締り

警察では、平成25年12月に取りまとめられた「交通事故抑止に資する取締り・速度規制等の在り方に関する提言」を踏まえ、交通事故の発生状況等を分析し、取締りを実施する時間、場所等の交通指導取締りに関する方針を策定した上で、計画的に取締りを実施するとともに、その効果を検証し、検証結果を次の対策に反映するというPDCAサイクルを機能させることによって、交通事故防止に資する交通指導取締りを推進している。

また、交通指導取締りの必要性について国民の理解を深めるため、最高速度違反に起因する交通事故の発生状況や地域住民からの要望等を踏まえた速度取締りに関する指針を策定し、速度取締りを重点的に実施する路線や時間帯等をウェブサイト等により公表している。

（2）悪質性・危険性・迷惑性の高い運転行為への対策

警察では、交通街頭活動を推進し、違法行為の未然防止に努めるとともに、無免許運転、飲酒運転、著しい速度超過、交差点関連違反等の交通事故に直結する悪質性・危険性の高い違反及び駐車違反等の迷惑性が高い違反に重点を置いた取締りを推進している。

また、近年、スマートフォン等の画面を注視していたことに起因する交通事故が増加傾向にあり、運転中に携帯電話等を使用することは重大な交通事故につながり得る極めて危険な行為であることから、関係機関・団体等と連携し、運転者等に対して広報啓発を推進するとともに、携帯電話使用等の交通指導取締りを推進している。

さらに、いわゆるあおり運転等の悪質・危険な運転行為を防止するため、交通指導取締りの強化をはじめとした諸対策を推進している。

平成29年中は、648万2,542件の道路交通法違反を取り締まっている。

　図表5-48　主な道路交通法違反の取締り状況（平成29年）
[image: 図表5-48　主な道路交通法違反の取締り状況（平成29年）]

　図表5-49　携帯電話使用等に係る交通事故の発生状況の推移（平成25～29年）
[image: 図表5-49　携帯電話使用等に係る交通事故の発生状況の推移（平成25～29年）]

　[image: 運転中の携帯電話使用等の防止に関する政府広報]
運転中の携帯電話使用等の防止に関する政府広報

（3）使用者等（注）の責任追及等

事業活動に関して行われた過労運転、過積載運転、放置駐車、最高速度違反等の違反やこれらに起因する事故事件について、運転者の取締りにとどまらず、使用者に対する指示や自動車の使用制限命令を行っているほか、これらの行為を下命・容認していた使用者等を検挙するなど、使用者等の責任も追及している。

また、タクシーやトラック等の事業用自動車の運転者が、その業務に関して行った道路交通法等に違反する行為については、運輸支局等に通知して所要の行政処分等を促し、事業用自動車による交通事故防止を図っている。

さらに、自動車整備業者等による車両の不正改造等、事業者による交通の安全を脅かす犯罪に対しても、取締りを推進している。


注：使用者のほか、安全運転管理者その他自動車の運行を直接管理する地位にある者を含む。




CASE

過積載運転の取締りを端緒に、宮崎県生コンクリート工業組合等の代表理事としての立場で、生コンクリート製造販売会社の運転手に過積載運転を要求したとして、平成29年3月、同代表理事に対し、道路交通法の規定に基づく再発防止命令を発出した（宮崎）。

　[image: 過積載運転の取締り]
過積載運転の取締り



（4）暴走族等対策

暴走族は、減少傾向にあるものの、都市部を中心に、地域住民や道路利用者に多大な迷惑を及ぼしている。

警察では、共同危険行為、騒音関係違反（注）、車両の不正改造に関する違反等の取締りを推進するとともに、家庭、学校、保護司等と連携し、暴走族から離脱させるための措置をとるなど、総合的な暴走族対策を推進している。

また、元暴走族等が中心となって結成された「旧車會」等と呼ばれる集団の中には、暴走族風に改造した旧型の自動二輪車等を連ねて、大規模な集団走行を各地で行うなど、迷惑性の高いものもあることから、都道府県警察間での情報共有を図るとともに、関係機関と連携して騒音関係違反等に対する指導取締りを行っている。


注：道路交通法違反のうち、近接排気騒音に係る整備不良、消音器不備及び騒音運転等をいう。



　図表5-50　暴走族等の人員及び検挙人員の推移（平成25～29年）
[image: 図表5-50　暴走族等の人員及び検挙人員の推移（平成25～29年）]

　[image: 旧車會に対する取締り]
旧車會に対する取締り






2　適正かつ緻密な交通事故事件捜査

（1）交通事故事件の検挙状況

平成29年中の交通事故事件の検挙状況は、図表5-51のとおりである。

　図表5-51　交通事故事件の検挙状況（平成29年）
[image: 図表5-51　交通事故事件の検挙状況（平成29年）]

（2）適正かつ緻密な交通事故事件捜査

警察では、一定の重大・悪質な交通事故の発生に際しては、交通事故事件捜査の豊富な経験を有する交通事故事件捜査統括官等が現場に臨場して、初動段階から捜査を統括するとともに、科学的な交通事故解析の研修を積んだ交通事故鑑識官が現場で証拠収集に従事するなど、組織的かつ重点的な捜査を推進している。

特に、飲酒運転、信号無視、無免許運転等が疑われるものについては、一般的に交通事故に適用される過失運転致死傷罪より罰則の重い危険運転致死傷罪や過失運転致死傷アルコール等影響発覚免脱罪の立件を視野に入れた捜査を推進している。

また、ひき逃げ事件については、交通鑑識資機材や常時録画式交差点カメラの有効活用による被疑者の早期検挙を図っており、平成29年中の死亡ひき逃げ事件の検挙率（注）は、100.0％であった。


注：検挙件数には、29年の前年以前の認知事件の検挙が含まれることから、検挙率が100％を超える場合がある。




CASE

29年6月、東名高速道路の本線車道上に停止中の普通乗用自動車が大型貨物自動車に追突され、普通乗用自動車の運転者等6人が死傷する事故が発生した。自動車を運転し、被害者が乗車する普通乗用自動車を追い越した後、同車の進路を塞ぐように車線変更及び減速を繰り返すなどして、同車を本線車道上に停止させ、同車に大型貨物自動車を追突させたとして、同年10月、建設作業員の男（25）を過失運転致死傷罪等で逮捕した。その後、被疑者の取調べや実況見分等の捜査を実施した結果、被害者が乗車する普通乗用自動車の通行を妨害する目的で自動車を走行させていたことが明らかとなった（同月、より罰則の重い危険運転致死傷罪等で起訴）（神奈川）。



（3）交通事故事件捜査の科学化・合理化

緻密で科学的な交通事故事件捜査を推進するため、警察庁では、交通鑑識に携わる都道府県警察の警察職員を対象とした研修を行っている。研修内容は、様々な状況を想定した車両の衝突実験を行い、衝突後の状況のみを見分させた上で交通事故の発生時における車両の状況や速度を究明させるなど、実践的・専門的なものとなるよう工夫している。

また、客観的な証拠に基づいた事故原因の究明を図るとともに、交通事故当事者の負担を軽減するため、常時録画式交差点カメラや3Dレーザースキャナ（注）をはじめとする各種の機器の活用を図っている。

他方で、重大な交通事故事件の捜査に集中することができるよう、軽微な交通事故に関しては、検察庁への送致書類の簡素化を図るなど、業務の合理化も進めている。


注：レーザー光線を周囲に照射することで、事故現場における道路構造や路面の痕跡、遺留品の散乱状況等を自動的かつ正確に計測し、三次元点群データを作成する機器。同データは、専門のシステムにより、三次元画像処理や図化ができる。



　[image: 3Dレーザースキャナによる三次元画像]
3Dレーザースキャナによる三次元画像

　[image: 3Dレーザースキャナによる測定状況]
3Dレーザースキャナによる測定状況

（4）交通事故被害者等（注1）の支援

警察では、「警察庁犯罪被害者支援基本計画」（注2）に基づき、交通事故被害者等の要望や心情に配意した捜査に努めるとともに、被害者連絡実施要領（注3）等に基づき、ひき逃げ事件、死亡又は全治3か月以上の重傷の被害が生じた交通事故事件、危険運転致死傷罪の適用が見込まれる事件等を中心として、交通事故被害者等に対して、捜査への支障の有無等を勘案しつつ、できる限り、交通事故事件の概要、捜査経過、被疑者の検挙や運転免許の停止・取消処分等に関する情報を提供するよう努めている。

また、交通事故被害者等に対して、「被害者の手引」等を活用して、刑事手続の流れ、交通事故によって生じた損害の賠償を求める手続、ひき逃げ事件や無保険車両による交通事故の被害者に国が損害を填補する救済制度、各種相談窓口等について説明を行うとともに、交通事故被害者等からの要望を聴取するなど、その心情に配慮した相談活動を推進している。

さらに、都道府県警察本部の交通事故事件捜査担当課に配置され、交通事故被害者等への連絡を総括する被害者連絡調整官等を効果的に運用し、組織的かつ適切な交通事故被害者等の支援を推進するとともに、交通事故被害者等の心情に配意した適切な対応がなされるよう交通捜査員等に対する教育を強化している。

このほか、交通事故被害者等が深い悲しみやつらい体験から立ち直り、回復に向けて再び歩み出すことができるよう、交通事故被害者等の権利及び利益の保護を図ることを目的とする交通事故被害者サポート事業が、28年に内閣府から警察庁に業務移管され、同事業の一環として、交通事故被害者等の支援に携わる関係者の意思疎通を図るための意見交換会等を開催している。


注1：交通事故事件の被害者及びその家族又は遺族

注2：平成28年4月に第3次犯罪被害者等基本計画が閣議決定されたことを受け、32年度末までの5年間において、警察庁が講ずるべき具体的な取組内容等について定められている。

注3：犯罪被害者等に捜査状況等を確実に連絡するために制定されたもので、連絡対象となる事件、連絡内容等について定めている。








警察活動の最前線


高齢運転者の交通事故防止のために



千葉県警察本部交通部運転免許本部免許課高齢者講習係

椿　浩明（つばき　ひろあき）　警部補

　[image: シーポック]
シーポック



臨時高齢者講習とは、特定の交通違反を犯した高齢者の中で、臨時認知機能検査の結果から、認知機能が低下していると認められた方に受講してもらうものです。この講習では、受講者本人に認知機能の低下を自覚してもらい、認知機能に応じた安全な運転行動ができるよう、安全確認の方法等を指導しているのですが、実際に講習を受講していただくために電話で連絡をすると、「何で行かないといけないんだ！」「試験で落ちたら免許がなくなってしまうの？」などと、怒りや不安の言葉を口にされる方も多くいらっしゃいます。車が生活の一部である方にとっては、運転ができるか否かは死活問題なのです。

受講者の多くは、最初は大変緊張しており、笑顔もありません。しかし、実際に自分の運転した映像を見ながら指導を受けると、「止まったつもりだったのにね」、「確認不足だね」と言いながら自分の運転に足りない部分を確認し、多くの方が講習終了時には「ありがとう、勉強になりました」と言って、笑顔で帰られます。

また、受講者の一人から「歳を取ると体が思い通りに動かないのよ。この気持ち分かる？」と言われた経験から、認知症の方や身体が不自由な方の特性をより深く理解するため、介護職員初任者研修を受講し、少しでも受講者の立場を理解して、効果的なアドバイスを行うことを心掛けています。

今後も高齢運転者による交通事故を一件でも減らせるよう工夫しながら講習に取り組んでいきたいと思います。

　[image: 千葉県警察本部交通部運転免許本部免許課高齢者講習係　椿　浩明（つばき　ひろあき）　警部補]




絶対に捕まえる



愛知県警察本部交通部交通捜査課交通鑑識係

山縣　薫（やまがた　かおる）　巡査長
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コノハけいぶ



私は、以前警察署で勤務していたとき、青信号で横断歩道を渡っていた小学生が犠牲となる凄惨な交通死亡事故の捜査に従事しました。その時、交通死亡事故の被害者が、心の準備ができないまま、ある日突然人生に終止符を打たれてしまうという理不尽さに怒りを感じるとともに、被害者と遺族のため、交通事故現場で身を粉にして鑑識活動を行う交通捜査員の姿に憧れ、交通捜査部門を希望しました。

私の現在の担当業務は、悪質で卑劣なひき逃げ事件の現場に残された僅かな資料から、逃走車両を割り出し、犯人を捕まえることです。

現所属に着任して間もない頃、県内で死亡ひき逃げ事件が発生し、多くの捜査員が現場に臨場しましたが、唯一の手掛かりは、長さ5センチメートルほどの黒色のプラスチック片一つでした。

これまで当県警が収集・蓄積してきたあらゆる車両の膨大なパーツデータを検索しては、現場に残されたプラスチック片と照合する作業が数日間続き、多数のパーツデータと照合しても一致せず、心が折れそうになることもありました。しかし、被害者の無念を思い、諦めずに照合作業を続けた結果、ようやく現場資料と一致するパーツを確認し、容疑車両の車種を特定することができたのです。そして、その後の速やかな捜査により、犯人を特定し、逮捕することができました。

尊い人命が奪われる悲惨な死亡ひき逃げ事件。被害者の無念と遺族の深い悲しみを思えば、現場に残された証拠がほんの小さなパーツ一つであったとしても、犯人を「絶対に捕まえる」という強い気持ちが私を駆り立て、日々任務に取り組んでいます。

　[image: 愛知県警察本部交通部交通捜査課交通鑑識係　山縣　薫（やまがた　かおる）　巡査長]



注：掲載されているキャラクターは、都道府県警察のマスコットキャラクターです。






第6章　公安の維持と災害対策

第1節　国際テロ情勢と対策

1　国際テロ情勢

（1）イスラム過激派

ISIL（注1）は、平成26年（2014年）にカリフ制国家の樹立を宣言した後、その過激思想に影響を受けた多くのイスラム教徒を世界中から引き付け、イラク及びシリアにおいて勢力を増大させたが、平成29年（2017年）には、諸外国の支援を受けたイラク軍やシリア軍等の攻撃により、両国における支配地域の大部分を失った。

しかし、ISILは、「対ISIL有志連合」に参加する欧米諸国等に対してテロを実行し、その実行の際に爆弾や銃器が入手できない場合にはナイフ、車両等を用いるよう呼び掛けており、平成29年（2017年）中には、欧米諸国でテロ事件が相次いで発生した。また、同年5月、ISILを支持する勢力がフィリピン南部の都市マラウィの一部を占拠し、フィリピン政府と同勢力との戦闘が約5か月間継続した。

ISILがイラク及びシリアにおける支配地域の大部分を失ったことや、各国がイラク及びシリアへの外国人戦闘員（注2）の渡航を規制する措置を講じていることなどにより、ISILに参加する外国人戦闘員は減少したとみられるものの、今後、外国人戦闘員が母国又は第三国に渡航してテロを行うことが懸念されるほか、イラク及びシリア以外の紛争地域に多数の外国人戦闘員が流入し、当該地域の紛争を激化又は長期化させたり、世界中に過激思想を広めたりすることが懸念される。

AQ（注3）及びその関連組織については、指導者アイマン・アル・ザワヒリが、反米・反イスラエル的思想を繰り返し主張しているほか、AQ結成時の指導者オサマ・ビンラディンの子とされるハムザ・ビンラディンが、インターネットを通じて、米国等に対するテロの実行を呼び掛けている。また、中東、アフリカ及び南アジアにおいて活動するAQ関連組織が、政府機関等を狙ったテロを行っているほか、オンライン機関誌等を通じて欧米諸国におけるテロの実行を呼び掛けるなど、AQ及びその関連組織は、依然として大きな脅威である。


注1：Islamic State of Iraq and the Levant の頭字語。いわゆるイスラム国

注2：テロ行為を準備・計画・実行することやそのための訓練を受けることなどを目的として、居住国又は国籍国以外の国や地域に渡航する者

注3：Al-Qaeda（アル・カーイダ）の略



　図表6-1　平成29年（2017年）に欧米諸国で発生した主な国際テロ事件
[image: 図表6-1　平成29年（2017年）に欧米諸国で発生した主な国際テロ事件]

　[image: スウェーデン・ストックホルムにおける車両使用テロ事件（EPA＝時事）]
スウェーデン・ストックホルムにおける車両使用テロ事件（EPA＝時事）

　[image: 米国・ニューヨークにおける車両使用テロ事件（AFP＝時事）]
米国・ニューヨークにおける車両使用テロ事件（AFP＝時事）

（2）我が国に対する国際テロの脅威

平成28年（2016年）7月に発生したバングラデシュ・ダッカにおける襲撃テロ事件をはじめ、現実に邦人や我が国の権益がテロの被害に遭う事案等が発生していることから、今後も邦人がテロや誘拐の被害に遭うことが懸念される。

ISILは、オンライン機関誌「ダービク」等において、我が国や邦人をテロの標的として繰り返し名指ししている。

AQについても、平成24年（2012年）5月に米国が公開したオサマ・ビンラディン殺害時の押収資料によれば、「韓国のような非イスラム国の米国権益に対する攻撃に力を注ぐべき」と同人が指摘していたことが、明らかになった。また、米国で拘束中のAQ幹部のハリド・シェイク・モハメドの供述によれば、我が国に所在する米国大使館を破壊する計画等に関与したことなども明らかになっている。こうした資料や供述は、米軍基地等の米国権益が多数存在する我が国に対するイスラム過激派組織によるテロの脅威の一端を明らかにしたものといえる。

また、殺人、爆弾テロ未遂等の罪でICPOを通じ国際手配されていた者（注）が、過去に不法に我が国への入出国を繰り返していたことも判明しており、過激思想を介して緩やかにつながるイスラム過激派組織のネットワークが我が国にも及んでいることを示している。

これらの事情に鑑みれば、我が国に対するテロの脅威は現実のものとなっているといえる。


注：同人は、国際連合安全保障理事会アル・カーイダ制裁委員会から、制裁対象として指定されている。



　[image: バングラデシュ・ダッカにおける襲撃テロ事件（写真：読売新聞/アフロ）]
バングラデシュ・ダッカにおける襲撃テロ事件（写真：読売新聞/アフロ）

（3）日本赤軍・「よど号」グループ

①　日本赤軍

日本赤軍は、平成13年4月、最高幹部・重信房子（注）が日本赤軍の「解散」を宣言し、後に組織も「解散」を表明した。しかし、いまだに、過去に引き起こした数々のテロ事件を称賛していること、現在も7人の構成員が逃亡中であることなどから、「解散」はテロ組織としての本質の隠蔽を狙った形だけのものに過ぎず、テロ組織としての危険性がなくなったとみることはできない。

警察では、国内外の関係機関と連携を強化し、逃亡中の構成員の検挙及び組織の活動実態の解明に向けた取組を推進している。


注：12年11月に潜伏先の大阪府内で逮捕され、22年8月、懲役20年の刑が確定した。



②　「よど号」グループ

昭和45年3月31日、故田宮高麿ら9人が、東京発福岡行き日本航空351便、通称「よど号」をハイジャックし、北朝鮮に入境した。現在、ハイジャックに関与した被疑者5人及びその妻3人が北朝鮮にとどまっているとみられており（注）、このうち3人に対し、日本人を拉致した容疑で逮捕状が発せられている。

警察では、「よど号」犯人らを国際手配し、外務省を通じて北朝鮮に対して身柄の引渡し要求を行うとともに、「よど号」グループの活動実態の全容解明に努めている。


注：ハイジャックに関与した被疑者1人及びその妻1人は死亡したとされているが、真偽は確認できていない。



　[image: 国際手配中の日本赤軍と「よど号」グループ]
国際手配中の日本赤軍と「よど号」グループ

（4）北朝鮮

①　北朝鮮による拉致容疑事案

ア　拉致容疑事案等の捜査・調査状況

警察では、平成29年末現在、日本人が被害者である拉致容疑事案12件（被害者17人）及び朝鮮籍の姉弟が日本国内から拉致された事案1件（被害者2人）の合計13件（被害者19人）を北朝鮮による拉致容疑事案と判断している。このうち、北朝鮮工作員等拉致に関与したとして8件に係る11人について逮捕状の発付を得て国際手配を行っている。

また、これらの事案以外にも、北朝鮮による拉致の可能性を排除できない事案（注）について、関係機関と緊密な連携を図りつつ、全国警察において徹底した捜査や調査を進めている。


注：警察が把握している北朝鮮による拉致の可能性を排除できない者は、30年5月末現在、883人である。



イ　日朝協議

26年5月にスウェーデン・ストックホルムで開催された日朝政府間協議において、北朝鮮が、拉致被害者及び行方不明者を含む全ての日本人に関する包括的かつ全面的な調査を行うことで合意（以下「ストックホルム合意」という。）し、同年7月、北朝鮮が特別調査委員会を立ち上げ、調査を開始したことから、日本政府は、同月、日本が独自に講じている対北朝鮮措置の一部を解除した。

しかし、その後拉致問題に何ら進展がない中、北朝鮮は、平成28年（2016年）1月に核実験を行ったほか、同年2月には弾道ミサイルの発射を強行した。こうした状況を踏まえ、日本政府は、同月、26年7月に一部解除した対北朝鮮措置の内容を含む独自の対北朝鮮措置の実施を決定したが、これに対し北朝鮮は、ストックホルム合意に基づく調査の全面的中止及び特別調査委員会の解体を表明し、その後も核実験や弾道ミサイルの発射等の挑発行動を繰り返した。

日本政府は、北朝鮮に対し、ストックホルム合意の履行を一貫して求めているものの、現在までのところ、拉致被害者等の帰国は実現していない。

ウ　拉致の目的

北朝鮮の故金正日（キムジョンイル）国防委員長は、14年9月に行われた日朝首脳会談において、日本人拉致の目的について、「一つ目は、特殊機関で日本語の学習ができるようにするため、二つ目は、他人の身分を利用して南（韓国）に入るためである」と説明した。また、「よど号」事件犯人の元妻は、故金日成（キムイルソン）主席から「革命のためには、日本で指導的役割を果たす党を創建せよ。党の創建には、革命の中核となる日本人を発掘、獲得、育成しなければならない」との教示を受けた故田宮高麿から、日本人獲得を指示された旨を証言している。

これらを含め、諸情報を分析すると、拉致の主要な目的は、北朝鮮工作員が日本人のごとく振る舞うことができるようにするための教育を行わせることや、北朝鮮工作員が日本に潜入して、拉致した者になりすまして活動できるようにすることなどであるとみられる。

エ　拉致容疑事案等に関する取組

警察では、拉致容疑事案等に対する的確な捜査等を推進しているところであり、北朝鮮による拉致の可能性を排除できない事案の真相を解明するために警察庁に設置されている特別指導班が、都道府県警察を巡回・招致して、捜査・調査を担当する職員への具体的な指導や同事案の実地調査、都道府県警察間の協力体制の構築等を行っている。また、将来、北朝鮮から拉致被害者に関連する資料が出てきた場合に、本人確認に役立ち得るなどの観点から、家族の意向等を勘案しつつ、積極的にDNA型鑑定資料の採取を実施しているほか、広く国民から情報提供を求めるため、家族の同意を得られたものについては、事案の概要等を各都道府県警察のウェブサイトに掲載している。

警察では、今後とも、拉致容疑事案等の全容解明に向けて、関係機関と緊密に連携を図り、関連情報の収集、捜査・調査に取り組むこととしている。

　図表6-2　日本人が被害者である拉致容疑事案（12件17人）
[image: 図表6-2　日本人が被害者である拉致容疑事案（12件17人）]

　図表6-3　日本人以外が被害者である拉致容疑事案（1件2人）
[image: 図表6-3　日本人以外が被害者である拉致容疑事案（1件2人）]

　図表6-4　国際手配被疑者（拉致容疑事案関係）
[image: 図表6-4　国際手配被疑者（拉致容疑事案関係）]

②　北朝鮮による主なテロ事件

北朝鮮は、朝鮮戦争以降、南北軍事境界線を挟んで韓国と軍事的に対峙（じ）しており、これまで、韓国に対するテロ活動の一環として、工作員等によるテロ事件を世界各地で引き起こしている。中でも、昭和62年（1987年）に発生した大韓航空機爆破事件は、日本人を装った工作員により敢行された。






2　国際テロ対策

我が国における国際テロの脅威が現実のものとなっている中、平成27年2月、改めて我が国に対するテロの未然防止及びテロへの対処体制の強化に取り組むための諸対策を検討・推進することを任務とする警察庁国際テロ対策推進本部を設置した。その後、警察庁では同推進本部を中心に諸対策の検討を行い、同年6月、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会（以下この項において「東京大会」という。）の開催までのおおむね5年程度を目途として推進していくべき施策を、「警察庁国際テロ対策強化要綱」として取りまとめ、決定・公表した。

警察では、同要綱に基づき、情報収集・分析、水際対策、警戒警備、事態対処、官民連携といったテロ対策を強力に推進している。

（1）テロの未然防止のための具体策

①　官民一体となったテロ対策の推進

テロ対策は、警察による取組のみでは十分ではなく、関係機関、民間事業者、地域住民等と緊密に連携して推進することが望まれる。このため、警察では、テロ対策に関する様々な官民連携の枠組みに参画している。

例えば、東京都では、平成20年、「テロ対策東京パートナーシップ推進会議」を発足させた。同会議には、警視庁、東京都等の関係機関に加え、電力、ガス、情報通信、鉄道等の重要インフラに関わる事業者や、大規模集客施設を営む事業者等が加入し、「ソフトターゲット」と呼ばれる不特定多数の者が集まる大規模集客施設や公共交通機関等が諸外国においてテロの標的とされる中、「テロを許さない社会づくり」というスローガンの下、テロに対する危機意識の共有や大規模テロ発生時における協働対処体制の整備等が行われている。

警察では、東京大会をはじめとする大規模スポーツイベント等の開催を見据え、全国的な広がりを見せているこうした官民連携の枠組み等を活用して、関係機関、民間事業者等と連携した訓練を実施し、テロ対処能力を強化している。

　図表6-5　官民一体となったテロ対策の概要
[image: 図表6-5　官民一体となったテロ対策の概要]

　[image: テロ対策東京パートナーシップ]
テロ対策東京パートナーシップ

また、不特定多数の者が集まる施設、イベント等について、制服を着用した警察官による巡回の実施や、パトカーの活用等により「見せる警戒」を実施するとともに、施設管理者等に対して職員や警備員による自主警備を強化するよう働き掛けるなどして、ソフトターゲットに対するテロへの警戒を強化している。

さらに、テロリストが武器を入手できないようにするための取組も官民の連携により推進されている。警察では、銃砲刀剣類や火薬類を取り扱う個人や事業者に対し、銃刀法や火薬類取締法に基づく規制や指導を行っているほか、爆発物の原料となり得る化学物質を販売する事業者に対し、関係省庁と協力して、販売時の本人確認を徹底するよう指導したり、不審な購入者への対処要領を教示したりしている。

このほか、旅館、インターネットカフェ、レンタカー、賃貸マンション等の事業を営む者に加え、住宅宿泊事業法が30年6月に施行されたことを受け、住宅宿泊事業者等に対しても顧客に対する本人確認の徹底等の働き掛けを行い、テロリストによる悪用の防止を図っている。

　[image: 「見せる警戒」]
「見せる警戒」

　[image: 薬局従業員に対する指導]
薬局従業員に対する指導

②　国際協力の推進

国際テロ対策を推進するためには、我が国一国のみの努力では限界があり、世界各国との連携・協力が必要不可欠であることから、警察庁では、諸対策に関する国際会議等に積極的に参加している。

平成29年（2017年）5月にG7タオルミーナ・サミット（イタリア）において採択された「テロ及び暴力的過激主義との闘いに関するG7タオルミーナ声明」を受け、同年10月に開催されたG7内務大臣会合には、国家公安委員会委員長が出席し、G7各国の治安担当大臣等との間で国際テロ対策に関する議論を行い、外国人戦闘員に関する情報共有の更なる強化等の内容を含む共同声明を採択した。

また、例年、JICAと共催している国際テロ対策セミナーにおいて、世界各国から招へいした実務担当者に対し、テロ事件の捜査技術に関するノウハウの提供を行っている。

　[image: G7内務大臣会合（EPA=時事）]
G7内務大臣会合（EPA=時事）

③　核物質、特定病原体等の防護対策の強化

NBCテロ（注）の発生を未然に防止するため、警察では、核物質や特定病原体等を取り扱う事業所等に警察職員が定期的に立入検査を行うなどして、事業者の講ずる防護措置や盗難防止措置が適正なものとなるよう指導している。


注：N（Nuclear：核）B（Biological：生物）C（Chemical：化学）物質を使用したテロの総称



④　テロ資金対策

大規模なテロの敢行やテロ組織の維持・運営には、そのための資金が必要であることから、テロを未然に防止するためには、テロリストがテロを実行するために資金その他の財産の提供を受け、又は財産を使用することを防ぐための取組が重要である。我が国では、テロ資金提供処罰法（注1）に基づき、テロリストに対するテロ資金の提供等を規制している。また、犯罪収益移転防止法に基づき、顧客等の本人特定事項等の取引時確認、疑わしい取引の届出等を特定事業者（注2）に対し求めている。さらに、外為法及び国際テロリスト財産凍結法（注3）に基づき、30年5月25日現在、399個人105団体の国際テロリストを財産の凍結等の措置をとるべき者として公告している。


注1：公衆等脅迫目的の犯罪行為のための資金等の提供等の処罰に関する法律

注2：148頁参照

注3：国際連合安全保障理事会決議第千二百六十七号等を踏まえ我が国が実施する国際テロリストの財産の凍結等に関する特別措置法



　図表6-6　国際テロリスト財産凍結法の概要
[image: 図表6-6　国際テロリスト財産凍結法の概要]


MEMO　東京大会に向けた取組

警察では、警察庁に2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会対策推進室を、警視庁に警視庁オリンピック・パラリンピック競技大会総合対策本部を設置しているほか、東京大会の競技会場を管轄する関係道県警察においても体制を順次整備して、東京大会における警備諸対策について検討を進めている。また、警察庁次長が「シニア・セキュリティ・コマンダー」として、東京大会の警備の計画・運営段階において関係機関を主導する役割を担うこととされている。さらに、平成29年7月に警察庁に設置されたセキュリティ情報センターでは、東京大会の安全に関する情報集約、リスク分析等を行うとともに、必要な情報を関係機関等に提供しているほか、同センターに置かれた国際リエゾンセンターにおいて、外国治安情報機関等との情報交換を行うなど、国際連携の更なる強化に努めている。

　[image: 2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会対策推進室会議]
2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会対策推進室会議

東京大会では、平成28年（2016年）夏に開催されたブラジル・リオデジャネイロオリンピック・パラリンピック競技大会（以下「リオ大会」という。）と異なり、競技会場が特定の地区に集約されず、都内及び都外に分散配置されることから、会場ごとに高いセキュリティレベルを確保するため、警戒力の効果的かつ効率的な投入等について検討を進めていく必要がある。また、東京大会前に行われる聖火リレーが全都道府県を巡ることが予定されており、これまでの大会において聖火リレーに対する妨害事案が発生していることから、全国警察においてその対策について検討を進めていく必要がある。

さらに、東京大会の開催期間中の安全安心を確保するためには、施設管理者や地域住民等を含む社会全体でのテロ対策が重要であることから、関係機関、民間事業者等と連携した訓練の充実等、官民一体となったテロ対策を深化させることとしている。

　[image: 官民連携した爆発物対処訓練]
官民連携した爆発物対処訓練

このほか、インターネットが国民生活や社会経済活動に不可欠な社会基盤として定着する中、社会機能を麻痺させるサイバー攻撃の脅威にも備えなければならないところ、リオ大会では、開催期間中に行政機関やリオ大会の関係機関等においてウェブサイトの閲覧障害、情報窃取の被害が発生するなど、国際的な大規模スポーツイベントを狙ったサイバー攻撃の脅威が高まっている。警察では、東京大会に向けて、関係機関と連携して、サイバー攻撃及び攻撃者に関する情報収集・分析等を推進するとともに、サイバー攻撃の発生を想定した共同対処訓練を実施している。



（2）テロ対処体制の強化

①　テロ対処部隊の充実強化

警察では、万一テロが発生した場合に備え、特殊部隊（SAT）、銃器対策部隊、NBCテロ対応専門部隊等の各種部隊を設置し、その充実強化を図っている。また、有事の際に迅速的確な対処を可能とするため、関係機関と連携して、日々訓練を実施している。

　図表6-7　テロ対処部隊の概要
[image: 図表6-7　テロ対処部隊の概要]

②　スカイ・マーシャルの運用

航空機のハイジャックを未然に防止し、またハイジャックが発生した際に航空機内での犯人の制圧・検挙を可能とするため、警察では、国土交通省や航空会社等と緊密に連携して、警察官が航空機に警乗するスカイ・マーシャルを運用している。

③　TRT-2（注1）の派遣

警察では、邦人や我が国の権益に関係する重大テロが国外で発生した場合には、情報収集や現地治安機関に対する捜査支援等を任務とするTRT-2を派遣することとしている。平成28年（2016年）7月のバングラデシュ・ダッカにおける襲撃テロ事件の発生に際しても、TRT-2として、外事特殊事案対策官（注2）等を現地に派遣し、関係国の治安情報機関との情報交換等を行った。


注1：Terrorism Response Team‐Tactical Wing for Overseas（国際テロリズム緊急展開班）の略

注2：平成25年（2013年）1月に発生した在アルジェリア邦人に対するテロ事件を受け、国外における邦人や我が国の権益に関係するテロ事件等の重大突発事案に対処するために設置された。



　図表6-8　TRT-2の概要
[image: 図表6-8　TRT-2の概要]

④　自衛隊等との共同訓練の推進

警察では、平素から防衛省・自衛隊と緊密な情報交換を行うとともに、都道府県警察及び陸上自衛隊が武装工作員等による不法行為が発生した場合を想定した共同訓練を実施しており、29年中は、実動訓練46回を実施した。また、内閣官房や都道府県が主催する国民保護法（注）に基づく関係機関との共同訓練に参加し、テロ等に対する対処能力の向上や関係機関との連携強化を図った。


注：武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律



　[image: 自衛隊との共同実動訓練]
自衛隊との共同実動訓練

　[image: 国民保護共同図上訓練]
国民保護共同図上訓練

（3）原子力関連施設におけるテロ対策

①　テロ関連情報の収集・分析等

警察では、原子力関連施設に対するテロを未然に防止するため、各国治安情報機関等との緊密な情報交換、関係省庁との連携による水際対策、不審人物や組織に関する情報の収集・分析等を実施している。

②　原子力関連施設における警戒警備

原子力関連施設に対する銃器を使用したテロ事案、爆発物使用事案、NBCテロ事案等への対処を行うため、自動小銃、サブマシンガン、ライフル銃、耐爆・耐弾仕様の車両、爆発物処理用具、防護服等を装備した原発特別警備隊が、24時間体制で原子力関連施設の警戒警備に当たっている。

　[image: 原子力関連施設の警戒]
原子力関連施設の警戒

③　関係機関等との連携

平成23年、政府は、原子力発電所等に対するテロを現実の脅威として再認識し、その未然防止対策を強化することを決定しており、その中で、警察庁、海上保安庁、防衛省等の関係省庁による継続的な連携強化が示された。これを受けて関係都道府県警察では、海上保安庁との合同訓練を定期的に実施しているほか、一般の警察力だけでは対応することができないと認められる事案が発生した場合を想定し、24年以降、原子力発電所の敷地を利用した自衛隊との共同実動訓練を実施している。

④　警察庁職員による立入検査

原子力事業者との間では、警察庁職員が事業所等に定期的に立入検査を行うとともに、治安当局の立場から自主警戒に関する指導を行うことなどにより、事業者による防護措置が実効あるものとなるよう努めている。






第2節　外事情勢

北朝鮮、中国及びロシアは、様々な形で対日有害活動を行っており（注）、警察では、平素からその動向を注視し、情報収集・分析等を行っている。


注：対日有害活動については、56頁（トピックスV　対日有害活動等の現状と警察の取組）参照



（1）北朝鮮の動向

北朝鮮は、平成29年（2017年）中、ICBM（注）級の弾道ミサイルを含む様々な弾道ミサイルの発射を繰り返し行い、同年8月及び9月には、我が国の上空を通過する形で中距離弾道ミサイル「火星12」型を発射したほか、同月に6回目の核実験を実施した。北朝鮮の核・ミサイル開発及び運用能力の向上は、我が国の安全に対する、より重大かつ差し迫った新たな段階の脅威であり、我が国及び国際社会の平和と安全を著しく損なうものになっている。

　[image: 「火星12」型を視察する金正恩朝鮮労働党委員長]
「火星12」型を視察する金正恩朝鮮労働党委員長

国際連合安全保障理事会（以下「国連安保理」という。）は、同年6月、北朝鮮による累次の弾道ミサイルの発射を受け、資産凍結対象の追加等、北朝鮮に対する新たな制裁を盛り込んだ決議第2356号を採択した。また、同年8月には、北朝鮮が同年7月中に弾道ミサイルを2回にわたり発射し、我が国の排他的経済水域に着弾させたことなどを受け、北朝鮮からの石炭、鉄鉱石及び海産物の輸入禁止等、北朝鮮に対する更なる制裁を盛り込んだ決議第2371号を採択した。さらに、同年9月には、北朝鮮が6回目の核実験を実施したことなどを受け、北朝鮮への石油精製品の輸出量の制限等、北朝鮮に対する一層の制裁を盛り込んだ決議第2375号を採択した。

北朝鮮は、トランプ・米国大統領が、同月、第72回国際連合総会における一般討論演説において、北朝鮮に対する軍事行動を示唆したことなどに対し、史上初めて国務委員会委員長声明を発表するなど、米国及びトランプ大統領に対する対決姿勢を強めた。また、同年11月には、ICBM級の弾道ミサイル「火星15」型を発射し、「国家核武力の完成」を宣言した。

これを受け、国連安保理は、同年12月、北朝鮮への石油精製品の更なる輸出量の制限等、北朝鮮に対するより一層の制裁を盛り込んだ決議第2397号を採択した。

北朝鮮は、平成30年（2018年）に入ると、金正恩（キムジョンウン）朝鮮労働党委員長が中国、韓国及び米国の首脳とそれぞれ会談するなど、積極的な対話姿勢を示している。


注：Intercontinental Ballistic Missile（大陸間弾道ミサイル）の略



（2）中国の動向

①　中国国内の情勢等

平成29年（2017年）10月に北京で開催された中国共産党第19回全国代表大会（第19回党大会）においては、党規約の改正案が採択され、「習近平による新時代の中国の特色ある社会主義思想」が同規約の行動指針に追加された。中国共産党の歴代指導者のうち、個人名を冠した政治理念が行動指針として党規約に明記されたのは、毛沢東（もうたくとう）及び鄧小平（とうしょうへい）に次いで、習近平（しゅうきんぺい）総書記が3人目である。

　[image: 第19回党大会の状況（写真提供：共同通信社）]
第19回党大会の状況（写真提供：共同通信社）

また、同大会閉会後に開催された中国共産党第19期中央委員会第1回全体会議（一中全会）では、習近平総書記をはじめとする7人の新たな中央政治局常務委員が選出され、2期目の習近平指導部が発足した。

内政面では、同月、中国共産党中央紀律検査委員会の楊暁渡（ようぎょうと）副書記が、過去5年間で、汚職等の規律違反によって約153万7,000人の党員を処分し、このうち約5万8,000人を司法機関に送致したと公表するなど、習近平指導部による「虎もハエもたたく」という大物幹部から末端の公務員まで取り締まる方針の下、反腐敗闘争を進めている。

外交面では、同年5月、「一帯一路」構想（注）に関する初めての国際会議が北京で開催され、29か国の首脳をはじめ、約130の国・地域から約1,500人が出席した。習近平国家主席は、同会議において、同構想を資金面で支える「シルクロード基金」に1,000億元を増資する方針等を示した。

軍事面では、同年の国防費が約1兆444億元（前年比約7.1％増加）と公表され、初めて1兆元を超えるなど、軍事力の増強が図られている。


注：平成25年（2013年）9月に習近平国家主席がカザフスタンを訪問した際に提唱した、中国から中央アジアを経由して欧州を結ぶ「シルクロード経済ベルト（一帯） 」と、同年10月に同人がインドネシアを訪問した際に提唱した、中国から東南アジア、南アジア、中東、アフリカを経由して欧州を結ぶ「21世紀海上シルクロード（一路） 」の2つから成る、中国と関係国との経済・貿易関係等を拡大・強化する構想



②　我が国との関係をめぐる動向

29年11月、習近平国家主席は、ベトナム・ダナンで安倍首相と首脳会談を行い、両首脳が同会談を新たなスタートとして、今後も意思疎通していくことなどを確認した。

一方、24年9月、日本政府が尖閣諸島の一部の島について所有権を取得して以降、尖閣諸島周辺海域では、中国公船の出現が常態化するとともに、中国公船が我が国の領海に侵入を繰り返している。

また、同海域以外においても、29年7月には、中国海軍の情報収集艦が北海道松前町沖、中国公船が長崎県対馬市沖、福岡県宗像市沖、青森県深浦町沖及び同県外ヶ浜町沖の我が国の領海に、同年8月には、中国公船が鹿児島県南大隅町沖の我が国の領海に、それぞれ入域した。

　[image: 尖閣諸島周辺海域を航行する中国公船（写真右下）と海上保安庁の巡視船（写真提供：共同通信社）]
尖閣諸島周辺海域を航行する中国公船（写真右下）と海上保安庁の巡視船（写真提供：共同通信社）

（3）ロシアの動向

平成29年（2017年）中、日露間の対話は継続しており、同年4月にはロシア・モスクワ、同年7月にはドイツ・ハンブルク、同年9月にはロシア・ウラジオストク及び同年11月にはベトナム・ダナンと相次いで日露首脳会談を行った。この結果、両首脳は、北方四島における共同経済活動について、早期に取り組むプロジェクトの候補を特定し、双方の法的立場を害さない形でプロジェクトを具体化するための検討を加速させることで一致した。

一方、同年2月、ロシアのショイグ国防大臣が、北方四島を含む地域における軍備を強化することを明らかにするなど、我が国の立場と相容れない動向がみられた。

ロシア国内では、反政府運動がロシア全土で広がりを見せたが、同年9月の統一地方選挙では、首長選挙が行われた16の州、共和国等の全てで与党「統一ロシア」の候補が当選した。また、同月以降、プーチン大統領は、沿海地方の知事をはじめとした連邦構成主体の首長を相次いで交替させるなど、政権基盤の一層の強化を図り、平成30年（2018年）3月のロシア大統領選挙では、7割を超える得票率で圧勝し、再選を果たした。

外交面では、米国をはじめとする欧米諸国との対立を続けつつ、ウクライナ及びシリアに対する政治的及び軍事的関与を継続している。






第3節　公安情勢と諸対策

1　オウム真理教の動向と対策

（1）オウム真理教の動向

オウム真理教（以下「教団」という。）は、麻原彰晃こと松本智津夫への絶対的帰依を強調する「Aleph（アレフ）」をはじめとする主流派と、松本の影響力がないかのように装う「ひかりの輪」を名のる上祐派が活動している。

主流派は、依然として松本を「尊師」と尊称し、同人の「生誕祭」を開催しているほか、肖像写真を拠点施設の祭壇に飾るなど、同人への絶対的帰依を強調する「原点回帰」路線を徹底させている。こうした中、松本の妻が二男の教団復帰を画策し、これに反対する三女が全国の幹部信者に復帰反対を訴えたことに端を発して生じた内紛が継続しており、信者の一部が「Aleph（アレフ）」とは一定の距離を置いて活動している。

一方、上祐派は、同派のウェブサイトに旧教団時代の反省・総括の概要を掲載して、松本からの脱却を強調するなど、松本の影響力がないかのように装って活動しているほか、「開かれた教団」や組織の刷新のアピールに努めている。

なお、平成30年1月、公安審査委員会は、教団に対し、現在も無差別大量殺人行為に及ぶ危険性があるなどとして、団体規制法（注）に基づき、公安調査庁長官の観察に付する処分の期間を3年間（33年1月末まで）更新する決定を行った。


注：無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律



　図表6-9 オウム真理教の拠点施設等（平成29年末現在）
[image: 図表6-9 オウム真理教の拠点施設等（平成29年末現在）]

（2）オウム真理教対策の推進

教団は、依然として松本及び同人の説く教義を基盤とするなど、その本質に変化はないと認められることから、警察では、無差別大量殺人行為を再び起こさせないため、引き続き、関係機関と連携して教団の実態解明に努めるとともに、組織的違法行為に対する厳正な取締りを推進している。平成29年1月には、公安調査庁の立入検査に際し、団体の活動状況を明らかにするために必要な検査対象物件の確認を受けず、携行品を教団施設外に持ち出し、検査を困難な状況にしたとして、団体規制法違反（検査忌避）で主流派出家信者5人を逮捕した（愛知）。また、同年11月には、主流派信者が、教団名を隠しながら仏教に関する勉強会の勧誘活動を行い、入会契約を被勧誘者と締結した際に、契約書等の必要な書面を交付しなかったとして、特定商取引に関する法律違反（申込書面交付義務違反）で主流派の拠点施設等を捜索した（北海道）。

さらに、地域住民の平穏な生活を守るため、教団施設周辺の地域住民や関係する地方公共団体からの要望を踏まえるなどして、教団施設周辺におけるパトロール等の警戒警備活動を行っているほか、地下鉄サリン事件等教団による一連の凶悪事件に対する記憶の風化を防止するとともに、教団の現状について適切な理解を得るため、各種機会を通じ、教団の現状等について広報活動を行っている。

　[image: 教団施設周辺における警戒警備活動状況]
教団施設周辺における警戒警備活動状況






2　極左暴力集団の動向と対策

（1）極左暴力集団の動向

暴力革命による共産主義社会の実現を目指している極左暴力集団は、平成29年中も、組織の維持・拡大をもくろみ、暴力性・党派性を隠して大衆運動や労働運動に取り組んだ。

革マル派（注1）は、警察が同年1月に同派議長の本名を公表したことに対し、機関紙において、「笑止千万の妄言」、「デッチあげ」等の主張を行い、組織に影響がないことを訴えた。また、革マル派が相当浸透しているとみられる全日本鉄道労働組合総連合会（JR総連）及び東日本旅客鉄道労働組合（JR東労組）は、JR東労組の組合員らによる組合脱退及び退職強要事件（注2）について、引き続き、同事件を「えん罪」と主張した。

中核派（党中央）（注3）は、昭和46年に発生した警察官殺害事件（渋谷暴動事件）に関し、平成29年6月に殺人罪等で逮捕・起訴された中核派（党中央）非公然活動家である大坂正明及び刑事施設に服役している共犯者の無実等を訴えた。また、労働運動を通じて組織拡大を図る「階級的労働運動路線」を堅持し、中核派（党中央）が主導する国鉄動力車労働組合総連合（動労総連合）の傘下に新たに3団体を結成した。さらに、19年に党中央と分裂した関西地方委員会（関西反中央派）は、反戦・反基地、反原発等を訴える集会やデモ等に参加し、同調者の獲得を図った。

革労協主流派（注4）は、成田闘争を重点に取り組んだ。一方、革労協反主流派（注5）は、反戦・反基地闘争を重点として、反原発闘争にも取り組んだ。


注1：正式名称を日本革命的共産主義者同盟革命的マルクス主義派という。

注2：13年1月21日から同年6月30日頃にかけて、JR東労組の組合員である被疑者7人が、東日本旅客鉄道株式会社（以下「JR東日本」という。）大宮支社浦和電車区事務所等において、他の労働組合の組合員と行動を共にするなどしたJR東労組の組合員を集団で脅迫し、同組合から脱退させ、JR東日本から退職させた強要事件。なお、本件については、24年に、最高裁が上告棄却を決定し、被告人7人の有罪が確定した。

注3：正式名称を革命的共産主義者同盟全国委員会という。

注4：正式名称を革命的労働者協会（社会党社青同解放派）という。

注5：正式名称を革命的労働者協会（解放派）という。



　[image: 「5・14労働者・学生緊急闘争」（5月、東京）]
「5・14労働者・学生緊急闘争」（5月、東京）

（2）極左暴力集団対策の推進

警察では、極左暴力集団に対する事件捜査及び非公然アジト発見に向けたマンション、アパート等に対するローラーを推進するとともに、これらの活動に対する国民の理解と協力を得るため、ポスター等の各種広報媒体を活用した広報活動を推進している。その結果、平成29年中は、3か所の非公然アジトを摘発するとともに、警察庁指定重要指名手配被疑者であった大坂正明をはじめ、極左暴力集団の活動家ら30人を検挙した。

　[image: 捜査への協力を呼び掛ける広報ポスター]
捜査への協力を呼び掛ける広報ポスター


CASE

革労協反主流派非公然活動家の男（65）は、25年11月、飛翔弾の発射装置を作動させる時限装置を製造し、飛翔弾を横田飛行場に向けて発射して、同飛行場周辺に着弾・爆発させた。29年7月、同男を爆発物取締罰則違反（製造及び使用）で逮捕した（警視庁）。また、捜査の結果、同男が26年10月頃にも埼玉県内の会社事務所に向けて飛翔弾を発射したことなどが判明したため、29年11月、同男を銃刀法違反（発射）等で再逮捕した（警視庁、埼玉、神奈川）。








3　右翼等の動向と対策

（1）右翼の動向

①　抗議活動の展開

右翼は、平成29年中、領土問題、歴史認識問題等を捉え、活発な街頭宣伝活動等に取り組んだ。

　[image: 右翼の街頭宣伝活動（2月、島根）]
右翼の街頭宣伝活動（2月、島根）

中国をめぐっては、中国公船が尖閣諸島周辺の領海に繰り返し侵入していることなどを捉えた活動を行った。北朝鮮をめぐっては、核実験、ミサイル発射、拉致問題等を捉えた活動を行った。韓国をめぐっては、韓国・釜山（プサン）の日本国総領事館前に慰安婦像が設置されたことや竹島問題等を捉えた活動を、ロシアをめぐっては、北方領土問題等を捉えた活動をそれぞれ行った。右翼は、これらの活動により、関係国、日本政府等を批判した。

右翼が上記の街頭宣伝活動等に動員した団体数、人数及び街頭宣伝車数は、図表6-10のとおりである。

　図表6-10　右翼による街頭宣伝活動等に伴う動員数（平成29年）
[image: 図表6-10　右翼による街頭宣伝活動等に伴う動員数（平成29年）]

②　右翼関係事件の状況

29年中、「テロ、ゲリラ」事件の発生はみられなかった。

近年の右翼による違法行為の検挙状況の推移は、図表6-11のとおりである。

このうち、右翼運動に伴う事件（注）の検挙状況、右翼による恐喝事件や詐欺事件等の資金獲得を目的とした事件の検挙状況並びに右翼及びその周辺者からの銃器押収状況は、図表6-12のとおりである。


注：右翼が街頭宣伝活動、抗議活動等を行う過程で引き起こした事件



　図表6-11　右翼関係事件の検挙状況の推移（平成25～29年）
[image: 図表6-11　右翼関係事件の検挙状況の推移（平成25～29年）]

　図表6-12　右翼運動に伴う事件の検挙状況等（平成29年）
[image: 図表6-12　右翼運動に伴う事件の検挙状況等（平成29年）]

（2）右翼対策の推進

①　テロ等重大事件の未然防止

警察では、銃器犯罪や資金獲得等を目的とした違法行為に対し、様々な法令を適用した取締りを行い、右翼によるテロ等重大事件の未然防止に努めている。

②　街頭宣伝車対策の推進

警察では、右翼が街頭宣伝車を用いて行う活動のうち、国民の平穏な生活に影響を及ぼす悪質なものについては、様々な法令を適用して徹底した取締りに努めている。

　図表6-13　街頭宣伝活動に対する取締り状況（平成29年）
[image: 図表6-13　街頭宣伝活動に対する取締り状況（平成29年）]

　[image: 街頭宣伝活動に対する取締り状況（2月、新潟）]
街頭宣伝活動に対する取締り状況（2月、新潟）


CASE

右翼団体代表（65）ら11人は、平成29年2月、労働組合の全国集会等に対する抗議を目的として、街頭宣伝車による集団示威運動を行うに当たり、新潟県公安委員会から、後続車両の通行の妨げとなるような交通秩序を乱す行為はしないことなどの許可条件が付されていたにもかかわらず、交差点内において、街頭宣伝車5台を約7分間停滞させ、同許可条件に違反した。同年6月、行列行進、集団示威運動に関する条例違反（許可条件違反）で同代表らを逮捕した（新潟）。




CASE

右翼団体代表（33）ら3人は、29年2月、外国公館周辺において、高音を発して静穏を害するような方法で拡声機を使用したため、警察官らから、拡声機の使用をやめるよう是正措置命令を受けたにもかかわらず、引き続き同様の方法で拡声機を使用し、同命令に違反したことから、同代表らを静穏保持法違反で現行犯逮捕した（警視庁）。



（3）右派系市民グループをめぐる情勢と警察の対応

平成29年中、在特会（注）をはじめ、極端な民族主義・排外主義的主張に基づき活動する右派系市民グループは、韓国や北朝鮮との問題等を捉えたデモや街頭宣伝活動等に各地で取り組み、全国におけるデモは約50件に及んだ。

また、右派系市民グループの活動に対して抗議する勢力（以下「反対勢力」という。）が、参加者による過激な言動について、「ヘイトスピーチ」であると批判するなどして、抗議行動に取り組んだ。

警察では、28年6月に施行された本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組の推進に関する法律を踏まえ、引き続き、右派系市民グループと反対勢力とのトラブルに起因する違法行為の未然防止の観点から、厳正公平な立場で必要な警備措置を講じ、違法行為を認知した場合には、法と証拠に基づき厳正に対処するとともに、警察職員に対する必要な教育を推進することとしている。


注：在日特権を許さない市民の会



　[image: 右派系市民グループのデモ（10月、東京）]
右派系市民グループのデモ（10月、東京）






4　日本共産党等の動向

（1）日本共産党の動向

①　第27回党大会の開催

平成29年1月に開催された日本共産党第27回大会では、野党連合政権を樹立する構想が提唱された。また、志位和夫委員長、小池晃書記局長及び副委員長6人がそれぞれ再任されたほか、党員数は約30万人、機関紙購読者数は約113万人であることが公表され、26年の前回大会に比べ、党員数は約5,000人、機関紙購読者数は約11万1,000人減少した。

　図表6-14　日本共産党の党員数及び機関紙購読者数の推移
[image: 図表6-14　日本共産党の党員数及び機関紙購読者数の推移]

②　第48回衆議院議員総選挙の結果

日本共産党は、29年10月の第48回衆議院議員総選挙において、小選挙区では「議席の大幅増」、比例代表では得票数850万票以上及び得票率15％以上の獲得と共に、「全国11のすべての比例ブロックで議席増を実現し、比例代表で第3党」を目標に掲げた。また、一部の野党と連携する方針を示し、67の小選挙区で候補者を取り下げるなどした結果、小選挙区に206人、比例代表に65人（小選挙区との重複28人）の公認候補を擁立した。このうち、小選挙区の候補者1人、比例代表の候補者11人が当選し、解散前の21議席から9議席減の12議席となった。

日本共産党は、同年12月の第3回中央委員会総会において、同選挙の結果の原因を「わが党の力不足」とした一方、小選挙区での候補者の取下げ等が「共闘勢力が議席を伸ばすうえでの効果的貢献となった」と評価し、引き続き、野党共闘を推し進める方針を示した。

　図表6-15　衆議院議員総選挙における日本共産党の獲得議席数の推移
[image: 図表6-15　衆議院議員総選挙における日本共産党の獲得議席数の推移]

（2）日本民主青年同盟の動向

日本民主青年同盟は、平成29年12月、第41回全国大会を開催し、28年11月の第40回全国大会以降に953人の同盟員及び741人の機関紙購読者を獲得したこと並びに同盟員数が約9,500人であることを明らかにした。同盟員数を明らかにしたのは、14年の第30回全国大会で「二万二千の峰を突破」として以来15年ぶりのことであった。

第41回全国大会には、日本共産党から志位委員長が12年ぶりに出席して、「民青同盟を強く大きくしていく仕事に、皆さんと心一つに取り組んでいきたい」と呼び掛けた。

（3）全国労働組合総連合の動向

全国労働組合総連合は、平成29年5月、都内で第88回中央メーデーを開催し、日本共産党から志位委員長が出席して、「安倍政権を打倒し、新しい政治をつくろう」などと呼び掛けた。また、中央メーデーの集会後に行われたデモ行進には、日本共産党の国会議員等が参加した。






5　大衆運動への警察の対応

警察は、公共の安全と秩序の維持に当たるという警察の責務を遂行するため、大衆運動に伴う違法行為や事故を未然に防止するために必要な警備措置を講ずるとともに、違法行為が発生した際には、捜査等の必要な措置を講ずることとしている。

（1）反基地運動

沖縄県の普天間飛行場の名護市辺野古への移設をめぐり、移設工事の中止等を訴え、移設先であるキャンプ・シュワブ周辺において抗議行動が行われ、工事関係車両への立ち塞がり、道路での座込み、寝そべり等の妨害活動が行われた。平成29年中、同県内の反基地運動に伴って発生した違法行為に関連して、道路交通法違反（道路上の禁止行為）、公務執行妨害罪、暴行罪等で35件、延べ36人を検挙した。

（2）原子力政策をめぐる動向

原子力発電所の再稼働等を捉え、毎週金曜日の首相官邸前における抗議行動をはじめ、大規模な反対集会等が行われ、平成29年5月に福井県の高浜発電所4号機が再稼働した際には、同発電所前等で抗議行動が行われた。同月、ロケット型のペットボトルを同発電所敷地内に向けて発射し、同発電所の警備員にペットボトルの捜索等を余儀なくさせ、正常な業務の遂行を困難にさせた無職の男（32）を威力業務妨害罪で逮捕した（福井）。

　[image: 高浜発電所4号機の再稼働に対する抗議行動（5月、福井）（アフロ）]
高浜発電所4号機の再稼働に対する抗議行動（5月、福井）（アフロ）

（3）憲法改正等をめぐる動向

憲法改正をめぐり、平成29年5月3日に都内で行われた抗議行動には、約5万5,000人（主催者発表）が参加した。また、テロ等準備罪の新設等を内容とする組織的犯罪処罰法の改正等をめぐり、同年6月10日に国会議事堂周辺で行われた抗議行動には、約1万8,000人（主催者発表）が参加した。警察では、これらの憲法改正等をめぐる大衆運動に対して必要な警備措置を講じており、29年中、違法行為の検挙や事故の発生はなかった。

　[image: 憲法改正に対する抗議行動（5月、東京）（時事）]
憲法改正に対する抗議行動（5月、東京）（時事）

（4）国際会議等の開催をめぐる動向

国内の反グローバリズムを掲げる勢力は、第50回アジア開発銀行（ADB）年次総会が平成29年5月に横浜市で開催されたことを捉え、国内外の諸勢力との連携を図り、抗議行動に取り組んだ（注）。

また、29年1月、国内の反グローバリズムを掲げる勢力を含む大衆団体等は、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催をめぐり、抗議ネットワークを立ち上げた。同月、同大会の開催に反対するデモにおいて、交通整理に従事していた警察官に暴行を加えた男（37）を公務執行妨害罪で現行犯逮捕した（警視庁）。


注：なお、海外の反グローバリズムを掲げる勢力等は、平成29年（2017年）7月にドイツで開催されたG20ハンブルク・サミットにおいて、約5万人がデモ等に取り組んだ。サミット期間中、一時拘束を含め約400人が逮捕された。



（5）我が国の捕鯨をめぐる動向

過激な環境保護団体「シー・シェパード（Sea Shepherd）」は、和歌山県太地町において、同町に活動家を常駐させてイルカ漁に対する抗議活動を行った。

警察では、和歌山県警察において、太地町特別警戒本部を設置し、同町に設置した臨時交番を拠点に警戒活動を推進するとともに、海上保安庁等との合同警備訓練を実施したほか、法務省入国管理局等と連携して水際対策を推進している。

また、平成29年10月、同県内のテーマパークにおいて、イルカショーが行われているプール内に侵入し、横断幕を掲げるなどしたとして、海外の動物権利団体の活動家の男（32）ら3人を威力業務妨害罪で逮捕した（和歌山）。

　[image: 海上保安庁等との合同警備訓練（8月、和歌山）]
海上保安庁等との合同警備訓練（8月、和歌山）






第4節　災害等への対処と警備実施

1　自然災害等への対処

（1）自然災害の発生状況と警察活動

①　自然災害の発生状況（注）

29年中は、地震、大雨、台風、強風等により、死者・行方不明者69人、負傷者600人等の被害が発生した。25年から29年にかけての自然災害による主な被害状況は、図表6-16のとおりである。

29年中は、27個の台風が発生し、うち4個が日本に上陸した。


注：数値は、いずれも平成30年4月末現在のもの



　図表6-16　自然災害による主な被害状況の推移（平成25～29年）
[image: 図表6-16　自然災害による主な被害状況の推移（平成25～29年）]

②　平成29年7月九州北部豪雨における警察活動（注）

29年7月5日から同月6日にかけて、梅雨前線及び台風第3号の影響により、九州北部地方を中心に記録的な大雨となり、土砂災害、河川の氾濫等が発生した。特に、福岡県及び大分県において、河川の氾濫により住家や橋が流失するなどして、死者39人、行方不明者2人等の被害が発生した。

警察では、20府県警察から広域緊急援助隊を中心とする警察災害派遣隊延べ3,110人及び警察用航空機（ヘリコプター）延べ42機を福岡県警察及び大分県警察へ派遣し、被害情報の収集、被災者の救出救助、行方不明者の捜索、交通対策等を実施したほか、自動車警ら隊による被災地のパトロールや避難所での女性警察官による相談対応等、被災地における安全安心を確保するための諸活動に当たった。


注：数値は、いずれも30年1月17日現在のもの



　[image: 河川の氾濫現場における行方不明者の捜索活動（福岡県）]
河川の氾濫現場における行方不明者の捜索活動（福岡県）

　[image: 避難所での相談対応（大分県）]
避難所での相談対応（大分県）

（2）東日本大震災への対応（注）

東日本大震災による被害は、死者1万5,896人、行方不明者2,537人等に上っている。

これまでに、岩手県警察、宮城県警察及び福島県警察に対し、全国から延べ約139万人の警察職員を派遣するとともに、震災から7年が経過した現在も、仮設住宅での防犯活動、行方不明者の捜索活動、避難指示区域等における警戒警ら等を継続して行っている。


注：数値は、いずれも平成30年5月10日現在のもの



　[image: 行方不明者の捜索状況（宮城県）]
行方不明者の捜索状況（宮城県）

（3）大規模災害への備え

①　危機管理体制の構築

警察では、東日本大震災をはじめとした大規模災害における反省、教訓を踏まえ、災害に関する危機管理体制を構築するため、組織横断的な取組を行っている。

各都道府県警察においては、災害対処能力の向上や初動態勢の確立のための取組を計画的に進めているほか、南海トラフ地震、首都直下地震等の被害想定や局地的な豪雨による土砂災害等最近における災害の特徴を踏まえつつ、各都道府県の地理的特性に応じた災害対策を推進している。

また、災害対処能力の向上を図るため、初動対処や救出救助訓練、都道府県警察間での合同訓練等を実施しているほか、各種装備資機材の整備を進めている。


MEMO　警察における災害警備訓練

警察庁では、今後発生し得る大規模災害に備えるため、部隊に応じた救出救助訓練基準及び災害警備活動マニュアルを整備し、体系的な災害警備訓練を推進している。

例えば、毎年、各管区警察局等で実施している広域緊急援助隊合同訓練では、警察庁指定広域技能指導官、特別救助班（注）等の指導の下、家屋の倒壊や土砂災害等を再現した現場からの救出救助のほか、夜間における救出救助、広域警察航空隊と連携したホイスト救助、指揮支援班による各部隊の活動の調整等について、過去の災害における教訓を踏まえた訓練を実施している。


注：極めて高度な救出救助能力を必要とする災害現場において、より迅速かつ的確に被災者の救出救助を行うことを主な任務として、平成17年に12都道府県警察の広域緊急援助隊に設置された。29年4月、今後発生が懸念される南海トラフ地震、首都直下地震並びに日本海側及び沖縄県における大規模災害への迅速な対応を可能とするため、千葉県警察、新潟県警察、京都府警察及び沖縄県警察の広域緊急援助隊に新たに設置され、16都道府県警察で約240人の班員が指定されている。



　[image: 夜間における救出救助訓練（神奈川県）]
夜間における救出救助訓練（神奈川県）

　[image: ホイスト救助訓練（埼玉県）]
ホイスト救助訓練（埼玉県）



②　今後の災害対策の見直し

警察では、今後発生が懸念される南海トラフ地震、首都直下地震等の大規模災害における措置について、政府における各種計画の策定・見直し等を踏まえ、引き続き、部隊派遣計画等の具体的な検討を進めている。






2　警備実施

（1）警衛・警護警備

①　警衛警備

警察では、皇室と国民との親和に配意した警衛警備を実施し、御身辺の安全確保と歓送迎者の雑踏等による事故防止を図っている。

平成29年中の国内での主な行幸啓は図表6-17、行啓は図表6-18のとおりである。海外へは、同年2月から同年3月にかけて、天皇皇后両陛下が国際親善のためベトナム（タイお立ち寄りを含む。）を御訪問になったほか、皇族方が合計12回御訪問になった。

　図表6-17　主な行幸啓（平成29年）
[image: 図表6-17　主な行幸啓（平成29年）]

　図表6-18　主な行啓（平成29年）
[image: 図表6-18　主な行啓（平成29年）]

　[image: 第72回国民体育大会に伴う警衛（9月、愛媛県）]
第72回国民体育大会に伴う警衛（9月、愛媛県）

②　警護警備

警察では、テロ等違法事案の発生が懸念される厳しい警護情勢の下、的確な警護警備に向けた取組を推進して要人の身辺の安全を確保している。

29年中の首相の海外訪問は図表6-19、主な外国要人の来日は図表6-20のとおりである。

また、同年10月に施行された第48回衆議院議員総選挙では、多数の警護対象者が全国で遊説活動を行った。

　図表6-19　首相の主な海外訪問（平成29年）
[image: 図表6-19　首相の主な海外訪問（平成29年）]

　図表6-20　主な外国要人の来日（平成29年）
[image: 図表6-20　主な外国要人の来日（平成29年）]

　[image: トランプ・米国大統領来日に伴う警護警備（11月）（AFP＝時事）]
トランプ・米国大統領来日に伴う警護警備（11月）（AFP＝時事）

（2）機動隊の活動

都道府県警察には、集団警備力によって有事即応体制を保持する常設部隊として機動隊が設置されているほか、管区機動隊、第二機動隊等が設置されている。

また、各種警察事案に対応できるよう、爆発物処理班や水難救助部隊、銃器対策部隊等の機能別部隊が編成されており、その専門能力をいかした人命救助活動や捜査活動等に従事している。

　図表6-21　機動隊の概要
[image: 図表6-21　機動隊の概要]

　図表6-22　機動隊の活動
[image: 図表6-22　機動隊の活動]

　[image: 機動隊の訓練]
機動隊の訓練

（3）雑踏警備

祭礼等の行事に際して多数の人が集まることにより事故が発生するおそれがある場合には、雑踏事故の未然防止を図るため、警察ではあらかじめ行事の主催者や施設の管理者に対して必要な安全対策をとるよう要請しているほか、警察部隊の投入が必要と判断される場合には、所要の体制を確立し雑踏警備を行っている。

　図表6-23　雑踏警備の流れ
[image: 図表6-23　雑踏警備の流れ]

　[image: 雑踏警備の状況]
雑踏警備の状況






警察活動の最前線


「ありがとう」を力に変えて



福岡県警察本部警備部第一機動隊（現　福岡県警察本部警備部G20サミット対策課受援係）

光永　智（みつなが　とも）　警部補

　[image: ふっけい君]
ふっけい君



私は、水難救助部隊の小隊長として、証拠品や行方不明者の潜水捜索等に従事するとともに、大規模災害が発生した際には、広域緊急援助隊の一員として人命救助活動等を行っていました。

平成29年7月5日、本県朝倉市において未曾有の豪雨災害が発生し、私は、発災直後の第一陣部隊の小隊長として出動指令を受け、災害現場に急行しました。

到着した現場では、一時間降水量が129ミリメートルという猛烈な雨が降り続き、土砂崩れや河川の氾濫等により家屋が倒壊するなど、周辺一帯の景色は見る影も無くなっていました。

災害警備本部から救助指令を受け、私の部隊が機動隊の特殊車両で冠水地域に向かったところ、多くの人々が濁流に流されまいとガードレールや電柱に必死に捕まり、私達に強く助けを求める光景が目に飛び込んできました。私は、即座に隊員たちと命綱をつなぎ、濁流の中で助けを求める人の下に救助に向かって、小学生を含む5人の方の尊い命を救うことができました。

その際、彼らから頂いた心からの「ありがとう」という言葉と安堵（ど）した表情は、今でも私の脳裏に鮮明に焼き付いており、私の警察官としての力の根源となっています。

私は、これからも、どんなに過酷な状況でも最善を尽くし、国民の安全を確保していきます。

　[image: 福岡県警察本部警備部第一機動隊（現　福岡県警察本部警備部G20サミット対策課受援係）　光永　智（みつなが　とも）　警部補]




冬山での無線中継所の復旧作業



近畿管区警察局兵庫県情報通信部機動通信課機動通信第一係（現　警察庁情報通信局情報管理課）

川田　武志（かわた　たけし）　技官

　[image: 警視庁ロゴマーク]



「山頂の無線中継所で停電発生。原因は不明。」

この連絡が入ったのは、平成29年1月の真冬のことでした。無線中継所には非常用発動発電機が整備されており、停電しても直ちに警察活動に影響を与えることはありません。しかし、非常用発動発電機の電源も喪失してしまうと、警察本部と警察署等を結ぶ無線が機能しなくなり、警察活動に重大な影響を与えるおそれがあったことから、停電の原因と状況の把握、復旧作業を行うため、すぐに無線中継所へ向かうこととなりました。

私は、普段は警察署等の無線機器の保守を担当していましたが、現地は大雪が降っており、無線中継所まで車で到達できないことが予想されたため、若くて体力のある私も中継所の復旧を担当する係に加わりました。

無線中継所へは当初車で向かいましたが、案の定、山の中腹の道路が雪に埋もれていたことから、残りの道は徒歩で登山をすることとなりました。途中、前進できなくなるほどの吹雪の中、約3時間半歩き続け、なんとか無線中継所にたどり着き、停電の原因は落雷によるものであることが判明したため、無線中継所の製造企業等の協力も得て、警察活動に影響を与えることなく、電源を復旧させることができました。

初めての吹雪の中での登山と無線中継所の復旧作業は、想像以上に厳しいものでしたが、警察活動に不可欠な無線を絶対に止めることはできないという思いがあったからこそ、業務を完遂することができました。

これからも、突然の事案に対応できるよう、日頃から技能や体力の向上を図り、警察活動に不可欠な情報通信業務に誇りを持って取り組んでいきたいと思います。

　[image: 近畿管区警察局兵庫県情報通信部機動通信課機動通信第一係（現　警察庁情報通信局情報管理課）　川田　武志（かわた　たけし）　技官]



注：掲載されているキャラクターは、都道府県警察のマスコットキャラクターです。






第7章　警察活動の支え

第1節　警察活動の基盤

1　警察の体制

（1）定員

平成30年度の警察職員の定員は総数29万6,702人であり、このうち7,902人が警察庁の定員、28万8,800人が都道府県警察の定員である。

　図表7-1　警察職員の定員（平成30年度）
[image: 図表7-1　警察職員の定員（平成30年度）]

（2）警察力強化のための取組

地方警察官については、平成13年度から29年度までの間に合計3万1,811人の増員を行ってきた。刑法犯認知件数が14年以降15年連続して減少するなど、地方警察官の増員は、他の施策と併せ、犯罪の増勢に歯止めを掛け、治安の回復に効果をもたらしていると考えられる（注）。

しかし、我が国の治安は、刑法犯認知件数等の指標が改善する一方で、人身安全関連事案は後を絶たず、高齢者を中心に大きな被害が生じている特殊詐欺の認知件数が増加しているとともに、国際テロ情勢の悪化やサイバー空間の脅威の増大がみられるなど課題が山積している。また、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の成功に向けて、警察の事態対処能力を強化することが必要となっており、引き続き、時代に合わせて警察力の強化に努める必要がある。このため、警察では、次のような警察力強化のための取組を強力に推進し、厳しい治安情勢に的確に対応することとしている。


注：8頁参照



①　退職警察職員の積極的活用

交番相談員、捜査技能伝承官等の非常勤職員を拡充し、また、再任用制度を積極的に活用することで、即戦力たる退職警察職員により現場執行力を補完するとともに、経験豊富な警察職員の優れた技能を若手警察職員に伝承している。

②　優秀な人材確保のための採用募集活動の強化

警察庁では、警察官という職業の魅力をアピールするため、合同企業説明会への参加、警察庁ウェブサイトや民間の就職サイトを通じた情報提供等を行い、都道府県警察の採用募集活動を支援している。

　[image: 合同企業説明会における採用募集活動の様子]
合同企業説明会における採用募集活動の様子

（3）女性警察官の採用・登用の拡大

警察では、女性警察官の採用に積極的に取り組んでいる。毎年度1,000人を超える女性警察官を採用し、女性警察官数は年々増加している。平成29年度には1,827人（新規採用者総数に占める比率は17.8％）の女性警察官が採用された。

女性が被害者となる性犯罪や配偶者からの暴力事案等の捜査、被害者支援等、女性警察官の能力や特性をいかした分野のほか、強行犯捜査、知能犯捜査等の捜査全般、暴力団対策、警衛・警護等の分野でも活躍するなど女性警察官の職域は全ての分野に拡大しており、警察署長をはじめとする幹部への登用も進んでいる。

また、都道府県警察では、25年に「警察における女性の視点を一層反映した対策の推進に関する検討会」から受けた提言を踏まえ、多様性のある社会のニーズに応えるため、女性の視点をいかした警察づくりに取り組んでおり、女性用仮眠施設の整備や装備資機材の改良、仕事と育児の両立を支援する制度の整備・拡充等の女性が活躍できる環境の整備に向けた様々な取組を推進している。

さらに、警察庁においても、様々な背景を持つ多様な人材が能力を発揮できる環境を整えることにより、警察組織を質的に強化するため、28年に「警察庁におけるワークライフバランス等の推進のための取組計画」（注）を策定し、更なる女性の採用・登用の拡大等に取り組んでいる。


注：https://www.npa.go.jp/sonota/jinji/20160310_wlbtorikumikeikaku.pdf



　図表7-2　都道府県警察の女性警察官数及び地方警察官に占める女性警察官の割合の推移（平成21〜30年度）
[image: 図表7-2　都道府県警察の女性警察官数及び地方警察官に占める女性警察官の割合の推移（平成21〜30年度）]

　図表7-3　都道府県警察で採用された女性警察官のうち警部以上の人数の推移（平成21〜30年度）
[image: 図表7-3　都道府県警察で採用された女性警察官のうち警部以上の人数の推移（平成21〜30年度）]


MEMO　警察署の地域課長として

青森県七戸警察署地域課長　米澤貴子警部

（現　青森県警察本部生活安全部地域課課長補佐）

平成29年4月1日に警察署の地域課長として赴任しました。

当県の警察署の職員は、以前は勤務先の警察署の管内に居住することとされていましたが、ワークライフバランスの推進のため、その原則が緩和されたことから、私は、夫と5歳の長男と暮らす自宅から七戸警察署に通勤しています。

雑踏警備や行方不明者の捜索等、早朝や夜間、休日の事案対応も多いですが、夫や両親、同僚に支えられながら、仕事と育児を両立させることができています。

地域部門が扱う仕事は多岐にわたります。子供や女性、高齢者が当事者となる事件や事故も少なくありません。だからこそ、女性であることや出産・育児等の経験をいかした対応が必要であると考えています。母親の心情を理解できる地域課長として、課員と共に、地域住民に寄り添いながら仕事に励んでいきたいと思います。

　[image: 青森県七戸警察署地域課長　米澤貴子警部]



（4）教育訓練

警察職員には、適正に職務を執行するため、良識と確かな判断能力や実務能力が必要とされる。警察学校や警察署等の職場では、誇りと使命感に裏打ちされた高い倫理観と職務執行能力を兼ね備えた警察職員を育成するため、教育訓練の充実強化を図っている。

①　警察学校における教育訓練

都道府県警察の警察学校、警察庁の管区警察学校、警察大学校等では、対象者の階級及び職に応じて、次のような体系的な教育訓練を実施している。

　図表7-4　警察学校における教育訓練体系
[image: 図表7-4　警察学校における教育訓練体系]

②　職場における教育訓練

警察署等の職場では、個々の警察職員の能力又は職務に応じた個人指導や研修会の開催等により、職務執行能力の向上を図っているほか、経験豊富な警察官や退職警察官の講義等を通じ、専門的な知識及び技能の伝承に努めている。また、職務執行の際に求められる高い倫理観を培うため、有識者による講習会等を行っている。

③　術科訓練の充実強化

凶悪犯罪に的確に対処できる精強な執行力を確保するため、柔道、剣道、逮捕術、拳銃等の術科訓練を実施している。特に、様々に変化する状況に的確に対応する能力を培うため、映像射撃シミュレーター（注）等による拳銃訓練をはじめ、実際の現場で発生する可能性の高い事案を想定した実践的な訓練の充実強化を図っている。


注：スクリーン投影した映像に向け、レーザー光線で射撃を行う訓練装置



　[image: 映像射撃シミュレーター]
映像射撃シミュレーター

　[image: 実践的な訓練]
実践的な訓練

（5）警察職員の殉職・受傷

警察官は、個人の生命、身体及び財産を保護し、公共の安全と秩序の維持に当たるため、自らの身の危険を顧みず職務を遂行し、その結果、不幸にして殉職・受傷する場合がある。

警察では、殉職・受傷した警察職員又はその家族に対して、公務災害補償制度による公的補償のほか、賞じゅつ金の支給等の措置をとっている。また、特記すべき職務執行に対しては、警察庁長官名による表彰を行っている。






2　警察の予算と装備

（1）警察の予算

警察の予算は、警察庁予算と都道府県警察予算から成る。このうち、警察庁予算には、国庫が支弁する都道府県警察に要する経費と補助金が含まれる。

平成29年度警察庁予算では、テロ対策の推進やサイバー空間の脅威への対処に要する経費等を、補正予算では、大規模災害対策の推進に要する経費を措置した。

29年度の国民一人当たりの警察予算は約2万8,000円であった。

　図表7-5　警察庁予算（平成29年度最終補正後）
[image: 図表7-5　警察庁予算（平成29年度最終補正後）]

　図表7-6　都道府県警察予算（平成29年度最終補正後）
[image: 図表7-6　都道府県警察予算（平成29年度最終補正後）]

　[image: 警察の予算]

（2）警察の装備

①　車両の整備

警察用車両として、パトカー、白バイ等が全国に約4万2,500台整備されている。

平成29年度は、災害警備活動に必要な車両等を整備した。

　[image: 大型輸送車]
大型輸送車

②　装備品の整備

29年度は、テロ対策、大規模災害対策、暴力団対策等の推進を重点として、各種装備品を整備した。






3　警察の情報通信

（1）警察活動を支える警察情報通信

警察では、事件、事故又は災害がどこでどのように発生しても対応できるよう、各種の情報通信システムを開発し、それらを全国に整備するとともに、システムの高度化に努めている。

具体的には、独自に整備・維持管理している無線多重回線、電気通信事業者の専用回線、衛星通信回線等により構成される全国的なネットワークにより、警察庁、管区警察局、警察本部、警察署、交番等を結ぶほか、車載通信系（警察本部を中心に警察署、パトカー、警察用航空機等を結ぶ無線通信系）、署活系（警察署を中心に所属する警察官を結ぶ無線通信系）、携帯通信系（機動隊による部隊活動等、局所的な警察活動での無線通信系）といった各種の移動通信システムを構築することにより、警察業務を遂行する上で不可欠な情報の伝達を実現している。

また、指名手配被疑者、行方不明者、盗難車両等に関する情報を警察庁に登録することにより、第一線の警察官からの照会に即時に回答したり、運転免許証に関する情報を全国一元管理することにより、適切な行政処分を実施したりするための警察情報管理システムを全国に構築することで、第一線の警察活動を支えるとともに、迅速な警察行政に貢献している。

これら警察情報通信の円滑な運営を図るため、国の機関である全国の情報通信部（注）に、情報通信に関する専門的な技術を有した職員を配置している。


注：管区警察局情報通信部、東京都警察情報通信部、北海道警察情報通信部、府県情報通信部及び方面情報通信部



　図表7-7　警察活動を支える警察情報通信
[image: 図表7-7　警察活動を支える警察情報通信]

（2）機動警察通信隊の活動

全国の情報通信部には機動警察通信隊が設置されており、現場の警察活動の基盤となる通信を確保等するための様々な活動を行っている。具体的には、警衛・警護警備の実施時や事件、事故又は災害発生時に、警察本部と現場警察官との間の指揮命令や連絡等が円滑に行われるよう、無線の不感地帯対策のほか現場映像の伝送等の各種情報通信対策を講じている。

平成29年においては、5月の富山県における天皇皇后両陛下「第68回全国植樹祭」御臨場等に伴う警衛警備、7月の「平成29年7月九州北部豪雨」、8月の福島県福島市内の山中における動力滑空機墜落事故等の際に出動した。

　[image: 「平成29年7月九州北部豪雨」における捜索状況の撮影]
「平成29年7月九州北部豪雨」における捜索状況の撮影


MEMO　国外で活躍する国際機動警察通信隊

国外において我が国の警察部隊が必要とする通信を確保するために、警察庁では、警察通信職員の中から国際機動警察通信隊の隊員をあらかじめ指定し、訓練を行うことで、要請に応じて迅速に派遣できる体制を整備している。同隊員は、現地と我が国の間及び現地部隊間の通信回線を設定するなどの通信対策を担当している。

平成29年（2017年）9月にメキシコ中央部で発生した地震に際しては、同隊員2名が国際緊急援助隊の救助チームの一員として派遣され、通信資機材を設置・運用し、被災地における捜索・救助活動に貢献した。

　[image: 捜索現場における通信回線の設定]
捜索現場における通信回線の設定

　[image: 通信資機材の設置]
通信資機材の設置



（3）情報管理の徹底

警察では多くの機密情報を取り扱っていることから、警察庁は、警察情報セキュリティポリシー（注1）の策定・改正等により、情報セキュリティの向上のための総合的な対策を進め、厳格な情報管理に努めている。

具体的には、警察内部ネットワークの外部ネットワークからの分離、外部記録媒体の利用制限等の情報流出等を防ぐための技術的環境を整備するとともに、警察職員の情報の取扱いに係る規範意識の向上のための取組を推進している。

また、警察庁及び全都道府県警察にCSIRT（シーサート）（注2）を設置し、警察情報管理システム等において情報セキュリティインシデント（注3）が発生した場合に、迅速かつ的確な情報の集約・分析、被害拡大を防止するための措置等を実施することとしている。

さらに、これらの取組の実効性等を検証するため、都道府県警察等を対象とした情報管理業務監査及び情報セキュリティ監査を継続的に実施している。


注1：警察情報セキュリティに関する規範の体系

注2：Computer Security Incident Response Team の略

注3：不正プログラム感染事案等情報セキュリティの維持を困難とする事案








4　留置施設の管理運営

（1）留置施設の管理運営

平成30年4月1日現在、留置施設は全国で1,140施設（収容基準人員（注）2万1,609人）設置されている。警察では、刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律に基づき、捜査と留置の分離を徹底しつつ、被留置者の人権に配慮した処遇及び施設の改善を推進しており、月に2回の健康診断の実施、健康に配慮した食事の提供、冷暖房装置の整備等のほか、次のような取組を行っている。


注：留置施設の定員数



①　女性被留置者に対する適切な処遇

警察では、女性被留置者に対してより適切な処遇を行うという観点から、女性被留置者のみを留置し、女性警察官が常時看守業務に従事する女性専用留置施設の設置を推進しており、全国の同施設は、25年4月から29年4月にかけて、17施設が整備され合計93施設となった。また、留置施設への女性警察職員の配置を進めるなど、物的及び人的基盤の整備を進めている。

　図表7-8　女性専用留置施設数の推移（平成25～29年）
[image: 図表7-8　女性専用留置施設数の推移（平成25～29年）]

　図表7-9　留置業務に従事している女性警察職員数の推移（平成25～29年）
[image: 図表7-9　留置業務に従事している女性警察職員数の推移（平成25～29年）]

②　外国人被留置者に対する適切な処遇

警察では、外国人被留置者向けに、外国語版の告知書（注）を用意しているほか、被留置者の信仰する宗教を踏まえた食事の提供を行うなど、言語や宗教等の違いに配慮した処遇に努めている。


注：留置の開始に際し、留置施設での処遇について説明するための書面



③　留置施設に対する巡察

警察庁では、被留置者の処遇を全国的に斉一にするため、毎年全ての都道府県警察の留置施設に対し計画的な巡察を実施している。

④　留置施設視察委員会

留置施設の運用状況の透明性を高めるため、警察部外の第三者から構成される機関として、留置施設視察委員会（以下「委員会」という。）が、警視庁、道府県警察本部及び方面本部に設置されている。委員会は、弁護士等の法律関係者や医師、地域住民等の委員で構成されている。各委員は、留置施設を実際に視察し、被留置者と面接するなどして留置施設の実情を把握した上で、委員会として留置業務管理者（警察署長等）に意見を述べるものとされており、警視総監、道府県警察本部長及び方面本部長は、委員会からの意見及びこれを受けて警察が講じた措置の概要を公表することとされている。

　図表7-10　留置施設視察委員会委員の職業別割合（平成30年1月1日現在）
[image: 図表7-10　留置施設視察委員会委員の職業別割合（平成30年1月1日現在）]

（2）被留置者の収容状況

平成29年中の被留置者の年間延べ人員は、全国で約312万人（1日平均約8,600人）と、前年より約20万人（6.1％）減少した。

　図表7-11　被留置者延べ人員の推移（平成20〜29年）
[image: 図表7-11　被留置者延べ人員の推移（平成20〜29年）]

留置施設の収容率（注）は、全体としては低下しつつあるが、一時的に過剰な収容状態となる場合が依然としてあることから、警察では、警察署の新築時等に十分な規模の留置施設を整備するとともに、拘置所等刑事施設への早期の移送を要請するなどして、収容力の確保を図っている。また、留置施設の整備に当たっては、被留置者の居室を並列に配置し、居室前面の一部に遮蔽板を設けたり、留置施設内の風通しや採光に配慮するなど、被留置者のプライバシー保護や人権に配慮した設計を取り入れている。


注：留置施設の定員数に対する被留置者の割合



　図表7-12　留置施設の収容基準人員の推移（平成20～29年）
[image: 図表7-12　留置施設の収容基準人員の推移（平成20～29年）]

　図表7-13　留置施設の収容率の推移（平成20～29年）
[image: 図表7-13　留置施設の収容率の推移（平成20～29年）]

　[image: 留置施設内（居室区画）の状況]
留置施設内（居室区画）の状況

　[image: 留置施設内（居室）の状況]
留置施設内（居室）の状況






5　犯罪被害者支援

（1）警察による犯罪被害者支援（注1）

①　基本施策

犯罪被害者及びその遺族又は家族（以下「犯罪被害者等」という。）は、犯罪によって直接、身体的、精神的又は経済的な被害を受けるだけでなく、様々な二次的被害を受ける場合がある。そこで、警察では図表7-14のとおり、様々な側面から犯罪被害者支援の充実を図っている。また、各都道府県警察において、あらかじめ指定された警察職員が事件発生直後に犯罪被害者支援を行う指定被害者支援要員制度（注2）が導入されている。


注1：犯罪被害給付制度については、50頁（トピックスII　犯罪被害給付制度の充実）参照

注2：平成29年末現在の要員総数　3万6,708人（30年4月25日時点の集計値）



　図表7-14　犯罪被害者支援に関する主な施策
[image: 図表7-14　犯罪被害者支援に関する主な施策]

②　国外犯罪被害弔慰金等支給制度

国外犯罪被害弔慰金等支給制度は、日本国外において行われた人の生命又は身体を害する故意の犯罪行為により、死亡した日本国籍を有する者（日本国外の永住者を除く。以下同じ。）の第一順位遺族（日本国籍を有せず、かつ、日本国内に住所を有しない者を除く。）に国外犯罪被害弔慰金として被害者一人当たり200万円を、障害等級第1級相当の障害が残った日本国籍を有する者に国外犯罪被害障害見舞金として一人当たり100万円を、それぞれ支給するものであり、28年11月から開始された。

③　犯罪被害者等の特性に応じた施策

犯罪類型等によって犯罪被害者等には異なる特性があることから、警察では、性犯罪被害者、交通事故被害者（注1）、配偶者からの暴力事案の被害者（注2）、ストーカー事案の被害者（注3）、被害少年（注4）、暴力団犯罪被害者等について、その特性に応じた施策を推進している。


注1：181貢参照

注2：30貢参照

注3：30貢参照

注4：82貢参照



　図表7-15　犯罪被害者等の特性に応じた施策の例
[image: 図表7-15　犯罪被害者等の特性に応じた施策の例]

④　関係機関・団体との連携

犯罪被害者等が支援を必要とする事柄は、生活、医療、公判等多岐にわたるため、全ての都道府県で、警察のほか、検察庁、弁護士会、医師会、臨床心理士会、地方公共団体の担当部局や相談機関等の関係機関・団体から構成される「被害者支援連絡協議会」が設立され、犯罪被害者支援のための相互の連携を図っている。

また、個々の事案において、犯罪被害者等の具体的なニーズを把握した総合的支援を行うために、警察署等を単位とした連絡協議会「被害者支援地域ネットワーク」が構築されている。

さらに、よりきめ細かな犯罪被害者支援を行うため、全ての都道府県において、犯罪被害者支援法に基づき、都道府県公安委員会が犯罪被害等の早期の軽減に資する事業を適正かつ確実に実施できる団体を犯罪被害者等早期援助団体として指定している。同団体では、犯罪被害者等の支援に関する広報啓発活動、犯罪被害等に関する相談への対応、犯罪被害者等給付金の裁定の申請の補助及び物品の供与又は貸与、役務の提供その他の方法による犯罪被害者等の援助を行っており、都道府県警察では、同団体に対し、犯罪被害者等の同意を得て、犯罪被害の概要に関する情報を提供することで、犯罪被害者等が同団体による支援を受けやすくなるよう努めている。

　図表7-16　被害者支援連絡協議会
[image: 図表7-16　被害者支援連絡協議会]


MEMO　全国被害者支援ネットワーク

平成3年に開催された「犯罪被害給付制度発足10周年記念シンポジウム」において、犯罪被害者の遺族から精神的支援の必要性が強く指摘されたことを契機に、更なる犯罪被害者支援のための検討が行われ、4年には、全国初の民間被害者支援団体として、東京に犯罪被害者相談室が設立された。その後、10年2月までに8つの民間被害者支援団体が設立され、同年5月、これらの団体により、全国被害者支援ネットワークが設立された。

現在、全都道府県に民間被害者支援団体が設立されており、このうち犯罪被害者等早期援助団体の指定を受けた団体は、全て同ネットワークに加盟している。警察庁では、同ネットワークが開催する民間被害者支援団体の相談員等への研修に職員を講師として派遣しているほか、毎年、同ネットワークと全国犯罪被害者支援フォーラムを共催するなどして犯罪被害者等の支援に関する広報啓発を推進しており、29年10月には「性犯罪被害者支援の充実をめざして」をテーマとして、同フォーラムを開催した。

　[image: 全国犯罪被害者支援フォーラム2017]
全国犯罪被害者支援フォーラム2017



（2）第3次犯罪被害者等基本計画の推進

犯罪被害者等基本法において、政府は、犯罪被害者等のための施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、犯罪被害者等のための施策に関する基本的な計画を定めなければならないこととされている。

これに基づき、平成17年には犯罪被害者等基本計画が、23年には第2次犯罪被害者等基本計画がそれぞれ策定されていたところ、28年4月、それまでの基本計画の推進による成果を踏まえつつ、28年度から32年度までの5年間を計画期間とする第3次犯罪被害者等基本計画が策定された。

犯罪被害者等基本計画の作成及び推進に関する事務を担う警察庁では、関係府省庁が推進する具体的施策について、その進捗状況を定期的に確認するとともに、年次報告等を通じて公表するなど、第3次犯罪被害者等基本計画の確実な推進を図っている。

　図表7-17　第3次犯罪被害者等基本計画の概要
[image: 図表7-17　第3次犯罪被害者等基本計画の概要]


MEMO　地方公共団体と連携した犯罪被害者等の支援のための取組

地方公共団体では、犯罪被害者等に適切な情報提供等を行う総合的対応窓口の設置や、犯罪被害者等が必要とする医療・福祉、住宅、雇用等の生活全般にわたる支援等、各種施策を推進している。

警察庁では、こうした地方公共団体における犯罪被害者等の支援の更なる充実のため、地方公共団体の担当者を招致した会議等を通じ、総合的対応窓口の機能の充実を要請するとともに、犯罪被害者等に関する条例の制定状況等について情報提供を行うなどしている。

　[image: 都道府県・政令指定都市犯罪被害者等施策主管課室長会議]
都道府県・政令指定都市犯罪被害者等施策主管課室長会議








6　管区警察局・皇宮警察本部の活動

（1）管区警察局の活動

①　管区警察局の役割

警察庁には、その地方機関として7つの管区警察局、東京都警察情報通信部及び北海道警察情報通信部が設置されている。事務を能率的に処理するため、管区警察局は、警察庁の事務の一部を分担して所掌している。東京都と北海道の区域は、管区警察局の管轄外とされ、必要に応じ、警察庁が直接に指揮監督等を行う。

　図表7-18　管区警察局の管轄区域
[image: 図表7-18　管区警察局の管轄区域]

②　管区警察局の主な業務

管区警察局では、主として次のような業務を行っている。

ア　府県警察に対する監察

管区警察局の監察機能は、平成12年以降の警察改革の一環として、各管区警察局に総務監察部（注）を設置することにより強化されている。総務監察部門が管区内の府県警察に対する監察を実施することで、警察事務の能率的運営と規律の保持に努めている。


注：東北管区警察局、中部管区警察局、中国管区警察局及び四国管区警察局は総務監察・広域調整部を設置している。



イ　府県の枠を超えた広域調整、災害対応

広域的な対処を必要とする重要事件の合同捜査・共同捜査、高速道路における広域的な交通規制、交通取締り等の実施等に関し、府県警察に対する指導・調整を行っている。

また、一府県警察のみでは対処が困難な大規模災害の発生時には、被災状況等に関する情報の収集・分析に当たるとともに、警察災害派遣隊の派遣等に関する調整を行うことで、国としての危機管理機能を発揮している。


CASE

中部管区警察局は、富山県警察、石川県警察、福井県警察、道路管理者等と合同で、逆走事案、落下物に起因する交通事故及び危険物の流出事案の発生を想定した訓練を実施し、関係団体との連携を強化するとともに、交通街頭活動に従事する勤務員の技能と安全意識の向上を図った。

　[image: 落下物に起因する交通事故の発生を想定した訓練]
落下物に起因する交通事故の発生を想定した訓練



ウ　情報通信における全国警察の連携の確保、府県警察への技術支援

管区警察局情報通信部では、府県情報通信部と連携して、警察庁や都道府県警察を結ぶネットワークの整備、管理等を行い、全国警察の有機的連携の確保に努めている。

また、府県警察の行う捜索差押え等の現場に臨場し、記録媒体内の電磁的記録の損壊防止、コンピュータの設定状況等の確認、証拠となる電磁的記録の抽出等の技術支援を行っている。

エ　府県警察職員を対象とした教育訓練

管区警察局に附置された管区警察学校では、主として警部補及び巡査部長の階級にある府県警察の職員を対象とした昇任時教育、専門的教育等を実施している。

（2）皇宮警察本部の活動

警察庁に附置されている皇宮警察本部は、天皇陛下及び皇族方の護衛、皇居、御所等の警備等を行っている。

　図表7-19　皇宮警察本部の活動地
[image: 図表7-19　皇宮警察本部の活動地]

①　天皇及び皇族の護衛

天皇陛下及び皇族方の安全を確保するため、皇宮護衛官のうち、側衛官が、皇居、御所はもとより、国内外において御身辺の直近で護衛に当たっている。

平成29年中は、天皇皇后両陛下がベトナムを御訪問になった際等に、海外に側衛官を派遣し、御身辺の安全を確保した。

②　皇居、御所等の警備

皇居、赤坂御用地、各御用邸、京都御所、正倉院等の安全を確保するため、主に1都1府4県（注）において警戒警備活動を行っている。29年は、観光立国の実現に向けた政府の各種取組の一つとして、埼玉鴨（かも）場等の見学会に地域住民以外も参加できることとなったことから、これに必要な警戒警備を実施している。


注：栃木、東京、神奈川、静岡、京都及び奈良



　図表7-20　護衛警備を実施した主な行事（平成29年）
[image: 図表7-20　護衛警備を実施した主な行事（平成29年）]

　[image: 天皇誕生日一般参賀に伴う護衛警備実施]
天皇誕生日一般参賀に伴う護衛警備実施

③　国賓等の護衛

国賓として来日した外国要人の皇居参内や、信任状等の捧呈に伴う特命全権大使の皇居参内に際して、騎馬、サイドカー等で護衛に当たっている。


MEMO　騎馬による護衛勤務

皇宮警察本部における特色ある護衛活動として、騎馬による護衛勤務がある。この勤務は、特別な被服「儀礼服」を着用し、儀容を整え、威儀を正して護衛する勤務であり、天皇陛下及び皇族方の特別な行事の際や、信任状等の捧呈に伴う特命全権大使の皇居参内の際に、儀装馬車の直近において、騎馬による護衛を行っている。

　[image: 特命全権大使の皇居参内に伴う護衛活動]
特命全権大使の皇居参内に伴う護衛活動








7　研究機関の活動

（1）警察政策研究センター

警察大学校に置かれている警察政策研究センターは、様々な治安上の課題に関する調査研究を進め、政策提言を行うとともに、警察と国内外の研究者等との交流の拠点として活動している。

①　フォーラムの開催

関係機関・団体等と連携し、国内外の研究者・実務家を交えて社会安全等に関するフォーラムを開催している。

　図表7-21　フォーラムの開催状況（平成29年度）
[image: 図表7-21　フォーラムの開催状況（平成29年度）]

　[image: フォーラムの開催]
フォーラムの開催

②　大学関係者との共同研究の推進

大学関係者と共同して研究活動を行っている。これまでに、例えば、慶應義塾大学大学院法学研究科との間で、テロ等の各種治安事象への対策を講ずるに当たり、憲法学的見地から、国民の自由と安全をいかにバランスよく保障していくかについて共同研究を行っている。


CASE

平成29年度は、早稲田大学社会安全政策研究所との間で、「非行・不良行為等の発見段階における立ち直り支援の現状と課題-警察を起点とした機関連携を中心に-」及び「重大非行事案防止のための多機関連携による非行少年等とその家庭への支援に関する研究」について共同研究を行うとともに、30年1月、同研究所との共催により、都内において公開研究会を開催し、少年を犯罪から守るための関係機関・団体の連携の在り方について活発に意見交換を行った。



③　大学・大学院における講義の実施

警察政策に関する研究の発展及び普及のため、東京大学公共政策大学院、京都大学法科大学院・公共政策大学院、一橋大学国際・公共政策大学院、早稲田大学法科大学院、中央大学法学部・総合政策学部・法科大学院、首都大学東京都市教養学部、法政大学法学部等に職員を講師として派遣している。

　[image: 大学・大学院での講義（法政大）]
大学・大学院での講義（法政大）

④　警察に関する国際的な学術交流

海外で開催される国際的な学術会議に参加し、日本警察に関する情報発信を行っている。また、韓国警察庁警察大学治安政策研究所、フランス高等治安・司法研究所、フランス・トゥールーズ第一社会科学大学警察学研究センター及びドイツ・フライブルク大学安全・社会センターとの間で協定を締結し、警察に関する国際的な学術交流を実施している。


CASE

29年6月、スウェーデン・ストックホルムで開催された第12回ストックホルム犯罪学シンポジウムに参加し、我が国における国際テロ情勢と対策の推進状況について発表を行った。

　[image: 国際的な学術会議での発表（スウェーデン）]
国際的な学術会議での発表（スウェーデン）




CASE

29年9月、公益財団法人日工組社会安全研究財団との共催により、都内において「我が国のサイバー犯罪対策の現状とこれから」をテーマとするフォーラムを開催した。ボットネット（注）対策の専門家であるドイツの研究員及びアメリカの弁護士、我が国の大学教授等がパネリストとして参加し、活発に意見交換を行った。


注：攻撃者の命令に基づき動作する不正プログラム（ボット）に感染したコンピュータ及びこれらのコンピュータに攻撃者の命令を送信する命令サーバから成るネットワーク





（2）警察情報通信研究センター

警察大学校に置かれている警察情報通信研究センターでは、警察活動に関わる情報通信技術について研究しており、その成果は、犯罪捜査の効率化や警察における情報通信システムの整備に活用されている。

例えば、テロ等の発生を未然に防止するため、飛行する小型無人機を早期に発見するための検知手法に関する研究を行っているほか、犯罪捜査等の効率化のため、防犯カメラ等に記録された低照度・低画質な画像の鮮明化技術、多数の画像から人物や車両等を識別し画像を効率的に解析する技術、画像から人物等を特定する識別技術等の画像処理に関する技術の研究を行っている。

　[image: 小型無人機の検知手法に関する研究]
小型無人機の検知手法に関する研究

（3）科学警察研究所

科学警察研究所は、警察活動を最新の科学技術に基づいて支えるため、警察庁に附置されている研究機関であり、その業務は、科学技術を犯罪捜査や犯罪予防に役立てるための研究、その研究成果を活用した鑑定・検査及び都道府県警察の鑑定技術職員に対する技術指導を行うための研修という3つの柱から構成されている。

科学警察研究所の研究領域は極めて広く、医学、生物学、薬学、化学、物理学、工学、心理学、社会学等の多様な専門性を有する約100名の研究員を擁している。

①　犯罪捜査等のための研究

科学技術を犯罪捜査や刑事事件の立証等に利用するためには、その有効性、信頼性等を厳格に検証する必要がある。科学警察研究所では、犯罪捜査をはじめとする警察活動への実用化の観点から科学技術の研究を行うとともに、鑑定等に利用する技術、資機材等についての検証等を行っている。科学警察研究所の研究によって確立・実証された知識や技術は、犯罪捜査における鑑定・検査に活用されており、DNA型鑑定、違法薬物の分析、画像解析、ポリグラフ検査、プロファイリング等を通じて、事件の解明、被疑者の検挙等に貢献している。

また、良好な治安を確保するためには、事件・事故の発生を未然に防ぐことが極めて重要であることから、科学警察研究所では、社会学、心理学、工学等の知見を活用して、人身安全関連事案等の未然防止及び交通事故の被害軽減のための研究を行っている。


研究例　農薬製剤の異同識別

流通食品への農薬製剤の混入事件において、農薬製剤の入手経路や製品の特定等に寄与するため、農薬製剤に含まれる成分のうち、経年劣化の影響を受けず、流通食品に含まれない成分を指標として、農薬製剤の異同識別を可能とするための研究を行っている。




研究例　音声による出身地の推定

ヒトの音声は、出身地等によって異なる特徴があることを利用して、被疑者の音声からその出身地を推定することを可能とするための研究を行っている。

　[image: 音声による出身地の推定の例]
音声による出身地の推定の例




研究例　高齢者等に配慮した信号制御

高齢者等の歩行者が道路を横断中、歩行者用灯器が赤色の灯火となり、道路上に取り残されることのないよう、歩行者用灯器について、青色の灯火の点滅時間や、信号表示面に青時間の残り時間を表示する機能が歩行者の交通行動に与える影響について研究を行っている。

　[image: 青時間の残り時間の表示の例]
青時間の残り時間の表示の例




研究例　ストーカー事案の被害者の特性

ストーカー事案の更なる被害の未然防止及び拡大防止を図るため、同事案の被害者が関係機関・団体等に援助を求める申出を促進又は抑制する要因について、行動科学的見地から研究を行っている。

　[image: ストーカー事案の被害者の援助の申出先と援助の種類]
ストーカー事案の被害者の援助の申出先と援助の種類



②　鑑定・検査

科学警察研究所では、ミトコンドリアDNA検査（注）、薬物の微量成分分析等の高度な専門的知識や技術が必要とされる鑑定及び火災の再現実験等の特殊な設備や技術が必要とされる鑑定を実施している。また、偽造通貨及び銃器の弾丸・薬きょう類については、全て科学警察研究所が資料の鑑定を行っている。


注：細胞核ではなく、細胞内のミトコンドリアに存在するDNAの塩基配列を分析する検査。同配列は、男女を問わず母親の配列と同一となるため、母子や兄弟姉妹間の比較に有効とされる。



③　法科学研修所における研修

科学警察研究所に置かれている法科学研修所では、主に都道府県警察の科学捜査研究所及び鑑識部門で勤務する職員を対象として、鑑定・検査及び鑑識活動に必要となる専門的知識に関する研修を行っている。また、国内外の大学、研究機関等に研修生をおおむね3か月から6か月の期間にわたって派遣し、専門性を高めるための研究に従事させることによって、新たな鑑定手法の開発等に役立てている。






第2節　国民の期待と信頼に応える強い警察

1　国民の期待と信頼に応える強い警察

（1）国民の期待と信頼に応える強い警察の確立のための取組

①　積極的かつ合理的な組織運営

警察では、平成25年に「国民の期待と信頼に応える強い警察」の確立に向けた取組を強化するとの方針を示し、警察署の業務を中心に大胆な合理化・効率化を進めるとともに、若手警察職員の早期戦力化、女性の新たな分野への登用等を含めた人的基盤の強化に取り組んでいる。

また、警察職員の規律違反行為に対して厳正に対処するとともに、その原因・背景の分析に基づき、規律違反行為の防止に資する業務の仕組みの構築を行っている。

さらに、勤務時間の柔軟化に資する制度の整備や部外講師による研修の実施等により、ワークライフバランスを推進するとともに、ハラスメントの防止に関する要綱の策定や研修の実施、苦情や相談を受け付ける職員の指定等により、職場におけるハラスメントの防止を図るなどしている。

　[image: 若手警察職員による小集団討議]
若手警察職員による小集団討議


CASE

広島県警察では、意欲と適性を有する警察署の若手警察官を警察本部の刑事部や交通部等に一定期間配置し、当該警察本部の警察官から現場で直接指導を受けながら経験を積む「武者修行制度」を推進し、若手警察官の実務能力の向上を図っている。

また、警察署において若手警察官の指導を担当する警察官の指導能力向上等を目的とした「実戦的総合訓練指導技法競技会」を開催し、採用時教育を受けている若手警察官に見学させるなど、当該指導を担当する警察官及び若手警察官双方の育成に積極的に取り組んでいる。

　[image: 「実戦的総合訓練指導技法競技会」]
「実戦的総合訓練指導技法競技会」



②　監察の実施と苦情を活用した業務改革の推進

ア　監察

警察では、その能率的な運営及び規律の保持に資するために、警察庁、管区警察局及び都道府県警察において、国家公安委員会が定める監察に関する規則に基づき、厳正な監察を実施している。

29年度中、警察庁及び管区警察局においては、都道府県警察等に対し、1,769回の監察を実施し、取調べの適正確保及び高度化の推進状況について指導するなど業務改善を図った。

　図表7-22　監察に関する規則（平成12年国家公安委員会規則第2号）
[image: 図表7-22　監察に関する規則（平成12年国家公安委員会規則第2号）]

イ　苦情を活用した業務改革の推進

都道府県警察では、職員の職務執行に対する苦情に誠実に対応するとともに、個々の苦情やその傾向を踏まえた業務改善策を策定するなど、苦情を活用した組織的な業務改革を推進している。

（2）適正な予算執行の確保

警察では、適正な予算執行を確保するため、次のような取組を行っている。

①　警察が行う会計監査

国家公安委員会が定める会計の監査に関する規則に基づき、警察庁長官、警視総監、道府県警察本部長及び方面本部長は、監査手法に改善・工夫を加えながら、一層適正な会計経理を推進するため、会計監査を実施している。

平成29年度は、図表7-23のとおり、警察庁の会計監査実施計画を作成し、80部署を対象に会計書類の点検を行うとともに、捜査費の執行に直接携わった捜査員1,122人を含む2,612人に対して聞き取りを実施するなどした。

　図表7-23　会計の監査に関する規則（平成16年国家公安委員会規則第9号）と平成29年度会計監査実施計画
[image: 図表7-23　会計の監査に関する規則（平成16年国家公安委員会規則第9号）と平成29年度会計監査実施計画]

②　会計業務の改善に係る取組

警察庁では、会計業務の改善に関する各種取組を全庁を挙げて推進するため、関係職員から構成される「警察庁会計業務改善委員会」及び外部有識者から構成される「警察庁会計業務検討会議」を開催して、行政事業レビュー、調達改善の取組等を通じ、会計業務の改善に努めている。

　[image: 監査における職員からの聞き取り]
監査における職員からの聞き取り

（3）情報公開制度

警察庁では、警察庁訓令・通達公表基準に基づいて、訓令及び施策を示す通達を原則として公表することとし、ウェブサイトに掲載している。また、窓口を設置し、行政機関の保有する情報の公開に関する法律に基づく開示請求を受け付けるとともに、警察白書や統計、報道発表資料等の文書を一般の閲覧に供している。

平成29年度中の国家公安委員会と警察庁に対する同法に基づく開示請求及びその開示決定等の件数は図表7-24のとおりである。

　図表7-24　平成29年度中の開示請求等の件数（情報公開）
[image: 図表7-24　平成29年度中の開示請求等の件数（情報公開）]

（4）個人情報保護

警察庁では、警察庁における個人情報等の管理に関する訓令を制定し、個人情報の管理体制を定めるなどして保有する個人情報の適正な取扱いに努めている。また、窓口を設置し、行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律に基づく開示請求を受け付けている。

平成29年度中の国家公安委員会と警察庁に対する同法に基づく開示請求及びその開示決定等の件数は、図表7-25のとおりである。

　図表7-25　平成29年度中の開示請求等の件数（個人情報保護）
[image: 図表7-25　平成29年度中の開示請求等の件数（個人情報保護）]






2　国民に開かれた警察活動

（1）警察署協議会

警察は、地域の犯罪や交通事故を防止するなどの様々な活動を行うに際して、地域住民の意見、要望等を十分に把握するとともに、地域住民の理解と協力を得ることが必要である。

このため、原則として全国の全ての警察署に警察署協議会が置かれており、警察署長が警察署の業務について地域住民の意見を聴くとともに、理解と協力を求める場として活用されている。その委員については、都道府県公安委員会が、警察署の管轄区域内の住民のほか、地方公共団体や学校の職員等、地域の安全に関する問題について意見、要望等を表明するにふさわしい者に委嘱しており、外国人や学生を含む幅広い分野等から委嘱された委員が全国で活躍している。平成30年4月1日現在、1,156署に協議会が設置され、総委員数は1万457人である。

　図表7-26　委員の職業別構成
[image: 図表7-26　委員の職業別構成]

　図表7-27　委員の年齢別構成
[image: 図表7-27　委員の年齢別構成]


MEMO　地域ぐるみで安全安心を（福井県勝山警察署協議会会長　村上　忠義）

勝山警察署協議会は5人で構成されており、日頃から地域住民の声を幅広く吸い上げて協議会としての意見に反映しています。

例えば、勝山市は年々高齢化が進み、県内9市の中で高齢化率が最も高くなっていることから、地域ぐるみで高齢者を特殊詐欺の被害から守るための取組の推進を提言したところ、警察署が、管内全ての金融機関・コンビニエンスストアに対し、「特殊詐欺撲滅協力店認定証」を配布して店頭に掲示してもらう取組を実施してくださいました。また、特殊詐欺の被害を未然に防止した店舗は、警察署から感謝状が贈呈されるとともに、同認定証に星型のシールが貼り付けられることになりました。

このように、地域住民が一体となって特殊詐欺の撲滅に取り組んだ結果、勝山市では平成29年中に特殊詐欺の被害の発生はなく、警察署協議会委員として地域の安全安心に貢献できたことを嬉しく思っています。

今後とも、勝山市の治安の向上に結び付く意見を積極的に述べていきたいと思います。

　[image: 「特殊詐欺撲滅協力店認定証」に星形のシールを貼り付けている様子]
「特殊詐欺撲滅協力店認定証」に星形のシールを貼り付けている様子



（2）政策評価

国家公安委員会と警察庁は、3年ごとに策定する「国家公安委員会及び警察庁における政策評価に関する基本計画」を踏まえて、毎年、政策評価の実施に関する計画を策定し、政策評価を実施している（注）。平成29年度には、1件の実績評価書及び2件の事業評価書を作成・公表した。


注：https://www.npa.go.jp/policies/evaluation/index.html








3　「世界一安全な日本」創造戦略

現在、我が国の治安は、刑法犯認知件数等の指標が改善する一方で、サイバー犯罪・サイバー攻撃、国際テロ、組織犯罪といった重大な脅威に直面している。また、良好な治安は、国民生活の安全を確保すると同時に、社会・経済の発展にも寄与するものである。こうしたことを踏まえ、平成25年12月、「「世界一安全な日本」創造戦略」が第21回犯罪対策閣僚会議において策定されるとともに、閣議決定された。

この戦略は、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催を見据え、犯罪を更に減少させ、国民の治安に対する信頼感を醸成し、「世界一安全な国、日本」を実現することを目標としている。警察では、関係機関・団体と緊密に連携して、この戦略に基づく取組を推進していくこととしている。

　図表7-28　「「世界一安全な日本」創造戦略」の概要
[image: 図表7-28　「「世界一安全な日本」創造戦略」の概要]






第3節　外国治安機関等との連携

（1）国際的な犯罪に対する外国治安機関等との連携

①　ASEAN加盟国、G7各国等との連携

警察庁では、国際テロ対策、サイバーセキュリティ対策等の分野において、ASEAN加盟国等の外国治安機関等との協力関係の強化に取り組んでいる。

平成29年（2017年）9月にはフィリピンにおいて、ASEAN＋3国際犯罪閣僚会議（注1）の第8回会議及び日・ASEAN国際犯罪閣僚会議の第3回会議が開催され、我が国からは国家公安委員会委員長が出席したほか、同月にはシンガポールにおいて、ASEAN警察長官会合（ASEANAPOL）（注2）の第37回会合が開催され、我が国から警察庁幹部が出席した。また、平成29年（2017年）10月にはイタリアにおいて、平成30年（2018年）3月にはカナダにおいて、G7ローマ／リヨン・グループ会合が開催され、我が国からは警察庁担当者等が出席し、国際組織犯罪対策やテロ対策について積極的に議論に参加した。さらに、同年4月にはカナダにおいて、G7安全担当大臣会合が開催され、我が国からは国家公安委員会委員長が出席した。


注1：ASEAN加盟国に日本、中国及び韓国を加えた治安機関の閣僚が参加する会議

注2：東南アジア地域の警察機関相互の交流促進を目的として昭和56年に結成されたもので、我が国は、中国、韓国等と共に議決権のない参加資格である「ダイアログ・パートナー」として参加している。



　[image: 第8回ASEAN＋3国際犯罪閣僚会議]
第8回ASEAN＋3国際犯罪閣僚会議

②　二国間等の連携

警察では、国際的な犯罪対策において我が国と関わりの深い国の治安機関との間で協議を行うなどして協力関係を深めている。29年11月には東京において、中国公安部との間で第10回日中警察協議を、韓国警察庁との間で第6回日韓警察協議を、中国公安部及び韓国警察庁との間で第3回日中韓警察局長級会議を、それぞれ開催したほか、同月にはベトナム・ハノイにおいて、ベトナム公安省との間で第5回日越治安当局次官級協議を開催した。また、国家公安委員会委員長が、マレーシア（同年9月）、フランス（30年4月）等各国の治安担当大臣及びペルー（29年6月）等各国の駐日大使と会談を行うなど、外国治安機関等との協力関係を強化した。

　[image: 第5回日越治安当局次官級協議]
第5回日越治安当局次官級協議

　[image: 国家公安委員会委員長とマレーシア副首相兼内務大臣との会談の様子]
国家公安委員会委員長とマレーシア副首相兼内務大臣との会談の様子

（2）治安に関係する国際約束の締結

刑事共助条約（協定）は、捜査共助の実施を条約上の義務とすることで捜査共助の一層確実な実施を期すとともに、捜査共助の実施のための連絡を外交当局間ではなく、条約が指定する中央当局間で直接行うことにより、手続の効率化・迅速化を図るものである。これまでに米国、韓国、中国、香港、EU及びロシアとの間で締結している。また、犯罪人引渡条約は、日本で犯罪を犯し国外に逃亡した犯罪人等を確実に追跡し、逮捕するため、一定の場合を除き、犯罪人の引渡しを相互に義務付けるものであり、これまでに米国及び韓国との間で締結している。このほか、平成26年2月、PCSC協定（注）が日米両政府間において署名され、引き続き同協定の発効に向けた協議を行っている。


注：重大な犯罪を防止し、及びこれと戦う上での協力の強化に関する日本国政府とアメリカ合衆国政府との間の協定（Agreement between the Government of Japan and the Government of the United States of America on Enhancing Cooperation in Preventing and Combating Serious Crime）の略称。日米査証免除措置の下で安全な国際的渡航を一層容易にしつつ、日米両国国民の安全を強化するために、重大な犯罪を防止し、及び捜査することを目的として、相互に必要な指紋情報等を交換するための枠組みを定めたもの



（3）国際協力の推進

警察庁では、我が国の警察の知見や特質をいかせる分野において、外務省やJICAと協力し、専門家の派遣や研修員の受入れを通じた海外の警察に対する支援を行っている。平成29年中には、9人の専門家を新たに派遣した。

ア　インドネシア国家警察改革支援プログラム

13年以降、インドネシア国家警察改革支援プログラムを実施しており、国家警察長官アドバイザー兼プログラム・マネージャーを含む専門家を派遣している。24年以降、市民警察活動を全国展開させるため、交番制度、現場鑑識活動等に関するこれまでの協力の成果の一層の定着・展開を支援している。

イ　ブラジルに対する地域警察活動普及支援

ブラジル政府からの要請に基づき、27年1月から30年1月にかけて、専門家をブラジルに派遣するとともに、ブラジルの警察官に対して都道府県警察での実地研修を行い、交番制度をはじめとした地域警察活動の更なる質の向上及び全国展開に向けた支援を行った。

ウ　研修員の受入れ

警察では、知識・技術の移転及び諸外国との情報交換の促進を図るため、都道府県警察における実地研修、警察大学校国際警察センターにおけるセミナー等を行っている。29年中には、15回の研修でインドネシア、ベトナム、ブラジル、ミャンマー等各国の警察幹部を含む188人の研修員を受け入れた。

　[image: インドネシアの警察官への研修の様子]
インドネシアの警察官への研修の様子


MEMO　警察による国際緊急援助活動

我が国は、外国で大規模な災害が発生し、被災国政府又は国際機関の要請があった場合、被災地に国際緊急援助隊を派遣しており、警察もその救助チーム等の一員として国際緊急援助活動を行っている。

警察では、国際緊急援助隊の派遣に関する法律が施行された昭和62年以降、延べ290人の隊員を延べ16の国・地域に派遣し、被災者の捜索・救助等を行った。

例えば、平成29年（2017年）9月にメキシコ中央部で発生したマグニチュード7.1の地震に際して派遣された救助チームには、警察職員23人及び警備犬4頭が参加し、建物倒壊現場での被災者の捜索等に従事した。また、平成30年（2018年）2月に台湾東部で発生したマグニチュード6.4の地震に際して派遣された専門家チームには、警察職員2人が参加し、行方不明者の捜索・救助活動の支援を実施した。

　[image: メキシコにおける被災者の捜索状況]
メキシコにおける被災者の捜索状況







警察活動の最前線


女性の視点に立って



兵庫県警察本部警務部教養課術科指導係

村山　香織（むらやま　かおり）　警部補

　[image: こうへいくん まもりちゃん]
こうへいくん まもりちゃん



現在、交番等の常に危険と隣り合わせとなる最前線で活躍する女性警察官が増えており、当県警でも、27か所の交番が女性警察官の勤務する「レディースサポート交番」として指定されています。

私は、術科訓練の指導者として、警察署を巡回して剣道の指導を行っているほか、交番で勤務する女性警察官に対し、職務執行力の強化、受傷事故の防止等を目的として、実際の事案を想定した逮捕術の指導を行っています。

また、一般の女性を対象として警察署が主催する護身術教室にも指導者として参加しています。まずは犯罪被害に遭わないように気を付けることが一番ですが、万が一犯罪被害に遭ってしまったとき、とっさに対応して犯人をひるませ、その場から逃げることができるよう、自分の身を護る術を少しでも伝えたいという思いで指導に当たっています。

受講者からは、「来てよかった。次回も参加したい」「友達にも教えてあげたい」といった言葉を頂いて非常にやりがいを感じますし、このような機会を増やすことで、犯罪予防にもつなげていきたいと思っています。

これからも、女性の視点に立って訓練内容を工夫しながら、精強な警察官の育成と、女性が安心して暮らせる社会の実現に向けて頑張っていきます。

　[image: 中央が本人]
中央が本人




留置担当官として



秋田県秋田臨港警察署警務課留置管理係（現　同署交通課交通指導係）

内藤　芙希（ないとう　ふき）　巡査長
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留置管理係の仕事は、事件を検挙する捜査部門のように成果を挙げて周囲から注目されることは少なく、警察業務の中でも目立たない仕事の一つです。

しかし、私たちが相対する被留置者は、自らの身体を傷つけて命さえも絶とうとする者、留置担当官に無理難題を要求する者、留置担当官の揚げ足を取ろうとする者等、様々な者がおり、常に緊張感を持って勤務しなければなりません。

留置施設では、体調不良を訴える者や、悩みを抱え込んでしまう者もおり、拘置所等への移送や釈放までの間、被留置者の心身に事故を生じさせないことがいかに難しく、重要なことであるかを実感しています。

ある晩、被留置者が着衣を首に巻いて自ら首を絞めようとしたことがありましたが、他の勤務員と一体となって迅速に対処したため、自傷行為を未然に防止することができました。被留置者による危険な行動を防ぐためには、被留置者と最も長時間接している留置担当官だからこそ気付くことができる僅かな変化を見逃さない、という基本原則の重要性を改めて認識した事案でした。

今後も、他の勤務員と情報共有を図るなど、被留置者に対する適切な処遇と事故防止に万全を尽くしていきたいと思います。

　[image: 秋田県秋田臨港警察署警務課留置管理係（現　同署交通課交通指導係）　内藤　芙希（ないとう　ふき）　巡査長]



注：掲載されているキャラクターは、都道府県警察のマスコットキャラクターです。






資料編

1　平成29年中の組織改正と法令の制定

平成29年中の主な組織改正
[image: 平成29年中の主な組織改正]

平成29年中の主な法律の制定（警察関係）
[image: 平成29年中の主な法律の制定（警察関係）]

平成29年中の主な政令の制定（警察関係）
[image: 平成29年中の主な政令の制定（警察関係）]






2　平成29年中の主な出来事

　[image: 2 平成29年中の主な出来事(1)]
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3　平成29年都道府県別統計資料

　[image: 3　平成29年都道府県別統計資料(1)]
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